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 本編は、⽣物系特定産業技術研究⽀援センター（以下「⽣研⽀援センタ
ー」という。）が実施する研究⽀援事業における契約･経理･知的財産権に関
する事務処理について、共通する事項を掲載しています。別途定める各研究
⽀援事業の研究実施に関する実施要領等において定めのあるものについて
は、当該実施要領等の定めが優先されますのでご注意ください。 
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⽬   次 
 
Ⅰ 委託業務の基本原則 
１．委託業務とは ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
２．委託契約の適正な経理処理 ・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
（１）委託業務の経理処理における基本原則 ・・・・・・・・・・  １ 
（２）⽣研⽀援センター委託業務における検査の実施 ・・・・・・  １ 
（３）会計検査院による検査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
 
Ⅱ 契約事務関係 
１．契約事務の流れ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 
（１）委託契約の締結 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 
（２）実績報告書の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 
（３）委託費の額の確定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 
（４）委託費の⽀払い ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 
  ① 確定額の請求及び⽀払い ・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 
  ② 概算払 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 
  ③ 振込⼝座 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 
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② コンソーシアム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 
③ 構成員 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 
④ 代表機関 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 
⑤ 研究管理運営機関 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 
⑥ 協⼒機関（第三者との共同研究） ・・・・・・・・・・・・・  ８ 
⑦ 普及担当機関 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 
⑧ 研究グループにおける構成員と協⼒機関との違い（整理表） ・  ９ 
⑨ 委託契約の対象 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 
 
 
３．委託費の内容 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 
（１）委託費計上費⽬の体系 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 
（２）各費⽬の説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 
   ・物品費（設備備品費） ・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 
   ・物品費（消耗品費） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 
   ・⼈件費・謝⾦（⼈件費） ・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 
   ・⼈件費・謝⾦（謝⾦） ・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 
   ・旅費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 
   ・その他（外注費）   ・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 
   ・その他（印刷製本費）  ・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 
   ・その他（会議費） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 
   ・その他（通信運搬費） ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 
   ・その他（光熱⽔費） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 
   ・その他（その他諸経費） ・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 
   ・その他（消費税等相当額） ・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 
   ・間接経費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

② コンソーシアム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 
③ 構成員 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 
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   ・試験研究調査委託費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 
   ・特定外国研究機関委託費 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 

・⼀般管理費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 
（３）委託費計上に当たっての注意事項 ・・・・・・・・・・・・ ３０ 
  ① 経費算定の対象とする⽀出額 ・・・・・・・・・・・・・ ３０ 
  ② 経費区分及び証拠書類保管 ・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 

③ 費⽬間流⽤ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 
④ ⾃社または同⼀の資本に属するグループ企業内等での調達の利益排

除 ・・・・・・・ ３０ 
⑤ 研究グループ内での調達の利益 ・・・・・・・・・・・・ ３１ 
⑥ 建物の計上不可 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 
⑦ 再委託の禁⽌ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 
⑧ ⼤学における教員発注 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 
⑨ １⾏１伝票での記載 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 
⑩ ⼩数点以下の端数処理⽅法 ・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 

（４）委託費計上に係る費⽬・細⽬別の注意事項 ・・・・・・・・ ３３ 
  ① ⼈件費・賃⾦ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 
  ② 謝⾦ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７ 
  ③ 旅費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７ 
  ④ 設備備品費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０ 
  ⑤ 消耗品費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 
  ⑥ その他（外注費等） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４２ 
  ⑦ 物品の調達・外注等を⾏う場合の注意事項 ・・・・・・・ ４３ 
４．委託費により取得した物品の取扱い ・・・・・・・・・・・・ ４５ 
（１）物品の管理及び所有権の帰属 ・・・・・・・・・・・・・・ ４５ 
（２）備品等の標⽰ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 

   ・試験研究調査委託費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 
    

・⼀般管理費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 
（３）委託費計上に当たっての注意事項 ・・・・・・・・・・・・ ２８ 
  ① 経費算定の対象とする⽀出額 ・・・・・・・・・・・・・ ２８ 
  ② 経費区分及び証拠書類保管 ・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 

③ 費⽬間流⽤ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 
④ ⾃社または１００％⼦会社調達の利益排除 ・・・・・・・ ２８ 
 
⑤ 構成員間調達の利益排除 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 
⑥ 建物の計上不可 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 
⑦ 第三者への再委託禁⽌ ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 
⑧ ⼤学における教員発注 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 
⑨ １⾏１伝票での記載 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 
⑩ ⼩数点以下の端数処理⽅法 ・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

（４）委託費計上に係る費⽬・細⽬別の注意事項 ・・・・・・・・ ３０ 
  ① ⼈件費・賃⾦ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 
  ② 謝⾦ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 
  ③ 旅費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 
  ④ 設備備品費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７ 
  ⑤ 消耗品費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８ 
  ⑥ その他（外注費等） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 
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（３）換⾦性の⾼い物品の管理 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 
（４）物品の共⽤使⽤ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 
（５）取得した備品等の移転 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 
（６）委託業務実施期間終了後の備品等の取扱いについて ・・・・ ４７ 
（７）試作品の取扱い ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４９ 
（８）物品の調達について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５０ 
適正なファイナンスリースと認められないファイナンスリースの例  ５１ 
（９）複数の研究費制度による共⽤設備の購⼊（合算使⽤） ・・・ ５２ 
（１０）複数年度契約における年度を跨がる物品の購⼊ ・・・・・ ５３ 
（１１）年度を跨ぐ費⽤の計上について ・・・・・・・・・・・・ ５５ 
５．契約書別紙「委託試験研究実施計画」の変更 ・・・・・・・・ ５６ 
（１）各項⽬の変更申請⽅法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５６ 
（２）変更申請に対する承認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５６ 
（３）変更届等の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５６ 
（４）物品購⼊計画の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 
６．試験研究計画書の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 
７．試験研究計画の中⽌等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 
８．収⼊が⽣じた場合の報告 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５９ 
９．委託業務の検査・調査等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５９ 
（１）−１確定時の検査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５９ 
  ① コンソーシアムにおける検査の流れ 

研究機関⼜は構成員、代表機関等 ・・・・・・・・・・・ ５９ 
  ② 実績報告書の提出期限について ・・・・・・・・・・・・ ５９ 
  ③ 各種書類の提出⽅法について ・・・・・・・・・・・・・ ６０ 
  ④ 提出書類データ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６０ 
  ⑤ 提出データ構成例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６１ 

（３）換⾦性の⾼い物品の管理 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 
（４）物品の共⽤使⽤ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 
（５）取得した備品等の移転 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４４ 
（６）委託業務実施期間終了後の備品等の取扱いについて ・・・・ ４４ 
（７）試作品の取扱い ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 
（８）物品の調達について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 
適正なファイナンスリースと認められないファイナンスリースの例  ４８ 
（９）複数の研究費制度による共⽤設備の購⼊（合算使⽤） ・・・ ４９ 
（１０）複数年度契約における年度を跨がる物品の購⼊ ・・・・・ ５１ 
（１１）年度を跨ぐ費⽤の計上について ・・・・・・・・・・・・ ５２ 
５．契約書別紙「委託試験研究実施計画」の変更 ・・・・・・・・ ５３ 
（１）各項⽬の変更申請⽅法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５３ 
（２）変更申請に対する承認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５３ 
（３）変更届等の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５３ 
（４）物品購⼊計画の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４ 
 
６．試験研究計画の中⽌等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４ 
７．収⼊が⽣じた場合の報告 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５５ 
８．委託業務の検査・調査等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５５ 
（１）−１確定時の検査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５５ 
  ① コンソーシアムにおける検査の流れ 

研究機関⼜は構成員、代表機関 ・・・・・・・・・・・・ ５５ 
  ② 実績報告書の提出期限について ・・・・・・・・・・・・ ５５ 
  ③ 各種書類の提出⽅法について ・・・・・・・・・・・・・ ５６ 
  ④ 提出書類データ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 
  ⑤ 提出データ構成例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 
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令和６年４⽉   
 ⽣物系特定産業技術研究⽀援センター 

委託業務研究実施要領～事務処理関係編～新旧対照表 
新 旧 備考欄 

 

 

（１）−２「農林⽔産研究情報総合センター(AFFRIT)共有フォルダ」の導
⼊ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・ ６４ 

     AFFRIT 共有フォルダ利⽤⽅法（機構外利⽤者⽤） ・・ ６７ 
（２）実地調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７３ 
１０．研究費の不正使⽤等防⽌のための対応 ・・・・・・・・・・ ７４ 
（１）不正使⽤等防⽌に向けた取組 ・・・・・・・・・・・・・・ ７４ 
（３）不正使⽤等が⾏われた場合の措置 ・・・・・・・・・・・・ ７７ 
（２）管理・監査ガイドラインに基づく体制整備に不備があった場合の対応 
１１．虚偽の申請に対する対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ７７ 
１２．研究活動における不正⾏為防⽌のための対応 ・・・・・・・ ７７ 
（１）研究活動の不正⾏為防⽌に向けた取組 ・・・・・・・・・・ ７７ 
（２）研究活動の不正⾏為が⾏われた場合の措置 ・・・・・・・・ ７８ 
１３．法令・指針等に関する対応 ・・・・・・・・・・・・・・・ ７９ 
１４．情報管理の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７９ 
１５．若⼿研究者の⾃発的な研究活動 ・・・・・・・・・・・・・ ８０ 
１６．エフォート管理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８２ 
１７．競争的研究費の直接経費から研究代表者の⼈件費の⽀出について９０ 
１８．競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代⾏に係る経費を⽀出

可能とする⾒直し（バイアウト制度の導⼊）について ・・・ ９２ 
１９．競争的研究費におけるＲＡ経費等の適正な⽀出の促進につい・ ９４ 
２０．⼈件費の算定等の適正化について ・・・・・・・・・・・・ ９５ 
２１．安全保障貿易管理について（海外への技術漏洩への対処）   １００ 
２２．マッチングファンド（ＭＦ）について ・・・・ ・・・・・・１０２ 
２３．⺠間企業が⾃ら⽀出した研究費⽤に係る実績報告 ・・・・・１０２ 
２４．委託業務に係る秘密保持 ・・・・・・・・・・・・・・・・１０３ 
 

（１）−２「農林⽔産研究情報総合センター(AFFRIT)共有フォルダ」の導
⼊ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・ ６０ 

     AFFRIT 共有フォルダ利⽤⽅法（機構外利⽤者⽤） ・・ ６０ 
（２）実地調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６９ 
９．研究費の不正等使⽤防⽌のための対応 ・・・・・・・・・・・ ７０ 
（１）不正使⽤等防⽌に向けた取組 ・・・・・・・・・・・・・・ ７０ 
（２）不正使⽤等が⾏われた場合の措置 ・・・・・・・・・・・・ ７０ 
（３）管理・監査ガイドラインに基づく体制整備に不備があった場合の対応 
１０．虚偽の申請に対する対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ７１ 
１１．研究活動における不正⾏為防⽌のための対応 ・・・・・・・ ７２ 
（１）不正⾏為防⽌に向けた取組 ・・・・・・・・・・・・・・・ ７２ 
（２）不正⾏為が⾏われた場合の措置 ・・・・・・・・・・・・・ ７２ 
１２．法令・指針等に関する対応 ・・・・・・・・・・・・・・・ ７３ 
１３．情報管理の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７３ 
１４．若⼿研究者の⾃発的な研究活動 ・・・・・・・・・・・・・ ７３ 
１５．エフォート管理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７５ 
１６．競争的研究費の直接経費から研究代表者の⼈件費の⽀出について８３ 
１７．競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代⾏経費を⽀出可能 

とする⾒直し（バイアウト制度の導⼊）について ・・・・・ ８５ 
１８．競争的研究費におけるＲＡ経費等の適正な⽀出の促進につい・ ８７ 
１９．⼈件費の算定等の適正化について ・・・・・・・・・・・・ ８８ 
２０．安全保障貿易管理について（海外への技術漏洩への対処）    ９２ 
２１．マッチングファンド（ＭＦ）について ・・・・ ・・・・・・ ９４ 
２２．⺠間企業が⾃ら⽀出した研究費⽤に係る実績報告 ・・・・・ ９５ 
２３．委託業務に係る秘密保持 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ９５ 
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令和６年４⽉   
 ⽣物系特定産業技術研究⽀援センター 

委託業務研究実施要領～事務処理関係編～新旧対照表 
新 旧 備考欄 

 

 

Ⅲ 研究成果の取扱・特許権等 
１．⽤語の定義 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４ 
８．特許権等の帰属 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０８ 
３．バックグラウンド知財の共有及び委託業務で得られた特許権等の実施許

諾に関する融通 ・・・・・・・・・１０６ 
 
５．コンソーシアムにおける知財合意書の作成及び合意 ・・・・ １０７ 
２．研究成果の考え⽅と知財⽅針等の作成 ・・・・・・・・・・・１０４ 
４．成果報告書の提出・確認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７ 
８．研究成果の確認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０８ 
５．研究成果の公表・提供・利⽤・普及 ・・・・・・・・・・・・１０７ 
６．研究成果に関する内部規制の整備等 ・・・・・・・・・・・・１０８ 
７．ノウハウの指定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０８ 
９．発明等・出願等及び設定登録等に係る報告 ・・・・・・・・ １１０ 
１０．特許権等の実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１０ 
１１．特許権の実施許諾 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１１ 
１２．特許権等の移転 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１３ 
１３．特許権等の放棄・取下げ ・・・・・・・・・・・・・・・ １１３ 
１４．コンソーシアム解散後の特権等の⼿続き ・・・・・・・・ １１４ 
１５．産業財産権等の第三者との共同出願 ・・・・・・・・・・ １１４ 
１６．著作権⼜はノウハウの第三者との共有 ・・・・・・・・・・１１４ 
１７．その他知的財産に関する事項 ・・・・・・・・・・・・・ １１４ 
１８．知財関連⼿続きフローチャート ・・・・・・・・・・・・ １１５ 
 
 
Ⅳ．問い合わせ先及びウェブサイトについて 

Ⅲ 研究成果の取扱・特許権等 
１．⽤語の定義 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００ 
２．特許権等の帰属 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００ 
３．バックグラウンド知財の共有及び実施許諾 ・・・・・・・・・１０２ 
 
４．フォアグラウンド知財の共有及び実施許諾 ・・・・・・・・・１０２ 
５．コンソーシアムにおける知財合意書の作成及び合意 ・・・・ １０２ 
６．研究成果の考え⽅と⽅針の作成 ・ ・・・・・・・・・・・・１０３ 
７．成果報告書の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４ 
８．研究成果の確認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４ 
９．研究成果の公表・普及 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４ 
１０．成果に関する内部規制の整備等 ・・・・・・・・・・・・・１０５ 
１１．ノウハウの指定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０５ 
１２．発明・出願等の通知 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０５ 
１３．特許権等の実施、許諾 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １０６ 
 
１４．特許権等の移転 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０７ 
１５．特許権等の放棄 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０８ 
１６．コンソーシアム解散後の特権等の⼿続き ・・・・・・・・ １０８ 
１７．第三者との共同出願 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０８ 
１８．技術情報の封印 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０９ 
１９．その他知的財産に関する事項 ・・・・・・・・・・・・・ １０９ 
２０．知財関連⼿続きフローチャート ・・・・・・・・・・・・ １１０ 
 
 
Ⅳ．問い合わせ先及びウェブサイトについて 
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令和６年４⽉   
 ⽣物系特定産業技術研究⽀援センター 

委託業務研究実施要領～事務処理関係編～新旧対照表 
新 旧 備考欄 

 

 

○ 本実施要領についての問い合わせ先 ・・・・・・・・・・・ １１６ 
 
【各種資料】 
Ⅰ．関係通知等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１８ 
１．研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基

準） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１９ 
２．農林⽔産省所管の研究資⾦に係る研究活動の不正⾏為への対応ガイドラ

イン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４６ 
 
３．委託事業に係る会計経理の適正化について ・・・・・・・・ １６９ 
 
Ⅱ．提出書類の様式等 
１．委託契約・情報管理の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・ １７５ 
２．委託契約・若⼿研究者の⾃発的研究活動 ・・・・・・・・・ １９０ 
３．委託契約・競争的研究費の直接経費から研究代表者の⼈件費の⽀出につ

いて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９８ 
４．委託契約・競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代⾏経費を 
⽀出可能とする⾒直し（バイアウト制度の導⼊）について ・・・ ２１０ 
５．提出様式⼀覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１９ 
・広報様式１〜 ３  
・事業様式１〜 ５  
・経理様式１〜２１  
・知財様式１〜 ６  
・情報様式１〜 ３  
・参考様式１〜１９  
６．委託事業に係る事務処理スケジュール（報告期限等） ・・・ ３６６ 

○ 本実施要領についての問い合わせ先 ・・・・・・・・・・・ １０７ 
 
【各種資料】 
Ⅰ．関係通知等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０８ 
１．研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン ・ １０９ 
２．農林⽔産省所管の研究資⾦に係る研究活動の不正⾏為への対応ガイドラ

イン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３６ 
 
３．研究活動における不正⾏為等に対する試験研究の中⽌等実施要領１５９ 
４．委託事業に係る会計経理の適正化について ・・・・・・・・ １７８ 
 
Ⅱ．提出書類の様式等 
１．委託契約・情報管理の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・ １８４ 
２．委託契約・若⼿研究者の⾃発的研究活動 ・・・・・・・・・ １９９ 
３．委託契約・競争的研究費の直接経費から研究代表者の⼈件費の⽀出につ

いて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０７ 
４．委託契約・競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代⾏経費を 
⽀出可能とする⾒直し（バイアウト制度の導⼊）について ・・・ ２１９ 
５．提出様式⼀覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２８ 
・広報様式１〜 ３  
・事業様式１〜 ５  
・経理様式１〜２１  
・知財様式１〜 ６  
・情報様式１〜 ３  
・参考様式１〜１７  
６．委託事業に係る事務処理スケジュール（報告期限等） ・・・ ３５８ 
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  Ⅰ 委託業務の基本原則  
 
１．委託業務とは 

委託業務とは、一方＜生研支援センター＞が他方＜委託先＞に対し、業
務を委託する契約（委託契約）に基づき実施する業務です。 
いわゆる「補助金」ではありませんのでご注意ください。 

 
２．委託契約の適正な経理処理 

生研支援センターの委託業務は、優れた研究成果を得ることを目的とし
て行っていますが、委託業務の原資は、国民の税金であり、国民からの付
託によって実施していることから、適正な経理処理が必要となります。 
よって、委託費を使用する場合においては、経済性・効率性を充分に考

慮した上で、適切な経理処理を行ってください。また、経理処理に伴い作
成した書類により、使用した経費の妥当性を対外的に説明できることも必
要となります。 

 
（１）委託業務の経理処理における基本原則 

生研支援センターの委託業務における経費の計上においては、基本原
則となる次の５つの項目を遵守して、法令・社内規定等に則した適正な
経理処理を行ってください。 

 
＜生研支援センター事業の経理処理 ５つの原則＞ 
① 経費計上は、当該委託業務に直接必要なものに限ります。 

委託業務目的に合致しないものはもちろんのこと、委託業務に直接
使用したことが特定できない一般事務用品等も計上できません。ま
た、期末の予算消化と見なされないよう計画的な購入を行ってくださ
い。 

② 経費計上は、委託業務の実施期間中に発生したものが対象です。 
発注・納品、検収・支払は、原則、委託業務の実施期間中に行って

ください。 
③ 当該委託費は、他の委託費等と混同して使用しないでください。 

複数の委託費をプールして使用しないでください。なお、同一のテ
ーマについて、公的資金の重複受給はできません。 

④ 経費の使用に際しては、経済性や効率性を考慮した調達を行ってく
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ださい。 
物品購入や外注契約に際しては、見積競争を行うなど、経費の経済

的な使用を心掛けてください。 
⑤ 従事日誌等は、正しく記載してください。 

労務費算定の根拠となる従事日誌等は、本人が毎日正確に記入する
とともに、委託業務の管理者は、定期的に、その記載された内容に相
違又は虚偽がないかどうか確認してください。 

 
（２）生研支援センター委託業務における検査の実施 

生研支援センターの委託業務に関して実施される主な検査には、以下
のものがあります。 
①  確定時の検査（Ⅱ－８－（１）－１） 

委託業務の実施期間終了時等に提出いただく関係書類等を検査しま
す。 
②  実地調査（Ⅱ－８－（２）） 

委託業務の実施期間途中の資金の使途･管理状況を現地に赴き調査
します。 

  ③  実地調査（過年度）（Ⅱ－８－（３）） 
    委託業務が終了した日の翌年度の４月１日から起算して、過去５年

間まで遡って、委託業務の実施期間中の資金の使途・帳簿等の管理状
況を現地に赴き調査します。 

 
（３）会計検査院による検査 

会計検査院は、内閣から独立した憲法上の機関として、国や法律で定
められた機関の会計を検査し、国の予算執行について適切な会計経理が
行われるように監督する機関です。（日本国憲法第90条） 
① 農研機構（生研支援センターも含む）は、会計検査院が必ず検査し
なければならない機関（国会、裁判所ほか各省庁等及び関係法人）に
なっており、毎年２回会計実地検査（期中・期末）を受検していま
す。また、会計検査院が必要と判断した場合、委託業務委託先も検査
の対象となります。 

② 委託先において、会計検査院から要請され、検査することになった
場合は、生研支援センターと緊密に連絡を取り合い、万全の体制で受
検に臨んでいただきます。 
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なければならない機関（国会、裁判所ほか各省庁等及び関係法人）に
なっており、毎年２回会計実地検査（期中・期末）を受検していま
す。また、会計検査院が必要と判断した場合、委託業務委託先も検査
の対象となります。 

② 委託先において、会計検査院から要請され、検査することになった
場合は、生研支援センターと緊密に連絡を取り合い、万全の体制で受
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③ 会計検査院は、過去５年間に遡って検査を実施する場合がありま
す。また、委託契約書では帳簿等の保存義務として、当該委託業務終
了の翌年度の４月１日から起算して５年間保存しなければならないこ
とを定めています。従って、関係書類の整理・保存については、充分
に留意してください。 

④ 会計検査は、次の観点から実施されます。 
ア 正確性（決算の表示が予算執行の状況を正確に表現しているか） 
イ 合規性（会計処理が予算法令、政令などに従って適正に処理され

ているか） 
ウ 経済性（事業がより少ない費用で実施できないか） 
エ 効率性（事業が同じ費用でより大きな効果が得られないか） 
オ 有効性（事業が所期の目的を達成しているか、またその効果を上

げているか） 
カ その他会計検査上必要な観点 

⑤ 委託業務の実施前、実施期間中、実施後に関わらず、問題、疑問が
発生した場合には、速やかに生研支援センターへ問合せ願います。 

③ 会計検査院は、過去５年間に遡って検査を実施する場合がありま
す。また、委託契約書では帳簿等の保存義務として、当該委託業務終
了の翌年度の４月１日から起算して５年間保存しなければならないこ
とを定めています。従って、関係書類の整理・保存については、充分
に留意してください。 

④ 会計検査は、次の観点から実施されます。 
ア 正確性（決算の表示が予算執行の状況を正確に表現しているか） 
イ 合規性（会計処理が予算法令、政令などに従って適正に処理され

ているか） 
ウ 経済性（事業がより少ない費用で実施できないか） 
エ 効率性（事業が同じ費用でより大きな効果が得られないか） 
オ 有効性（事業が所期の目的を達成しているか、またその効果を上

げているか） 
カ その他会計検査上必要な観点から検査を行う。 

⑤ 委託業務の実施前、実施期間中、実施後に関わらず、問題、疑問が
発生した場合には、速やかに生研支援センターへ問合せ願います。 
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  Ⅱ 契約事務関係  
 
１．契約事務の流れ 

・表中の代表機関には研究管理運営機関を含みます。 

  Ⅱ 契約事務関係  
 
１．契約事務の流れ 

・表中の代表機関には研究管理運営機関を含みます。 
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（１）委託契約の締結 
生研支援センターでは、採択された研究課題の研究機関（以下「研究

機関」という。）、又は採択された研究課題の試験研究計画の研究コンソ
ーシアム（以下「コンソーシアム」という。）に係る代表機関若しくは
研究管理運営機関（以下「代表機関等」という。）と委託契約を締結し
ます。 
また、年度ごとの委託費については、試験研究計画に基づく研究成果

の評価等の結果を踏まえ、年度ごとに決定し、契約を締結します。 
契約に当たって、研究機関又は代表機関等は「委託契約書（事業様式

１）」に添付する「委託試験研究実施計画書（経理様式１）」（以下「実
施計画書」という。）を作成し、生研支援センター各事業担当課（以下
「事業担当課」という。）に提出してください。生研支援センターは、
実施計画書を受領後、委託契約書を作成します。契約締結後は、委託契
約書を双方各１通保有するものとします。代表機関等は、コンソーシア
ムに参画する研究実施機関（以下、「構成員」という。）に、委託契約書
の写しを送付してください。 

 
（２）実績報告書の提出 

委託費の使用実績について、研究機関又は代表機関等は、証拠書類等
を添えて「委託試験研究実績報告書（経理様式２）」（以下「実績報告
書」という。）を作成し、生研支援センターが指示する日までに、チェ
ック結果等必要な書類（帳簿、人件費証拠書類（雇用契約書等）、作業
（業務）日誌、出張関係書類（旅費内訳書、旅費計算書)、その他生研
支援センターが提出を指示する書類)を添えて生研支援センター経理・
契約事務関係担当課（以下「経理・契約担当課」という。）に提出して
ください。 
なお、構成員は、代表機関等が別途定める期日までに実績報告書を代

表機関等に提出してください。 
※具体的な方法については、Ⅱ－８－（１）－１「確定時の検査」を

参照してください。 
 
（３）委託費の額の確定 

生研支援センターは、提出された実績報告書と証拠書類等に基づき、
確定検査を実施し、その検査の結果に基づき委託費の額を確定後、研究
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また、年度ごとの委託費については、試験研究計画に基づく研究成果

の評価等の結果を踏まえ、年度ごとに決定し、契約を締結します。 
契約に当たって、研究機関又は代表機関等は「委託契約書（事業様式

１）」に添付する「委託試験研究実施計画書（経理様式１）」（以下「実
施計画書」という。）を作成し、生研支援センター各事業担当課（以下
「事業担当課」という。）に提出してください。生研支援センターは、
実施計画書を受領後、委託契約書を作成します。契約締結後は、委託契
約書を双方各１通保有するものとします。代表機関等は、コンソーシア
ムに参画する研究実施機関（以下、「構成員」という。）に、委託契約書
の写しを送付してください。 

 
（２）実績報告書の提出 

委託費の使用実績について、研究機関又は代表機関等は、証拠書類等
を添えて「委託試験研究実績報告書（経理様式２）」（以下「実績報告
書」という。）を作成し、生研支援センターが指示する日までに、チェ
ック結果等必要な書類（帳簿、人件費証拠書類（雇用契約書等）、作業
（業務）日誌、出張関係書類（旅費内訳書、旅費計算書)、その他生研
支援センターが提出を指示する書類)を添えて生研支援センター経理・
契約事務関係担当課（以下「経理・契約担当課」という。）に提出して
ください。 
なお、構成員は、代表機関等が別途定める期日までに実績報告書を代

表機関等に提出してください。 
※具体的な方法については、Ⅱ－８－（１）－１「確定時の検査」を

参照してください。 
 
（３）委託費の額の確定 

生研支援センターは、提出された実績報告書と証拠書類等に基づき、
確定検査を実施し、その検査の結果に基づき委託費の額を確定後、研究
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機関又は代表機関等に通知します。委託費の額の確定額は、委託業務に
要した経費に係る適正な支出額と委託費限度額のいずれか低い額となり
ます。 

 
（４）委託費の支払い 

生研支援センターは、原則として、（３）により委託費の額が確定
した後に委託費を支払い（「精算払」）ます。なお、委託業務実施期間
の中途において、委託費を支払う（「概算払」）ことも可能です。 
① 確定額の請求及び支払い 

生研支援センターは、研究機関又は代表機関等から提出された実績
報告書を遅滞なく検査し、委託業務の実施に要した経費が契約内容と
適合していると認めたときは、当該経費の額と委託費の限度額とのい
ずれか低い額を支払うべき額として確定（以下「確定額」という。）
し、研究機関又は代表機関等へ通知します。 
研究機関又は代表機関等は、前述の通知を受けたときは、「委託試験

研究精算払請求書（経理様式１３）」により確定額を経理・契約担当
課に請求してください。ただし、既に概算払を受けている場合には、
確定額から当該概算払の額を減じた額を請求してください。 
また、概算払の額が確定額を超えるときは、過払金を生研支援セン

ターが指定する日までに返還してください。過払金を指定する日まで
に返還しないときは、未返還金額に対して指定期日の翌日から返還す
る日までの日数に応じ、民法第404条に定める法定利率で算出した
延滞金が発生しますので注意してください。ただし、計算の結果、延
滞金の額が100円未満となる場合は納付を免除します。 
② 概算払 

概算払は、委託業務の実施期間中に年４回以内とし、請求に当たっ
ては、「委託試験研究概算払請求書（経理様式６）」を経理・契約担当
課に提出してください。この場合、概算払請求額は、不必要に過大な
請求額とならないよう精査したうえで、各構成員において資金の滞留
が生じないよう、委託業務の進捗状況に応じた必要な額の請求として
ください。 

  概算払に当たり、特に請求月、支払月を設けていませんが、実施計
画書に記載されている「支払計画（概算払請求限度額）」に基づいた
請求を行ってください。 

機関又は代表機関等に通知します。委託費の額の確定額は、委託業務に
要した経費に係る適正な支出額と委託費限度額のいずれか低い額となり
ます。 

 
（４）委託費の支払い 

生研支援センターは、原則として、（３）により委託費の額が確定
した後に委託費を支払い（「精算払」）ます。なお、委託業務実施期間
の中途において、委託費を支払う（「概算払」）ことも可能です。 
① 確定額の請求及び支払い 

生研支援センターは、研究機関又は代表機関等から提出された実績
報告書を遅滞なく検査し、委託業務の実施に要した経費が契約内容と
適合していると認めたときは、当該経費の額と委託費の限度額とのい
ずれか低い額を支払うべき額として確定（以下「確定額」という。）
し、研究機関又は代表機関等へ通知します。 
研究機関又は代表機関等は、前述の通知を受けたときは、「委託試験

研究精算払請求書（経理様式１３）」により確定額を経理・契約担当
課に請求してください。ただし、既に概算払を受けている場合には、
確定額から当該概算払の額を減じた額を請求してください。 
また、概算払の額が確定額を超えるときは、過払金を生研支援セン

ターが指定する日までに返還してください。過払金を指定する日まで
に返還しないときは、未返還金額に対して指定期日の翌日から返還す
る日までの日数に応じ、民法第404条に定める法定利率で算出した
延滞金が発生しますので注意してください。 

 
② 概算払 

概算払は、委託業務の実施期間中に年４回以内とし、請求に当たっ
ては、「委託試験研究概算払請求書（経理様式６）」を経理・契約担当
課に提出してください。この場合、概算払請求額は、不必要に過大な
請求額とならないよう精査したうえで、各構成員において資金の滞留
が生じないよう、委託業務の進捗状況に応じた必要な額の請求として
ください。 

  概算払に当たり、特に請求月、支払月を設けていませんが、実施計
画書に記載されている「支払計画（概算払請求限度額）」に基づいた
請求を行ってください。 

14



年４回を超える概算払を希望する場合、または委託費限度額の５
０％を超える請求が必要な場合は、経理・契約担当課へ事前連絡を行
い、了解を得たうえで「委託試験研究概算払請求書（経理様式６）」
の備考欄にその理由を記載してください。ただし、第４四半期（１～
３月（支払計画最終四半期））の請求時のみ、委託費限度額の５０％
を超えても構いません。 
なお、第４四半期の概算払は、1月末日までに「委託試験研究概算

払請求書（経理様式６）」を提出してください。 
③ 振込口座 

委託費の支払いは口座振込となるため、「委託試験研究精算払請求
書（経理様式１３）」または「委託試験研究概算払請求書（経理様式
６）」に振込口座を記載してください。 
なお、個人口座に委託費を振り込むことはできません。 

④ その他留意事項 
ア 研究機関、代表機関等及び構成員において、概算払を受けた委託
費は、簿外経理とならないよう適切に管理してください。 

イ 概算払は前渡し金ではありません。 
ウ 研究機関又は代表機関等は、概算払請求書の作成にあたって、研
究機関又はコンソーシアム構成員における委託業務の進捗状況及び
予算の執行状況（既執行額及び支払見込額）を勘案し、各四半期に
おける必要な額を記載し、資金の滞留や委託期間（事業年度）終了
後に多額の返還額が発生しないよう、計画的な資金執行にご留意く
ださい。 

 
 
（５）次年度以降の取扱い 

次年度以降の委託業務は、原則として、研究機関又は代表機関等が継
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ア 研究機関、代表機関等及び構成員において、概算払を受けた委託
費は、簿外経理とならないよう適切に管理してください。 

イ 概算払は前渡し金ではありません。 
ウ 研究機関又は代表機関等は、概算払請求書の作成にあたって、研
究機関又はコンソーシアム構成員における委託業務の進捗状況及び
予算の執行状況（既執行額及び支払見込額）を勘案し、各四半期に
おける必要な額を記載し、資金の滞留や委託期間（事業年度）終了
後に多額の返還額が発生しないよう、計画的な資金執行にご留意く
ださい。 

 
 
（５）次年度以降の取扱い 

次年度以降の委託業務は、原則として、研究機関又は代表機関等が継
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続して実施するものとし、毎年度の当初に改めて研究機関又は代表機関
等と委託契約の締結を行います。ただし、評議委員会における試験研究
計画に基づく研究成果の評価結果及び執行委員会等における研究の進捗
状況の点検により、研究の目標達成が著しく困難である等、研究の中止
や縮小等が適当と判断された場合は、次年度について、委託費の削減、
構成員の縮減、委託契約自体の不実施等を行うことがあります。 

 
（６）繰越 

① 複数年度契約の場合 
複数年度契約における場合で、ムーンショット型農林水産研究開発

事業）、戦略的スマート農業技術等の開発・改良に限り、想定外の他
律的な事由によって計画していた年度内に機器の納入が困難となった
場合等に、その経費の予算を翌年度に繰越しすることができます。該
当する場合は、「繰越承認申請書（経理様式８）」を当該年度の１月末
日までに事業担当課に提出してください。 

② 単年度契約の場合 
研究機関又はコンソーシアムに帰責事由が無い場合に限り、契約期間
を延長した変更契約により翌年度へ繰越しすることができます。該
当する場合は、「繰越承認申請書（経理様式８）」を当該年度の１月
末日までに事業担当課に提出してください。 

③ 注意事項 
「繰越承認申請書（経理様式８）」を提出し、繰越が認められた委

託費については、認められた事由のためのみで使用し、認められた事
由以外で使用することはできません。 
また、繰り越しを認められた委託費については年度内に概算払をす

ることはできません。 
なお、間接経費は、直接経費に対して一定の比率により配分されて

いるため、直接経費を繰り越す場合は、比率分の間接経費も繰り越す
必要があることにご留意ください。 

［繰越ができる場合の例示］ 
・想定外の事由により、事前調査の見直しが必要な場合 
・想定外の事由により、新たな研究方式を採用することが必要とな
った場合 
・予期せぬ問題が発生し、解決するまで、研究の延期が必要となっ

続して実施するものとし、毎年度の当初に改めて研究機関又は代表機関
等と委託契約の締結を行います。ただし、評議委員会における試験研究
計画に基づく研究成果の評価結果及び執行委員会等における研究の進捗
状況の点検により、研究の目標達成が著しく困難である等、研究の中止
や縮小等が適当と判断された場合は、次年度について、委託費の削減、
構成員の縮減、委託契約自体の不実施等を行うことがあります。 
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複数年度契約における場合で、ムーンショット型農林水産研究開発

事業）、戦略的スマート農業技術等の開発・改良に限り、想定外の他
律的な事由によって計画していた年度内に機器の納入が困難となった
場合等に、その経費の予算を翌年度に繰越しすることができます。該
当する場合は、「繰越承認申請書（経理様式８）」を当該年度の１月末
日までに事業担当課に提出してください。 

② 単年度契約の場合 
研究機関又はコンソーシアムに帰責事由が無い場合に限り、契約期間
を延長した変更契約により翌年度へ繰越しすることができます。該当
する場合は、「繰越承認申請書（経理様式８）」を当該年度の１月末日
までに事業担当課に提出してください。 

③ 注意事項 
「繰越承認申請書（経理様式８）」を提出し、繰越が認められた委

託費については、認められた事由のためのみで使用し、認められた事
由以外で使用することはできません。 
また、繰り越しを認められた委託費については年度内に概算払をす

ることはできません。 
なお、間接経費は、直接経費に対して一定の比率により配分されて

いるため、直接経費を繰り越す場合は、比率分の間接経費も繰り越す
必要があることにご留意ください。 

［繰越ができる場合の例示］ 
・想定外の事由により、事前調査の見直しが必要な場合 
・想定外の事由により、新たな研究方式を採用することが必要とな
った場合 
・予期せぬ問題が発生し、解決するまで、研究の延期が必要となっ
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た場合 
・予期せぬ外的要因により、計画通りに研究用資材を入手できなく
なった場合 
・研究に関係する相手国における想定外の事情により、当初計画を
延期又は中断することが必要となった場合 

・豪雨や豪雪などの例年とは異なる気象条件、感染症拡大等の予期
せぬ社会情勢の変化等により、当初計画を延期又は中断することが
必要となった場合 
 

（７）予算（又は事業）の前倒し、後倒し 
 複数年度契約における場合で、委託契約額が変更しない年度間（中間 
評価等により額の変更が無い場合）においては、年度をまたぐ事業の前 
倒し、後倒しを希望する場合は、事前に希望する旨を事業担当課に連絡 
してください。（※前倒しの場合、予算等の都合により対応できない場 
合があります。） 

（８）インボイス制度（適格請求書等保存方式）の対応について 
インボイス発行事業者として登録されている研究実施体制が単独の研

究機関は、原則として「委託試験研究実績報告書（経理様式２）」及び
「委託業務完了届（経理様式１６）」をインボイスとします。 

   なお、コンソーシアムは民法上(667条)の組合契約にあたり、法人格
はなく任意団体となるため、原則としてインボイス発行事業者ではあり
ません。 

 
２．委託契約の基本概念 

委託契約は、委託業務の原資となる国からの予算の種類（当初予算・補
正予算）等によって、事業毎に契約期間が異なりますので、試験研究計画
は複数年度であっても契約は単年度ごととなることもあります。複数年度
での契約であっても、実績報告書の提出や額の確定は、事業年度（４月か
ら３月）ごと（単年度）に行っています。 

（１）研究実施体制及び委託契約対象者 
① 研究グループ 

研究グループとは、コンソーシアム及び協力機関で構成されるグル
ープ全体を示すもの。 

② コンソーシアム 

た場合 
・予期せぬ外的要因により、計画通りに研究用資材を入手できなく
なった場合 
・研究に関係する相手国における想定外の事情により、当初計画を
延期又は中断することが必要となった場合 

・豪雨や豪雪などの例年とは異なる気象条件、感染症拡大等の予期
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 複数年度契約における場合で、委託契約額が変更しない年度間（中間 
評価等により額の変更が無い場合）においては、年度をまたぐ事業の前 
倒し、後倒しを希望する場合は、事前に希望する旨を事業担当課に連絡 
してください。（※前倒しの場合、予算等の都合により対応できない場 
合があります。） 
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委託契約は、委託業務の原資となる国からの予算の種類（当初予算・補
正予算）等によって、事業毎に契約期間が異なりますので、試験研究計画
は複数年度であっても契約は単年度ごととなることもあります。複数年度
での契約であっても、実績報告書の提出や額の確定は、事業年度（４月か
ら３月）ごと（単年度）に行っています。 

（１）研究実施体制及び委託契約対象者 
① 研究グループ 

研究グループとは、コンソーシアム及び協力機関で構成されるグル
ープ全体を示すもの。 

② コンソーシアム 
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コンソーシアムとは、研究課題を実施するために協定書等で結ばれ
た研究機関の集合体。 
コンソーシアムは次の要件を満たすことが必要です。また、生研支

援センターは代表機関等との間で委託契約を締結することになりま
す。 
ア コンソーシアムを組織して共同研究を行うことについて、コンソ
ーシアムに参加する全ての機関が同意していること。 

イ コンソーシアムと生研支援センターが委託契約を締結するまでの
間に、ａ）からｃ）のいずれかの方式によりコンソーシアムを設立
すること。（ただし、事業ごとに定める実施要領等において単独機
関による実施が可能となっている場合はこの限りではありませ
ん。） 
ａ）実施予定の研究課題に関する規約を策定すること（規約方式） 
ｂ）コンソーシアムに参加する機関が相互に実施予定の研究課題に

関する協定書を交わすこと（協定書方式） 
ｃ）共同研究契約を締結すること（共同研究方式） 

③ 構成員 
構成員とは、コンソーシアムを構成する個々の研究機関で、試験研

究計画の研究課題を直接実施する研究機関等になり、契約書別紙「委
託試験研究実施計画」に記載する必要があります。構成員の研究資金
は代表機関等から直接配分されます。 
研究資金の配分を受けず、自己資金で当該研究課題を実施する場合

であっても、構成員として位置づけられている必要があります。 
④ 代表機関 

代表機関とは、構成員のうち研究代表者が所属する組織です。主な
業務は次のとおりです。 
ア 生研支援センターとの委託契約の締結に関すること 
イ 構成員に委託契約規約を遵守させること 
ウ 生研支援センターへの委託業務に係る資金の請求及びその受領に
関すること 

エ コンソーシアムの構成員（共同研究機関）への資金交付に関する
こと 

オ 生研支援センターへの委託契約の変更・中止申請に関すること 
カ 委託研究課題に係る研究の企画立案及び進行管理、成果の取りま
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すること。（ただし、事業ごとに定める実施要領等において単独機
関による実施が可能となっている場合はこの限りではありませ
ん。） 
ａ）実施予定の研究課題に関する規約を策定すること（規約方式） 
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は代表機関等から直接配分されます。 
研究資金の配分を受けず、自己資金で当該研究課題を実施する場合

であっても、構成員として位置づけられている必要があります。 
④ 代表機関 

代表機関とは、構成員のうち研究代表者が所属する組織です。主な
業務は次のとおりです。 
ア 生研支援センターとの委託契約の締結に関すること 
イ 構成員に委託契約規約を遵守させること 
ウ 生研支援センターへの委託業務に係る資金の請求及びその受領に
関すること 

エ コンソーシアムの構成員（共同研究機関）への資金交付に関する
こと 

オ 生研支援センターへの委託契約の変更・中止申請に関すること 
カ 委託研究課題に係る研究の企画立案及び進行管理、成果の取りま
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とめに関すること 
キ コンソーシアムにおける委託業務に係る研究費使用についてのコ
ンプライアンスの確保、研究費の適正な執行管理に関すること 

ク 研究成果に関し、構成員に特許権等の取得を促すこと 
ケ 生研支援センターへの研究成果報告書、特許権等出願（ただし、
コンソーシアム解散後は各権利者が直接実施）及び許諾に係る事前
申請書等、委託契約書に基づく各種報告書及び事前申請書の提出に
関すること 

コ 構成員から提出された実績報告書（収支決算等）の内容確認（必
要に応じて、関係書類の徴収、又は実地に検査を行う。）、取りまと
めに関すること 

サ 生研支援センターへの実績報告書（収支決算等）の提出に関する
こと 

シ 委託業務の成果の普及・活用状況についてのフォローアップ調査
に係る報告に関すること 

⑤ 研究管理運営機関 
研究管理運営機関とは、コンソーシアム内に、代表機関外の他の研

究機関へ資金を配分するための経理事務体制等が十分に整っている研
究機関等が存在しない場合、代表機関に代わって委託契約業務や資金
配分等に係る経理執行業務を行う組織です。 
生研支援センターが必要と認めた場合に限り、代表機関とは別に、

研究管理運営機関を設置できます。 
［研究管理運営機関を設置できる例］ 
ア 研究代表者が地方公共団体に所属し、研究の実施に当たって事前
に予算措置を要する等の特殊性から契約等の手続きを行うことが困
難と認められる場合 

イ 研究代表者が中小企業等に所属し、又はコンソーシアムに多数の
中小企業等が参画しており、委託契約の締結が著しく遅延する恐れ
があると認められる場合 

［研究管理運営機関の要件］ 
研究管理運営機関は、以下の全ての要件を満たすことが必要です。 

ア 国内に設置された機関であり、法人格を有すること（個人は研究
管理運営機関となることはできません。）。 

イ 委託業務を推進するに当たり、適切な管理運営を行う能力・体制
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究機関等が存在しない場合、代表機関に代わって委託契約業務や資金
配分等に係る経理執行業務を行う組織です。 
生研支援センターが必要と認めた場合に限り、代表機関とは別に、

研究管理運営機関を設置できます。 
［研究管理運営機関を設置できる例］ 
ア 研究代表者が地方公共団体に所属し、研究の実施に当たって事前
に予算措置を要する等の特殊性から契約等の手続きを行うことが困
難と認められる場合 

イ 研究代表者が中小企業等に所属し、又はコンソーシアムに多数の
中小企業等が参画しており、委託契約の締結が著しく遅延する恐れ
があると認められる場合 

［研究管理運営機関の要件］ 
研究管理運営機関は、以下の全ての要件を満たすことが必要です。 

ア 国内に設置された機関であり、法人格を有すること（個人は研究
管理運営機関となることはできません。）。 

イ 委託業務を推進するに当たり、適切な管理運営を行う能力・体制
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を有していること。具体的には、以下のａ）からｄ）までの全ての
能力・体制を有していること。 
ａ）コンソーシアムを設立し、生研支援センターとの委託契約を締
結できる能力・体制 
ｂ）知的財産に係る生研支援センターとの事務管理を行う能力・体
制 
ｃ）委託費の執行において、区分経理処理、経理責任者の設置、複

数の者による経費執行管理等、適正な経費執行を行う能力・管
理体制（研究開始までに体制整備が確実である場合を含む。） 

ｄ）研究成果の普及、構成員との連絡調整等、コーディネート業務
を円滑に行う能力・体制 

ウ 公的機関との委託契約の実績を有するなど、委託契約手続をスム
ーズに行うことができること 

⑥ 協力機関（第三者との共同研究）[※スタートアップ総合支援プロ
グラム（SBIR支援）は、事業設計上、非該当] 
ア 協力機関とは、試験研究計画書に協力内容が明確に記載された者
で、構成員が分担する研究課題を遂行する上で協力が必要な第三者
のことをいいます。「第三者」とは生研支援センターと委託事業者
（コンソーシアム方式では構成員）以外の者をいいます。 
構成員は、協力機関の協力を得て委託業務を行おうとするとき

は、次の各号の条件を満たすことが必要です。 
ａ）試験研究計画書の中で協力機関の名称及び協力内容を明確に
し、「第三者を協力機関とする理由書」（事業様式５）を事前に提
出の上、生研支援センターに提出すること。 

b）構成員は、協力機関との間で、委託契約書に規定する成果の秘
密保持及び取扱いを定めた共同研究契約等（共同研究契約、秘密
保持契約、覚書、誓約書など名称は問わない。）を事前に締結す
ること。 

ｃ）ｂ）の共同研究契約等は、本事業実施要領及び委託契約との関
係が明示され、本契約における秘密保持及び成果の取扱いに係る
規定に適合した契約であること。 
ただし、ｂ）において成果を共有させないと定めた協力機関の

場合は、当該共同研究契約等に秘密保持に関する規定以上の規定
を設けなくてもよい。 

を有していること。具体的には、以下のａ）からｄ）までの全ての
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（コンソーシアム方式では構成員）以外の者をいいます。 
構成員は、協力機関の協力を得て委託業務を行おうとするとき

は、次の各号の条件を満たすことが必要です。 
ａ）試験研究計画書の中で協力機関の名称及び協力内容を明確に
し、「第三者を協力機関とする理由書」（事業様式５）を事前に提
出の上、生研支援センターに提出すること。 

b）構成員は、協力機関との間で、委託契約書に規定する成果の秘
密保持及び取扱いを定めた共同研究契約等（共同研究契約、秘密
保持契約、覚書、誓約書など名称は問わない。）を事前に締結す
ること。 

ｃ）ｂ）の共同研究契約等は、本事業実施要領及び委託契約との関
係が明示され、本契約における秘密保持及び成果の取扱いに係る
規定に適合した契約であること。 
ただし、ｂ）において成果を共有させないと定めた協力機関の

場合は、当該共同研究契約等に秘密保持に関する規定以上の規定
を設けなくてもよい。 

20



ｄ）構成員は、ｂ）の共同研究契約等を締結するに際して、代表機
関を通じて生研支援センターに契約内容を事前に開示するととも
に、生研支援センターが必要と認める場合はその内容について調
整を行うこと。 

ｅ）構成員は、協力機関をおくことについて、事前に構成員全員の
同意を得ること。 

イ その他、協力機関は、次のような取扱いとなります。 
ａ）協力機関は研究費の配分を直接受けることができません。必要
な経費は代表機関等構成員から外注、依頼出張、謝金等の形で支
払われます。 

ｂ）原則として、協力機関に研究成果に係る特許権等を帰属させる
ことはできません。ただし、構成員は、産業財産権等の第三者と
の共同出願の規定、及び著作権又はノウハウの第三者との共有の
規定に基づいて当該特許権等を協力機関との間で共有することが
可能です。 

ｃ）当該研究課題の成果について、構成員が次の条件を満たす場
合、協力機関が公表、利用又は普及することを認めます。 
・構成員は、協力機関による成果を公表、利用又は普及すること
について、事前に構成員全員の同意を得ること。 

・構成員は、「研究実施内容発表等事前・事後通知書（広報様式
１）」を作成し、代表機関を通じて、生研支援センターに提出
すること。 

・協力機関が公表、利用又は普及する成果に委託業務の成果が含
まれることを当該成果に明示すること。口頭発表を行う場合は
委託業務の成果が含まれることを口述すること。 

ｄ）協力機関は生研支援センターとコンソーシアムとの委託契約の
対象外であり、守秘義務の対象となっていません。しかし、協力
機関は委託先のコンソーシアムが運営する検討会等への参加によ
り、委託業務の目的、内容及び成果を知り得る立場にあるため、
研究成果等が漏洩することがないよう、コンソーシアムごとに定
める協定書に守秘義務をあらかじめ規定しておく必要がありま
す。 

⑦ 普及担当機関 
普及担当機関は研究成果の普及を担う観点から、研究段階から参画
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の共同出願の規定、及び著作権又はノウハウの第三者との共有の
規定に基づいて当該特許権等を協力機関との間で共有することが
可能です。 
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・協力機関が公表、利用又は普及する成果に委託業務の成果が含
まれることを当該成果に明示すること。口頭発表を行う場合は
委託業務の成果が含まれることを口述すること。 

ｄ）協力機関は生研支援センターとコンソーシアムとの委託契約の
対象外であり、守秘義務の対象となっていません。しかし、協力
機関は委託先のコンソーシアムが運営する検討会等への参加によ
り、委託業務の目的、内容及び成果を知り得る立場にあるため、
研究成果等が漏洩することがないよう、コンソーシアムごとに定
める協定書に守秘義務をあらかじめ規定しておく必要がありま
す。 

⑦ 普及担当機関 
普及担当機関は研究成果の普及を担う観点から、研究段階から参画
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し、普及が想定される現場の状況や見解を研究に反映させることを役
割とする機関です。 
構成員又は協力機関のどちらでも研究に参画することが可能です。

構成員として参画する場合には、実際に研究内容を分担し実施するこ
とになります。研究課題の内容によってどちらで参画すべきか、コン
ソーシアムで判断してください。 

⑧ 研究グループにおける構成員と協力機関との違い（整理表） 
（整理表変更無） 
※e-Rad（府省共通研究開発管理システム）とは、各府省が所管する競
争的研究費制度を中⼼として、研究開発管理に係る⼀連のプロセス
（応募受付→審査→採択→採択課題管理→成果報告等）をオンライン
化する府省横断的なシステムのことです。 

⑨ 委託契約の対象 
委託契約はコンソーシアムの代表機関等と生研支援センターとの間

で当該年度に係る委託契約を締結します。代表機関等は法人格を有す
る必要があり、個人との契約は行いません。 

 

し、普及が想定される現場の状況や見解を研究に反映させることを役
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で当該年度に係る委託契約を締結します。代表機関等は法人格を有す
る必要があり、個人との契約は行いません。 

 

 

22



  Ⅱ 契約事務関係  
 
３．委託費の内容 
委託費として計上できる経費の範囲は、研究の遂行及び研究成果の取り

まとめに直接必要な経費とし、具体的な内容は下表のとおりです。 
（１）委託費計上費目の体系 
 

競争的研究費 
 

区 分 費 目 （細 目） 
直接経費 物品費 （設備備品費）（消耗品費） 

人件費・謝金 （人件費）（謝金） 
旅費 （国内旅費）（外国旅費） 
その他 （外注費）（印刷製本費）（会議費） 

（通信運搬費）（光熱水料） 
（その他（諸経費））（消費税等相当額） 

間接経費 原則、直接経費の３０％に当たる額としますが、生研支
援センターにおいて、事業の性質に応じた設定がされて
いる場合には、その額とする。 
参照：競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針 
https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/kansetsu_sik
kou.pdf 
注1）ムーンショット型農林水産研究開発事業におい
て、間接経費は以下の通り計上できます。（間接経費の使
⽤に当たっては、委託業務の研究課題を実施する研究者
が所属する研究室等での使⽤を優先するものとします。） 
 
・大学等※１については15％以内（⼤学等については委
託業務に直接従事する研究室等に必要な間接経費を配分
する場合は15％以内の加算ができます。） 
・国⽴研究開発法⼈等※２については15％以内 

  Ⅱ 契約事務関係  
 
３．委託費の内容 
委託費として計上できる経費の範囲は、研究の遂行及び研究成果の取りま
とめに直接必要な経費とし、具体的な内容は下表のとおりです。 
（１）委託費計上費目の体系 
 

競争的研究費 
 

区 分 費 目 （細 目） 
直接経費 物品費 （設備備品費）（消耗品費） 

人件費・謝金 （人件費）（謝金） 
旅費 （国内旅費）（外国旅費） 
その他 （外注費）（印刷製本費）（会議費） 

（通信運搬費）（光熱水料） 
（その他（諸経費））（消費税等相当額） 

間接経費 原則、直接経費の３０％に当たる額としますが、生研支
援センターにおいて、事業の性質に応じた設定がされて
いる場合には、その額とする。 
参照：競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針 
https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/kansetsu_sik
kou.pdf 
注）ムーンショット型農林水産研究開発事業において、
間接経費は以下の通り計上できます。（間接経費の使⽤に
当たっては、委託業務の研究課題を実施する研究者が所
属する研究室等での使⽤を優先するものとします。） 
 
・大学等※１については15％以内（⼤学等については委
託業務に直接従事する研究室等に必要な間接経費を配分
する場合は15％以内の加算ができます。） 
・国⽴研究開発法⼈等※２については15％以内 
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・企業（中小企業を除く。）については10％以内 
・中⼩企業※３及び技術研究組合については20％以内 
注２）戦略的イノベーション創造プログラムにおいて、
間接経費は以下の通り 計上できます。（間接経費の使用
に当たっては、委託業務の研究課題を実施 する研究者が
所属する研究室等での使用を優先するものとします。）  
・⼤学等※1 及び国⽴研究開発法人等※2 については 
30％以内  
・企業については 1５％以内 
注３）外国研究機関（設立の準拠法にかかわらず、外国
資本が５０％超又はそれに準ずる機関をいう。以下同
じ）については、現地の水準を考慮した間接経費の比率
とすることができます。 
※１：国⽴⼤学法⼈、公⽴⼤学、私⽴⼤学等の学校法⼈   
※２：国公⽴研究機関、公設試験研究機関、独⽴⾏政法
⼈等の公的研究機関  
※３：中⼩企業の定義は中⼩企業等経営強化法第２条第
１項及び同法施⾏令第１条に基づくものとします。 
 
 

 
（２）各費目の説明 
競争的研究費 
費目（細目） 説明 証拠書類 
ア 直接経費 
物品費 
（設備備品費） 

委託業務の実施に当たり、委託業務専用に使
用する試験研究用の機械・装置等で、原形の
まま比較的長期の反復使用に耐え得るものの
うち、取得価格が１０万円以上（税込）の物
品の購入に係る経費 
【特記事項】 
１ 購入する場合と比較してレンタルやファイ
ナンスリース、オペレーティングリースで委

①売買契約書 
（締結している場合の
み） 
②随意契約の場合はそ
の理由書 
③カタログ製品の場合
はカタログ及び定価表 
④仕様書＋見積書、納

・企業（中小企業を除く。）については10％以内 
・中⼩企業※３及び技術研究組合については20％以内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１：国⽴⼤学法⼈、公⽴⼤学、私⽴⼤学等の学校法⼈   
※２：国公⽴研究機関、公設試験研究機関、独⽴⾏政法
⼈等の公的研究機関  
※３：中⼩企業の定義は中⼩企業等経営強化法第２条第
１項及び同法施⾏令第１条に基づくものとします。 
 

 
 
（２）各費目の説明 
競争的研究費 
費目（細目） 説明 証拠書類 
ア 直接経費 
物品費 
（設備備品費） 

委託業務の実施に当たり、委託業務専用に使
用する試験研究用の機械・装置等で、原形の
まま比較的長期の反復使用に耐え得るものの
うち、取得価格が１０万円以上（税込）の物
品の購入に係る経費 
【特記事項】 
１ 購入する場合と比較してレンタルやファイ
ナンスリース、オペレーティングリースで委

①売買契約書 
（締結している場合の
み） 
②随意契約の場合はそ
の理由書 
③カタログ製品の場合
はカタログ及び定価表 
④仕様書＋見積書、納
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託費が抑えられる場合は、経済性の観点から
最適な方法を選択してください。（レンタル
及びリースで調達した場合の経費は、「その
他（諸経費）」になります。） 

２ 物品を購入する場合は、入札や見積り合わ
せを行う等経済性の確保に留意のうえ、発注
先や特定の機種を選定した場合は理由書を作
成し、書面で整理・保存してください。 

 なお、実施計画書の「物品購入計画」に記載
していない機械備品の購入は認められませ
ん。 

３ 本来、研究機関又は構成員で備えるべき、
汎用性の高い物品等（パソコン、フリーザー
等）は認められません。 

４ 委託費で取得した設備備品費については、
当該委託業務で取得したことが確認できるよ
うに取得した研究機関又は構成員において適
切な標示を行ってください。 

５ 委託業務終了後の具体的な物品管理の手続
きについては、45頁「４．委託費により取
得した物品の取扱い」の「（６）委託業務実
施期間終了後の備品等の取扱いについて」を
参照してください。 

６ 建物や構築物の取得は認められません。 
※ ３０頁（３）委託費計上に当たっての注意事
項参照 
※ ３３頁（４）委託費計上に係る費目・細目別
の注意事項を参照 

品書、請求書 
※１契約が２００万円
以上（消費税込）の場
合は、43頁（４）⑦参
照 
 

物品費 
(消耗品費) 

委託業務の実施に当たり直接必要な試験研究用の
試薬、材料、実験用動物等各種消耗品、試作品の
部材、ソフトウェア、書籍の購入費などで、取得
価格が１０万円未満（税込）のもの又は耐用年数
が１年未満の物品の購入に係る経費 
【特記事項】 

仕様書＋見積書、納品
書、請求書 
 

託費が抑えられる場合は、経済性の観点から
最適な方法を選択してください。（レンタル
及びリースで調達した場合の経費は、「その
他（諸経費）」になります。） 

２ 物品を購入する場合は、入札や見積り合わ
せを行う等経済性の確保に留意のうえ、発注
先や特定の機種を選定した場合は理由書を作
成し、書面で整理・保存してください。 
 なお、実施計画書の「物品購入計画」に記
載していない機械備品の購入は認められませ
ん。 

３ 本来、研究機関又は構成員で備えるべき、
汎用性の高い物品等（パソコン、フリーザー
等）は認められません。 

４ 委託費で取得した設備備品費については、
当該委託業務で取得したことが確認できるよ
うに取得した研究機関又は構成員において適
切な標示を行ってください。 

５ 委託業務終了後の具体的な物品管理の手続
きについては、43頁「４．委託費により取
得した物品の取扱い」の「（６）委託業務終
了後の備品等の取扱いについて」を参照して
ください。 

６ 建物や構築物の取得は認められません。 
※ ２９頁（３）委託費計上に当たっての注意事
項参照 
※ ３１頁（４）委託費計上に係る費目・細目別
の注意事項を参照 

品書、請求書 
※１契約が２００万円
以上（消費税込）の場
合は（４）⑦参照 

物品費 
(消耗品費) 

委託業務の実施に当たり直接必要な試験研究用の
試薬、材料、実験用動物等各種消耗品、試作品の
部材、ソフトウェア、書籍の購入費などで、取得
価格が１０万円未満（税込）のもの又は耐用年数
が１年未満の物品の購入に係る経費 
【特記事項】 

仕様書＋見積書、納品
書、請求書 
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１ 事務用品など直接研究材料に該当しない又は
汎用性の高い消耗品の購入は、委託業務の目的
遂行に直接必要であり、かつ、経理的に明確に
区分できる場合に限り計上が認められます。 

２ 取得価格が１０万円以上（税込）の物品で
も、試薬、材料、試作品の部材、実験用動物、
ソフトウェア、書籍等は消耗品（特殊高額消耗
品）となります。 

３ 試作品の部材購入代を計上できるのは、研究
開発と一体で行う小規模な実証（又は製造）試
験に係る試作品を自主製作する場合です。な
お、他者に設計図等を示して製作・加工する場
合は「その他（外注費）」に計上してくださ
い。 

４ 設備備品費に該当するものを除く。 
特に、取得価格が１０万円以上（税込）かつ耐用
年数1年以上の物品を購入して、改良・改造等
を行う場合などは、試作品の部材等として消耗
品費に計上するのではなく、設備備品費に計上
すること。 

※ ３０頁（３）委託費計上に当たっての注意事
項参照 
※ ３３頁（４）委託費計上に係る費目・細目別
の注意事項を参照することを記載。 

人件費・謝金 
（人件費） 

（人件費） 
 委託業務に直接従事する者の人件費で主体的に
研究を担当する研究者、研究員等の経費 
【具体的な支出の例示】 
・人件費（基本給、通勤費、住宅手当、扶養手
当、勤務地手当、賞与、法定福利費 等） 

・特殊機器操作のための派遣業者から派遣研究員
への経費 

・他機関からの出向研究員の経費 等 
（賃金） 

①単価の設定基準 
②作業(業務)日誌 
③給与台帳（必要部分
のみ） 

④各構成員の給与規程
（必要部分のみ） 

賃金の場合は上記に加
え 
⑤雇用契約書又は雇用
通知書 

１ 事務用品など直接研究材料に該当しない又は
汎用性の高い消耗品の購入は、委託業務の目的
遂行に直接必要であり、かつ、経理的に明確に
区分できる場合に限り計上が認められます。 

２ 取得価格が１０万円以上（税込）の物品で
も、試薬、材料、試作品の部材、実験用動物、
ソフトウェア、書籍等は消耗品（特殊高額消耗
品）となります。 

３ 試作品の部材購入代を計上できるのは、研究
開発と一体で行う小規模な実証（又は製造）試
験に係る試作品を自主製作する場合です。な
お、他者に設計図等を示して製作・加工する場
合は「その他（外注費）」に計上してくださ
い。 

４ 設備備品費に該当するものを除く。 
特に、取得価格が１０万円以上（税込）かつ耐
用年数1年以上の物品を購入して、改良・改造
等を行う場合などは、試作品の部材等として消
耗品費に計上するのではなく、設備備品費に計
上すること。 
※ ２９頁（３）委託費計上に当たっての注意
事項参照 
※ ３１頁（４）委託費計上に係る費目・細目
別の注意事項を参照することを記載。 

人件費・謝金 
（人件費） 

（人件費） 
 委託業務に直接従事する者の人件費で主体的に
研究を担当する研究者、研究員等の経費 
【具体的な支出の例示】 
・人件費（基本給、通勤費、住宅手当、扶養手
当、勤務地手当、賞与、法定福利費 等） 

・特殊機器操作のための派遣業者から派遣研究員
への経費 

・他機関からの出向研究員の経費 等 
（賃金） 

①単価の設定基準 
②作業(業務)日誌 
③給与台帳（必要部分
のみ） 

④各構成員の給与規程
（必要部分のみ） 

賃金の場合は上記に加
え 
⑤雇用契約書又は雇用
通知書 
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 委託業務に直接従事する者の賃金で、補助作業
的に研究等を担当する研究補助者等の経費 
【具体的な支出の例示】 
・リサーチアドミニストレーター、リサーチアシ
スタントの経費 

・研究補助作業を行うアルバイト、パート、派遣
職員の経費 

・技術補助員の経費 等 
【特記事項】 
１ 構成員によっては、その内部規程により人件
費を計上できない場合がありますので、自己の
内部規程を確認してください。 

２ 法定外で一般的な福利厚生費は計上できませ
ん。 

３ 人件費の時間単価算定については、Ⅱ－１９
(P.95)．「人件費の算定等の適正化について」を
参照してください。 
なお、人件費の時間単価の算出に当たっては、
生研支援センターの求めに応じて、人件費の時
間単価算出方法等が確認できる書類の提出が必
要です。 

４ 人件費、賃金を計上する研究者等について
は、委託業務と人件費等を計上する者との関係
を明確にするために、試験研究計画の研究実施
体制図等に記載されていることが必要です。
「研究項目別の分担（経理様式２別添２）」を
参考にして所属、氏名、業務内容を記載した資
料を作成してください。詳細は、各種資料Ⅰ－
４．「委託事業に係る会計経理の適正化につい
て」を参照してください。 
また、研究スタッフの追加等があった都度、

委託試験研究実施計画書・試験研究計画書の変
更届（経理様式１０）により、速やかに事業担
当課への届出を行ってください。 

⑥年次有給休暇計上資
料（経理様式7帳簿
参考）（有給休暇を
委託費へ計上する場
合） 

 

 委託業務に直接従事する者の賃金で、補助作業
的に研究等を担当する研究補助者等の経費 
【具体的な支出の例示】 
・リサーチアドミニストレーター、リサーチアシ
スタントの経費 

・研究補助作業を行うアルバイト、パート、派遣
職員の経費 

・技術補助員の経費 等 
【特記事項】 
１ 構成員によっては、その内部規程により人件
費を計上できない場合がありますので、自己の
内部規程を確認してください。 

２ 法定外で一般的な福利厚生費は計上できませ
ん。 

３ 人件費の時間単価算定については、Ⅱ－１９
(P.92)．「人件費の算定等の適正化について」を
参照してください。 
なお、人件費の時間単価の算出に当たっては、
生研支援センターの求めに応じて、人件費の時
間単価算出方法等が確認できる書類の提出が必
要です。 

４ 人件費、賃金を計上する研究者等について
は、委託業務と人件費等を計上する者との関係
を明確にするために、試験研究計画の研究実施
体制図等に記載されていることが必要です。
「研究項目別の分担（経理様式２別添２）」を
参考にして所属、氏名、業務内容を記載した資
料を作成してください。詳細は、各種資料Ⅰ－
４．「委託事業に係る会計経理の適正化につい
て」を参照してください。 
また、研究スタッフの追加等があった都度、

委託試験研究実施計画書・試験研究計画書の変
更届（経理様式１０）により、速やかに事業担
当課への届出を行ってください。 
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５ 国及び地方公共団体からの交付金等で職員の
人件費等を負担している法人（地方公共団体含
む）については、職員の人件費等は認められま
せん。 

６ 直接経費からの人件費を支出する全ての研究
者は、当該研究活動に従事するエフォート申告
に応じて、人件費を計上することが可能です。
詳細はⅡ－１６(P.82)．「エフォート管理」を参
照してください。 

    エフォート申告に応じて、人件費を計上する
場合は、雇用開始時に「エフォート証明書（参
考様式９）」を速やかに経理契約担当課に提出
してください。 

  また、エフォートが変更された場合も変更し
た「エフォート証明書（参考様式９）」を経理
契約担当課に提出してください。 
エフォート率が１００％の場合も「エフォー

ト証明書（参考様式９）」を経理契約担当課に
提出してください。 

  事前にエフォート証明書が提出されない場合
には、エフォート申告で人経費を計上すること
はできません。 

７ 会計年度任⽤職員制度 
会計年度任用職員制度の賃⾦（報酬）は、人件
費予算が地方公共団体一般職員とは異なる予算
措置が行われている場合のみ規定に基づき計上
出来ます。ただし、賞与は委託業務に従事した
期間分のみ計上対象のため、付帯する社会保険
料を含め、按分計算が必要です。また、退職⼿
当については計上出来ません。 

８ 在宅勤務に伴う人件費等の取扱い 
研究機関又は構成員として在宅勤務実施を決定
した場合、研究機関又は構成員の統⼀的な算出
の考え⽅により、在宅勤務期間の人件費等を直

５ 国及び地方公共団体からの交付金等で職員の
人件費等を負担している法人（地方公共団体含
む）については、職員の人件費等は認められま
せん。 

６ 直接経費からの人件費を支出する全ての研究
者は、当該研究活動に従事するエフォート申告
に応じて、人件費を計上することが可能です。
詳細はⅡ－１５(P.79)．「エフォート管理」を参
照してください。 
エフォート申告に応じて、人件費を計上する

場合は、雇用開始時に「エフォート証明書（参
考様式９）」を速やかに経理契約担当課に提出
してください。 

  また、エフォートが変更された場合も変更し
たエフォート証明書（参考様式９）」を経理契
約担当課に提出してください。 

   
 
 

事前にエフォート証明書が提出されない場合
には、エフォート申告で人経費を計上すること
はできません。 

７ 会計年度任⽤職員制度 
会計年度任用職員制度の賃⾦（報酬）は、人件
費予算が地方公共団体一般職員とは異なる予算
措置が行われている場合のみ規定に基づき計上
出来ます。ただし、期末⼿当は委託業務に従事
した期間分のみ計上対象のため、付帯する社会
保険料を含め、按分計算が必要です。また、退
職⼿当については計上出来ません。 

８ 在宅勤務に伴う人件費等の取扱い 
研究機関又は構成員として在宅勤務実施を決定
した場合、研究機関又は構成員の統⼀的な算出
の考え⽅により、在宅勤務期間の人件費等を直
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接経費に計上可能とします。（ただし、通勤手
当（交通費）は除く。） 
在宅勤務実施においては、作業（業務）⽇誌等
に委託業務内容及び在宅勤務を実施した旨の記
載を⾏い、雇⽤責任者等が勤務実態を管理する
など、勤怠管理書類及び在宅勤務実施にかかる
研究機関の⽅針を⽰す書類等の関連書類の保管
をお願いします。 
なお、「⾃宅待機」「出勤停⽌」などで当該委
託業務を⾏っている実態が無い場合は、委託費
には計上出来ません。 

９ 若手研究者の自発的な研究活動 
  若手研究者の育成・活躍機会の創出及びキャ
リアパスの形成のため、競争的研究費において
プロジェクトの実施のために雇用される若手研
究者について、雇用されているプロジェクトか
ら人件費を支出しつつ、当該プロジェクトに従
事するエフォートの一部を、プロジェクトの推
進に資する若手研究者の自発的な研究活動や研
究・マネジメント能力向上に資する活動（以下
「自発的な研究活動等」という。）に充当する
ことが可能です。 

  詳細はⅡ－１５(P.80)．「若手研究者の自発的
な研究活動」を参照してください。 

１０ 競争的研究費の直接経費から研究代表者の
人件費の支出 

  民間企業を除く研究機関（国及び地方公共団
体からの交付金等で職員の人件費等を負担して
いる 法人（地方公共団体を含む。））におい
て、直接経費から研究代表者（研究統括者）及
び研究分担者（各研究機関における研究実施責
任者）（以下「PI等」という。）本人の人件費
の支出を可能にし、研究機関の裁量により、研
究者支援に活用可能な経費を拡大することが提

接経費に計上可能とします。（ただし、通勤手
当（交通費）は除く。） 
在宅勤務実施においては、作業（業務）⽇誌等
に委託業務内容及び在宅勤務を実施した旨の記
載を⾏い、雇⽤責任者等が勤務実態を管理する
など、勤怠管理書類及び在宅勤務実施にかかる
研究機関の⽅針を⽰す書類等の関連書類の保管
をお願いします。 
なお、「⾃宅待機」「出勤停⽌」などで当該委
託業務を⾏っている実態が無い場合は、委託費
には計上出来ません。 

９ 若手研究者の自発的な研究活動 
  若手研究者の育成・活躍機会の創出及びキャ
リアパスの形成のため、競争的研究費において
プロジェクトの実施のために雇用される若手研
究者について、雇用されているプロジェクトか
ら人件費を支出しつつ、当該プロジェクトに従
事するエフォートの一部を、プロジェクトの推
進に資する若手研究者の自発的な研究活動や研
究・マネジメント能力向上に資する活動（以下
「自発的な研究活動等」という。）に充当する
ことが可能です。 

  詳細はⅡ－１４(P.77)．「若手研究者の自発的
な研究活動」を参照してください。 

１０ 競争的研究費の直接経費から研究代表者の
人件費の支出 

  直接経費から研究代表者（研究統括者）及び
研究分担者（各研究機関における研究実施責任
者）（以下「PI等」という。）本人の人件費の
支出を可能にし、研究機関の裁量により、研究
者支援に活用可能な経費を拡大することが提言
され、研究機関において適切に執行される体制
の構築を前提として、研究活動に従事するエフ
ォートに応じ、ＰＩ等本人の希望により、直接
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言され、研究機関において適切に執行される体
制の構築を前提として、研究活動に従事するエ
フォートに応じ、PI等本人の希望により、直接
経費から人件費を支出することが可能です。 

  詳細はⅡ－１７(P.90)．「競争的研究費の直接
経費から研究代表者の人件費の支出について」
を参照してください。 

  直接経費からPI等本人の人件費の支出をする
場合には、（a）計画の人件費予算に計上（b）
研究項目別の分担（備考欄に PI等 の人件費計
上と記入）（c）エフォート証明書（備考欄に 
PI等 の人件費計上と記入）を経理・契約担当課
へ提出してください。 

１１ 競争的研究費の直接経費から研究以外の業
務の代行経費を支出可能とする見直し（バイア
ウト制度の導入）について 

  直接経費の使途を拡大し、PI等本人の希望に
より研究機関と合意をすることで、その者が担
っている業務のうち研究以外の業務（講義等の
教育活動等やそれに付随する事務等。なお、
「研究」には、当該競争的研究費により実施さ
れる研究以外の研究も含む。）の代行に係る経
費の支出を可能とする制度（「バイアウト制
度」）を導入することとします。 

  詳細はⅡ－１８(P.92)．「競争的研究費の直接
経費から研究以外の業務の代行経費を支出可能
とする見直し（バイアウト制度の導入）につい
て」を参照してください。 

１２ 競争的研究費におけるRA経費等の適正な支
出の促進について 

  各大学や研発開発法人におけるRA（リサー
チ・アシスタント）等としての博士課程学生の
雇用の拡大と処遇の改善が求められていること
を踏まえ、競争的研究費において博士課程学生

経費から人件費を支出することが可能です。 
   
 
 

詳細はⅡ－１６(P.87)．「競争的研究費の直接
経費から研究代表者の人件費の支出について」を
参照してください。 

  直接経費からPI等本人の人件費の支出をする
場合には、（a）計画の人件費予算に計上（b）
研究項目別の分担（備考欄に PI等 の人件費計
上と記入）（c）エフォート証明書（備考欄に 
PI等 の人件費計上と記入）を事業担当課へ提出
してください。 

１１ 競争的研究費の直接経費から研究以外の業
務の代行経費を支出可能とする見直し（バイア
ウト制度の導入）について 

  直接経費の使途を拡大し、ＰＩ本人の希望に
より研究機関と合意をすることで、その者が担
っている業務のうち研究以外の業務（講義等の
教育活動等やそれに付随する事務等。なお、
「研究」には、当該競争的研究費により実施さ
れる研究以外の研究も含む。）の代行に係る経
費の支出を可能とする制度（「バイアウト制
度」）を導入することとします。 

  詳細はⅡ－１７(P.89)．「競争的研究費の直接
経費から研究以外の業務の代行経費を支出可能
とする見直し（バイアウト制度の導入）につい
て」を参照してください。 

１２ 競争的研究費におけるRA経費等の適正な支
出の促進について 

  各大学や研発開発法人におけるRA（リサー
チ・アシスタント）等としての博士課程学生の
雇用の拡大と処遇の改善が求められていること
を踏まえ、競争的研究費において博士課程学生
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の活用に伴う適正な対価の支払いを促進しま
す。 

  詳細はⅡ－１９(P.94)．「競争的研究費におけ
るRA 経費等の適正な支出の促進について」を
参照してください。 

※３３頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

 
人件費・謝金 
(謝金) 

 委託業務の実施に直接必要な知識、情報、技
術の提供に対する経費 
【具体的な支出の例示】 
・研究推進会議等の外部委員に対する委員会の
出席謝金 

・講演会等の謝金 
・個人の専門的技術による役務の提供への謝金
（講義・技術指導・原稿の執筆・査読・校正
（外国語等）等） 

・データ・資料整理等の役務の提供への謝金 
・通訳、翻訳の謝金（個人に対する委嘱） 
・学生等への労務による作業代（研究機関又は
構成員の規程等に定めがある場合に限る。） 
・研究協力者への謝金等 
【特記事項】 
１ 謝金の算定については、研究機関又は構成
員の謝金支給規程等によるものとします。 

２ 研究を遂行するために、専門知識の提供、
情報収集、セミナーへの参加等で協力を得た
者への謝金（旅行に必要な経費は旅費に計
上）を含みます。 

３ 研究機関又は構成員の謝金支給規程等で認
められていれば、金券類（QUOカード、図
書カード等）を謝品として交付可能ですが、
交付する場合は原則受領書が必要になりま
す。購入枚数と受領者の数が一致し、在庫と

①受領書 
②謝金単価の根拠資料
（必要部分のみ） 
③委嘱伺い 
④委嘱状、承諾書 
 

の活用に伴う適正な対価の支払いを促進しま
す。 

  詳細はⅡ－１８(P.91)．「競争的研究費におけ
るRA 経費等の適正な支出の促進について」を
参照してください。 

※３１頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

 
人件費・謝金 
(謝金) 

 委託業務の実施に直接必要な知識、情報、技
術の提供に対する経費 
【具体的な支出の例示】 
・研究推進会議等の外部委員に対する委員会の
出席謝金 

・講演会等の謝金 
・個人の専門的技術による役務の提供への謝金
（講義・技術指導・原稿の執筆・査読・校正
（外国語等）等） 

・データ・資料整理等の役務の提供への謝金 
・通訳、翻訳の謝金（個人に対する委嘱） 
・学生等への労務による作業代（研究機関又は
構成員の規程等に定めがある場合に限る。） 
・研究協力者への謝金等 
【特記事項】 
１ 謝金の算定については、研究機関又は構成
員の謝金支給規程等によるものとします。 

２ 研究を遂行するために、専門知識の提供、
情報収集、セミナーへの参加等で協力を得た
者への謝金（旅行に必要な経費は旅費に計
上）を含みます。 

３ 研究機関又は構成員の謝金支給規程等で認
められていれば、金券類（QUOカード、図
書カード等）を謝品として交付可能ですが、
交付する場合は原則受領書が必要になりま
す。購入枚数と受領者の数が一致し、在庫と

①受領書 
②謝金単価の根拠資料
（必要部分のみ） 
③委嘱伺い 
④委嘱状、承諾書 
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して手許に残すことがないようにしてくださ
い。 

４ 源泉徴収を行う必要があるか否かについて
は、研究機関又は構成員のルールに従ってく
ださい。 

※３３頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

旅費 
(国内旅費) 
(外国旅費) 

委託業務の研究推進のために必要な国内外への
出張に係る経費、又は委託業務の研究推進のた
めに必要な国内外からの研究者等の招へい（依
頼出張）に係る経費。 
【具体的な支出の例示】 
・委託業務を実施するに当たり研究者及び補助
員の国内外への出張又は移動に係る経費 

・上記以外の委託業務への協力者に支払う、委
託業務の実施に必要な知識、情報、意見等の
収集のための国内外への出張又は移動に係る
経費（依頼出張） 

・外国からの研究者等の招へい経費（依頼出
張） 

・試験研究計画に記載された研究者（ポストド
クター等、試験研究のために臨時に雇用する
研究者を含む。）が、試料の採取、観測、測
定等の調査研究、学会参加、研究成果発表等
のための国内外の研究集会等への出張又は移
動に係る経費 

・研究の推進のための打合せ、会議への出席に
必要な出張又は移動に係る経費 

・有料道路等料金、ＥＴＣに係る経費 
【特記事項】 
１ 旅費の算定については、原則として、研究
機関又は構成員の旅費規程等に基づき計算さ
れた交通費（有料道路等の料金を含む。）、宿
泊費、日当、旅行雑費、旅費のキャンセル料

①旅費計算書 
②出張報告書等 
③各構成員の旅費規程
（必要部分のみ） 
④旅行行程表（経理様
式7帳簿参考） 

して手許に残すことがないようにしてくださ
い。 

４ 源泉徴収を行う必要があるか否かについて
は、研究機関又は構成員のルールに従ってく
ださい。 

※３１頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

旅費 
(国内旅費) 
(外国旅費) 

委託業務の研究推進のために必要な国内外への
出張に係る経費、又は委託業務の研究推進のた
めに必要な国内外からの研究者等の招へい（依
頼出張）に係る経費。 
【具体的な支出の例示】 
・委託業務を実施するに当たり研究者及び補助
員の国内外への出張又は移動に係る経費 

・上記以外の委託業務への協力者に支払う、委
託業務の実施に必要な知識、情報、意見等の
収集のための国内外への出張又は移動に係る
経費（依頼出張） 

・外国からの研究者等の招へい経費（依頼出
張） 

・試験研究計画に記載された研究者（ポストド
クター等、試験研究のために臨時に雇用する
研究者を含む。）が、試料の採取、観測、測
定等の調査研究、学会参加、研究成果発表等
のための国内外の研究集会等への出張又は移
動に係る経費 

・研究の推進のための打合せ、会議への出席に
必要な出張又は移動に係る経費 

・有料道路等料金、ＥＴＣに係る経費 
【特記事項】 
１ 旅費の算定については、原則として、研究
機関又は構成員の旅費規程等に基づき計算さ
れた交通費（有料道路等の料金を含む。）、宿
泊費、日当、旅行雑費、旅費のキャンセル料

①旅費計算書 
②出張報告書等 
③各構成員の旅費規程
（必要部分のみ） 
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等とします。なお、社会通念上相当と認めら
れない費用に関しては、委託費へ計上するこ
とができません。 
 予算の効率的な執行を図るため、旅費は、
最も経済的かつ合理的な方法によることと
し、宿泊パックを利用した場合は、用務の内
容に照らして宿泊日数が適正か確認するとと
もに、領収書や使用したパックチケットのパ
ンフレット等により内容を確認してくださ
い。 
 必要な証拠書類についても、原則として、
研究機関又は構成員の旅費規程等に基づき管
理してください。 

２ 「旅費のキャンセル料」は、自然災害等、
その他他律的要因等やむを得ない事情から、
研究機関又は構成員の旅費規程等に基づきキ
ャンセル料が認められる場合のみ計上可能で
す。 

３ 「旅行雑費」とは、「旅券の交付手数料」、
「査証手数料」、「予防注射料」、「出入国税の
実費額」、「燃油サーチャージ」、「航空保険
料」、「航空券取扱手数料」等とします。 

４ 原則、委託業務のみの出張を行ってくださ
い。なお、「他事業分の出張と費用を明確に
区分できる場合」は、合算使用を認めていま
すので、委託業務に係る業務と外部からの依
頼に基づく業務を兼ねて出張する場合は、必
ず当該依頼に係る依頼文書及び旅費計算書を
取り寄せ、依頼先から支払われる旅費の内容
を十分に確認した上で、業務の実態に応じて
研究機関又は構成員の旅費規程等に基づき費
用を明確に区分するなど適正な経理処理を行
ってください。 

    なお、出張期間中の休日又は私事のための

等とします。なお、社会通念上相当と認めら
れない費用に関しては、委託費へ計上するこ
とができません。 
 予算の効率的な執行を図るため、旅費は、
最も経済的かつ合理的な方法によることと
し、宿泊パックを利用した場合は、用務の内
容に照らして宿泊日数が適正か確認するとと
もに、領収書や使用したパックチケットのパ
ンフレット等により内容を確認してくださ
い。 
 必要な証拠書類についても、原則として、
研究機関又は構成員の旅費規程等に基づき管
理してください。 

２ 「旅費のキャンセル料」は、自然災害等、
その他他律的要因等やむを得ない事情から、
研究機関又は構成員の旅費規程等に基づきキ
ャンセル料が認められる場合のみ計上可能で
す。 

３ 「旅行雑費」とは、「旅券の交付手数料」、
「査証手数料」、「予防注射料」、「出入国税の
実費額」、「燃油サーチャージ」、「航空保険
料」、「航空券取扱手数料」等とします。 

４ 原則、委託業務のみの出張を行ってくださ
い。なお、「他事業分の出張と費用を明確に
区分できる場合」は、合算使用を認めていま
すので、委託業務に係る業務と外部からの依
頼に基づく業務を兼ねて出張する場合は、必
ず当該依頼に係る依頼文書及び旅費計算書を
取り寄せ、依頼先から支払われる旅費の内容
を十分に確認した上で、業務の実態に応じて
研究機関又は構成員の旅費規程等に基づき費
用を明確に区分するなど適正な経理処理を行
ってください。 

    なお、出張期間中の休日又は私事のための
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滞留及び廻り路にかかる路程又は日数に対し
ては旅費の計上は出来ません。 

５ 費用計上の対象となる区間 
旅費は、委託業務の用務に係る出発から帰

着までの交通費、日当、宿泊費等が対象とな
ります。ただし、当該委託業務以外の用務が
一連の出張に含まれる場合は、委託費として
計上する部分と計上しない部分に区別してく
ださい。委託費として計上できるのは、「委
託業務の用務先」に向かう旅程に係る旅費、
および「委託業務の用務先」から「出発地」
に戻る旅程に係る旅費となります。 
なお、旅費計算書等に旅行行程の記載がな

い場合には、出張件名（用務）、出張者毎に
旅行行程表（経理様式７帳簿参考）を作成し
提出してください。 

６ 研究者等が赴帰任の際に係る経費等（赴任
旅費）については、計上できません。 

７ 外国への出張及び外国から研究者等を招へ
いする場合は、試験研究計画書や実施計画書
等に記載されている場合を除き、事前に生研
支援センター事業担当課の了解が必要となり
ます。当初計画外の出張・招へいが必要な場
合、外国へ出張する場合、外国から研究者等
を招へいする場合は「委託試験研究実施計画
書・試験研究計画書の変更届（経理様式１
０）」を生研支援センター事業担当課へ提出
してください。 

８ 学生の旅費も支出可能ですが、学生は学業
が本分のため、当該学生が委託業務のために
出張しなければならない事由（必要性など）
について、十分説明できるように理由書等を
作成し、整理・保管をしてください。 
雇用契約（謝金）のない学生を出張させる

滞留及び廻り路にかかる路程又は日数に対し
ては旅費の計上は出来ません。 

５ 費用計上の対象となる区間 
旅費は、委託業務の用務に係る出発から帰

着までの交通費、日当、宿泊費等が対象とな
ります。ただし、当該委託業務以外の用務が
一連の出張に含まれる場合は、委託費として
計上する部分と計上しない部分に区別してく
ださい。委託費として計上できるのは、「委
託業務の用務先」に向かう旅程に係る旅費、
および「委託業務の用務先」から「出発地」
に戻る旅程に係る旅費となります。 

 
 
 
 
６ 研究者等が赴帰任の際に係る経費等（赴任
旅費）については、計上できません。 

７ 外国への出張及び外国から研究者等を招へ
いする場合は、試験研究計画書や実施計画書
等に記載されている場合を除き、事前に生研
支援センター事業担当課の了解が必要となり
ます。当初計画外の出張・招へいが必要な場
合、外国へ出張する場合、外国から研究者等
を招へいする場合は「委託試験研究実施計画
書・試験研究計画書の変更届（経理様式１
０）」を生研支援センター事業担当課へ提出
してください。 

８ 学生の旅費も支出可能ですが、学生は学業
が本分のため、当該学生が委託業務のために
出張しなければならない事由（必要性など）
について、十分説明できるように理由書等を
作成し、整理・保管をしてください。 
雇用契約（謝金）のない学生を出張させる
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場合についても、当該学生が委託業務のため
に出張しなければならない事由（必要性な
ど）について、十分説明できるように理由書
等を作成し、整理・保管をしてください。 
なお、国内外を問わず学生単独の出張は原

則として認められません。学生単独の出張に
ついて、大学の規程により認められている場
合であって、担当教員が同行できないやむを
得ない理由がある場合には、理由書等によ
り、その理由を明確にし、事前に生研支援セ
ンター事業担当課への了解を得た上で出張し
てください。 

９ 旅費を計上する研究者等については、委託
業務と旅費を計上する者との関係を明確にす
るために、試験研究計画の研究実施体制図等
に記載されていることが必要です。「研究項
目別の分担（経理様式２別添２）」を作成し
てください。詳細は、各種資料Ⅰ－４．「委
託事業に係る会計経理の適正化について」を
参照してください。 
 なお、外部の研究者等の招へい（依頼出
張）に係る旅費については、この必要はあり
ません。 
また、研究スタッフの追加等があった都

度、委託試験研究実施計画書・試験研究計画
書の変更届（経理様式１０）により、速やか
に事業担当課への届出を行ってください。 

10「Go To トラベル事業」「全国旅行支援」等
の利用不可について 

  「Go To トラベル事業」「全国旅行支援」
等の観光需要の喚起を目的とした事業は、研
究活動等に伴う出張（同事業の実施の有無に
かかわらず、研究活動等上の必要に基づき業
務として行うもの）に対して同事業を利用す

場合についても、当該学生が委託業務のため
に出張しなければならない事由（必要性な
ど）について、十分説明できるように理由書
等を作成し、整理・保管をしてください。 
なお、国内外を問わず学生単独の出張は原

則として認められません。学生単独の出張に
ついて、大学の規程により認められている場
合であって、担当教員が同行できないやむを
得ない理由がある場合には、理由書等によ
り、その理由を明確にし、事前に生研支援セ
ンター事業担当課への了解を得た上で出張し
てください。 

９ 旅費を計上する研究者等については、委託
業務と旅費を計上する者との関係を明確にす
るために、試験研究計画の研究実施体制図等
に記載されていることが必要です。「研究項
目別の分担（経理様式２別添２）」を作成し
てください。詳細は、各種資料Ⅰ－４．「委
託事業に係る会計経理の適正化について」を
参照してください。 
 なお、外部の研究者等の招へい（依頼出
張）に係る旅費については、この必要はあり
ません。 
また、研究スタッフの追加等があった都

度、委託試験研究実施計画書・試験研究計画
書の変更届（経理様式１０）により、速やか
に事業担当課への届出を行ってください。 

10「Go To トラベル事業」「全国旅行支援」等
の利用不可について 

  「Go To トラベル事業」「全国旅行支援」
等の観光需要の喚起を目的とした事業は、研
究活動等に伴う出張（同事業の実施の有無に
かかわらず、研究活動等上の必要に基づき業
務として行うもの）に対して同事業を利用す
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ることは、その目的から外れますので、生研
支援センター委託研究費を財源とする出張に
おいての利用は認められません。 

  なお、既に利用した場合は、出張に要した
旅費、滞在費、交通費等から「割引クーポ
ン」相当額等を除外して計上してください。 

11 航空機マイレージの利用自粛について 
委託費を遂行する上で出張をした際に航空 
会社が顧客提供しているマイレージ等のサー
ビスの利用・登録は自粛してください。 

※３３頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

その他 
(外注費) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委託業務に直接必要な装置のメンテナンス、デ
ータの分析等の外注に係る経費 
【具体的な支出の例示】 
・研究実施上、必要不可欠なもので、委託業務
専用として使用する機械装置、備品等の製造
（製作） 
・委託業務専用として使用する機械装置、備品
等の操作・保守・修理等の業務請負 
・実験動物等の飼育、設計（仕様を指示して設
計されるもの）、試験、解析・検査、鑑定、部
材の加工等の業務請負 
・通訳、翻訳、校正（校閲）、アンケート、調
査等の研究開発行為を含まない業者への業務請
負 
・外注分析に要する経費（役務経費、電子計算
機使用料、データベース検索料、各種試作品製
作請負費（試作品用購入部品費、材料費、予備
部品費を含む。）、研究開発要素を含まないプロ
グラム作成費等の外部に役務を発注するために
必要な経費。） 
【特記事項】 
１ 試作品製作に必要な経費については、研究

仕様書、納品書、請求
書 

※１契約が２００万円
以上（消費税込）の
場合は43項（４）
⑦参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ることは、その目的から外れますので、生研
支援センター委託研究費を財源とする出張に
おいての利用は認められません。 

  なお、既に利用した場合は、出張に要した
旅費、滞在費、交通費等から「割引クーポ
ン」相当額等を除外して計上してください。 

11 航空機マイレージの利用自粛について 
委託費を遂行する上で出張をした際に航空 
会社が顧客提供しているマイレージ等のサー
ビスの利用・登録は自粛してください。 

※３１頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

その他 
(外注費) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委託業務に直接必要な装置のメンテナンス、デ
ータの分析等の外注に係る経費 
【具体的な支出の例示】 
・研究実施上、必要不可欠なもので、委託業務
専用として使用する機械装置、備品等の製造
（製作） 
・委託業務専用として使用する機械装置、備品
等の操作・保守・修理等の業務請負 
・実験動物等の飼育、設計（仕様を指示して設
計されるもの）、試験、解析・検査、鑑定、部
材の加工等の業務請負 
・通訳、翻訳、校正（校閲）、アンケート、調
査等の研究開発行為を含まない業者への業務請
負 
・外注分析に要する経費（役務経費、電子計算
機使用料、データベース検索料、各種試作品製
作請負費（試作品用購入部品費、材料費、予備
部品費を含む。）、研究開発要素を含まないプロ
グラム作成費等の外部に役務を発注するために
必要な経費。） 
【特記事項】 
１ 試作品製作に必要な経費については、研究

仕様書、納品書、請求
書 

※１契約が２００万円
以上（消費税込）の
場合は（４）⑦参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

36



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開発と一体で行う小規模な実証（又は製造）
試験に係るもののみ認められます。なお、研
究機関等で自社製作する場合の資材の購入
は、「消耗品費」としてください。 

２ 外注費であっても、原形のまま比較的長期
の反復使用に耐え得るもののうち、取得価格
が10万円以上（税込）の物品（特注品、市
販品の改良・改造も含む。）は、物品購入計
画や取得資産の対象となることにご留意くだ
さい。 

３ 原則、法定点検、定期点検及び日常点検
は、委託費で取得した物品に限ります。 

４ 委託費以外で取得した物品の修理等に関し
ては、委託業務専用で相当の時間使用したこ
とに起因して発生した劣化・損耗等による故
障が使用中に発生した場合、当該修理等に要
する費用を計上することができます。 

※３３頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他 
(印刷製本費) 

委託業務に係る資料等の印刷、製本に要する経
費 
【具体的な支出の例示】 
・研究成果報告書作成・製本費 
・委託業務研究活動に直接必要な書類作成のた
めの印刷代等 
【特記事項】 

研究成果報告書等の印刷製本代、写真代、
図面コピー代等の研究活動に直接必要な書類
を作成するために必要な経費を含みます。 

※３３頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

仕様書＋見積書、 
納品書、請求書 
 

その他 
(会議費) 

委託業務の実施に直接必要な会議・シンポジウ
ム・セミナー等の開催に要した以下の経費 
【具体的な支出の例示】 

仕様書、納品書、請求
書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開発と一体で行う小規模な実証（又は製造）
試験に係るもののみ認められます。なお、研
究機関等で自社製作する場合の資材の購入
は、「消耗品費」としてください。 

２ 外注費であっても、原形のまま比較的長期
の反復使用に耐え得るもののうち、取得価格
が10万円以上（税込）の物品（特注品、市
販品の改良・改造も含む。）は、物品購入計
画や取得資産の対象となることにご留意くだ
さい。 

３ 原則、法定点検、定期点検及び日常点検
は、委託費で取得した物品に限ります。 

４ 委託費以外で取得した物品の修理等に関し
ては、委託業務専用で相当の時間使用したこ
とに起因して発生した劣化・損耗等による故
障が使用中に発生した場合、当該修理等に要
する費用を計上することができます。 

※３１頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他 
(印刷製本費) 

 委託業務に係る資料等の印刷、製本に要する
経費 
【具体的な支出の例示】 
・研究成果報告書作成・製本費 
・委託業務研究活動に直接必要な書類作成のた
めの印刷代等 
【特記事項】 
 研究成果報告書等の印刷製本代、写真代、図
面コピー代等の研究活動に直接必要な書類を作
成するために必要な経費を含みます。 
※３１頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

仕様書＋見積書、 
納品書、請求書 

その他 
(会議費) 

委託業務の実施に直接必要な会議・シンポジウ
ム・セミナー等の開催に要した以下の経費 
【具体的な支出の例示】 

仕様書、納品書、請求
書 
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・研究推進会議等の委員会開催費 
・会場借料 
・茶菓、弁当等（華美でないもの） 
【特記事項】 
１ いわゆる懇親会代・レセプション代は計上
できません。 

２ 他の会議と合同で行う場合の費用負担に
は、合理的な算出方法が求められます。 

３ 時間外に行う情報交換会、意見交換会の参
加費等の計上はできません。 

４ 会場借料を計上する場合は、会議場所を外
部にする必要性及び当該場所を選定した理由
等を整理・保管をしてください。 

５ 茶菓・弁当については、出席者を確認し、
必要性を精査のうえ必要最小限の数量とし、
構成員の内部規定に基づき処理してくださ
い。 
原則仕様書の作成が必要ですが、これに代

わる資料（内規、出席者名簿又は議事録等）
があれば仕様書は不要です。 
また、特殊な事情（外国要人の接遇等）が

ある場合には当該事情を説明できる資料を準
備してください。 
なお、見積書、請求書の整備が必要です

が、特別な事情(現地での急を要する調達等)
がある場合は立替払による処理でも構いませ
ん。 

その他 
(通信運搬費) 
 
 

委託業務の実施に直接必要な試料等の運送、機械
装置等の運搬、及びデータの送受信等の通信料
等の通信運搬費に係る経費（運送・運搬費、電
話料、ファクシミリ料、インターネット使用
料、宅配便代、郵便料等） 

【特記事項】 
１ 研究事務管理等に要する経費は計上できませ

納品書、請求書 
 

・研究推進会議等の委員会開催費 
・会場借料 
・茶菓、弁当等（華美でないもの） 
【特記事項】 
１ いわゆる懇親会代・レセプション代は計上
できません。 

２ 他の会議と合同で行う場合の費用負担に
は、合理的な算出方法が求められます。 

３ 時間外に行う情報交換会、意見交換会の参
加費等の計上はできません。 

４ 会場借料を計上する場合は、会議場所を外
部にする必要性及び当該場所を選定した理由
等を整理・保管をしてください。 

５ 茶菓・弁当については、出席者を確認し、
必要性を精査のうえ必要最小限の数量とし、
構成員の内部規定に基づき処理してくださ
い。 
原則仕様書の作成が必要ですが、これに代

わる資料（内規、出席者名簿又は議事録等）
があれば仕様書は不要です。 
また、特殊な事情（外国要人の接遇等）が

ある場合には当該事情を説明できる資料を準
備してください。 
なお、見積書、請求書の整備が必要です

が、特別な事情(現地での急を要する調達等)
がある場合は立替払による処理でも構いませ
ん。 

その他 
(通信運搬費) 
 
 

 委託業務の実施に直接必要な試料等の運送、機
械装置等の運搬、及びデータの送受信等の通信料
等の通信運搬費に係る経費（運送・運搬費、電話
料、ファクシミリ料、インターネット使用料、宅
配便代、郵便料等） 
【特記事項】 
１ 研究事務管理等に要する経費は計上できませ

納品書、請求書 
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ん。 
２ 委託業務の研究推進に直接必要であること
が、経理的に明確に区分できるものに限りま
す。 

※３３頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

その他 
(光熱水料) 
 
 

委託業務の実施に当たり専用に使用する機械装置
等、設備の運転等に要する電気、ガス、水道等
の経費及び専用に使用する研究施設等の燃料
（灯油、重油等）費 

【特記事項】 
１ 委託費の直接経費は、研究の推進に直接必要
な経費だけが計上可能です。共有スペースや管
理事務等に要する経費は計上不可となります。 

２ 研究の推進に直接必要であることが、経理的
に明確に区分できるものに限ります。 

３ 個別メータによる数値管理を行うなど、明確
な算出方法が求められます。 

納品書、請求書 

その他 
(その他(諸経費)) 

委託業務の実施に直接必要な経費 
【具体的な支出の例示】 
・物品の借料（賃借、リース、レンタル）及び
使用に係る経費、倉庫料、土地・建物借上
料、圃場借料、研究機関又は構成員内の施
設・設備使用料 

・レンタカー代（旅費規程等により「旅費」に
計上するものを除く。） 

・学会参加費（学会に参加するための旅費は
『旅費』に計上） 

・学会参加費等のキャンセル料（自然災害等、
その他他律的要因等やむを得ない事情からキ
ャンセル料が認められる場合のみ） 

・研究成果発表費（論文審査料・論文投稿料
（論文掲載料）・論文別刷り代、テキスト作
成・出版費、ウェブサイト作成費等） 

仕様書、納品書、請求
書 
※１契約が２００万円
以上（消費税込）の場
合は43項（４）⑦参照 

ん。 
２ 委託業務の研究推進に直接必要であること
が、経理的に明確に区分できるものに限ります。 
 
※３１頁（４）委託費計上に係る費目・細目別の
注意事項を参照することを記載。 

その他 
(光熱水料) 

委託業務の実施に当たり専用に使用する機械装置
等、設備の運転等に要する電気、ガス、水道等
の経費及び専用に使用する研究施設等の燃料
（灯油、重油等）費 

【特記事項】 
１ 委託費の直接経費は、研究の推進に直接必要
な経費だけが計上可能です。共有スペースや管
理事務等に要する経費は計上不可となります。 

２ 研究の推進に直接必要であることが、経理的
に明確に区分できるものに限ります。 

３ 個別メータによる数値管理を行うなど、明確
な算出方法が求められます。 

納品書、請求書 

その他 
(その他(諸経費)) 

委託業務の実施に直接必要な経費 
【具体的な支出の例示】 
・物品の借料（賃借、リース、レンタル）及び
使用に係る経費、倉庫料、土地・建物借上
料、圃場借料、研究機関又は構成員内の施
設・設備使用料 

・レンタカー代（旅費規程等により「旅費」に
計上するものを除く。） 

・学会参加費（学会に参加するための旅費は
『旅費』に計上） 

・学会参加費等のキャンセル料（自然災害等、
その他他律的要因等やむを得ない事情からキ
ャンセル料が認められる場合のみ） 

・研究成果発表費（論文審査料・論文投稿料
（論文掲載料）・論文別刷り代、テキスト作
成・出版費、ウェブサイト作成費等） 

仕様書、納品書、請求
書 
※１契約が２００万円
以上（消費税込）の場
合は（４）⑦参照 
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・広報費（ウェブサイト・ニュースレター
等）、広告宣伝費、求人費 

・保険料（委託業務に最低限必要なもので、か
つ、各研究機関規定等に基づくもの。任意加
入は事前に経理・契約担当課へご相談くださ
い。なお、保険を適用した事案が生じた場合
には、経理・契約担当課へ報告をしてくださ
い。） 

・振込手数料（学会参加費等の直接経費に係る
単独振込の場合に限る。） 

・データ・権利等使用料（特許使用料、ライセ
ンス料（ソフトウェアのライセンス使用料を
含む。）、データベース使用料等） 

・薬事相談費 
・薬品・廃材等処理代 
・書籍等のマイクロフィルム化・データ化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・特許関連経費等※（委託業務で得られた成果
を権利化する場合に限り、国内外特許申請に
係る経費（特許出願、出願審査請求、補正、
審判等に係る経費。登録及びそれ以降の経費
は含まない。国外特許はＰＣＴ出願も対
象。)） 
※ムーンショット型農林水産研究開発事業のみ
計上可能です。その他の事業においては、特
許関連経費は、委託費の直接経費へ計上する

・広報費（ウェブサイト・ニュースレター
等）、広告宣伝費、求人費 

・保険料（委託業務に必要なもの／各研究機関
規定に基づく。任意加入は不可） 

 
 
 
 
・振込手数料（学会参加費等の直接経費に係る
単独振込の場合に限る。） 

・データ・権利等使用料（特許使用料、ライセ
ンス料（ソフトウェアのライセンス使用料を
含む。）、データベース使用料等） 

・薬事相談費 
・薬品・廃材等処理代 
・書籍等のマイクロフィルム化・データ化 
・派遣社員の費用（戦略的イノベーション創造
プログラム（スマートバイオ産業・農業基盤
技術）のみ） 

・減価償却費（原則、企業のみ対象）（戦略的
イノベーション創造プログラム（スマートバ
イオ産業・農業基盤技術のみ計上可能です。
その他の事業においては、減価償却費は、委
託費の直接経費へ計上することはできませ
ん。） 

・特許関連経費等（委託業務で得られた成果を
権利化する場合に限り、国内外特許申請に係
る経費（特許出願、出願審査請求、補正、審
判等に係る経費。登録及びそれ以降の経費は
含まない。国外特許はＰＣＴ出願も対
象。)） 
（ムーンショット型農林水産研究開発事業の
み計上可能です。その他の事業においては、
特許関連経費は、委託費の直接経費へ計上す
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ことはできません。 
【特記事項】 
１ 学会参加費に学会参加と不可分なランチ
代・バンケット代が含まれている場合は含ん
だ額を計上可能ですが、研究機関又は構成員
の規程の範囲内で合理的な考え方（日当等の
食事相当額の除外など）に基づき、重複計上
とならないよう適切に処理してください。 

２ 学会年会費など委託業務の実施に直接必要
と認められないものは計上できません。 

３ 国際学会への参加については、事前に生研
支援センター事業担当課の了解が必要になり
ます。 

４ ファイナンスリースの場合は、リース契約
期間を法定耐用年数以上、毎月均等払いと
し、委託業務の研究期間を超えるリース期間
の支払いについては自費での対応となりま
す。 
５ ファイナンスリースにおいて、委託業務終
了後、研究目的外の使用とする場合は、「開発
研究用減価償却資産の耐用年数」の特例は適
用できません。 
６ その他のリースであっても、リース料に委
託費としての妥当性が求められます。 
（委託費による分割購入と見受けられるリー
スは不可） 
７ 減価償却費については、試験研究に利用で
きる物品を予め保有（その他の委託費で導入
されたものを除く）しており、委託業務に利
用する場合に計上が可能です。ただし、利用
日誌から委託業務とその他の業務に分けて委
託業務分のみを計上してください。 

その他 
(消費税等相当額) 

計上した経費のうち非課税取引、不課税取引及び
免税取引に係る経費の10％、軽減税率取引に係る

消費税等相当額計上の
計算資料 

ることはできません。） 
【特記事項】 
１ 学会参加費に学会参加と不可分なランチ
代・バンケット代が含まれている場合は含ん
だ額を計上可能ですが、研究機関又は構成員
の規程の範囲内で合理的な考え方（日当等の
食事相当額の除外など）に基づき、重複計上
とならないよう適切に処理してください。 

２ 学会年会費など委託業務の実施に直接必要
と認められないものは計上できません。 

３ 国際学会への参加については、事前に生研
支援センター事業担当課の了解が必要になり
ます。 

４ ファイナンスリースの場合は、リース契約
期間を法定耐用年数以上、毎月均等払いと
し、委託業務の研究期間を超えるリース期間
の支払いについては自費での対応となりま
す。 
５ ファイナンスリースにおいて、委託業務終
了後、研究目的外の使用とする場合は、「開発
研究用減価償却資産の耐用年数」の特例は適
用できません。 
６ その他のリースであっても、リース料に委
託費としての妥当性が求められます。 
（委託費による分割購入と見受けられるリー
スは不可） 
７ 減価償却費については、試験研究に利用で
きる物品を予め保有（その他の委託費で導入
されたものを除く）しており、委託業務に利
用する場合に計上が可能です。ただし、利用
日誌から委託業務とその他の業務に分けて委
託業務分のみを計上してください。 

その他 
(消費税等相当額) 

計上した経費のうち非課税取引、不課税取引及び
免税取引に係る経費の１０％。 

消費税等相当額計上の
計算資料 
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経費の２％、及びインボイス発行事業者以外から
の仕入に係る取引のうち、経過措置による仕入控
除の適用を受けた取引の仕入控除できない消費税
等相当額。 
【特記事項】 
１ 研究機関又は構成員が地方公共団体や免税事
業者の場合は発生しません。 

２ 消費税等相当額とは、税抜き額と消費税額を
分けて書いていただくためのものではありませ
ん。非課税取引、不課税取引及び免税取引（人
件費、賃金等）の10％、軽減税率取引の2%、
インボイス発行事業者以外からの仕入に係る取
引のうち、経過措置による仕入控除の適用を受
けた取引の仕入控除できない消費税等相当額に
当たる額を上乗せしていただくための欄です。 

 これは、委託契約が課税取引であるためです。 
委託研究契約は、消費税法上の「役務提供」に
該当するため、委託研究費全額が消費税及び地
方消費税の課税対象となります。そのため、人
件費のほか、消費税不課税相当額（外国旅費
等）について、消費税相当額として計上するこ
とができます。不課税取引等の課税区分判定に
ついては各研究機関の取扱いに従ってくださ
い。ただし、免税事業者である場合は消費税相
当額を計上することはできません。 

（消費税率10％の例） 
 55万円の委託費を受け取り、税込55万円の
『物品』を買った場合、委託費の消費税と物品
と共に支払った消費税が同じ5万円ですので、
消費税の納税額は０円となり、特に問題は発生
しません。 

 しかし、100万円の委託費を受け取り、100万円
の『賃金』(不課税)を支払った場合、委託費の消
費税は100万円×10/110=90,909円になり、そ

 
 
 
 
【特記事項】 
１ 研究機関又は構成員が地方公共団体や免税事
業者の場合は発生しません。 

２ 消費税等相当額とは、税抜き額と消費税額を
分けて書いていただくためのものではありませ
ん。非課税取引、不課税取引及び免税取引（人
件費、賃金等）の10％に当たる額を上乗せして
いただくための欄です。 

 
 
 
 これは、委託契約が課税取引であるためです。 
委託研究契約は、消費税法上の「役務提供」に
該当するため、委託研究費全額が消費税及び地
方消費税の課税対象となります。そのため、人
件費のほか、消費税不課税相当額（外国旅費
等）について、消費税相当額として計上するこ
とができます。不課税取引等の課税区分判定に
ついては各研究機関の取扱いに従ってくださ
い。ただし、免税事業者である場合は消費税相
当額を計上することはできません。 

（消費税率10％の例） 
 55万円の委託費を受け取り、税込55万円の
『物品』を買った場合、委託費の消費税と物品
と共に支払った消費税が同じ5万円ですので、
消費税の納税額は０円となり、特に問題は発生
しません。 

 しかし、100万円の委託費を受け取り、100万円
の『賃金』(不課税)を支払った場合、委託費の消
費税は100万円×10/110=90,909円になり、そ
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の分赤字になります。 
 そのため、110万円の委託費を受け取り、100万
円の賃金を支払い、10万円を納税、となるよう
にしています。この10万円が「消費税等相当
額」です。 

３ 消費税率の改定があった場合は、当該改定後
の税率とします。 

４ なお、委託業務は補助金（不課税）ではあり
ませんので、生研支援センターに消費税を返還
する必要はありません。 

イ 間接経費 
間接経費  研究機関又は構成員が研究遂行に関連して間接

的に必要とする経費であり、管理部門、研究部
門、その他関連事業部門に係る施設の維持運営経
費等研究の実施を支えるための経費であって、直
接経費として計上できない経費。 
（間接経費の使⽤に当たっては、委託業務を実施
するために必要となる間接経費の使⽤を優先する
ものとします。） 
 
具体例 
（管理部門に係る経費） 
・管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 
・管理事務の必要経費 
備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、
人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議
費、印刷費など 

（研究部門に係る経費） 
・共通的に使用される物品等に係る経費 
備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、
通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷
費、新聞・雑誌代、光熱水費 

・委託業務の研究の応用等による研究活動の推進
に係る必要経費 

間接経費に関する証拠
書類については、研究
機関又は構成員におい
て適切に保管するこ
と。 
（毎年度の間接経費使
用実績等を翌年度の６
月３０日までに、府省
共通研究開発管理シス
テム（e-Rad）により報
告する必要がありま
す。） 

の分赤字になります。 
 そのため、110万円の委託費を受け取り、100万
円の賃金を支払い、10万円を納税、となるよう
にしています。この10万円が「消費税等相当
額」です。 

３ 消費税率の改定があった場合は、当該改定後
の税率とします。 

４ なお、委託業務は補助金（不課税）ではあり
ませんので、生研支援センターに消費税を返還
する必要はありません。 

イ 間接経費 
間接経費  研究機関又は構成員が研究遂行に関連して間接

的に必要とする経費であり、管理部門、研究部
門、その他関連事業部門に係る施設の維持運営経
費等研究の実施を支えるための経費であって、直
接経費として計上できない経費。 
（間接経費の使⽤に当たっては、委託業務を実施
するために必要となる間接経費の使⽤を優先する
ものとします。） 
 
具体例 
（管理部門に係る経費） 
・管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 
・管理事務の必要経費 
備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、
人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議
費、印刷費など 

（研究部門に係る経費） 
・共通的に使用される物品等に係る経費 
備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、
通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷
費、新聞・雑誌代、光熱水費 

・委託業務の研究の応用等による研究活動の推進
に係る必要経費 

間接経費に関する証拠
書類については、研究
機関又は構成員におい
て適切に保管するこ
と。 
（毎年度の間接経費使
用実績等を翌年度の６
月３０日までに、府省
共通研究開発管理シス
テム（e-Rad）により報
告する必要がありま
す。） 
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研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、
消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、
謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑
誌代、光熱水料 

・特許関連経費（ムーンショット型農林水産研究
開発事業は、「ア直接経費 その他（諸経
費）」に計上） 

・研究棟の整備、維持及び運営経費 
・実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 
・研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 
・設備の整備、維持及び運営経費 
・ネットワークの整備、維持及び運営経費 
・大型計算機（スパコンを含む。）の整備、維持
及び運営経費 

・大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 
・図書館の整備、維持及び運営経費 
・ほ場の整備、維持及び運営経費など 
（その他関連する事業部門に係る経費） 
・研究成果展開事業に係る経費 
・広報事業に係る経費など 
・感染症対策にかかる検査費用、消毒液（いずれ
も必要最小限なものに限る。）等の消耗品 
・研究者が適切な研究データの管理・利活用を実
施するのに必要な経費 
 上記以外であっても、研究機関の長が委託業務
の遂行に関連して間接的に必要と判断した場合、
執行することは可能。なお、直接経費として計上
できる経費は対象外。 
間接経費に係る収支簿及び証拠書類の生研支援

センターへの提出は不要ですが、「競争的研究費
の間接経費の執行に係る共通指針」4.間接経費運用
の基本方針に示されているように「使用に関する
方針を作成し、それに則り計画的かつ適正に執行
するとともに、使途の透明性を確保すること。」

研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、
消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、
謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑
誌代、光熱水料 

・特許関連経費（ムーンショット型農林水産研究
開発事業は、「ア直接経費 その他（諸経
費）」に計上） 

・研究棟の整備、維持及び運営経費 
・実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 
・研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 
・設備の整備、維持及び運営経費 
・ネットワークの整備、維持及び運営経費 
・大型計算機（スパコンを含む。）の整備、維持
及び運営経費 

・大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 
・図書館の整備、維持及び運営経費 
・ほ場の整備、維持及び運営経費など 
（その他関連する事業部門に係る経費） 
・研究成果展開事業に係る経費 
・広報事業に係る経費など 
・感染症対策にかかる検査費用、消毒液（いずれ
も必要最小限なものに限る。）等の消耗品 
・研究者が適切な研究データの管理・利活用を実
施するのに必要な経費 
 上記以外であっても、研究機関の長が委託業務
の遂行に関連して間接的に必要と判断した場合、
執行することは可能。なお、直接経費として計上
できる経費は対象外。 
間接経費に係る収支簿及び証拠書類の生研支援

センターへの提出は不要ですが、「競争的研究費
の間接経費の執行に係る共通指針」4.間接経費運用
の基本方針に示されているように「使用に関する
方針を作成し、それに則り計画的かつ適正に執行
するとともに、使途の透明性を確保すること。」
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の観点から、適正な執行を証明する証拠書類を整
備してください。 
 
「競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針
（競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わ
せ（平成１３年４月２０日））」参照 
 
※ 精算時に直接経費が減少した場合には、減少
した直接経費の定められた間接経費割合（契約時
に設定した率以内）を超えないよう減額する必要
がありますのでご注意ください。 
 

ウ 試験研究調査委託費（（３）⑦によりコンソーシアム方式以外の契約方式が認められた場合の
み） 
試験研究調査委
託費 
 

 代表機関等から共同研究機関（再委託先）への
再委託に要する経費（間接経費相当分を含む）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注１）試験研究調査委託費については、緊急対応
研究課題の一部の事業でのみ使用する区分です。
代表機関又は研究管理運営機関のみが計上可能で
す。 
 
注２）試験研究調査委託費に占める間接経費の比
率は、３（１）の間接経費の比率に準拠します。 
 

・再委託契約書 
・支払伝票 

の観点から、適正な執行を証明する証拠書類を整
備してください。 
 
「競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針
（令和３年１０月１日改正）競争的研究費に関す
る関係府省連絡会申し合わせ」参照 
 
※ 精算時に直接経費が減少した場合には、減少
した直接経費の定められた間接経費割合を超えな
いよう減額する必要がありますのでご注意くださ
い。 
 

 
 
試験研究調査委
託費 
（コンソーシア
ム方式以外の契
約方式が認めら
れた場合のみ） 
 

 
 
 コンソーシアム方式以外による契約方式が認め
られ、かつ、委託業務の一部の契約について委
託・再委託方式による契約が認められた場合にお
ける代表機関等から共同研究機関（再委託先）へ
の再委託に要する経費（代表機関又は研究管理運
営機関のみが計上可能）。 
 
 コンソーシアムから外部の機関等への再委託は
禁止しております。なお、都道府県等においてコ
ンソーシアム内の資金収支等の事務処理上、契約
締結の必要がある場合には、当該コンソーシアム
内での契約は可能です。 
注）試験研究調査委託費については、緊急対応研
究課題の一部の事業でのみ使用する区分です。 
[試験研究調査委託費については、緊急対応研究課
題の一部の事業でのみ使用する区分] 
 
 
 
 

 
 
・再委託契約書 
・支払伝票 
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エ 特定外国研究機関委託費 
特定外国研究機
関委託費 

生研支援センター、研究機関又は代表機関等及び外
国研究機関の３者が締結するResearch 
Agreement（委託事業の履行に必要な事項を定めた
研究契約）に基づき、外国研究機関への委託に要す
る経費（間接経費相当分を含む）。 
 
注１）委託先である外国研究機関の委託業務に必要
な事項については、研究機関又は代表機関等の責任
において遵守させてください。 
 
注２）外国研究機関であっても、上記のResearch 
Agreement以外の場合は本項の対象外です。 

・契約書 
・支払伝票 

オ 一般管理費（研究管理運営機関を設置した場合のみ使用する区分） 
一般管理費  研究管理運営事務を専門に行う研究管理運営機

関における直接経費の１５％に相当する額を上限
として計上することができます。研究管理運営機
関は研究管理が役割ですので、その事務のための
人件費、旅費等については、ここではなく直接経
費に計上して下さい。(2.(1)④代表機関の業務を参
照。） 
 直接経費ではないが、委託業務のために必要な
事務費、光熱水料、燃料費、通信運搬費、租税公
課、事務補助職員賃金等の管理部門の経費。 
 計上に当たっては、使用内訳と算出根拠の整合
性が重要となります。一般管理費は、間接経費と
異なり、委託業務に必要な管理経費（直接経費以
外）に限定しています。一般管理費の計上に当た
っては、その根拠を明確にする必要があります。 
 なかでも光熱水料、燃料費等の負担について
は、全体の使用料に対する委託業務への従事者数
者等合理的な按分方法により算出し、計上してく
ださい。 
 なお、これらによりがたい場合は、事業費比率

・納品書、請求書 
・支出計算書（按分の
積算根拠） 
・支払伝票 
・その他支払費目に対
応する証拠書類 

 
 

ウ 一般管理費（研究管理運営機関を設置した場合のみ使用する区分） 
一般管理費  研究管理運営事務を専門に行う研究管理運営機

関における直接経費の１５％に相当する額を上限
として計上することができます。研究管理運営機
関は研究管理が役割ですので、その事務のための
人件費、旅費等については、ここではなく直接経
費に計上して下さい。(2.(1)④代表機関の業務を参
照。） 
 直接経費ではないが、委託業務のために必要な
事務費、光熱水料、燃料費、通信運搬費、租税公
課、事務補助職員賃金等の管理部門の経費。 
 計上に当たっては、使用内訳と算出根拠の整合
性が重要となります。一般管理費は、間接経費と
異なり、委託業務に必要な管理経費（直接経費以
外）に限定しています。一般管理費の計上に当た
っては、その根拠を明確にする必要があります。 
 なかでも光熱水料、燃料費等の負担について
は、全体の使用料に対する委託業務への従事者数
者等合理的な按分方法により算出し、計上してく
ださい。 
 なお、これらによりがたい場合は、事業費比率

・納品書、請求書 
・支出計算書（按分の
積算根拠） 
・支払伝票 
・その他支払費目に対
応する証拠書類 
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による按分などにより算出し、計上してくださ
い。 
 算出根拠については、生研支援センター、ある
いは、コンソーシアムの代表機関等からの問い合
わせの際に必要に応じて提出いただく場合があり
ます。 
 また、事務費として耐用年数１年以上かつ取得
価額１０万円以上の事務用備品を購入することは
できません。文房具類については、委託業務のみ
に使用することが明確である場合に限り、事務費
として計上できます。 
 なお、精算時に直接経費が減少した場合には、
減少した直接経費の１５％を超えないよう、減額
する必要がありますのでご注意ください。 

 

による按分などにより算出し、計上してくださ
い。 
 算出根拠については、生研支援センター、ある
いは、コンソーシアムの代表機関等からの問い合
わせの際に必要に応じて提出いただく場合があり
ます。 
 また、事務費として耐用年数１年以上かつ取得
価額１０万円以上の事務用備品を購入することは
できません。文房具類については、委託業務のみ
に使用することが明確である場合に限り、事務費
として計上できます。 
 なお、精算時に直接経費が減少した場合には、
減少した直接経費の１５％を超えないよう、減額
する必要がありますのでご注意ください。 
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令和 6 年４⽉   
 ⽣物系特定産業技術研究⽀援センター 

委託業務研究実施要領～事務処理関係編～新旧対照表 
新 旧 備考欄 

 

 

（３）委託費計上に当たっての注意事項 
① 経費算定の対象とする⽀出額 

経費算定の対象とする⽀出額は、原則として委託業務実施期間中に
委託業務を⾏うに当たって発⽣し、かつ、⽀払われた経費とし、委託
業務実施期間外に発⽣⼜は⽀払われた経費は認められません。 

従って、発注、納品・検収、⽀払は、原則として、当該委託業務実
施期間中に⾏ってください。ただし、委託業務実施期間中に発⽣し、
かつ、経費が確定しているものであって、当該期間中に⽀払いが⾏わ
れていないことについて、相当の事由があると認められる次のものに
ついてはこの限りではありません。（この場合、実績報告書の提出の
際には、帳簿の⽀払年⽉⽇欄に⽀払予定⽇を記⼊してください。） 
（認められる例） 
・３⽉分の⼈件費、賃⾦、派遣社員の費⽤ 
・３⽉分の旅費、謝⾦、光熱⽔料、通信費、リース、レンタル料 
・上記のほか、相当の事由があり、やむを得ず翌年度に⽀払うもの 

 また、３⽉までに発⽣した経費で、翌年度（４⽉以降）に⾦額が
確定するものについては、翌年度に継続して委託業務実施期間があ
る場合で翌年度の委託業務に⼤きな影響を与えないものであれば翌
年度に計上することが可能です。 

② 経費区分及び証拠書類保管 
経費使⽤に際しては、委託業務に係る経費と他の経費を厳格に区別

した上で使⽤してください。また、納品書等証拠書類は、当該委託業
務終了の翌年度の４⽉１⽇から起算して５年間必ず保管してくださ
い。 

  納品書等証拠書類の保管につきましては、⽣研⽀援センターの求め
に応じて提出できる状況であれば、電⼦データで保管することが可能
です。 

経費を不適正に使⽤した場合、委託契約に基づく、試験研究の中
⽌、委託費の返還等の措置を講じることとなりますので、⽇常からの
適正経理に留意してください。 

（３）委託費計上に当たっての注意事項 
① 経費算定の対象とする⽀出額 

経費算定の対象とする⽀出額は、原則として委託業務実施期間中に
委託業務を⾏うに当たって発⽣し、かつ、⽀払われた経費とし、委託
業務実施期間外に発⽣⼜は⽀払われた経費は認められません。 

従って、発注、納品・検収、⽀払は、原則として、当該委託業務実
施期間中に⾏ってください。ただし、委託業務実施期間中に発⽣し、
かつ、経費が確定しているものであって、当該期間中に⽀払いが⾏わ
れていないことについて、相当の事由があると認められる次のものに
ついてはこの限りではありません。（この場合、実績報告書の提出の
際には、帳簿の⽀払年⽉⽇欄に⽀払予定⽇を記⼊してください。） 
（認められる例） 
・３⽉分の⼈件費、賃⾦、派遣社員の費⽤ 
・３⽉分の旅費、謝⾦、光熱⽔料、通信費、リース、レンタル料 
・上記のほか、相当の事由があり、やむを得ず翌年度に⽀払うもの 

 また、３⽉までに発⽣した経費で、翌年度（４⽉以降）に⾦額が
確定するものについては、翌年度に継続して委託業務実施期間があ
る場合で翌年度の委託業務に⼤きな影響を与えないものであれば翌
年度に計上することが可能です。 

② 経費区分及び証拠書類保管 
経費使⽤に際しては、委託業務に係る経費と他の経費を厳格に区別

した上で使⽤してください。また、納品書等証拠書類は、当該委託業
務終了の翌年度の４⽉１⽇から起算して５年間必ず保管してくださ
い。 

納品書等証拠書類の保管につきましては、⽣研⽀援センターの求め
に応じて提出できる状況であれば、電⼦データで保管することが可能
です。 

経費を不適正に使⽤した場合、委託契約に基づく、試験研究の中
⽌、委託費の返還等の措置を講じることとなりますので、⽇常からの
適正経理に留意してください。 

 

48



令和 6 年４⽉   
 ⽣物系特定産業技術研究⽀援センター 
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③ 費⽬間流⽤ 
委託業務は、委託契約に基づくことから、原則として、実施計画書

作成時の予算積算に基づいて予算執⾏していただきますが、やむを得
ない場合には費⽬間での流⽤は、直接経費総額の５０％まで可能で
す。 

なお、各構成員のそれぞれの間接経費率が異なること、及び各構成
員の試験研究計画変更につながることを考慮のうえ、費⽬間流⽤につ
いては各構成員単位で判断してください。ただし、他の費⽬から間接
経費及び⼀般管理費への流⽤はできません。また、戦略的イノベーシ
ョン創造プログラムについては、間接経費から他の費⽬への流⽤もで
きません。（戦略的イノベーション創造プログラム以外の事業につい
ては、令和７年度⾒直し予定。） 

 
【費⽬間流⽤】 

・費⽬間の流⽤とは、「物品費」「⼈件費・謝⾦」「旅費」「その他」
の各費⽬間の予算の流⽤のことをいいます。なお、同⼀費⽬内の
細⽬間（例えば「旅費」の場合、細⽬の「国内旅費」「外国旅
費」の双⽅）の流⽤制限はありません。 

・ただし、流⽤制限の範囲内であっても、当初の研究計画を⼤きく
変更する場合や費⽬（細⽬）において予算額（計画額）に対し⼤
幅な増減が発⽣する場合は、事前に事業担当課へ連絡願います。
なお、費⽬間流⽤の内訳については各構成員に 
て整理のうえ適切な予算執⾏管理に努めてください。 

④ ⾃社または同⼀の資本に属するグループ企業内等での調達の利益排
除 

研究機関⼜は構成員である⺠間企業等が、その研究成果を得るため
⾃社から物品⼜は役務の調達を⾏うことによって販売利益を得ること
は、委託費の性質上ふさわしくないと考えられます。このような場合
は、利益排除額（製造原価及び諸経費の合計額(いわゆる総原価額)。
利益を除いた額。）を計上してください。 
１）利益排除の対象となる調達先 

③ 費⽬間流⽤ 
委託業務は、委託契約に基づくことから、原則として、実施計画書

作成時の予算積算に基づいて予算執⾏していただきますが、やむを得
ない場合には費⽬間での流⽤は、直接経費総額の５０％まで可能で
す。 

なお、各構成員のそれぞれの間接経費率が異なること、及び各構成
員の試験研究計画変更につながることを考慮のうえ、費⽬間流⽤につ
いては各構成員単位で判断してください。また、間接経費から他の費
⽬への流⽤も可能ですが、他の費⽬から間接経費及び⼀般管理費への
流⽤はできません。 

 
 
 
【費⽬間流⽤】 

・費⽬間の流⽤とは、「物品費」「⼈件費・謝⾦」「旅費」「その他」
の各費⽬間の予算の流⽤のことをいいます。なお、同⼀費⽬内の
細⽬間（例えば「旅費」の場合、細⽬の「国内旅費」「外国旅
費」の双⽅）の流⽤制限はありません。 

・ただし、流⽤制限の範囲内であっても、当初の研究計画を⼤きく
変更する場合や費⽬（細⽬）において予算額（計画額）に対し⼤
幅な増減が発⽣する場合は、事前に⽣研⽀援センター事業担当者
へ連絡願います。なお、費⽬間流⽤の内訳については各構成員に 
て整理のうえ適切な予算執⾏管理に努めてください。 

④ ⾃社または１００％⼦会社調達の利益排除 
⾃社から物品⼜は役務の調達を⾏う場合は、調達⾦額の多寡にかか

わらず利益排除を⾏う必要があります。 
また、研究機関⼜は構成員が⾃ら担当する研究⽬的に応じて、１０

０％⼦会社（親会社、孫会社）の製品を委託費に計上する場合は、利
益排除額（製造原価及び諸経費だけの利益を除いた額）を計上してく
ださい。 
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①研究機関⼜は構成員⾃⾝ 
②１００％同⼀の資本に属するグループ企業 
③関連会社等（構成員⾃⾝との関係において、財務諸表等の⽤語、
様式及び作成⽅法に関する規則（昭和38 年11 ⽉27 ⽇⼤蔵省令
第５９号）第８条に規定する親会社、⼦会社及び関連会社並びに構
成員が他の会社等の関連会社である場合における当該他の会社等を
いい、上記②を除く。） 

２）提出書類について 
利益排除の対象となる取引については、利益排除を⾏った内容を書

⾯にて提出していただきます。提出がされない場合には委託費での計
上は認められません。 

⑤ 研究グループ内での調達の利益排除 
構成員間⼜は構成員から協⼒機関への発注は、競争原理を導⼊した

調達（⼊札・⾒積もり合わせ）を⾏うことを原則とします。競争原理
を導⼊した調達を⾏った場合は、利益排除が不要です。競争原理を導
⼊した調達を⾏わない場合は、利益排除が必要です。また、１契約が
１００万円未満のものについては利益排除が不要です。やむを得ない
事由により、随意契約で購⼊する場合は、合理的な選定理由の説明が
必要です。 

⑥ 建物の計上不可 
園芸施設や畜舎などの建物について、通常建設されているような⼀

般的な建物（単純な箱物）は委託費に計上することはできません。 
ただし、以下の場合は計上が可能です（加⼯費･試作費、資材費、

役務費等として「その他（諸経費）」に計上）が、仮設物であるた
め、原則、委託研究終了までに、撤去することになります。 

・研究を⽬的とした研究⽤試作品（仮設物）として設置すること 
・研究実施上、必要不可⽋な簡易的な仮設物を設置すること 
なお、試作品とは、市販されている既存の機械・施設とは構造や性

⑤ 構成員間調達の利益排除 
コンソーシアムの構成員間の売買については、原則、⾒積り合わせ

や⼊札等による調達を⾏うこととし、競争に付して落札した場合は、
利益排除不要です。構成員（企業）から協⼒機関（企業）へ発注する
場合、原則として、競争原理を導⼊した調達（⼊札・⾒積もり合わ
せ）が必要です。このため、研究グループ内での調達は競争原理を導
⼊した調達を⾏わない（⾏えない）場合は、利益排除が必要です。や
むを得ない事由により、随意契約で購⼊する場合は、合理的な選定理
由の説明が求められます。 

なお、研究グループ内へ発注する場合は、１契約が１００万円未満
のものについては利益排除不要です。 

⑥ 建物の計上不可 
園芸施設や畜舎などの建物について、通常建設されているような⼀

般的な建物（単純な箱物）は委託費に計上することはできません。 
ただし、以下の場合は計上が可能です（加⼯費･試作費、資材費、

役務費等として「その他（諸経費）」に計上）が、仮設物であるた
め、原則、委託研究終了までに、撤去することになります。 

・研究を⽬的とした研究⽤試作品（仮設物）として設置すること 
・研究実施上、必要不可⽋な簡易的な仮設物を設置すること 
なお、試作品とは、市販されている既存の機械・施設とは構造や性
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能等が異なるもので、当該試作品⾃体に研究要素があるものを指しま
す。 

また、試作品設置のための委託業務実施期間中の借地料も経費の対
象とできますが、⼟地の購⼊はできません。 

⑦ 再委託の禁⽌ 
委託業務の研究開発要素を含む全部⼜は⼀部を、第三者⼜はコンソ

ーシアム内の他の構成員へ再委託することを禁⽌しております。 
ただし、緊急対応課題の⼀部の事業において、コンソーシアム⽅式

以外による契約⽅式が認められ、かつ、委託業務の⼀部の契約につい
て委託・再委託⽅式による契約が認められた場合において、代表機関
等が委託事業の⼀部を共同研究機関に再委託する場合はこの限りでは
ありません。 

なお、農家への栽培管理、試料の単なる分析（⼀定の分析⼿法であ
って、価格が定められている分析業務）などは、実態を考慮し、請負
契約に伴う対価などとして経理処理を⾏うことを想定しています。ま
た、都道府県等においてコンソーシアム内の資⾦収⽀等の事務処理
上、契約締結の必要がある場合、当該コンソーシアム内での契約は可
能です。 

⑧ ⼤学における教員発注 
⼤学における教員による発注については、不正経理の温床(物品の

差し替え、預け等)とならないように、以下事例の対策を⾏ってくだ
さい。 
(対策⽅法) 
・教員発注規程が整備されていること 
・私的経費等と混同しないこと 
・発注者は、試験研究計画書に記載の者が⾏うこと 
・故意に設定⾦額未満に分割して発注を⾏わないこと 
・発注した物品等が確実に納品されるように、業者が現場に直接納品
ではなく経理部⾨での検収・納品を確実に⾏うこと（相互牽制の徹
底） 
・⽣研⽀援センターが求めた場合は関係書類の提出を⾏うこと 

能等が異なるもので、当該試作品⾃体に研究要素があるものを指しま
す。 

また、試作品設置のための委託業務実施期間中の借地料も経費の対
象とできますが、⼟地の購⼊はできません。 

⑦ 第三者への再委託禁⽌ 
委託業務の研究開発要素を含む全部⼜は⼀部を第三者（研究機関

（構成員））以外の者、構成員間及びコンソーシアムから外部の機関
等を含む。）への再委託を禁⽌しております。 

 
 
 
なお、農家への栽培管理、試料の単なる分析（⼀定の分析⼿法であ

って、価格が定められている分析業務）などは、実態を考慮し、請負
契約に伴う対価などとして経理処理を⾏うことを想定しています。 

 
 
 
⑧ ⼤学における教員発注 

⼤学における教員による発注については、不正経理の温床(物品の
差し替え、預け等)とならないように、以下事例の対策を⾏ってくだ
さい。 
(対策⽅法) 
・教員発注規程が整備されていること 
・私的経費等と混同しないこと 
・発注者は、試験研究計画書に記載の者が⾏うこと 
・故意に設定⾦額未満に分割して発注を⾏わないこと 
・発注した物品等が確実に納品されるように、業者が現場に直接納品
ではなく経理部⾨での検収・納品を確実に⾏うこと（相互牽制の徹
底） 
・⽣研⽀援センターが求めた場合は関係書類の提出を⾏うこと 
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⑨ 1 ⾏１伝票での記載 
帳簿は、１⾏１伝票の記載を原則としますが、これらの内訳が分か 

る書類（個々の⾒積書、請求書、旅費計算書等）は各構成員にて保管
してください。 

なお、１点ごとに、品名、規格、数量、⾦額、契約相⼿⽅、契約
年⽉⽇、納品年⽉⽇、⽀払年⽉⽇での記載でも構いません。 

⑩ ⼩数点以下の端数処理⽅法 
＜基本的な考え⽅＞⾦額、単価、時間など実際に⽀出した経費を算 

出する場合における⼩数点以下の端数処理は、国の基準（国等の債権
債務等の⾦額の端数計算に関する法律（昭和25 年法律第61 号））に
準じ、切り捨てとします。 

 

⑨ 1 ⾏１伝票での記載 
帳簿は、１⾏１伝票の記載を原則としますが、これらの内訳が分か 

る書類（個々の⾒積書、請求書、旅費計算書等）は各構成員にて保管
してください。 

なお、１点ごとに、品名、規格、数量、⾦額、契約相⼿⽅、契約年
⽉⽇、納品年⽉⽇、⽀払年⽉⽇での記載でも構いません。 

⑩ ⼩数点以下の端数処理⽅法 
＜基本的な考え⽅＞⾦額、単価、時間など実際に⽀出した経費を算 

   出する場合における⼩数点以下の端数処理は、国の基準（国等の債権
債務等の⾦額の端数計算に関する法律（昭和25 年法律第61 号））に
準じ、切り捨てとします。 
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（４）委託費計上に係る費目･細目別の注意事項 
① 人件費（賃金） 

人件費及び賃金の算出基礎となる「作業日誌（経理様式４）」
は、委託業務実施のための作業であるということが明確になるよ
うに事業名等及び作業内容を具体的に記載し、整理・保存してく
ださい。 
日頃より複数の事業に係る圃場管理、家畜管理等に従事する者であ

って、あらかじめ研究計画等に記載することが困難な場合は、研究ス
タッフの追加等があった都度、委託試験研究実施計画書・試験研究計
画書の変更届（経理様式１０）により、速やかに事業担当課への届出
を行ってください。また、作業（業務）日誌等により、委託業務に係
る勤務実態を適切に把握したうえで、その実績額を計上してくださ
い。 
ア 派遣会社との契約 

派遣会社を通じたポスドク等確保のための研究員雇用経費は人件
費に計上すること。 

イ 勤務実態の管理 
雇用契約書、労働条件通知書、発令通知書等の業務内容におい

て、委託業務に従事することが明確となっていない場合で、複数の
外部資金等により、研究スタッフを雇用する場合は、委託業務に直
接従事する時間数により人件費、又は賃金を算出することとなりま
すので、作業（業務）日誌等により委託業務に係る十分な勤務実態
管理を行ってください。（各種資料Ⅰ－３．「委託事業に係る会計経
理の適正化について」を参照。） 
なお、作業（業務）日誌等は、複数の事業への従事内容が記載さ

れ、それぞれの業務の開始・終了時間の確認ができ、従事時間数の
算出が可能であれば、既存の様式でも構いません。 

ウ 大学における学生（学部生及び大学院生をいう。以下同じ）の雇   
用 

学業が本分である学生を教育目的ではない委託業務において雇用

（４）委託費計上に係る費目･細目別の注意事項 
① 人件費（賃金） 

人件費及び賃金の算出基礎となる「作業日誌（経理様式４）」
は、委託業務実施のための作業であるということが明確になるよ
うに事業名等及び作業内容を具体的に記載し、整理・保存してく
ださい。 
日頃より複数の事業に係る圃場管理、家畜管理等に従事する者であ

って、あらかじめ研究計画等に記載することが困難な場合は、研究ス
タッフの追加等があった都度、委託試験研究実施計画書・試験研究計
画書の変更届（経理様式１０）により、速やかに事業担当課への届出
を行ってください。また、作業（業務）日誌等により、委託業務に係
る勤務実態を適切に把握したうえで、その実績額を計上してくださ
い。 
ア 派遣会社との契約 

派遣会社を通じたポスドク等確保のための研究員雇用経費は人件
費に計上すること。 

イ 勤務実態の管理 
雇用契約書、労働条件通知書、発令通知書等の業務内容におい

て、委託業務に従事することが明確となっていない場合で、複数の
外部資金等により、研究スタッフを雇用する場合は、委託業務に直
接従事する時間数により人件費、又は賃金を算出することとなりま
すので、作業（業務）日誌等により委託業務に係る十分な勤務実態
管理を行ってください。（各種資料Ⅰ－４．「委託事業に係る会計経
理の適正化について」を参照。） 
なお、作業（業務）日誌等は、複数の事業への従事内容が記載さ

れ、それぞれの業務の開始・終了時間の確認ができ、従事時間数の
算出が可能であれば、既存の様式でも構いません。 

ウ 大学における学生（学部生及び大学院生をいう。以下同じ）の雇   
用 

学業が本分である学生を教育目的ではない委託業務において雇用

 

53



する場合は、一般的な大学の雇用手続きのみならず、委託業務にお
いて学生を雇用する必要性を、大学に規定がある場合はそれに従
い、規定がない場合は、任意の様式の理由書により明確にしてくだ
さい。 
また、学業及び研究室での他の研究補助との区分を明確にするた

めに作業（業務）日誌を作成し、雇用責任者（勤務管理者）が責任
を持って管理してください。 
なお、大学院生を雇用する場合であっても、上記と同様の手続

き、管理を行う必要があります。雇用関係のない学生を研究スタッ
フとして登録することができないことにご留意ください。 
理由書については、生研支援センター、あるいは、コンソーシア

ムの代表機関等からの問い合わせの際に、必要に応じて提出を依頼
する場合があります。 

エ 勤務実態の確認 
勤務実態については、雇用責任者（勤務管理者）において、日々

確認していただく必要があります。作業（業務）日誌の様式が１ヶ
月まとめて確認（押印）することとなっている場合であっても、
日々の確認については確実に行ってください。 
ａ）日々の確認を行う際の関係書類の例 

出勤簿（出勤状況・休暇・欠勤などの情報）、作業（業務）日
誌（勤務実態）、出張伺（出張報告書）、研究（実験）ノートなど 

ｂ）月締めの確認を行う際の関係書類の例 
出勤簿（出勤状況・休暇・欠勤などの情報）、作業（業務）日

誌（勤務実態）、出張伺（出張報告書）、人件費（賃金）台帳（勤
務日数、時間などの情報）など 

    ｃ）作業（業務）日誌について 
      当該委託事業における具体的な従事内容が分かるように記載し

てください。 
      なお、「研究管理事務」や「調達・経理関連業務」「事務処理」

等の業務は、委託費の直接経費（人件費（賃金））へ計上できま

する場合は、一般的な大学の雇用手続きのみならず、委託業務にお
いて学生を雇用する必要性を、大学に規定がある場合はそれに従
い、規定がない場合は、任意の様式の理由書により明確にしてくだ
さい。 
また、学業及び研究室での他の研究補助との区分を明確にするた

めに作業（業務）日誌を作成し、雇用責任者（勤務管理者）が責任
を持って管理してください。 
なお、大学院生を雇用する場合であっても、上記と同様の手続

き、管理を行う必要があります。雇用関係のない学生を研究スタッ
フとして登録することができないことにご留意ください。 
理由書については、生研支援センター、あるいは、コンソーシア

ムの代表機関等からの問い合わせの際に、必要に応じて提出を依頼
する場合があります。 

エ 勤務実態の確認 
勤務実態については、雇用責任者（勤務管理者）において、日々

確認していただく必要があります。作業（業務）日誌の様式が１ヶ
月まとめて確認（押印）することとなっている場合であっても、
日々の確認については確実に行ってください。 
ａ）日々の確認を行う際の関係書類の例 

出勤簿（出勤状況・休暇・欠勤などの情報）、作業（業務）日
誌（勤務実態）、出張伺（出張報告書）、研究（実験）ノートなど 

ｂ）月締めの確認を行う際の関係書類の例 
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誌（勤務実態）、出張伺（出張報告書）、人件費（賃金）台帳（勤
務日数、時間などの情報）など 

    ｃ）作業（業務）日誌について 
      当該委託事業における具体的な従事内容が分かるように記載し

てください。    
なお、「研究管理事務」や「調達・経理関連業務」「事務処理」

等の業務は、委託費の直接経費（人件費（賃金））へ計上できま
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せん。 

オ 年次有給休暇の取扱 

年次有給休暇取得に伴う費用については、原則として委託費へ計
上することはできません。 
ただし、以下a）～ｃ）の条件をすべて満たす場合には、人件

費、賃金で被雇用者の年次有給休暇取得に伴う費用を計上すること
ができます。 
ａ）雇用契約書、労働条件通知書により当該被雇用者が委託業務の
みに従事することが明確になっていること。 
雇用契約開始時に従事内容が明確では無い場合は、雇用契約書

の締結時に以下項目記載の委託業務のみ従事することが記載され
た人事担当者による証明書類の作成を行ってください。 
[委託業務のみ従事する証明書類／以下、記載事項] 

1)所属氏名,2)雇用期間,3)委託期間,4)従事する事業名及び研究
課題名,5)従事内容(具体的に記載)･雇用形態･従事期間 
※なお、他業務に従事していたことが判明した場合、当該被雇
用者が委託業務に従事した期間の人件費の計上は認めない。 

ｂ）雇用契約書、労働条件通知書に年次有給休暇の取扱が規定され
ていること（規定されていない場合には雇用責任者の証明書、各
構成員の規程等により明確になっていること。） 

ｃ）委託業務にのみ従事するために雇用されたことに伴い付与され
た年次有給休暇の日数の範囲内であること（年次有給休暇を付与
することとなる日及び日数については、各研究機関の規程に基づ
きます。） 
なお、以下については委託費の計上は認められません。 
・「１４日（連続する暦日の日数）以上連続して委託業務に従
事しないことがあらかじめ明確な場合」 

・「年次有給休暇であっても、退職前に連続して取得し、その
まま退職するなど、年次有給休暇取得以降、委託業務に従事

せん。 

オ 年次有給休暇の取扱 

年次有給休暇取得に伴う費用については、原則として委託費へ計
上することはできません。 
ただし、以下の条件をすべて満たす場合には、人件費、賃金で被

雇用者の年次有給休暇取得に伴う費用を計上することができます。 
ａ）雇用契約書、労働条件通知書により当該被雇用者が委託業務の
みに従事することが明確になっていること。 
雇用契約開始時に従事内容が明確では無い場合は、雇用契約書

の締結時に以下項目記載の委託業務のみ従事することが記載され
た人事担当者による証明書類の作成を行ってください。 
[委託業務のみ従事する証明書類／以下、記載事項] 

1)所属氏名,2)雇用期間,3)委託期間,4)従事する事業名及び研究
課題名,5)従事内容(具体的に記載)･雇用形態･従事期間 
※なお、他業務に従事していたことが判明した場合、当該被雇
用者が委託業務に従事した期間の人件費の計上は認めない。 

ｂ）雇用契約書、労働条件通知書に年次有給休暇の取扱が規定され
ていること（規定されていない場合には雇用責任者の証明書、各
構成員の規程等により明確になっていること。） 

ｃ）委託業務にのみ従事するために雇用されたことに伴い付与され
た年次有給休暇の日数の範囲内であること（年次有給休暇を付与
することとなる日及び日数については、各研究機関の規程に基づ
きます。） 
なお、以下については委託費の計上は認められません。 
・「１４日（連続する暦日の日数）以上連続して委託業務に従
事しないことがあらかじめ明確な場合」 

・「年次有給休暇であっても、退職前に連続して取得し、その
まま退職するなど、年次有給休暇取得以降、委託業務に従事
しないことが明確な場合」 
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しないことが明確な場合」 
・「病気休暇」、「介護休暇」、「介護時間」、「職務専念義務免
除」 

・「特別休暇」（公⺠権⾏使、公官署出頭、⾻髄等ドナー、ボラ
ンティア、結婚、産前、産後、保育時間、妻の出産、男性の
育児参加、⼦の看護、短期介護、忌引、⽗⺟の追悼、夏季休
暇、現住所の滅失等、出勤困難、退勤途上、創立記念日、健
康診断に伴う休暇、リフレッシュ休暇 等） 

ｄ）年次有給休暇を委託費へ計上する場合には、職員毎に年次有
給休暇計上資料（経理様式7帳簿参考）を作成し、確定時の
検査時に証拠書類として、経理・契約担当課 に提出してくだ
さい。（オ（ａ）を満たし、かつ委託業務にのみ従事するため
に⽉俸・年俸制により雇⽤されている者は除く。） 

【例外】 
上記ａ）を満たし、かつ委託業務にのみ従事するために月俸・年

俸制により雇用されている者については年次有給休暇、特別休暇を
取得した場合であっても当該月俸・年俸に変動がないことから、上
記にかかわらず委託業務実施期間中の費用として人件費、賃金に計
上することができます。 
ただし、以下については委託費の計上は認められません。 
 ・「１４日（連続する歴日の日数）以上連続して委託業務に従

事しないことがあらかじめ明確な場合」 
 ・「年次有給休暇であっても、退職前に連続して取得し、その

まま退職するなど、年次有給休暇取得以降、委託業務に従
事しないことが明確な場合」 

 
 
 
 
 

・「病気休暇」、「介護休暇」、「介護時間」、「職務専念義務免
除」 

・「特別休暇」（公⺠権⾏使、公官署出頭、⾻髄等ドナー、ボラ
ンティア、結婚、産前、産後、保育時間、妻の出産、男性の
育児参加、⼦の看護、短期介護、忌引、⽗⺟の追悼、夏季休
暇、現住所の滅失等、出勤困難、退勤途上、創立記念日、健
康診断に伴う休暇、リフレッシュ休暇 等） 

 
 
 
 
 
 
【例外】 

上記ａ）を満たし、かつ委託業務にのみ従事するために月俸・年
俸制により雇用されている者については年次有給休暇、特別休暇を
取得した場合であっても当該月俸・年俸に変動がないことから、上
記にかかわらず委託業務実施期間中の費用として人件費、賃金に計
上することができます。 
ただし、以下については委託費の計上は認められません。 
 ・「１４日（連続する歴日の日数）以上連続して委託業務に従

事しないことがあらかじめ明確な場合」 
 ・「年次有給休暇であっても、退職前に連続して取得し、その

まま退職するなど、年次有給休暇取得以降、委託業務に従
事しないことが明確な場合」 
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て
とし

ま
す

。

R5.1.1
R6.1.1

R6.12.31
生

研
支

援
セ

ン
ター

委
託

研
究

従
事

期
間

前
に

年
次

有
給

休
暇

を
既

に
取

得
し

て
い

る
場

合
で

も
、委

託
事

業
へ

の
計

上
可

能
日

数
の

考
え

方
は

変
わ

りま
せ

ん
。

[事
例

] R5/1/1～
3/31の

間
に

年
次

有
給

休
暇

4日
を

取
得

し
、R5/4/1時

点
で

の
残

日
数

が
16日

の
場

合
も

R5/4/1～
12/31の

計
上

可
能

日
数

は
『20日

×
9/12ヶ月

＝
15日

』とな
りま

す
。

20日
20日

4
/
1
-1

2
/
3

1
の

計
上
可
能
日
数

1
5
日

1
/
1
-3

/
3

1

の
計
上
可
能
日
数

5
日

4
/
1
-9

/
3

0
の
計

上
可
能
日
数

0
日

1
0

/
1
-3

/
3

1
の

計
上
可
能
日
数

1
0
日
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カ エフォート管理による研究者の年次有給休暇の計上 
研究者が当該研究活動に従事するエフォート申告により人件費を

計上する場合、エフォート率に応じた年次有給休暇の計上が可能で
す。エフォート申告等の手続きについての詳細は、１６．「エフォ
ート管理」を参照してください。 

 
キ 会計年度任用職員に係る賞与 

     会計年度任用職員制度の賃⾦（報酬）は、人件費予算が地方公共
団体一般職員とは異なる予算措置が行われている場合のみ規定に基
づき計上出来ます。ただし、賞与は委託業務に従事した期間分のみ
計上対象のため、付帯する社会保険料を含め、按分計算が必要で
す。 

 
賞与算定の在職期間が２事業年度を跨ぐ場合について、 賞与支

給対象職員が、同一委託業務で雇用されていることが雇用契約書等
で確認・証明が出来る場合に限り、賞与算定の在職期間に応じた賞
与の計上が可能です。ただし、委託業務が終了する年度に係る委託
期間外に支払われる経費は認められないため、計上不可となります 
なお、退職⼿当については計上出来ません。 

 
 
 

カ エフォート管理による研究者の年次有給休暇の計上 
研究者が当該研究活動に従事するエフォート申告により人件費を

計上する場合、エフォート率に応じた年次有給休暇の計上が可能で
す。エフォート申告等の手続きについての詳細は、１５．「エフォ
ート管理」を参照してください。 

 
キ 会計年度任用職員に係る期末手当 

     会計年度任用職員制度の賃⾦（報酬）は、人件費予算が地方公共
団体一般職員とは異なる予算措置が行われている場合のみ規定に基
づき計上出来ます。ただし、期末⼿当は委託業務に従事した期間分
のみ計上対象のため、付帯する社会保険料を含め、按分計算が必要
です。 
期末手当算定の在職期間が２事業年度を跨ぐ場合について、 期

末手当支給対象職員が、同一委託業務で雇用されていることが雇用
契約書等で確認・証明が出来る場合に限り、期末手当算定の在職期
間に応じた期末手当の計上が可能です。ただし、委託業務が終了す
る年度に係る委託期間外に支払われる経費は認められないため、計
上不可となります 
なお、退職⼿当については計上出来ません。 
 
 

 

エフォート管理による年次有給休暇の按分

エフォート管理適用による年次有給休暇の計上は以下のとおり可能。

〔例:エフォート率60%の場合〕 計上可能な年次有給休暇　9日

4/1 7/1 3/31

年次有給休暇　20日/1年間

エフォート申告期間　9ヶ月

年次有給休暇付与日数 20日 × 60％ ×
年次有給休暇付与期間 12ヶ月

エフォート期間　9ヶ月
 ＝ 9日

エフォート管理による年次有給休暇の按分

エフォート管理適用による年次有給休暇の計上は以下のとおり可能。

〔例:エフォート率60%の場合〕 計上可能な年次有給休暇　9日

4/1 7/1 3/31

年次有給休暇　20日/1年間

エフォート申告期間　9ヶ月

年次有給休暇付与日数 20日 × 60％ ×
年次有給休暇付与期間 12ヶ月

エフォート期間　9ヶ月
 ＝ 9日
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ク 在宅勤務に伴う人件費等の取扱い 
研究機関又は構成員として在宅勤務実施を決定した場合、研究機

関又は構成員の統⼀的な算出の考え⽅により、在宅勤務期間の人件
費等を直接経費に計上可能とします。（ただし、通勤手当（交通
費）は除く。） 
在宅勤務実施においては、作業（業務）⽇誌等に委託業務内容及

び在宅勤務を実施した旨の記載を⾏い、雇⽤責任者等が勤務実態を
管理するなど、勤怠管理書類及び在宅勤務実施にかかる研究機関の
⽅針を⽰す書類等の関連書類の保管をお願いします。 
なお、「⾃宅待機」「出勤停⽌」などで当該委託業務を⾏っている

実態が無い場合は、委託費には計上出来ません。 
   
   在宅勤務に伴う人件費等の計上基準 

ｱ. 雇用責任者等の勤務実態(業務内容・従事内容)の管理 
ｲ. 在宅勤務により実施できる研究内容、作業内容を説明でき 
ること 

ｳ. 在宅勤務に関する構成員内部規程等の整備及び構成員内部 
手続きに要する書類が確認出来ること  

ｴ. 作業(業務)日誌への記載 
 
 ＊在宅勤務時の通勤手当（交通費）について 
   人件費に計上できるのは「当該委託事業に直接要した経費」で

あり、日給制及び時給制にて雇用されている職員においては、
通勤実態が無い在宅勤務時の通勤手当の計上は不可となります
が、対象職員に対して月単位での定期券代金を支給している場
合は、[定期券代金]と[在宅勤務日を除く実際に出勤した日数
の交通費実費精算額]を比較のうえ、安価である経費を計上し
てください。 

 
 

ク 在宅勤務に伴う人件費等の取扱い 
研究機関又は構成員として在宅勤務実施を決定した場合、研究機

関又は構成員の統⼀的な算出の考え⽅により、在宅勤務期間の人件
費等を直接経費に計上可能とします。（ただし、通勤手当（交通
費）は除く。） 
在宅勤務実施においては、作業（業務）⽇誌等に委託業務内容及

び在宅勤務を実施した旨の記載を⾏い、雇⽤責任者等が勤務実態を
管理するなど、勤怠管理書類及び在宅勤務実施にかかる研究機関の
⽅針を⽰す書類等の関連書類の保管をお願いします。 
なお、「⾃宅待機」「出勤停⽌」などで当該委託業務を⾏っている

実態が無い場合は、委託費には計上出来ません。 
   
   在宅勤務に伴う人件費等の計上基準 

ｱ. 雇用責任者等の勤務実態(業務内容・従事内容)の管理 
ｲ. 在宅勤務により実施できる研究内容、作業内容を説明でき 
ること 

ｳ. 在宅勤務に関する構成員内部規程等の整備及び構成員内部 
手続きに要する書類が確認出来ること  

ｴ. 作業(業務)日誌への記載 
 
 ＊在宅勤務時の通勤手当（交通費）について 
   人件費に計上できるのは「当該委託事業に直接要した経費」で

あり、日給制及び時給制にて雇用されている職員においては、
通勤実態が無い在宅勤務時の通勤手当の計上は不可となります
が、対象職員に対して月単位での定期券代金を支給している場
合は、[定期券代金]と[在宅勤務日を除く実際に出勤した日数
の交通費実費精算額]を比較のうえ、安価である経費を計上し
てください。 
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② 謝金 
ア 学生への謝金 

一時的な作業補助等に対して、雇用契約ではなく、謝金を学生に
支払う場合は、その必要性を理由書により明確にしてください。 
また、人件費（賃金）同様、作業実態（出勤簿、作業（業務）日

誌など）の確認については確実に行ってください。 
イ 構成員間での謝金の計上 

事業実施主体、事業実施者、取組主体の代表者及び従事する者に
対する謝金の計上は認められないため、コンソーシアムの構成員間
での謝金の計上できません。 

② 謝金 
ア 学生への謝金 

一時的な作業補助等に対して、雇用契約ではなく、謝金を学生に
支払う場合は、その必要性を理由書により明確にしてください。 
また、人件費（賃金）同様、作業実態（出勤簿、作業（業務）日

誌など）の確認については確実に行ってください。 
イ 構成員間での謝金の計上 

事業実施主体、事業実施者、取組主体の代表者及び従事する者に
対する謝金の計上は認められないため、コンソーシアムの構成員間
での謝金の計上できません。 

61



③ 旅費 
  旅費に係る証拠書類として、出張報告書又は命令書等において、そ

の必要性とともに、試験研究計画名を明記するなど、委託業務に係
るものであることが明確になるように整理し保存してください。な
お、旅費については、各種資料Ⅰ－４．「委託事業に係る会計経理
の適正化について」をご了知の上、遺漏なき対応をお願いします。 

ア 委託業務との関連性 
旅費の計上に当たっては、事前の旅行伺い及び出張後の出張報告

書において、委託業務との関連性を明記してください。 
イ 出張伺書 

出張伺書の用務について、「○○フェアへの参加、展示」、「○○
研修への参加」、「研究打合せ」のみの記載の場合は、委託業務との
関連性が不明となり、計上できません。用務のみで委託業務との関
連性が判断できるように記載してください。また、会議、研究会、
学会等については、開催案内を出張伺書に添付してください。 

なお、研究者としてのスキルアップのための研修・講習について
は、認められません。 

ウ 出張報告書（復命書） 
出張報告書（復命書）の用務内容（概要）について、用務名をそ

のまま記載するのみではなく、委託業務との関連性が明確に判断で
きるよう具体的に記載してください。 

[具体的記載例] 
・作業の場合は、作業内容と委託業務との関係、 
・打合せの場合は、相手方の氏名及び打合せ内容の概要、 
・情報収集の場合は、情報収集の内容と委託業務における明確な

必要性、あるいは有効性等を記載してください。 
※情報収集の場合において認められないケース 

学会に出席し、情報収集することは、委託業務の実施いか
んに関わらず想定されるため、出張報告書の用務内容が、
「○○大会に出席し情報収集を行った。」などのように委託

③ 旅費 
  旅費に係る証拠書類として、出張報告書又は命令書等において、そ

の必要性とともに、試験研究計画名を明記するなど、委託業務に係
るものであることが明確になるように整理し保存してください。な
お、旅費については、各種資料Ⅰ－４．「委託事業に係る会計経理
の適正化について」をご了知の上、遺漏なき対応をお願いします。 

ア 委託業務との関連性 
旅費の計上に当たっては、事前の旅行伺い及び出張後の出張報告

書において、委託業務との関連性を明記してください。 
イ 出張伺書 

出張伺書の用務について、「○○フェアへの参加、展示」、「○○
研修への参加」、「研究打合せ」のみの記載の場合は、委託業務との
関連性が不明となり、計上できません。用務のみで委託業務との関
連性が判断できるように記載してください。また、会議、研究会、
学会等については、開催案内を出張伺書に添付してください。 

なお、研究者としてのスキルアップのための研修・講習について
は、認められません。 

ウ 出張報告書（復命書） 
出張報告書（復命書）の用務内容（概要）について、用務名をそ

のまま記載するのみではなく、委託業務との関連性が明確に判断で
きるよう具体的に記載してください。 

[具体的記載例] 
・作業の場合は、作業内容と委託業務との関係、 
・打合せの場合は、相手方の氏名及び打合せ内容の概要、 
・情報収集の場合は、情報収集の内容と委託業務における明確な

必要性、あるいは有効性等を記載してください。 
※情報収集の場合において認められないケース 

学会に出席し、情報収集することは、委託業務の実施いか
んに関わらず想定されるため、出張報告書の用務内容が、
「○○大会に出席し情報収集を行った。」などのように委託
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業務との関係が明記されていない場合、旅費計上は認められ
ません。また、会議、研究会、学会等については、プログラ
ム、（発表した場合は）発表要旨を添付してください。 
出張が２日以上の場合及び用務が複数の場合は、それぞれ年

月日、開始時間・終了時間、用務の内容、移動のみの前後宿泊
がある場合は理由を出張報告書（復命書）に記載してくださ
い。 

研究機関の規程等により出張報告書等を作成することが義務
付けられていない場合にあっては、委託業務に関して新たに出
張報告書（復命書）を作成するか、出張伺書等において用務名
のほか出張内容と委託事業の関係が分かるよう出張報告書（復
命書）の記載内容に準じて追記してください。 

エ 旅費 
ａ）学生の旅費 

学生を出張させる場合は、以下を満たす場合に限り計上するこ
とができます。 
※学生の出張が認められる場合 

雇用契約、依頼書・承諾書等により学生が研究補助者とし
て委託業務に従事することが明確に確認でき、研究補助者の
出張する必要性が理由書等で明確になっていること。（短期
の作業等であり、その必要性が理由書で明確になっており、
雇用契約ではなく謝金により対応する場合も含みます。） 

ただし、学生単独での出張は原則として認められません。 
学生単独の出張について、大学の規程により認められている
場合であって、担当教員が同行できないやむを得ない理由が
ある場合には、その理由を明らかにした上で、必ず事前に理
由書を提出のうえ、生研支援センター事業担当課の了承を得
てください。 

また、試験研究計画書や実施計画書等で外国出張が認めら
れている場合であっても、学生の外国出張については、理由

業務との関係が明記されていない場合、旅費計上は認められ
ません。また、会議、研究会、学会等については、プログラ
ム、（発表した場合は）発表要旨を添付してください。 
出張が２日以上の場合及び用務が複数の場合は、それぞれ年

月日、開始時間・終了時間、用務の内容、移動のみの前後宿泊
がある場合は理由を出張報告書（復命書）に記載してくださ
い。 

研究機関の規程等により出張報告書等を作成することが義務
付けられていない場合にあっては、委託業務に関して新たに出
張報告書（復命書）を作成するか、出張伺書等において用務名
のほか出張内容と委託事業の関係が分かるよう出張報告書（復
命書）の記載内容に準じて追記してください。 

エ 旅費 
ａ）学生の旅費 

学生を出張させる場合は、以下を満たす場合に限り計上するこ
とができます。 
※学生の出張が認められる場合 

雇用契約、依頼書・承諾書等により学生が研究補助者とし
て委託業務に従事することが明確に確認でき、研究補助者の
出張する必要性が理由書等で明確になっていること。（短期
の作業等であり、その必要性が理由書で明確になっており、
雇用契約ではなく謝金により対応する場合も含みます。） 

ただし、学生単独での出張は原則として認められません。 
学生単独の出張について、大学の規程により認められている

場合であって、担当教員が同行できないやむを得ない理由があ
る場合には、その理由を明らかにした上で、必ず事前に理由書
を提出のうえ、生研支援センター事業担当課の了承を得てくだ
さい。 

また、試験研究計画書や実施計画書等で外国出張が認められ
ている場合であっても、学生の外国出張については、理由を明
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を明らかにした上で、理由書を必ず事前に提出し、生研支援
センターの事業担当課の了承を得てください。 

なお、いずれの場合も、出張報告書等により委託業務の用
務で出張した事実が確認できるように整理をお願いします。 

ｂ）予算区分 

・出張旅費と人件費（賃金、謝金、派遣を含む。）の予算区分に
ついて 

委託業務で出張する場合は、原則として、委託業務の研究ス
タッフ（委託業務に従事するために臨時に雇用された研究員等
を含む。）である必要がありますので、出張旅費の予算と臨時
に雇用されている研究員等の人件費（賃金、謝金、派遣費を含
む。）の予算は同じである必要があります。 

やむを得ない理由により他の事業で雇用されている研究員等
を委託業務で出張させる場合は、必ずその必要性を理由書等に
より明確にするとともに、他の事業との整合性についても明確
にする必要があります。 

また、委託業務で人件費を支出（計上）している研究員等が
出張する場合の出張旅費について、当該委託業務の委託費の予
算が不足するなどの理由により、当該委託業務の委託費ではな
く、各研究機関の自己資金（国立大学法人、国立研究開発法人
等については寄附金、運営費交付金等を含みます。）から支出
する場合であっても、その旨を出張伺書、理由書等により明確
にしてください。自己資金で雇用している研究員等について、
委託業務において集中的に作業を行う必要があるなどの理由に
より出張させる必要がある場合などについても同様です。 

・キャンセル料 
自然災害等、その他他律的理由による出張のキャンセル料

は、研究機関又は構成員の旅費規程等で当該キャンセル料の負
担が認められている場合で、キャンセルの理由を書面に記載し

らかにした上で、理由書を必ず事前に提出し、生研支援センタ
ーの事業担当課の了承を得てください。 

なお、いずれの場合も、出張報告書等により委託業務の用務
で出張した事実が確認できるように整理をお願いします。 

ｂ）予算区分 

・出張旅費と人件費（賃金、謝金、派遣を含む。）の予算区分に
ついて 

委託業務で出張する場合は、原則として、委託業務の研究ス
タッフ（委託業務に従事するために臨時に雇用された研究員等
を含む。）である必要がありますので、出張旅費の予算と臨時
に雇用されている研究員等の人件費（賃金、謝金、派遣費を含
む。）の予算は同じである必要があります。 

やむを得ない理由により他の事業で雇用されている研究員等
を委託業務で出張させる場合は、必ずその必要性を理由書等に
より明確にするとともに、他の事業との整合性についても明確
にする必要があります。 

また、委託業務で人件費を支出（計上）している研究員等が
出張する場合の出張旅費について、当該委託業務の委託費の予
算が不足するなどの理由により、当該委託業務の委託費ではな
く、各研究機関の自己資金（国立大学法人、国立研究開発法人
等については寄附金、運営費交付金等を含みます。）から支出
する場合であっても、その旨を出張伺書、理由書等により明確
にしてください。自己資金で雇用している研究員等について、
委託業務において集中的に作業を行う必要があるなどの理由に
より出張させる必要がある場合などについても同様です。 

・キャンセル料 
自然災害等、その他他律的理由による出張のキャンセル料

は、研究機関又は構成員の旅費規程等で当該キャンセル料の負
担が認められている場合で、キャンセルの理由を書面に記載し
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ていれば、計上することができます。その場合の費目は「旅
費」とします。 

感染症防止のため、開催方法を変更(又は中止）する場合、
航空券等のキャンセル料の委託費への計上は可能です。ただ
し、出張者本人の判断のみならず、旅行命令権者、経理責任者
の承認を得る必要があります。 

なお、単なる事務手続の誤り等によるキャンセル料の負担は
できません。 

ｃ）赴任旅費 
・人事異動等に伴う赴任経費は計上できません。 

ｄ）費用計上の対象となる区間 
・旅費は、委託業務の用務に係る出発から帰着までの交通費、日

当、宿泊費等が対象となります。 
ただし、当該委託業務以外の用務が一連の出張に含まれる場

合は、委託費として計上する部分と計上しない部分に区別して
ください。委託費として計上できるのは、「委託業務の用務
先」に向かう旅程に係る旅費、および「委託業務の用務先」か
ら「出発地」に戻る旅程に係る旅費となります。(以下、参考
例(黒色部分が計上可能) 

 
① 委託業務の用務先Ａから委託業務以外の用務先Ｂへ連続して

いる場合 
 

※ Ａまでの旅費を計上 
※ Ａの業務が終了した日の宿泊費は、B へ赴くための費用のた 

め、計上不可 
② 委託業務以外の用務先Ｂから、委託業務の用務先Ａへ連続してい 

る場合 
 B  A  

 Ａ  Ｂ  

ていれば、計上することができます。その場合の費目は「旅
費」とします。 

感染症防止のため、開催方法を変更(又は中止）する場合、
航空券等のキャンセル料の委託費への計上は可能です。ただ
し、出張者本人の判断のみならず、旅行命令権者、経理責任者
の承認を得る必要があります。 

なお、単なる事務手続の誤り等によるキャンセル料の負担は
できません。  

ｃ）赴任旅費 
・人事異動等に伴う赴任経費は計上できません。 

ｄ）費用計上の対象となる区間 
・旅費は、委託業務の用務に係る出発から帰着までの交通費、日

当、宿泊費等が対象となります。 
ただし、当該委託業務以外の用務が一連の出張に含まれる場

合は、委託費として計上する部分と計上しない部分に区別して
ください。委託費として計上できるのは、「委託業務の用務
先」に向かう旅程に係る旅費、および「委託業務の用務先」か
ら「出発地」に戻る旅程に係る旅費となります。(以下、参考
例(黒色部分が計上可能) 

 
①  委託業務の用務先Ａから委託業務以外の用務先Ｂへ連続

している場合 
 

※ Ａまでの旅費を計上 
※ Ａの業務が終了した日の宿泊費は、B へ赴くための費用のた 

め、計上不可 
② 委託業務以外の用務先Ｂから、委託業務の用務先Ａへ連続してい 

る場合 
 B  A  

 Ａ  Ｂ  
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※ ＢからＡまでの旅費と、Ａから戻る旅費を計上 
※ Ｂの業務が終了した日の宿泊費は、Ａへ赴くための費用のた 

め、計上可 
③ 委託業務の用務先Ａから委託業務以外Ｂ、次に委託業務の用務先

Ａへと連続した場合 
 A  B  A  

※ ＡからＢまでの旅費以外を計上 
※ Ａの業務終了後にＢへ行くための宿泊費は計上不 

可、Ｂの業務終了後にＡに行くための宿泊費は計上可 
 

④ 委託業務以外Ｂから委託業務の用務先Ａに行き、また委託業務以
外Ｂへと連続した場合 

 B   A  B  
※ ＢからＡまでの旅費を計上 
※ Ｂの業務終了後にＡに行くための宿泊費は計上可 

⑤ 日当を委託業務Ａか委託業務以外Ｂのいずれに計上するかは、以 
下の通り区別してください。 
ア．Ａの業務のみ行った日の日当は、計上 
イ．Ｂの業務のみ行った日の日当は、計上不可 
ウ．ＡとＢの両方を行った日の日当は、１／２を計上 
エ．Ａの業務を行い、Ｂへ向けて移動した日の日当は、計上 
オ．Ｂの業務を行い、Ａへ向けて移動した日の日当は、計上不可 
カ．移動しか行わなかった日の日当は、Ａの業務に向かう、また

はＡの業務から戻る場合は、計上 
 
＊出張期間中の休日又は私事のための滞留及び廻り路にかかる路

程または日数に対しては旅費の計上は出来ません。 
 

e）他事業費分との合算使用 
・旅費は、「他事業分の出張と明確に区分出来る場合」に限り、
合算による使用が可能です。 

※ ＢからＡまでの旅費と、Ａから戻る旅費を計上 
※ Ｂの業務が終了した日の宿泊費は、Ａへ赴くための費用のた 

め、計上可 
③ 委託業務の用務先Ａから委託業務以外Ｂ、次に委託業務の用務先

Ａへと連続した場合 
 A  B  A  

※ ＡからＢまでの旅費以外を計上 
※ Ａの業務終了後にＢへ行くための宿泊費は計上不 

可、Ｂの業務終了後にＡに行くための宿泊費は計上可 
 

④ 委託業務以外Ｂから委託業務の用務先Ａに行き、また委託業務以
外Ｂへと連続した場合 

 B   A  B  
※ ＢからＡまでの旅費を計上 
※ Ｂの業務終了後にＡに行くための宿泊費は計上可 

⑤ 日当を委託業務Ａか委託業務以外Ｂのいずれに計上するかは、以 
下の通り区別してください。 
ア．Ａの業務のみ行った日の日当は、計上 
イ．Ｂの業務のみ行った日の日当は、計上不可 
ウ．ＡとＢの両方を行った日の日当は、１／２を計上 
エ．Ａの業務を行い、Ｂへ向けて移動した日の日当は、計上 
オ．Ｂの業務を行い、Ａへ向けて移動した日の日当は、計上不可 
カ．移動しか行わなかった日の日当は、Ａの業務に向かう、また

はＡの業務から戻る場合は、計上 
 
＊出張期間中の休日又は私事のための滞留及び廻り路にかかる路

程または日数に対しては旅費の計上は出来ません。 
 

ｅ）他事業費分との合算使用 
・旅費は、「他事業分の出張と明確に区分出来る場合」に限り、
合算による使用が可能です。 
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f）旅行雑費 

・国において「国家公務員の旅費に関する法律の運用方針」の改
正により、[空港使用料]は、航空賃に含めて支給しているため、
国の取扱に準じて、[空港使用料]は以下の取扱に変更する。 
『(従来) 空港使用料＝旅行雑費 ⇒ (改正後) 空港使用料＝航
空賃に含む』 

 
④ 設備備品費 

ア 調達手続き 
物品の調達に際しては、研究機関又は構成員の規程に基づき、一

般競争に付す、複数の見積書を徴するなど、調達手続きの適正性に
留意した調達手続きを行ってください。 

物品調達時における付帯工事費は、研究機関又は構成員の会計処
理に合わせ、物品費「設備備品費」又はその他「外注費」に計上し
てください。 

イ 汎用品 
本来、受託者の負担により整備すべき机、椅子、書庫等の什器、

パソコン、デジカメ又はその周辺機器など、汎用性の高い事務機器
等の購入は原則として認められません。 

ただし、 
・委託業務で購入した研究用機械の制御装置や解析装置として付

属されているパソコン、プリンタ等 
・委託業務で取得したデータの保存・解析等のために専用で使用

するパソコン、デジカメ等 
・調査現場で収集したデータの保存、委託業務の遂行に直接必要

な各種画像データの保存に必要なパソコン周辺機器等 
については、委託業務でのみ使用することを前提に、理由書の事前
提出により、委託業務の目的遂行に必要と生研支援センターが認め
た場合に限り計上することができます。  

 
ｆ）旅行雑費 

・国において「国家公務員の旅費に関する法律の運用方針」の改
正により、[空港使用料]は、航空賃に含めて支給しているため、
国の取扱に準じて、[空港使用料]は以下の取扱に変更する。 
『(従来) 空港使用料＝旅行雑費 ⇒ (改正後) 空港使用料＝航
空賃に含む』 
 

④ 設備備品費 
ア 調達手続き 

物品の調達に際しては、研究機関又は構成員の規程に基づき、一
般競争に付す、複数の見積書を徴するなど、調達手続きの適正性に
留意した調達手続きを行ってください。 

物品調達時における付帯工事費は、研究機関又は構成員の会計処
理に合わせ、物品費「設備備品費」又はその他「外注費」に計上し
てください。 

イ 汎用品 
本来、受託者の負担により整備すべき机、椅子、書庫等の什器、

パソコン、デジカメ又はその周辺機器など、汎用性の高い事務機器
等の購入は原則として認められません。 

ただし、 
・委託業務で購入した研究用機械の制御装置や解析装置として付

属されているパソコン、プリンタ等 
・委託業務で取得したデータの保存・解析等のために専用で使用

するパソコン、デジカメ等 
・調査現場で収集したデータの保存、委託業務の遂行に直接必要

な各種画像データの保存に必要なパソコン周辺機器等 
については、委託業務でのみ使用することを前提に、理由書の事前
提出により、委託業務の目的遂行に必要と生研支援センターが認め
た場合に限り計上することができます。  
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ウ 物品標示票 
委託業務により取得した物品については、物品標示票等を貼付し

てください。物品標示票には、研究室等の現場において他の事業で
購入した同等の物品との区別が明確に判るように、委託業務（課
題）名を備考欄等に記入してください。 

詳細は後述する「Ⅱ－４．委託費により取得した物品の取扱い」
を参照願います。 

エ 合算使用による調達 
他事業の用途と合わせて購入する場合で、他事業分の経費と明確

に区分出来る場合、 
合算による調達が可能です。詳細は後述する「Ⅱ－４－（９）．複
数の研究費制度による共用設備の購入（合算使用）」を参照願いま
す。 

オ 付随費用について 
備品費等を購入する際に発生する商品発送のための運送料及び備

品費購入にかかる設置費用は、購入代価の一部を構成するもの
として併せて計上してください。 

 
⑤ 消耗品費 

ア 汎用品 
本来、受託者の負担により整備すべき机、椅子、書庫等の什器、

パソコン、デジカメ又はその周辺機器など、汎用性の高い事務機
器、コピー用紙、トナー、ＵＳＢメモリ、ＨＤＤ、Windows など
のＯＳ、フラットファイル、文房具、作業着、食品用ラップ、辞
書、定期刊行物など汎用性が高い消耗品については、原則として認
められません。 

ただし、委託業務でのみ使用することを前提に、当該年度で使用
する最低限の必要数については認められます。必要性や購入数につ
いて、生研支援センターからの求めに応じて説明できるよう、各構
成員において理由書等を整備してください。 

ウ 物品標示票 
委託業務により取得した物品については、物品標示票等を貼付し

てください。物品標示票には、研究室等の現場において他の事業で
購入した同等の物品との区別が明確に判るように、委託業務（課
題）名を備考欄等に記入してください。 

詳細は後述する「Ⅱ－４．委託費により取得した物品の取扱い」
を参照願います。 

エ 合算使用による調達 
他事業の用途と合わせて購入する場合で、他事業分の経費と明確

に区分出来る場合、 
合算による調達が可能です。詳細は後述する「Ⅱ－４－（９）．複
数の研究費制度による共用設備の購入（合算使用）」を参照願いま
す。 

オ 付随費用について 
備品費等を購入する際に発生する商品発送のための運送料及び備

品費購入にかかる設置費用は、購入代価の一部を構成するもの
として併せて計上してください。 

 
⑤ 消耗品費 

ア 汎用品 
本来、受託者の負担により整備すべき机、椅子、書庫等の什器、

パソコン、デジカメ又はその周辺機器など、汎用性の高い事務機
器、コピー用紙、トナー、ＵＳＢメモリ、ＨＤＤ、Windows など
のＯＳ、フラットファイル、文房具、作業着、食品用ラップ、辞
書、定期刊行物など汎用性が高い消耗品については、原則として認
められません。 

ただし、委託業務でのみ使用することを前提に、当該年度で使用
する最低限の必要数については認められます。必要性や購入数につ
いて、生研支援センターからの求めに応じて説明できるよう、各構
成員において理由書等を整備してください。 
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 生研支援センターへの説明の際に、委託業務でのみの使用が確認
できない場合には、計上は認められません。 

これらの汎用品を他の事業の予算とともに一括して購入する場合
は、委託業務で使用する（した）数量について明確にした上で、合
理的な按分方法により計算した場合に限り計上することができま
す。 

イ 書籍、雑誌 
購入する書籍等の「題名」を明確にしてください。委託業務に直

接必要と認められない書籍（例；入門書、概要説明書）は、計上が
認められません。 

汎用性が低い専門的な書籍、雑誌であっても、委託業務での必要
性を確認させていただくことがありますので、購入伺書、あるい
は、理由書等によりその必要性を明確にしておいてください。 

ウ 調達手続き 
委託業務を遂行するため大量に消耗品を購入する、又は、高額な

消耗品を購入する場合には、研究機関又は構成員の規程に基づき、
一般競争に付す、複数の見積書を徴するなど、購入手続きの適正性
に留意した調達手続きを行ってください。 

特に、研究者による発注が可能となっている研究機関又は構成員
にあっては、事務手続きの煩雑さから、その上限額を超えないよう
にするために分割発注するなどのことがないようにご留意くださ
い。 

消耗品等が委託業務実施期間終了間際に大量に納品されている場
合は、単なる予算消化と見なし、委託費の返還を求めることがあり
ます。 

何らかの理由により委託業務実施期間終了間際に多量の消耗品等
を購入する必要が生じた場合は、購入しなければならない理由を明
らかにした理由書を作成し、その理由を明確にするとともに、当該
年度の委託業務において実際に使用し研究成果に反映させる必要が
あります。 

 生研支援センターへの説明の際に、委託業務でのみの使用が確認
できない場合には、計上は認められません。 

これらの汎用品を他の事業の予算とともに一括して購入する場合
は、委託業務で使用する（した）数量について明確にした上で、合
理的な按分方法により計算した場合に限り計上することができま
す。 

イ 書籍、雑誌 
購入する書籍等の「題名」を明確にしてください。委託業務に直

接必要と認められない書籍（例；入門書、概要説明書）は、計上が
認められません。 

汎用性が低い専門的な書籍、雑誌であっても、委託業務での必要
性を確認させていただくことがありますので、購入伺書、あるい
は、理由書等によりその必要性を明確にしておいてください。 

ウ 調達手続き 
委託業務を遂行するため大量に消耗品を購入する、又は、高額な

消耗品を購入する場合には、研究機関又は構成員の規程に基づき、
一般競争に付す、複数の見積書を徴するなど、購入手続きの適正性
に留意した調達手続きを行ってください。 

特に、研究者による発注が可能となっている研究機関又は構成員
にあっては、事務手続きの煩雑さから、その上限額を超えないよう
にするために分割発注するなどのことがないようにご留意くださ
い。 

消耗品等が委託業務実施期間終了間際に大量に納品されている場
合は、単なる予算消化と見なし、委託費の返還を求めることがあり
ます。 

何らかの理由により委託業務実施期間終了間際に多量の消耗品等
を購入する必要が生じた場合は、購入しなければならない理由を明
らかにした理由書を作成し、その理由を明確にするとともに、当該
年度の委託業務において実際に使用し研究成果に反映させる必要が
あります。 
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翌年度に使用する物品の購入は原則として認められません。購入
する場合は、翌年度の契約締結後では、委託業務そのものに支障を
来すなど、事業との直接的な関連性を理由書等により明確にしてく
ださい。 
※認められるケース 

・４月からの田植えに向け、３月に播種し、育苗する必要がある
場合の、種子、種苗、あるいは、必要に応じて散布する農薬、
肥料等であって、４月の契約・納品までに必要となる最低限の
数量 

・試験牛を飼育しており、毎日の給餌に必要な飼料を最低限購入
する必要がある場合の、毎日の給餌に必要な飼料等であって、
４月の契約・納品までに必要となる最低限の数量 

エ 合算使用による調達 
他事業の用途と合わせて購入する場合で、他事業分の経費と明確

に区分出来る場合、合算による調達が可能です。 
オ 感染症対策のための消耗品費計上 

感染症拡大防止のためのマスク及び消毒液、リモート会議に使用
するWEB カメラ及びヘッドセットほか周辺機器の購入は委託
事業に直接必要とするものと認められませんので、直接経費へ
の計上は出来ません。 

カ その他 
レジ袋（プラスチック製買物袋）の有料化開始に伴い、委託費計

上の消耗品等を購入 
した際のレジ袋の代金は、研究に直接必要なものでは無いことか
ら、委託費では計上できません。 

 
⑥ その他（外注費等） 

ア 修理費 
修理費は、原則として委託業務で取得した備品等に係る修理とし

ます。 

翌年度に使用する物品の購入は原則として認められません。購入
する場合は、翌年度の契約締結後では、委託業務そのものに支障を
来すなど、事業との直接的な関連性を理由書等により明確にしてく
ださい。 
※認められるケース 

・４月からの田植えに向け、３月に播種し、育苗する必要がある
場合の、種子、種苗、あるいは、必要に応じて散布する農薬、
肥料等であって、４月の契約・納品までに必要となる最低限の
数量 

・試験牛を飼育しており、毎日の給餌に必要な飼料を最低限購入
する必要がある場合の、毎日の給餌に必要な飼料等であって、
４月の契約・納品までに必要となる最低限の数量 

エ 合算使用による調達 
他事業の用途と合わせて購入する場合で、他事業分の経費と明確

に区分出来る場合、合算による調達が可能です。 
オ 感染症対策のための消耗品費計上 

感染症拡大防止のためのマスク及び消毒液、リモート会議に使用
するWEB カメラ及びヘッドセットほか周辺機器の購入は委託
事業に直接必要とするものと認められませんので、直接経費へ
の計上は出来ません。 

カ その他 
レジ袋（プラスチック製買物袋）の有料化開始に伴い、委託費計

上の消耗品等を購入 
した際のレジ袋の代金は、研究に直接必要なものでは無いことか
ら、委託費では計上できません。 

 
⑥ その他（外注費等） 

ア 修理費 
修理費は、原則として委託業務で取得した備品等に係る修理とし

ます。 
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委託業務で取得した備品等を修理する場合は、当該備品等の修理
が必要となった経緯、修理の必要性を具体的に明記した書類等を作
成し、整理・保管してください。 

なお、研究機関又は構成員の過失による故障の場合は、修理費を
委託費に計上することはできません。 

研究機関又は構成員の保有する備品等を委託業務専用として相当
時間使用し、委託業務に係る作業中に故障した場合で、故障の原因
が委託業務専用として相当時間使用したことに起因した損耗・劣化
であることが明らかな場合で、修理後も委託業務専用として使用す
る必要性がある場合に限り、修理費として計上することができま
す。 

委託業務に専用使用していた研究機関又は構成員の保有する備品
等を修理する場合は、当該備品等の修理が必要となった経緯、修理
の必要性を具体的に明記した書類等を作成し、生研支援センター等
の求めに応じて提出できるように整理・保管してください。なお、
研究機関又は構成員の過失や自然災害等の不可抗力による故障の場
合は、修理費を委託費に計上することができません。 

また、委託業務開始にあたり、研究機関又は構成員の保有する備
品等のメンテナンスにかかる費用については委託費に計上できませ
ん。 

複数の委託費で使用する機器等を修繕する場合は、使用頻度等に
より按分して計上してください。 

イ 論文別刷代及び論文投稿料 
委託業務に係る論文別刷代及び論文投稿料については、論文の投

稿が委託業務実施期間内であれば計上できます。ただし、別刷は、
成果発表等に必要な部数のみとします。 

ウ 通信運搬費 
委託業務の実施に（試験研究の推進に伴って）直接必要な試料等

の運送、機械装置等の運搬、及びデータの送受信等の通信料等は、
直接経費として計上できます。 

委託業務で取得した備品等を修理する場合は、当該備品等の修理
が必要となった経緯、修理の必要性を具体的に明記した書類等を作
成し、整理・保管してください。 

なお、研究機関又は構成員の過失による故障の場合は、修理費を
委託費に計上することはできません。 

研究機関又は構成員の保有する備品等を委託業務専用として相当
時間使用し、委託業務に係る作業中に故障した場合で、故障の原因
が委託業務専用として相当時間使用したことに起因した損耗・劣化
であることが明らかな場合で、修理後も委託業務専用として使用す
る必要性がある場合に限り、修理費として計上することができま
す。 

委託業務に専用使用していた研究機関又は構成員の保有する備品
等を修理する場合は、当該備品等の修理が必要となった経緯、修理
の必要性を具体的に明記した書類等を作成し、生研支援センター等
の求めに応じて提出できるように整理・保管してください。なお、
研究機関又は構成員の過失や自然災害等の不可抗力による故障の場
合は、修理費を委託費に計上することができません。 

また、委託業務開始にあたり、研究機関又は構成員の保有する備
品等のメンテナンスにかかる費用については委託費に計上できませ
ん。 

複数の委託費で使用する機器等を修繕する場合は、使用頻度等に
より按分して計上してください。 

イ 論文別刷代及び論文投稿料 
委託業務に係る論文別刷代及び論文投稿料については、論文の投

稿が委託業務実施期間内であれば計上できます。ただし、別刷は、
成果発表等に必要な部数のみとします。 

ウ 通信運搬費 
委託業務の実施に（試験研究の推進に伴って）直接必要な試料等

の運送、機械装置等の運搬、及びデータの送受信等の通信料等は、
直接経費として計上できます。 
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⑦ 物品の調達・外注等を行う場合の注意事項 
（※令和4 年1 月以降に締結する研究委託変更契約および新規研究委
託契約から適用となります。） 
（１）物品の調達・外注等 

物品の調達、外注（業務請負を含む）は、研究機関又は構成員が
定めた規程に基づき経理処理を行うこととしていますが、１契約が
２００万円以上（消費税込）の場合は、必要とする仕様を定めた上
で経済性を確保する観点から、研究機関又は構成員の規程にかかわ
らず、競争原理を用いた２者以上の相見積（見積競争）を原則とし
ます。100％子会社等を含む場合でも２者以上の相見積が必要で
す。 

ア １契約が２００万円以上（消費税込）の機種または業者を選
定して発注する必要がある場合は、「選定理由書（様式任意／
次頁参考例参照）」により当該機種を選定した理由や相見積を
行わない理由を明確にし、価格の妥当性についても説明する必
要があります。 
 機種を選定する場合には、同等品、類似品との性能比較を行
った結果、当該機種を選定した理由を具体的に説明してくださ
い。当該機種を複数の業者から調達が可能な場合は、相見積も
実施してください。 
 業者を選定する場合には、選定理由を明確にする必要があり
ます。代理店が１社に特定されている場合は、必ず代理店証明
書が必要です。 

イ 機械･備品費（設備備品費）や雑役務費（その他）において
は、購入する物品、サービス、仕様等の内容を明確にする必要
があるため、必要に応じて、見積仕様書、発注仕様書を作成す
るよう心掛けてください。 

（２）外注費の取扱い（関連項目Ⅱ-3-(4)⑥ P.42） 
①外注費とは： 

 
⑦ 物品の調達・外注等を行う場合の注意事項 
（※令和4 年1 月以降に締結する研究委託変更契約および新規研究委
託契約から適用となります。） 
（１）物品の調達・外注等 

物品の調達、外注（業務請負を含む）は、研究機関又は構成員が
定めた規程に基づき経理処理を行うこととしていますが、１契約が
２００万円以上（消費税込）の場合は、必要とする仕様を定めた上
で経済性を確保する観点から、研究機関又は構成員の規程にかかわ
らず、競争原理を用いた２者以上の相見積（見積競争）を原則とし
ます。100％子会社等を含む場合でも２者以上の相見積が必要で
す。 

ア １契約が２００万円以上（消費税込）の機種または業者を選
定して発注する必要がある場合は、「選定理由書（様式任意／
次頁参考例参照）」により当該機種を選定した理由や相見積を
行わない理由を明確にし、価格の妥当性についても説明する必
要があります。 
 機種を選定する場合には、同等品、類似品との性能比較を行
った結果、当該機種を選定した理由を具体的に説明してくださ
い。当該機種を複数の業者から調達が可能な場合は、相見積も
実施してください。 
 業者を選定する場合には、選定理由を明確にする必要があり
ます。代理店が１社に特定されている場合は、必ず代理店証明
書が必要です。 

イ 機械･備品費（設備備品費）や雑役務費（その他）において
は、購入する物品、サービス、仕様等の内容を明確にする必要
があるため、必要に応じて、見積仕様書、発注仕様書を作成す
るよう心掛けてください。 

（２）外注費の取扱い（関連項目Ⅱ-3-(3)⑥ P.36） 
①外注費とは： 
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       委託研究業務を遂行するにあたり、直接必要なデータ分析、
装置のメンテナンス等の請負業務を仕様書に基づいて、第三者
に行わせること。 

②留意点： 
      ア．請負業務は、仕様書で業務内容を明らかにして契約発注す

る類のものを指す。 
      イ．委託研究項目の本質的な部分（研究開発要素がある業務）

を外注することはできない。（※） 
      ウ．再委託の禁止 
 

※ 研究開発要素の有無の判断は、発注の内容や発注先の成
果の完成義務等に基づいて判断してください。判断に迷う
場合は、事前にご連絡ください。 

なお、事前連絡が無く、第三者の外部機関への研究開発
要素を含む外注を行った事例が判明した場合は、委託費の
計上は認められません。 

 
③外注費として計上できる判断基準： 

     ａ．計上可能な事例（○） 
       発注者（構成員）が成果の完成、業務の完了を明示して、指

示した役務仕様、手法、方法等により受注者が業務を実施
し、成果の完成を約するもの 

       ○委託研究業務により購入した物品等の保守費、改造費、修
理費 

       ○委託研究業務に使用している既存物品等の保守費、改造
費、修理費 

       ○実験設備・機械設備等の設計（仕様を指示して設計される
もの）、解析・検査、試料分析、鑑定、部材の加工等の請
負業務 

       ○通訳、翻訳、校正（校閲）、アンケート、調査等の請負業                     
        務 

       委託研究業務を遂行するにあたり、直接必要なデータ分析、
装置のメンテナンス等の請負業務を仕様書に基づいて、第三者
に行わせること。 

②留意点： 
      ア．請負業務は、仕様書で業務内容を明らかにして契約発注す

る類のものを指す。 
      イ．委託研究項目の本質的な部分（研究開発要素がある業務）

を外注することはできない。（※） 
      ウ．再委託の禁止 
 

※ 研究開発要素の有無の判断は、発注の内容や発注先の成
果の完成義務等に基づいて判断してください。判断に迷う
場合は、事前にご連絡ください。 

なお、事前連絡が無く、第三者の外部機関への研究開発
要素を含む外注を行った事例が判明した場合は、委託費の
計上は認められません。 

 
③外注費として計上できる判断基準： 

     ａ．計上可能な事例（○） 
       発注者（構成員）が成果の完成、業務の完了を明示して、指

示した役務仕様、手法、方法等により受注者が業務を実施
し、成果の完成を約するもの 

       ○委託研究業務により購入した物品等の保守費、改造費、修
理費 

       ○委託研究業務に使用している既存物品等の保守費、改造
費、修理費 

       ○実験設備・機械設備等の設計（仕様を指示して設計される
もの）、解析・検査、試料分析、鑑定、部材の加工等の請
負業務 

       ○通訳、翻訳、校正（校閲）、アンケート、調査等の請負業                     
        務 
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       ○ソフトウェアプログラム作成の請負業務（成果の完成を明
示し、役務仕様に基づくもの） 

     ｂ．計上不可の事例（✕） 
      ✕物品等にかける損害保険等の付保に係る経費 
      ✕構成員の過失により毀損した物品等の原状回復に要した経 
       費 

       ✕委託研究項目の本質的な部分（研究開発要素のある業務）
の請負業務［発注者（構成員）が、業務の目的、テーマを明
示して、受注者が自己の裁量と責任により委託された業務を
実施するもの］（※※） 

        ※※ 第三者の外部機関へ研究開発要素を含む業務の発注
を行う必要がある場合は、各事業担当課への事前連絡を行
ったうえで、当該コンソーシアムの構成員追加をご検討く
ださい。 

（３）１契約の取扱い 
派遣契約、リース契約、賃貸借契約のような期間を定める契約に

おいては、契約開始から終了までを１つの契約として取り扱いま
す。契約金額（契約期間における総見込支払額）が２００万円以上
の場合は、２者以上の相見積（見積競争）を行ってください。 

業者間で、年間包括／価格協定契約等を締結して発注を行う場合
は、原則として発注単位毎に１契約とみなします。ただし、合理的
根拠を欠く分割発注により発注金額を ２００万円未満とすること
は認められません。 

 
 
 
 
 
 
 

       ○ソフトウェアプログラム作成の請負業務（成果の完成を明
示し、役務仕様に基づくもの） 

     ｂ．計上不可の事例（✕） 
      ✕物品等にかける損害保険等の付保に係る経費 
      ✕構成員の過失により毀損した物品等の原状回復に要した経 
       費 

       ✕委託研究項目の本質的な部分（研究開発要素のある業務）
の請負業務［発注者（構成員）が、業務の目的、テーマを明
示して、受注者が自己の裁量と責任により委託された業務を
実施するもの］（※※） 

        ※※ 第三者の外部機関へ研究開発要素を含む業務の発注
を行う必要がある場合は、各事業担当課への事前連絡を行
ったうえで、当該コンソーシアムの構成員追加をご検討く
ださい。 

（３）１契約の取扱い 
派遣契約、リース契約、賃貸借契約のような期間を定める契約に

おいては、契約開始から終了までを１つの契約として取り扱いま
す。契約金額（契約期間における総見込支払額）が２００万円以上
の場合は、２者以上の相見積（見積競争）を行ってください。 

業者間で、年間包括／価格協定契約等を締結して発注を行う場合
は、原則として発注単位毎に１契約とみなします。ただし、合理的
根拠を欠く分割発注により発注金額を ２００万円未満とすること
は認められません。 
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＜参考例＞ 
選定理由書 

 
１．品名： 

 
２．選定品：（物品の場合はメーカ名、製品名、型式番号等、役務（請負 

工事、外注等）の場合は主な仕様を記載してください。） 
 

３．選定先業者 
 

４．研究及び物品等の概要等 
・実施する研究内容を記載した上で、当該選定品の研究遂行上の必要
性、利用目的を記載してください。 
・選定品が物品の場合、必要不可欠な機能、性能等の仕様や納期等の
条件を記載し、表等を用いて選定した理由を記載してください。 

 
５．業者選定理由及び価格の妥当性（機種選定理由書の場合で、当該特定

製品の相見積を行う際は記載不要）： 
（業者選定理由） 

・業者が１社に特定される理由を具体的に記載してください。以下の
例を選択するのではなく、当該選定に至った具体的な理由を詳細に記
載してください。なお、単に過去に納入実績がある等の理由のみでは
認められません。 

 
（例） 

・選定品の販売代理店が1 社のみである。（代理店証明書を添付） 
・研究で得られるデータの連続性を確保するために必要不可欠かつ代替

できない特殊機器、材料、ソフトウェア等であり、当該物品の販売が
１社のみである。 

・研究で使用している機器、ソフトウェアとの互換性を確保するために
必要不可欠かつ代替できない特殊機器、材料、ソフトウェア等であ
り、当該物品の販売が１社のみである。 

・既に購入した機器、プログラム等の保守、修理、改造等を行うにあた
り、当該機器等のメーカー以外から調達した場合、機器等の使用に支
障が生じる恐れがある。 

・技術的なノウハウ流出の防止を目的として既に自社事業において選定
業者との契約等があり、別の業者から購入した場合、ノウハウ流出の
恐れがある。 

 

＜参考例＞ 
選定理由書 

 
１．品名： 

 
２．選定品：（物品の場合はメーカ名、製品名、型式番号等、役務（請負 

工事、外注等）の場合は主な仕様を記載してください。） 
 

３．選定先業者 
 

４．研究及び物品等の概要等 
・実施する研究内容を記載した上で、当該選定品の研究遂行上の必要
性、利用目的を記載してください。 
・選定品が物品の場合、必要不可欠な機能、性能等の仕様や納期等の
条件を記載し、表等を用いて選定した理由を記載してください。 

 
５．業者選定理由及び価格の妥当性（機種選定理由書の場合で、当該特定

製品の相見積を行う際は記載不要）： 
（業者選定理由） 

・業者が１社に特定される理由を具体的に記載してください。以下の
例を選択するのではなく、当該選定に至った具体的な理由を詳細に記
載してください。なお、単に過去に納入実績がある等の理由のみでは
認められません。 

 
（例） 

・選定品の販売代理店が1 社のみである。（代理店証明書を添付） 
・研究で得られるデータの連続性を確保するために必要不可欠かつ代替

できない特殊機器、材料、ソフトウェア等であり、当該物品の販売が
１社のみである。 

・研究で使用している機器、ソフトウェアとの互換性を確保するために
必要不可欠かつ代替できない特殊機器、材料、ソフトウェア等であ
り、当該物品の販売が１社のみである。 

・既に購入した機器、プログラム等の保守、修理、改造等を行うにあた
り、当該機器等のメーカー以外から調達した場合、機器等の使用に支
障が生じる恐れがある。 

・技術的なノウハウ流出の防止を目的として既に自社事業において選定
業者との契約等があり、別の業者から購入した場合、ノウハウ流出の
恐れがある。 
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（価格の妥当性） 

・価格の妥当性について、表等を用いて詳細に説明してください。 
 
（例） 

・過去に購入実績のある同等品や類似品との価格の比較。 
・過去に同様の外注等を行った場合、過去の見積書等に記載された工数、

単価の比較。 
・カタログに定価表が示されている場合、その価格。 
・価格の比較が困難な場合は、工数や単価等の算出根拠を明確に示してく

ださい。 
 
 

 
（価格の妥当性） 

・価格の妥当性について、表等を用いて詳細に説明してください。 
 
（例） 

・過去に購入実績のある同等品や類似品との価格の比較。 
・過去に同様の外注等を行った場合、過去の見積書等に記載された工数、

単価の比較。 
・カタログに定価表が示されている場合、その価格。 
・価格の比較が困難な場合は、工数や単価等の算出根拠を明確に示してく

ださい。 
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４．委託費により取得した物品の取扱い 
（１）物品の管理及び所有権の帰属 

委託費により取得（製作）した物品の所有権については、研究機関又
は構成員が検収した時をもって、委託業務実施期間中は研究機関又は構
成員に帰属することになりますので、善良なる管理者の注意をもって管
理してください。 

なお、委託費により製造し、取得し、又は効用を増加させた物品のう
ち、取得（製作）価格が１０万円以上（税込）かつ耐用年数１年以上の
物品、試作品（施設を含む。）（以下「備品等」という。）については
（２）、（４）、（５）、（６）などの管理が必要となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊
物 品＝委託費により取得（製作）した消耗品［理化学用消耗品、研究
材料、農業用資材、農薬・肥料、委託用事務用品、その他］等全ての商
品 

＊備品等＝上記「物品」のうち、取得（製作）価格が１０万円以上（税
込）かつ耐用年数１年以上の物品、試作品（仮設物を含む） 

［※取得価格５０万円以上(税込)かつ耐用年数1 年以上の物品は、研究機
関又は構成員の規定等に従い、資産物品として適切に管理してくださ
い。］ 
＊耐用年数 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40 年大蔵

４．委託費により取得した物品の取扱い 
（１）物品の管理及び所有権の帰属 

委託費により取得（製作）した物品の所有権については、研究機関又
は構成員が検収した時をもって、委託業務実施期間中は研究機関又は構
成員に帰属することになりますので、善良なる管理者の注意をもって管
理してください。 

なお、委託費により製造し、取得し、又は効用を増加させた物品のう
ち、取得（製作）価格が１０万円以上（税込）かつ耐用年数１年以上の
物品、試作品（施設を含む。）（以下「備品等」という。）については
（２）、（４）、（５）、（６）などの管理が必要となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊
物 品＝委託費により取得（製作）した消耗品［理化学用消耗品、研究
材料、農業用資材、農薬・肥料、委託用事務用品、その他］等全ての商
品 

＊備品等＝上記「物品」のうち、取得（製作）価格が１０万円以上（税
込）かつ耐用年数１年以上の物品、試作品（仮設物を含む） 

［※取得価格５０万円以上(税込)かつ耐用年数1 年以上の物品は、研究機
関又は構成員の規定等に従い、資産物品として適切に管理してくださ
い。］ 
＊耐用年数 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40 年大蔵
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省令第15 号） 
各構成員の資産管理部署に確認し、機器本来の法定耐用年数の

別表第１、第２又は第６の「開発研究用減価償却資産の耐用年数
表」により耐用年数を設定してください。なお、別表第６の耐用
年数より短い設定はできないことにご留意ください。 

 

 
＊残存価格の考え方 

備品等の減価償却方法は、定額法を適用します。 
耐用年数経過時点での残存簿価は、1 円（備忘価額）と整理します。 
（減価償却費の計算式） 

・ 取得価額 － １（備忘価額） ＝ 償却限度額 
・ 償却限度額 ÷ 総償却月数 ＝ １ヶ月あたりの減価償却費

（端数切り捨て） 
・ １ヶ月あたりの減価償却費 × 当期償却月数 ＝ 当期減価

償却費 

別表第６ 開発研究用減価償却資産の耐用年数表 
種  類 細     目 耐用年

数 
建物及び 
建物附属設
備 

建物の全部又は一部を低温室、恒温室、無響室、電磁しゃへい室、放射性同位元
素取扱室 
その他の特殊室にするために特に施設した内部造作又は建物附属設備 

5 

構築物 
風どう、試験水そう及び防壁 5 
ガス又は工業薬品貯そう、アンテナ、鉄塔及び特殊用途に使用するもの 7 

工 具  4 
器具及び備
品 試験又は測定機器、計算機器、撮影機及び顕微鏡 4 

機械及び装
置 

汎用ポンプ、汎用モーター、汎用金属工作機械、汎用金属加工機械その他これら
に類するもの 

7 

その他のもの 4 
ソフトウェ
ア  3 
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その他の特殊室にするために特に施設した内部造作又は建物附属設備 

5 

構築物 
風どう、試験水そう及び防壁 5 
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7 

その他のもの 4 
ソフトウェ
ア  3 
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（２）備品等の標示 

委託費により取得した物品のうち備品等については、委託業務で取得
したことが確認できるように研究機関又は構成員の規定に基づき、適切
な標示を行ってください。本体と一体となっていない付属品等がある場
合には付属品等にも枝番を付し、適切な物品管理を行ってください。 

なお、研究機関又は構成員は、委託期間中、備品等を生研支援センタ
ーの許可なく委託業務以外の目的に使用することはできません）。 

【標示の例】 
○○○○○○事業（うち△△△△プロジェクト） 

資産番号  

品  名  

規格型式  

取得年月日  

設置場所  

備  考  

 
（３）換金性の高い物品の管理 

委託費により取得した物品のうち、換金性が高く、かつ持出が可能な
以下の物品については、別途管理簿等（様式任意）を研究機関又は構成
員にて整備のうえ、適正かつ効率的な管理を行ってください。なお、取
得価格１０万円未満の物品も対象です。 

一 パーソナルコンピュータ、タブレット端末 
二 デジタルカメラ 
三 ビデオカメラ 
四 テレビジョン受信機 
五 録画機器（ Ｈ Ｄ Ｄ レコーダー、Ｄ Ｖ Ｄ レコーダー、ビ

デオデッキ等） 
六 前各号に掲げるもののほか、換金性が高いと認められる物品 

 

 
（２）備品等の標示 

委託費により取得した物品のうち備品等については、委託業務で取得
したことが確認できるように研究機関又は構成員の規定に基づき、適切
な標示を行ってください。本体と一体となっていない付属品等がある場
合には付属品等にも枝番を付し、適切な物品管理を行ってください。 

なお、研究機関又は構成員は、委託期間中、備品等を生研支援センタ
ーの許可なく委託業務以外の目的に使用することはできません）。 

【標示の例】 
○○○○○○事業（うち△△△△プロジェクト） 

資産番号  

品  名  

規格型式  

取得年月日  

設置場所  

備  考  

 
（３）換金性の高い物品の管理 

委託費により取得した物品のうち、換金性が高く、かつ持出が可能な
以下の物品については、別途管理簿等（様式任意）を研究機関又は構成
員にて整備のうえ、適正かつ効率的な管理を行ってください。なお、取
得価格１０万円未満の物品も対象です。 

一 パーソナルコンピュータ、タブレット端末 
二 デジタルカメラ 
三 ビデオカメラ 
四 テレビジョン受信機 
五 録画機器（ Ｈ Ｄ Ｄ レコーダー、Ｄ Ｖ Ｄ レコーダー、ビ

デオデッキ等） 
六 前各号に掲げるもののほか、換金性が高いと認められる物品 
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（４）物品の共用使用 
委託費により取得した物品のうち取得価格が５０万円以上（税込）の

研究機器を本来の委託業務に支障を及ぼさない範囲内で、一時的に他の
研究開発事業に使用することができます。この場合において、研究機関
又は構成員は以下の事項を遵守するとともに、「研究機器一時使用報告
書（経理様式１４）」を委託業務実績報告書提出の際に併せて生研支援
センターに提出してください。 
① 共用使用する物品を他の研究開発事業に一時使用する場合には、使

用予定者との間で一時使用に係る管理協定等を締結し、破損した場合
の修繕費、光熱水料等の一時使用に要する経費負担を明らかにしてお
くこと。また、一時使用する場合には、破損した場合の修繕費、光熱
水料等の一時使用に要する経費を委託費から支出しないこと。 

② 共用使用する物品を所有者以外の者が一時使用する場合には、所有
者は一時使用予定者との間で、破損した場合の修繕費、光熱水料等の
一時使用に要する経費の取扱いについてあらかじめ取決めを締結し、
かつ、一時使用は無償とし収益を得ないこと。ただし、一時使用に当
たり実費相当額を一時使用者から求めることは差し支えありません。 

 
（５）取得した備品等の移転 

委託費により取得した物品のうち備品等について、研究者の異動等に
よる備品等の所有権や設置場所の変更を行う場合は、事前に「委託物品
等受入申請書（経理様式１１）」を提出し、生研支援センターがこれを
適当と認めるときは、所有権や設置場所を変更することができます。 

 
（６）委託業務実施期間終了後の備品等の取扱いについて 

① 継続使用等の対象となる物品について 
委託費により取得した備品等が対象となり、価額が１０万円以上

（購入価格、税込）かつ使用可能期間（耐用年数）が１年以上の財産
（物品、試作品）です。（以下「取得財産」という。）ただし、リース
で導入した物品等は対象外です。また、試作品が上記の条件に該当

（４）物品の共用使用 
委託費により取得した物品のうち取得価格が５０万円以上（税込）の

研究機器を本来の委託業務に支障を及ぼさない範囲内で、一時的に他の
研究開発事業に使用することができます。この場合において、研究機関
又は構成員は以下の事項を遵守するとともに、「研究機器一時使用報告
書（経理様式１４）」を委託業務実績報告書提出の際に併せて生研支援
センターに提出してください。 
① 共用使用する物品を他の研究開発事業に一時使用する場合には、使

用予定者との間で一時使用に係る管理協定等を締結し、破損した場合
の修繕費、光熱水料等の一時使用に要する経費負担を明らかにしてお
くこと。また、一時使用する場合には、破損した場合の修繕費、光熱
水料等の一時使用に要する経費を委託費から支出しないこと。 

② 共用使用する物品を所有者以外の者が一時使用する場合には、所有
者は一時使用予定者との間で、破損した場合の修繕費、光熱水料等の
一時使用に要する経費の取扱いについてあらかじめ取決めを締結し、
かつ、一時使用は無償とし収益を得ないこと。ただし、一時使用に当
たり実費相当額を一時使用者から求めることは差し支えありません。 

 
（５）取得した備品等の移転 

委託費により取得した物品のうち備品等について、研究者の異動等に
よる備品等の所有権や設置場所の変更を行う場合は、事前に「委託物品
等受入申請書（経理様式１１）」を提出し、生研支援センターがこれを
適当と認めるときは、所有権や設置場所を変更することができます。 

 
（６）委託業務実施期間終了後の備品等の取扱いについて 

① 継続使用等の対象となる物品について 
委託費により取得した備品等が対象となり、価額が１０万円以上（購入
価格、税込）かつ使用可能期間（耐用年数）が１年以上の財産（物品、
試作品）です。（以下「取得財産」という。）ただし、リースで導入した
物品等は対象外です。また、試作品が上記の条件に該当 
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し、研究終了時に完成したとみなして資産計上することとした場合
は、実績報告書により、資産計上した旨を経理・契約担当課に連絡し
てください。（資産としての財務や税務に関し不明の点は、市町村や
税務署にご相談願います。）試作品を資産計上せずに引き続き継続使
用する場合は、実績報告書にて資産未計上にて報告してください。 

② 委託業務実施期間終了後の取得財産の取扱いに関する手続きについ   
 て 

ア 委託業務実施期間終了後も研究目的で継続使用する場合［継続使
用］ 

１）所有権のある研究機関又は構成員が継続使用 
・委託研究実施期間終了までに、委託物品等報告書（統一様式）

（経理様式１２）において、２．手続き項目名を「継続使用申
請」とし、経理・契約担当課に提出して承認された場合、委託
研究終了後も研究機関又は構成員が所有権を持ったまま継続使
用できます。 

  なお、継続使用期間中の修繕費、固定資産税等については、
各構成員において負担することになります。 

・継続使用を認めるのは、同種の研究を継続することを目的に使
用する場合に限られます。また農業者等が研究目的で継続使用
するにあたっては、実証データの取得や周辺農家・他県からの
見学の受け入れ等の対応を行っていただく必要があります。 

・継続使用期間は、取得日から起算して耐用年数が経過する日の
属する年度の末日までを基本としています。耐用年数は構成員
の会計担当者にご確認の上、記入をお願いします。 

・構成員は、委託物品等報告書（統一様式）（経理様式１２）に
おいて、２．手続き項目名を「継続使用申請」として、所定の
必要事項を記入し、委託物品等報告書別紙２（経理様式１２）
生研支援センター継続使用物品管理簿（以下「継続使用物品管
理簿」という。）に継続使用に関する事務担当者の連絡先も記
入するとともに、研究代表機関を通して経理・契約担当課へ提

し、研究終了時に完成したとみなして資産計上することとした場合
は、実績報告書により、資産計上した旨を経理・契約担当課に連絡し
てください。（資産としての財務や税務に関し不明の点は、市町村や
税務署にご相談願います。）試作品を資産計上せずに引き続き継続使
用する場合は、実績報告書にて資産未計上にて報告してください。 

② 委託業務実施期間終了後の取得財産の取扱いに関する手続きについ   
 て 

ア 委託業務実施期間終了後も研究目的で継続使用する場合［継続使
用］ 

１）所有権のある研究機関又は構成員が継続使用 
・委託研究実施期間終了までに、委託物品等報告書（統一様式）

（経理様式１２）において、２．手続き項目名を「継続使用申
請」とし、経理・契約担当課に提出して承認された場合、委託
研究終了後も研究機関又は構成員が所有権を持ったまま継続使
用できます。 

  なお、継続使用期間中の修繕費、固定資産税等については、
各構成員において負担することになります。 

・継続使用を認めるのは、同種の研究を継続することを目的に使
用する場合に限られます。また農業者等が研究目的で継続使用
するにあたっては、実証データの取得や周辺農家・他県からの
見学の受け入れ等の対応を行っていただく必要があります。 

・継続使用期間は、取得日から起算して耐用年数が経過する日の
属する年度の末日までを基本としています。耐用年数は構成員
の会計担当者にご確認の上、記入をお願いします。 

・構成員は、委託物品等報告書（統一様式）（経理様式１２）に
おいて、２．手続き項目名を「継続使用申請」として、所定の
必要事項を記入し、委託物品等報告書別紙２（経理様式１２）
生研支援センター継続使用物品管理簿（以下「継続使用物品管
理簿」という。）に継続使用に関する事務担当者の連絡先も記
入するとともに、研究代表機関を通して経理・契約担当課へ提
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出してください。 
・委託物品等継続使用承認通知書は、当該構成員あてに直接送付

します。 
２）構成員間の所有権の移転により継続使用 
・コンソーシアムの構成員間においては、委託研究終了時までに

所有権を移転することも可能ですが、構成員以外への譲渡は認
められません。当該物品を移転先にて継続使用する場合には、
「委託物品等受入申請書（経理様式１１）」を作成し、代表機
関を通じて事前に提出してください。生研支援センターがこれ
を適当と認める時は、承認通知書を発行いたします。 

イ その他の場合（継続使用をしない場合）［譲渡申請］ 
・取得財産は、研究目的によらない利用を希望する場合は有償で

買い取っていただくことも可能です。その場合は、事前に経
理・契約担当課に相談してください。（委託物品等報告書（統
一様式）（経理様式１２）において、２．手続き項目名を「譲
渡申請」とし提出していただき、委託業務終了日時点での残存
簿価または時価（評価額）で請求書を発行し、物品譲渡契約書
を締結いたします。） 

ウ その他の場合（継続使用をしない場合）［劣化等の状況により処
分する場合］ 

  ・耐用年数を経過していない取得財産を廃棄することは原則認め
られません。劣化等の状況により取得財産をやむを得ず処分す
る場合は、事前に生研支援センターに相談していただき、委託
物品等報告書（統一様式）（経理様式１２）において、２．手
続き項目名を「廃棄許可申請」とし提出して下さい。処分につ
いては、生研支援センター所長の承認後に、法律等に照らし適
正に行ってください。その際、売却益が生じたときは、原則と
して処分に要した費用を控除した額を生研支援センターに納付
してください。 

    なお、廃棄後にマニフェスト・写真等の廃棄に関わる資料に

出してください。 
・委託物品等継続使用承認通知書は、当該構成員あてに直接送付

します。 
２）構成員間の所有権の移転により継続使用 
・コンソーシアムの構成員間においては、委託研究終了時までに

所有権を移転することも可能ですが、構成員以外への譲渡は認
められません。当該物品を移転先にて継続使用する場合には、
「委託物品等受入申請書（経理様式１１）」を作成し、代表機
関を通じて事前に提出してください。生研支援センターがこれ
を適当と認める時は、承認通知書を発行いたします。 

イ その他の場合（継続使用をしない場合）［譲渡申請］ 
・取得財産は、研究目的によらない利用を希望する場合は有償で

買い取っていただくことも可能です。その場合は、事前に経
理・契約担当課に相談してください。（委託物品等報告書（統
一様式）（経理様式１２）において、２．手続き項目名を「譲
渡申請」とし提出していただき、委託業務終了日時点での残存
簿価または時価（評価額）で請求書を発行し、物品譲渡契約書
を締結いたします。） 

ウ その他の場合（継続使用をしない場合）［劣化等の状況により処
分する場合］ 

  ・耐用年数を経過していない取得財産を廃棄することは原則認め
られません。劣化等の状況により取得財産をやむを得ず処分す
る場合は、事前に生研支援センターに相談していただき、委託
物品等報告書（統一様式）（経理様式１２）において、２．手
続き項目名を「廃棄許可申請」とし提出して下さい。処分につ
いては、生研支援センター所長の承認後に、法律等に照らし適
正に行ってください。その際、売却益が生じたときは、原則と
して処分に要した費用を控除した額を生研支援センターに納付
してください。 

    なお、廃棄後にマニフェスト・写真等の廃棄に関わる資料に
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ついて提出して頂くこともあります。 
・既に実績報告書により計上している試作品（資産未計上を含

む）を資産計上せず、継続使用しないで、試作品を解体・撤去
等により処分する場合も委託物品等報告書（統一様式）（経理
様式１２）において、２．手続き項目名を「廃棄許可申請」と
し提出してください。 

    なお、解体・撤去後にマニフェスト・写真等の解体・撤去に
関わる資料について提出して頂くこともあります。 

③ 継続使用承認後の手続について 
  ・継続使用する取得財産については、委託物品等報告書別紙２(経

理様式12)生研支援センター継続使用物品管理簿（以下「継続使
用物品管理簿」という。」に記載して管理してください。（令和３
年度研究終了課題から適用。） 

  ・継続使用物品管理簿（Excel データ）については、委託研究最終
年度分の委託試験研究実績報告書（経理様式２）と併せて提出し
てください。 

・毎年度、取得財産使用年度の翌年度5 月末日までに、「委託物品
等報告書（統一様式）（経理様式１２）において、２．手続き項
目名を「継続使用報告」とし、継続使用物品管理簿と併せて提出
してください。 

・取得財産の移管をする場合は、事前に経理・契約担当課に相談
し、「委託物品等受入申請書（経理様式１１）」を提出して下さ
い。なお、継続使用期間中の所有権移転は原則、認められませ
ん。研究者の異動に伴うもの等に限られます。 

・継続使用中の取得財産について、改造、毀損、事故等があったと
きは、速やかに経理・契約担当課に報告してください。 

・継続使用中の取得財産を廃棄することは原則認められません。 
劣化等の状況により取得財産をやむを得ず処分する場合は、事前
に生研支援センターに相談していただき、委託物品等報告書（統
一様式）（経理様式１２）において、２．手続き項目名を「廃棄

ついて提出して頂くこともあります。 
・既に実績報告書により計上している試作品（資産未計上を含

む）を資産計上せず、継続使用しないで、試作品を解体・撤去
等により処分する場合も委託物品等報告書（統一様式）（経理
様式１２）において、２．手続き項目名を「廃棄許可申請」と
し提出してください。 

    なお、解体・撤去後にマニフェスト・写真等の解体・撤去に
関わる資料について提出して頂くこともあります。 

③ 継続使用承認後の手続について 
  ・継続使用する取得財産については、委託物品等報告書別紙２(経

理様式12)生研支援センター継続使用物品管理簿（以下「継続使
用物品管理簿」という。」に記載して管理してください。（令和３
年度研究終了課題から適用。） 

  ・継続使用物品管理簿（Excel データ）については、委託研究最終
年度分の委託試験研究実績報告書（経理様式２）と併せて提出し
てください。 

・毎年度、取得財産使用年度の翌年度5 月末日までに、「委託物品
等報告書（統一様式）（経理様式１２）において、２．手続き項
目名を「継続使用報告」とし、継続使用物品管理簿と併せて提出
してください。 

・取得財産の移管をする場合は、事前に経理・契約担当課に相談
し、「委託物品等受入申請書（経理様式１１）」を提出して下さ
い。なお、継続使用期間中の所有権移転は原則、認められませ
ん。研究者の異動に伴うもの等に限られます。 

・継続使用中の取得財産について、改造、毀損、事故等があったと
きは、速やかに経理・契約担当課に報告してください。 

・継続使用中の取得財産を廃棄することは原則認められません。 
劣化等の状況により取得財産をやむを得ず処分する場合は、事前
に生研支援センターに相談していただき、委託物品等報告書（統
一様式）（経理様式１２）において、２．手続き項目名を「廃棄
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許可申請」とし提出して下さい。処分については、生研支援セン
ター所長の承認後に、法律等に照らし適正に行ってください。そ
の際、売却益が生じたときは、原則として処分に要した費用を控
除した額を生研支援センターに納付してください。 

    なお、廃棄後にマニフェスト・写真等の廃棄に関わる資料につ
いて提出して頂くこともあります。 

・継続事業を中止または終了する場合には、「委託物品等報告書
（経理様式12）」により、継続使用期間中の使用状況のほか継続
事業を中止または終了する理由を経理・契約担当課に報告して
ください。 

  なお、継続使用者の責めに帰すべき事由により継続使用が中止
された場合には、継続使用者は、継続使用を中止した時点におけ
る残存簿価を、生研支援センターに納付してください。 

・継続使用については、継続使用財産のうち取得原価が５０万円
以上の継続使用財産を生研支援センターが認めた同種の研究を
継続することを目的に使用する場合等に支障が生じない範囲内
で、一時的に他の研究開発に継続使用財産を使用することがで
きます。この場合において、継続使用者は「研究機器一時使用
報告書（経理様式14）」を次項に規定する使用状況報告書提出の
際に併せて提出してください。 

なお、継続使用者以外の者が一時使用する場合には一時使用予
定者との間で、破損した場合の修繕費、光熱水料等の一時使用に
要する経費の取扱いについてあらかじめ取決めを締結し、かつ、
一時使用は無償とし収益を得ないこととします。 

  ④ 継続使用期間満了後の手続きについて 
・継続使用期間満了後の取扱い（継続利用の再継続、譲渡、廃棄）

については、前述の（６）②「委託業務実施期間終了後の取得財
産の取扱いに関する手続きについて」に準じて、委託物品等報告
書（統一様式）（経理様式１２）を経理・契約担当課へ提出して
ください。 

許可申請」とし提出して下さい。処分については、生研支援セン
ター所長の承認後に、法律等に照らし適正に行ってください。そ
の際、売却益が生じたときは、原則として処分に要した費用を控
除した額を生研支援センターに納付してください。 

    なお、廃棄後にマニフェスト・写真等の廃棄に関わる資料につ
いて提出して頂くこともあります。 

・継続事業を中止または終了する場合には、「委託物品等報告書
（経理様式12）」により、継続使用期間中の使用状況のほか継続
事業を中止または終了する理由を経理・契約担当課に報告して
ください。 

  なお、継続使用者の責めに帰すべき事由により継続使用が中止
された場合には、継続使用者は、継続使用を中止した時点におけ
る残存簿価を、生研支援センターに納付してください。 

・継続使用については、継続使用財産のうち取得原価が５０万円
以上の継続使用財産を生研支援センターが認めた同種の研究を
継続することを目的に使用する場合等に支障が生じない範囲内
で、一時的に他の研究開発に継続使用財産を使用することがで
きます。この場合において、継続使用者は「研究機器一時使用
報告書（経理様式14）」を次項に規定する使用状況報告書提出の
際に併せて提出してください。 

なお、継続使用者以外の者が一時使用する場合には一時使用予
定者との間で、破損した場合の修繕費、光熱水料等の一時使用に
要する経費の取扱いについてあらかじめ取決めを締結し、かつ、
一時使用は無償とし収益を得ないこととします。 

④ 継続使用期間満了後の手続きについて 
・継続使用期間満了後の取扱い（継続利用の再継続、譲渡、廃棄）

については、前述の（６）②「委託業務実施期間終了後の取得財
産の取扱いに関する手続きについて」に準じて、委託物品等報告
書（統一様式）（経理様式１２）を経理・契約担当課へ提出して
ください。 
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 （継続利用図） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（７）試作品の取扱い 

試作品とは、市販されている既存の機械・設備とは構造や性能等が異
なるもので、当該試作品自体に研究要素があるものを指します。（研究
計画に基づく製作過程における知見の取得を目的とする、試作自体の耐
久試験を目的とする等で完成後、廃棄予定とするもの。） 

委託費により取得した試作品を所有する研究機関又は構成員は、所在
及びその所有関係を明確にして、物品同様、善良なる管理者の注意をも
って管理してください。 

なお、委託費により取得した試作品については、研究成果を得るため
の手段として製作され、原則として事業が終了した時点でその目的が達
成されたと見なすことから、当該試作品については、委託業務実施期間

 （継続利用図） 
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内において、試験研究計画書や実施計画書に則った解体・撤去を行う場
合には、処分費用を委託費で支出することが可能です。解体・撤去をお
こなった場合は、試験研究委託費帳簿に「令和○年度実績報告書試作品
○○○解体・撤去費」等と実績報告書に記載した年度、品名が確認でき
るように記載をしてください。 

ただし、委託業務実施期間終了後も引き続き試作品を同種の研究目的
のために継続使用する場合には、解体・撤去などの処分費用は、当該時
点においてそれを所有する研究機関又は構成員の自己負担になります。 

委託業務実施期間中あるいは終了時に試作品が完成したとみなして、
研究機関又は構成員において試作品を資産計上していた、又は、資産計
上することとした場合は、資産計上した年度の実績報告書又は委託業務
実施期間終了時の実績報告書により、資産計上した旨を生研支援センタ
ーに報告してください。 

資産計上した試作品、または資産未計上の試作品は、継続使用（４－
（６）「委託業務実施期間終了後の備品等の取扱いについて」による手
続）の対象になるとともに、委託研究終了年度の「委託試験研究実績報
告書（経理様式２（４．取得した試作品等））」に記載する必要がありま
すのでご注意下さい。（資産としての財務や税務に関する不明点は、市
町村や税務署にご相談願います。） 

 
（８）物品の調達について 
  ① 研究機器等を調達する際には、購入、レンタル、オペレーティング

リース、ファイナンスリース等の手段がありますが、委託費の節減など
経済性の観点から最適な方法を選択してください。 
② 委託業務実施期間終了後も使用することが前提の場合は、ファイナ

ンスリースによる調達を検討してください(仮に、委託業務実施期間
中の総支払額について、他の調達方法の方が安価な場合はその方法と
する。)。 

③ 一方、委託業務実施期間中のみで使用することが前提の場合は、経
済性を考慮し、購入、レンタル、オペレーティングリース等から委託

内において、実施計画書に則った解体・撤去を行う場合には、処分費用
を委託費で支出することが可能です。解体・撤去をおこなった場合は、
試験研究委託費帳簿に「令和○年度実績報告書試作品○○○解体・撤去
費」等と実績報告書に記載した年度、品名が確認できるように記載をし
てください。 

ただし、委託業務実施期間終了後も引き続き試作品を同種の研究目的
のために継続使用する場合には、解体・撤去などの処分費用は、当該時
点においてそれを所有する研究機関又は構成員の自己負担になります。 

委託業務実施期間中あるいは終了時に試作品が完成したとみなして、
研究機関又は構成員において試作品を資産計上していた、又は、資産計
上することとした場合は、資産計上した年度の実績報告書又は委託業務
実施期間終了時の実績報告書により、資産計上した旨を生研支援センタ
ーに報告してください。 

資産計上した試作品、または資産未計上の試作品は、継続使用（４－
（６）「委託業務実施期間終了後の備品等の取扱いについて」による手
続）の対象になるとともに、委託研究終了年度の「委託試験研究実績報
告書（経理様式２（４．取得した試作品等））」に記載する必要がありま
すのでご注意下さい。（資産としての財務や税務に関する不明点は、市
町村や税務署にご相談願います。） 

 
（８）物品の調達について 
  ① 研究機器等を調達する際には、購入、レンタル、オペレーティング

リース、ファイナンスリース等の手段がありますが、委託費の節減など
経済性の観点から最適な方法を選択してください。 
② 委託業務実施期間終了後も使用することが前提の場合は、ファイナ

ンスリースによる調達を検討してください(仮に、委託業務実施期間
中の総支払額について、他の調達方法の方が安価な場合はその方法と
する。)。 

③ 一方、委託業務実施期間中のみで使用することが前提の場合は、経
済性を考慮し、購入、レンタル、オペレーティングリース等から委託
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業務実施期間中の総支払額が他の調達方法の価額を下回るものを選択
することが考えられます。 

なお、委託業務実施期間のみで使用する予定でも、例えば、高額な
物品で耐用年数も長期にわたるものなどは経済的合理性の観点から継
続使用について確認を行うことが必要です。 

④ ファイナンスリースについては一般的にリース期間終了後に所有権
がリース会社から契約相手に移転する仕組みになっています。ファイ
ナンスリースを利用する場合は、以下の点を遵守した形での対応をお
願いします。 
ア リース契約期間は、機器の法定耐用年数以上とすること（委託業

務実施期間を超える分は自己負担となります）。 
イ 毎月の支払額は委託業務実施期間中と委託研究終了後で差をつけ

ずにリース期間内で均等額とすること。 
ウ 税制上の「開発研究資産の減価償却の耐用年数」でリース期間を設

定している場合はリース契約期間の毎年度（委託研究終了後も含み
ます）、「開発研究資産の減価償却の耐用年数」を使用せず機器本来
の耐用年数でリース期間を設定している場合は、委託業務実施期間
内でリース契約をしている毎年度、当該リース物品の前年度３月末
までの「リース物品の利用状況報告書（経理様式１５）」を５月末
までに提出すること。 

エ リース物品の初月の納品日は原則、月の中旬までとすること（月末
納品で１ヶ月分のリース代を計上するようなことのないよう願いま
す。） 

⑤ 委託業務実施期間中における事情の変更や手続きの齟齬等により、
本来生研支援センターが負担すべき委託費相当額以上のリース料が計
上されていると判断された場合には、適正なリース料との差額につい
て返還していただくことになります。 

 
 
 

業務実施期間中の総支払額が他の調達方法の価額を下回るものを選択
することが考えられます。 

なお、委託業務実施期間のみで使用する予定でも、例えば、高額な
物品で耐用年数も長期にわたるものなどは経済的合理性の観点から継
続使用について確認を行うことが必要です。 

④ ファイナンスリースについては一般的にリース期間終了後に所有権
がリース会社から契約相手に移転する仕組みになっています。ファイ
ナンスリースを利用する場合は、以下の点を遵守した形での対応をお
願いします。 
ア リース契約期間は、機器の法定耐用年数以上とすること（委託業

務実施期間を超える分は自己負担となります）。 
イ 毎月の支払額は委託業務実施期間中と委託研究終了後で差をつけ

ずにリース期間内で均等額とすること。 
ウ 税制上の「開発研究資産の減価償却の耐用年数」でリース期間を設

定している場合はリース契約期間の毎年度（委託研究終了後も含み
ます）、「開発研究資産の減価償却の耐用年数」を使用せず機器本来
の耐用年数でリース期間を設定している場合は、委託業務実施期間
内でリース契約をしている毎年度、当該リース物品の前年度３月末
までの「リース物品の利用状況報告書（経理様式１５）」を５月末
までに提出すること。 

エ リース物品の初月の納品日は原則、月の中旬までとすること（月末
納品で１ヶ月分のリース代を計上するようなことのないよう願いま
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⑤ 委託業務実施期間中における事情の変更や手続きの齟齬等により、
本来生研支援センターが負担すべき委託費相当額以上のリース料が計
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※ 適正なファイナンスリースと認められないファイナンスリースの例 

（委託研究期間３年、機器の法定耐用年数７年、開発研究資産の減価償却の
耐用年数４年の場合） 
 

Ⅰ．適切なファイナンスリース 
① 法定耐用年数で契約、毎月均等払い（原則） 

（委託業務実施期間終了まで、リース物品の利用状況報告書（経理様
式１５）を毎年度提出すること。） 

② 開発研究資産の減価償却の耐用年数で契約、毎月均等払い 
（ただし、開発研究資産であることが明らかである場合に限る。ま
た、リース終了まで、リース物品の利用状況報告書（経理様式１５）
を毎年度提出すること。） 

 

※ 適正なファイナンスリースと認められないファイナンスリースの例 

（委託研究期間３年、機器の法定耐用年数７年、開発研究資産の減価償却の
耐用年数４年の場合） 
 

Ⅰ．適切なファイナンスリース 
① 法定耐用年数で契約、毎月均等払い（原則） 

（委託業務実施期間終了まで、リース物品の利用状況報告書（経理様
式１５）を毎年度提出すること。） 

② 開発研究資産の減価償却の耐用年数で契約、毎月均等払い 
（ただし、開発研究資産であることが明らかである場合に限る。ま
た、リース終了まで、リース物品の利用状況報告書（経理様式１５）
を毎年度提出すること。） 

 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

委託研究の用途のみに使用

リース期間

委託費

耐用年数（研究資産）

自己負担

専ら研究の用途のみに使用

７年目

委託研究の用途のみに使用 特に用途の制限無し

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目
リース期間（法定耐用年数）

委託費 自己負担

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

委託研究の用途のみに使用

リース期間

委託費

耐用年数（研究資産）

自己負担

専ら研究の用途のみに使用

７年目

委託研究の用途のみに使用 特に用途の制限無し

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目
リース期間（法定耐用年数）

委託費 自己負担
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Ⅱ．認めらないファイナンスリース 
① 委託研究期間中にリースの支払期間を圧縮して契約 

 
 
 
 
 

② 委託期間中と終了後の支払額に差を付けて契約 

 

Ⅱ．認めらないファイナンスリース 
① 委託研究期間中にリースの支払期間を圧縮して契約 

 
 
 
 
 

② 委託期間中と終了後の支払額に差を付けて契約 

 

７年目１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

委託費

返還となります。

リース期間

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

委託費
返還となります。

リース期間 自己負担

７年目１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

委託費

返還となります。

リース期間

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

委託費
返還となります。

リース期間 自己負担
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③ 研究開発資産の減価償却の耐用年数で契約し、委託研究終了後に研究
以外に使用 

 
（９）複数の研究費制度による共用設備の購入（合算使用） 

（※本取扱いは令和２年度４月以降、新たに公募するものから適用とな
ります。） 
① 概要 

競争的研究費の各制度で実施する研究目的の達成と、更なる研究資
金の効果的・効率的な活用の観点から、購入した設備の所有権が研究
機関又は構成員に帰属することを前提に、研究機関（研究者）又は構
成員（研究者）が、複数制度の研究費で、共同して利用する設備（以
下、「共用設備」という。）を購入する場合、当該事業以外の委託事業
及び使途に制限を受けない経費（運営費交付金や寄付金等）との複数
種の経費による合算使用を可能とします。また、同一の研究者が複数
制度の研究費を合算し設備を購入することも可能とします。共用設備
とは、研究用装置、研究用機材を想定しており、図書や書籍、消耗品
については対象外です。 

なお、合算による共用設備の購入が可能な研究機関種別について
は、大学等（国立大学法人、大学利用機関法人、公立大学、私立大
学、高等専門学校）、国立研究開発法人、地方公共団体及び公益法人
を対象とします。ただし、公益法人等の公的性格を有する機関であっ

③ 研究開発資産の減価償却の耐用年数で契約し、委託研究終了後に研究
以外に使用 

 
（９）複数の研究費制度による共用設備の購入（合算使用） 

（※本取扱いは令和２年度４月以降、新たに公募するものから適用とな
ります。） 
① 概要 

競争的研究費の各制度で実施する研究目的の達成と、更なる研究資
金の効果的・効率的な活用の観点から、購入した設備の所有権が研究
機関又は構成員に帰属することを前提に、研究機関（研究者）又は構
成員（研究者）が、複数制度の研究費で、共同して利用する設備（以
下、「共用設備」という。）を購入する場合、当該事業以外の委託事業
及び使途に制限を受けない経費（運営費交付金や寄付金等）との複数
種の経費による合算使用を可能とします。また、同一の研究者が複数
制度の研究費を合算し設備を購入することも可能とします。共用設備
とは、研究用装置、研究用機材を想定しており、図書や書籍、消耗品
については対象外です。 

なお、合算による共用設備の購入が可能な研究機関種別について
は、大学等（国立大学法人、大学利用機関法人、公立大学、私立大
学、高等専門学校）、国立研究開発法人、地方公共団体及び公益法人
を対象とします。ただし、公益法人等の公的性格を有する機関であっ

研究以外の用途に使用

７年目１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

リース期間

委託費

法定耐用年数

自己負担

返還となります。研究以外の用途に使用

７年目１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

リース期間

委託費

法定耐用年数

自己負担

返還となります。
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て、生研支援センターが認める研究機関を対象とすることも可能とし
ます。 

② 事前連絡 
複数制度の研究費の合算による共用設備の購入を行う場合、合算に

よる購入について生研支援センターが研究遂行面での妥当性を確認す
る必要があるため、合算による調達手続きを行う前に、事業担当課あ
てに「合算使用届出書（経理様式２１）」を提出してください。 

 
③ 購入費用の負担割合 

複数制度の研究費の合算による共用設備の購入を行う場合の各研究
課題、研究プロジェクトの負担割合は、合理的な考え方、具体的には
「当該設備の使用割合（見込）による按分」、「研究課題数による等
分」、「委託事業実施期間による等分」等により各構成員において決定
してください。生研支援センターへの当該共用設備の使用実績の報告
は不要としますが、負担割合の考え方が分かる書類等は、研究機関又
は構成員において適切に管理及び保管し、生研支援センターの求めに
応じ、実績報告時や検査時等に提出することとします。 

なお、下記は、按分方法の例を示したものであり、研究の実情に則
して、構成員が合理的と考える按分方法を適用することとします。 

ア 各研究課題、研究プロジェクトについて共用設備の使用割合
（見込）により区分できる場合には、各々の負担額の割合を「使
用割合（見込）による按分」により算出 

イ 各研究課題、研究プロジェクトにおいて、「共用設備を使用す
る権利」を購入するとの考えに基づき、各々の負担額の割合を
「各研究課題、研究プロジェクト数による等分」により算出 

ウ 各研究課題、研究プロジェクトにおいて、「共用設備の使用す
る権利」を購入するとの考えに基づき、各々の負担額の割合を
「各研究課題、研究プロジェクトの委託事業実施期間（見込）に
よる等分」により算出 

④ 合算して購入した共用設備の耐用年数 

て、生研支援センターが認める研究機関を対象とすることも可能とし
ます。 

② 事前連絡 
複数制度の研究費の合算による共用設備の購入を行う場合、合算に

よる購入について生研支援センターが研究遂行面での妥当性を確認す
る必要があるため、合算による調達手続きを行う前に、事業担当課あ
てに「合算使用届出書（経理様式２１）」を提出してください。 

 
③ 購入費用の負担割合 

複数制度の研究費の合算による共用設備の購入を行う場合の各研究
課題、研究プロジェクトの負担割合は、合理的な考え方、具体的には
「当該設備の使用割合（見込）による按分」、「研究課題数による等
分」、「委託事業実施期間による等分」等により各構成員において決定
してください。生研支援センターへの当該共用設備の使用実績の報告
は不要としますが、負担割合の考え方が分かる書類等は、研究機関又
は構成員において適切に管理及び保管し、生研支援センターの求めに
応じ、実績報告時や検査時等に提出することとします。 

なお、下記は、按分方法の例を示したものであり、研究の実情に則
して、構成員が合理的と考える按分方法を適用することとします。 

ア 各研究課題、研究プロジェクトについて共用設備の使用割合
（見込）により区分できる場合には、各々の負担額の割合を「使
用割合（見込）による按分」により算出 

イ 各研究課題、研究プロジェクトにおいて、「共用設備を使用す
る権利」を購入するとの考えに基づき、各々の負担額の割合を
「各研究課題、研究プロジェクト数による等分」により算出 

ウ 各研究課題、研究プロジェクトにおいて、「共用設備の使用す
る権利」を購入するとの考えに基づき、各々の負担額の割合を
「各研究課題、研究プロジェクトの委託事業実施期間（見込）に
よる等分」により算出 

④ 合算して購入した共用設備の耐用年数 
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合算して購入した共用設備の耐用年数は、各研究費制度が定める耐
用年数のうち、最も長い年数を適用し、構成員の属する研究機関にお
いて適切に取り扱うこととします。 

⑤ 共用設備の所有権 
合算購入した共用設備の所有権については、購入後直ちに研究機関
又は構成員に帰属します。（合算購入した各年度の実績報告書によ
る報告を忘れずに行ってください。） 

⑥ 研究者が異動する場合の共用設備の取扱い 
異動先構成員に合算して購入した共用設備を移す場合は、購入する

ための負担額を支出した全ての研究者が当該設備を移すことについて
同意する必要があります。なお、退職等により、明らかに当該設備の
使用見込みがなくなった研究者の同意を必要とするか否かは、購入す
るための負担額を支出した全ての研究者の間で、予め取り決めておい
て下さい。 

⑦ 委託事業実施期間終了後における購入した共用設備の管理 
委託事業実施期間終了後における合算して購入した共用設備の管理

については、共用設備の耐用年数が経過するまでは善良なる管理者の
注意をもって管理してください。 

（１０）複数年度契約における年度を跨がる物品の購入 
① 複数年度契約において、次年度に使用する物品をあらかじめ発注す

ることについて、真にやむを得ない理由がある場合は、当該年度の前
年度に発注行為を行うことは差し支えありません。 

② 次年度に使用する物品を購入し経費に計上することは原則として認
められません。相当の事由があり購入する場合には、次年度の契約締
結後では、委託業務そのものに支障を来すなど、委託業務との直接的
な関連性を理由書等により明確にしてください。 
（認められる例） 

・４月からの田植えに向け、３月に播種し、育苗する必要がある場
合の、種子、種苗、あるいは、必要に応じて散布する農薬、肥料
等であって、４月の契約・納品までに必要となる最低限の数量 

合算して購入した共用設備の耐用年数は、各研究費制度が定める耐
用年数のうち、最も長い年数を適用し、構成員の属する研究機関にお
いて適切に取り扱うこととします。 

⑤ 共用設備の所有権 
合算購入した共用設備の所有権については、購入後直ちに研究機関
又は構成員に帰属します。（合算購入した各年度の実績報告書によ
る報告を忘れずに行ってください。） 

⑥ 研究者が異動する場合の共用設備の取扱い 
異動先構成員に合算して購入した共用設備を移す場合は、購入する

ための負担額を支出した全ての研究者が当該設備を移すことについて
同意する必要があります。なお、退職等により、明らかに当該設備の
使用見込みがなくなった研究者の同意を必要とするか否かは、購入す
るための負担額を支出した全ての研究者の間で、予め取り決めておい
て下さい。 

⑦ 委託事業実施期間終了後における購入した共用設備の管理 
委託事業実施期間終了後における合算して購入した共用設備の管理

については、共用設備の耐用年数が経過するまでは善良なる管理者の
注意をもって管理してください。 

（１０）複数年度契約における年度を跨がる物品の購入 
① 複数年度契約において、次年度に使用する物品をあらかじめ発注す

ることについて、真にやむを得ない理由がある場合は、当該年度の前
年度に発注行為を行うことは差し支えありません。 

② 次年度に使用する物品を購入し経費に計上することは原則として認
められません。相当の事由があり購入する場合には、次年度の契約締
結後では、委託業務そのものに支障を来すなど、委託業務との直接的
な関連性を理由書等により明確にしてください。 
（認められる例） 

・４月からの田植えに向け、３月に播種し、育苗する必要がある場
合の、種子、種苗、あるいは、必要に応じて散布する農薬、肥料
等であって、４月の契約・納品までに必要となる最低限の数量 
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・供試牛を飼養しており、毎日の給餌に必要な飼料等であって、４
月の契約・納品までに必要となる最低限の数量 

③ 物品を発注した年度に納入･検収ができなくなった場合は、翌年度
に支出計上することになり、計画及び契約の変更が必要となりますの
でご注意ください。 

④ ソフトウェアライセンス料や保険料等において、委託業務実施期間
の範囲内において複数年度契約を行うことは可能です。（研究機関等
の責任において、契約期間を超える複数年度契約を行うことも妨げま
せん。） 

複数年度分の費用を一括して前納した場合でも、直接経費として計
上できるのは、当該委託事業年度の既経過期間部分のみとなります。
翌事業年度以降は、委託研究契約が継続される場合に限り、既経過期
間部分の費用を計上（前払い費用の振替処理）することが可能です。
なお、研究期間終了以降の計上は認められません。 

 

（１１）年度を跨ぐ費用の計上について 
  ・発生主義の原則から、本来その役務の提供が完了した時点で費用計上

・供試牛を飼養しており、毎日の給餌に必要な飼料等であって、４
月の契約・納品までに必要となる最低限の数量 

③ 物品を発注した年度に納入･検収ができなくなった場合は、翌年度
に支出計上することになり、計画及び契約の変更が必要となりますの
でご注意ください。 

④ ソフトウェアライセンス料や保険料等において、委託業務実施期間
の範囲内において複数年度契約を行うことは可能です。（研究機関等
の責任において、契約期間を超える複数年度契約を行うことも妨げま
せん。） 

複数年度分の費用を一括して前納した場合でも、直接経費として計
上できるのは、当該委託事業年度の既経過期間部分のみとなります。
翌事業年度以降は、委託研究契約が継続される場合に限り、既経過期
間部分の費用を計上（前払い費用の振替処理）することが可能です。
なお、研究期間終了以降の計上は認められません。 

 

（１１）年度を跨ぐ費用の計上について 
  ・発生主義の原則から、本来その役務の提供が完了した時点で費用計上

ｎ年目 n+1年目 n+2年目 委託契約期間外

契約             ライセンス契約  契約期間3年間

構成員契約 　　３年間分前払

委託費計上   n年度分計上
　(前払費用振替)

 n+1年度分計上
　(前払費用振替)

 n+2年度分計上
　(前払費用振替) 自己負担

委託事業期間

ｎ年目 n+1年目 n+2年目 委託契約期間外

契約             ライセンス契約  契約期間3年間

構成員契約 　　３年間分前払

委託費計上   n年度分計上
　(前払費用振替)

 n+1年度分計上
　(前払費用振替)

 n+2年度分計上
　(前払費用振替) 自己負担

委託事業期間
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日とする。[下記①] 
  ・年度を跨ぐ出張においては、支出時をもって費用計上日とする。[下

記②] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

日とする。[下記①] 
  ・年度を跨ぐ出張においては、支出時をもって費用計上日とする。[下

記②] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 年度を跨ぐ学会参加費用の年度区分
・3月31日～4月2日の学会参加費

→ 4月に役務の提供が完了したと考えて、4月の費用として処理。
・学会自体は３月中で、４月に請求が出てきた場合

→ 3月中に役務の提供を完了しているので、3月の費用として処理。

② R03.3.30(令和2年度) ～ R03.04.05(令和3年度)出張旅費の場合

支 払 日
役務提供
完 了 日

予算年度区分

3月

精算払 4月

3月 4月
旧年度

(R2年度)

旧年度
(R2年度)

新年度
(R3年度)

概算払
[前渡金]

年度を跨ぐ費用の計上について

4月

3月

4月

① 年度を跨ぐ学会参加費用の年度区分
・3月31日～4月2日の学会参加費

→ 4月に役務の提供が完了したと考えて、4月の費用として処理。
・学会自体は３月中で、４月に請求が出てきた場合

→ 3月中に役務の提供を完了しているので、3月の費用として処理。

② R03.3.30(令和2年度) ～ R03.04.05(令和3年度)出張旅費の場合

支 払 日
役務提供
完 了 日

予算年度区分

3月

精算払 4月

3月 4月
旧年度

(R2年度)

旧年度
(R2年度)

新年度
(R3年度)

概算払
[前渡金]

年度を跨ぐ費用の計上について

4月

3月

4月
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５．契約書別紙「委託試験研究実施計画」の変更 
委託契約締結後、試験研究計画の変更に伴い、研究機関又は構成員が別

紙「委託試験研究実施計画書（経理様式１）」に記載された事項を変更す
るには、以下の手続きが必要となります。 

（１）各項目の変更申請方法 
① 試験研究内容の変更 

試験研究内容の変更を行う場合は、「委託試験研究実施計画変更承
認申請書（経理様式３）」を事業担当課に提出してください。 

② 収支予算の変更 
 収支予算の支出の部に掲げる費目間における流用については、以下
の、ア、イに当てはまらない限り申請の必要はありません。 

なお、研究機関又は構成員間の予算の流用については、後述の「③
研究機関又は構成員の試験研究計画の変更」をご確認ください。 

収支予算を変更する場合には、「委託試験研究実施計画変更承認申
請書（経理様式３）」により事業担当課へ申請してください。 
ア 契約総額（委託費の限度額）の変更 
イ 当該委託業務事業年度の各研究機関(各構成員)単位の直接経費総

額の５０％を超える費目間の流用 
※他の費目区分から間接経費への流用はできません。 
※戦略的イノベーション創造プログラムについては、間接経費から
他の費目区分への流用もできません。間接経費から他の費目区分へ
の移し替え（異なる費目区分間での金額の移動）は、予算額の変更
を「委託試験研究実施計画変更承認申請書（経理様式３）」によっ
て事業担当課へ申請し、認められた場合のみ可能です。（戦略的イ
ノベーション創造プログラム以外の事業については、令和７年度見
直し予定。） 
 

③ 研究機関又は構成員の試験研究計画の変更 
研究機関又は構成員の試験研究計画の記載内容を変更しようとする

場合（構成員の変更（追加又は脱退）及び各構成員の委託費の限度額

５．契約書別紙「委託試験研究実施計画」の変更 
委託契約締結後、試験研究計画の変更に伴い、研究機関又は構成員が別

紙「委託試験研究実施計画書（経理様式１）」に記載された事項を変更す
るには、以下の手続きが必要となります。 

（１）各項目の変更申請方法 
① 試験研究内容の変更 

試験研究内容の変更を行う場合は、「委託試験研究実施計画変更承
認申請書（経理様式３）」を事業担当課に提出してください。 

② 収支予算の変更 
収支予算の支出の部に掲げる費目間における流用については、以下

の、ア、イ、ウに当てはまらない限り申請の必要はありません。 
なお、研究機関又は構成員間の予算の流用については、後述の「③

研究機関又は構成員の試験研究計画の変更」をご確認ください。 
収支予算を変更する場合には、「委託試験研究実施計画変更承認申

請書（経理様式３）」により事業担当課へ申請してください。 
ア 契約総額の変更 
イ 当該委託業務事業年度の各研究機関(各構成員)単位の直接経費総

額の５０％を超える費目間の流用 
※他の費目区分から間接経費への流用はできません。 
※間接経費から他の費目区分への流用は申請不要です。 

 
 
 
 
 
 
 
③ 研究機関又は構成員の試験研究計画の変更 

研究機関又は構成員の試験研究計画の記載内容を変更しようとする
場合（構成員の変更（追加又は脱退）及び各構成員の委託費の限度額
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の変更等)は、「委託試験研究実施計画書変更承認申請書（経理様式
３）」にて事業担当課へ申請してください。 

（２）変更申請に対する承認 
生研支援センターは、研究機関又は代表機関等から提出された「委託

試験研究実施計画変更申請書（経理様式３）」に基づき、内容の審査を
行い、実施計画書を変更するやむを得ない事情があると認めた時は、実
施計画書の変更を承認し、研究機関又は代表機関等に通知します。 

（３）変更届等の提出 
  以下の変更を行う場合には、「委託試験研究実施計画書・試験研究計画

書の変更届（経理様式１０）」を事業担当課へ提出してください。 
① 研究代表者の所属及び氏名の変更 

研究代表者の所属及び氏名（研究代表者等が同一研究機関内の他の
内部研究所等の部署に異動し、引き続き研究代表者等となる場合も含
みます。）の変更を行う場合。 

② 構成員の名称（社名等）または住所の変更 
    研究機関又は構成員の名称・住所が変更される場合。（新名称や、

名称変更日等が記載された案内文書等も併せて提出してくださ
い。） 

  ③ マッチングファンド方式を適用している構成員の自己資金額の変更 
「委託試験研究実施計画書（経理様式１）」に記載された自己資金
額について、以下の、ア、イの変更を行う場合。 
ア 自己資金総額の変更 
イ 当該委託業務事業年度の各研究機関(各構成員)単位の直接経費

総額の５０％を超える費目間の流用 
（４） 物品購入計画の変更 

研究機関又は構成員は、当初の物品購入計画を変更（当初計画にな
い物品を購入する、又は計画していた物品の購入を取りやめる等）す
る必要が生じた場合、「備品購入（計画変更）理由書（経理様式
９）」を事前に事業担当課へ提出してください。 

以下の場合には、事前に理由書を提出する必要はありませんが、生

の変更等)は、「委託試験研究実施計画書変更承認申請書（経理様式
３）」にて事業担当課へ申請してください。 

（２）変更申請に対する承認 
生研支援センターは、研究機関又は代表機関等から提出された「委託

試験研究実施計画変更申請書（経理様式３）」に基づき、内容の審査を
行い、実施計画書を変更するやむを得ない事情があると認めた時は、実
施計画書の変更を承認し、研究機関又は代表機関等に通知します。 

（３）変更届等の提出 
以下の変更を行う場合には、「委託試験研究実施計画書・試験研究計画

書の変更届（経理様式１０）」を事業担当課へ提出してください。 
① 研究代表者の所属及び氏名の変更 

研究代表者の所属及び氏名（研究代表者等が同一研究機関内の他の
内部研究所等の部署に異動し、引き続き研究代表者等となる場合も含
みます。）の変更を行う場合。 

② 構成員の名称（社名等）または住所の変更 
    研究機関又は構成員の名称・住所が変更される場合。（新名称や、

名称変更日等が記載された案内文書等も併せて提出してくださ
い。） 

  ③ マッチングファンド方式を適用している構成員の自己資金額の変更 
「委託試験研究実施計画書（経理様式１）」に記載された自己資金
額について、以下の、ア、イの変更を行う場合。 
ア 自己資金総額の変更 
イ 当該委託業務事業年度の各研究機関(各構成員)単位の直接経費

総額の５０％を超える費目間の流用 
（４）物品購入計画の変更 

研究機関又は構成員は、当初の物品購入計画を変更（当初計画にな
い物品を購入する、又は計画していた物品の購入を取りやめる等）す
る必要が生じた場合、「備品購入（計画変更）理由書（経理様式
９）」を事前に事業担当課へ提出してください。 

以下の場合には、事前に理由書を提出する必要はありませんが、生
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研支援センターあるいは代表機関等からの問い合わせの際に、必要に
応じて提出していただく場合があります。 
・単なる機種変更、購入定機種の製造中止等により後継機種を購入し

た場合 
・競争の結果、安価になったなどにより、物品購入計画に記載する物

品の条件を満たさない場合 
６．試験研究計画書の変更 

研究機関又は代表機関等は、試験研究計画書の記載事項について変更が
必要となった場合は、「委託試験研究実施計画書・試験研究計画書の変更
届（経理様式 10）」を事業担当課へ提出してください。 

７．試験研究計画の中止等 
研究機関又は代表機関等は、やむを得ない事情により、本試験研究計画

の遂行が困難となった場合には、「委託試験研究中止（廃止）申請書（事
業様式２）」を提出し、生研支援センターの承認を得るとともに、実績報
告書等による精算の手続き及び取得した物品等に係る手続きを行ってくだ
さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研支援センターあるいは代表機関等からの問い合わせの際に、必要に
応じて提出していただく場合があります。 
・単なる機種変更、予定機種が製造中止等により後継機種を購入した

場合 
・競争の結果、安価になったなどにより、物品購入計画に記載する物

品の条件を満たさない場合 
 
 
 
 
６．試験研究計画の中止等 

コンソーシアムは、やむを得ない事情により、本試験研究計画の遂行が
困難となった場合には、「委託試験研究中止（廃止）申請書（事業様式
２）」を提出し、生研支援センターの承認を得るとともに、実績報告書等
による精算の手続き及び取得した物品等に係る手続きを行ってください。 
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○提出先：各事業担当課　　○提出時期：事前

提出様式 提出後の処理 備考

１．試験研究内容

　　　　委託試験研究計画名
　　　　目的及び概要
　　　　開始及び完了の時期
　　　　主な実施場所 経理様式３ 承認通知

　　　　研究代表者の所属氏名 経理様式１０
同一研究機関内の他の内部研究所等の部署に
異動し引き続き研究代表者等となる場合を含
む

２．収支予算等

　　収支予算（委託費）
　　　　契約金額総額(委託費の限度額)の変更 経理様式３ 変更契約締結 事業担当課との協議
　　　　【間接経費】→【直接経費】の流用
　　　　（戦略的イノベーション創造プログラムを除く）

（不要） ※間接経費率の変動に注意

　　　　直接経費総額：５０％以内の費目間流用 （不要） 各研究機関（各構成員）単位の経費で判断
　　　　直接経費総額：上記を超える費目間流用 経理様式３ 承認通知 各研究機関（各構成員）単位の経費で判断
　　収支予算（自己資金）＊マッチングファンド方式を適用している構成員
　　　　契約金額総額(自己資金総額)の変更
　　　　直接経費総額：５０％を超える費目間流用
　物品購入計画 経理様式９
　　構成員の試験研究計画
　　　　試験研究名
　　　　構成員（追加または脱退）
　　　　試験研究内容
　　　　委託費限度額 構成員間における変更を含む

　　　　構成員の名称又は住所変更 経理様式１０
新社名、社名変更日等が記載された案内文書
等を提出

　　　＊消費税率変更に伴う契約金額が変更となる場合は、変更契約書の作成を省略

○提出先：各事業担当課　　○提出時期：事前

提出様式 提出後の処理 備考

１．試験研究内容
試験研究計画書の記載事項 経理様式１０ 無し

提出様式 提出後の処理 備考

中止 　　本試験研究計画の遂行が困難となった場合 事業様式２ 変更契約締結 事業担当課との協議

提出様式一覧
　１．委託試験研究実施計画変更承認申請書 経理様式３
　２．委託試験研究実施計画書・試験研究計画書の変更届 経理様式１０
　３．備品購入（計画変更）理由書 経理様式９
　４．委託試験研究中止（廃止）申請書 事業様式２

変更箇所

試験研究計
画書

変更箇所

変更箇所

「委託試験
研究実施計
画書」の変
更

経理様式３ 変更契約締結 事業担当課との協議

経理様式１０

経理様式３ 承認通知
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８．収入が生じた場合の報告 
研究機関又は構成員は、委託期間中の各年度に委託業務の実施に伴い収

入が生じた場合には、収入状況を記載した「収入状況報告書（経理様式１
９）」を、当該委託業務事業年度末の翌日から起算して９０日以内に生研
支援センターに提出するとともに、相当の収入を生じたと認められるとき
は収入の一部を生研支援センターが発行する請求書により納付期限までに
納付してください。なお、納付額については、次に掲げる計算式により算
出します。 

 計算式  
納付額＝収入額×委託費利用割合 
（計算式中の用語の意義） 

収入額：当該年度の委託業務の実施に伴って得られた金額のうち、当
初の委託費の算定に織り込んでいなかったものの合計 

委託費利用割合：当該収入を得るために要した経費に占める委託費の
割合 

（※）納付額は、当該年度の委託費の確定額の範囲とします。 
 
９．委託業務の検査・調査等 
（１）－１ 確定時の検査 

研究機関又は代表機関等から提出された実績報告書及び証拠書類によ
る書面での検査により、委託費が実施計画書に沿って適切に履行された
かどうか検査を行います。 
① コンソーシアムにおける検査の流れ 

ア 研究機関又は構成員 
・ 研究機関又は構成員の事務担当者は、「委託業務に係るチェッ

クリスト(研究機関又は構成員：代表機関含む)（参考２）」によ
り、各項目について確認し、その結果に基づき検査してくださ
い。（疑義等が生じた場合は、研究者等関係者に確認し、必要に
応じて実績報告書に計上する精算額等を修正してください。） 

なお、コンソーシアム方式の場合は、代表機関等においても、
当該チェックリストによる同様の検査を行ってください。 

７．収入が生じた場合の報告 
研究機関又は構成員は、委託期間中の各年度に委託業務の実施に伴い収

入が生じた場合には、収入状況を記載した「収入状況報告書（経理様式１
９）」を、当該委託業務事業年度末の翌日から起算して９０日以内に生研
支援センターに提出するとともに、相当の収入を生じたと認められるとき
は収入の一部を生研支援センターが発行する請求書により納付期限までに
納付してください。なお、納付額については、次に掲げる計算式により算
出します。 

 計算式  
納付額＝収入額×委託費利用割合 
（計算式中の用語の意義） 

収入額：当該年度の委託業務の実施に伴って得られた金額のうち、当
初の委託費の算定に織り込んでいなかったものの合計 

委託費利用割合：当該収入を得るために要した経費に占める委託費の
割合 

（※）納付額は、当該年度の委託費の確定額の範囲とします。 
 
８．委託業務の検査・調査等 
（１）－１ 確定時の検査 

研究機関又は代表機関等から提出された実績報告書及び証拠書類によ
る書面での検査により、委託費が実施計画書に沿って適切に履行された
かどうか検査を行います。 
① コンソーシアムにおける検査の流れ 

ア 研究機関又は構成員 
・ 研究機関又は構成員の事務担当者は、「委託業務に係るチェッ

クリスト(研究機関又は構成員：代表機関含む)（参考２）」によ
り、各項目について確認し、その結果に基づき検査してくださ
い。（疑義等が生じた場合は、研究者等関係者に確認し、必要に
応じて実績報告書に計上する精算額等を修正してください。） 

なお、コンソーシアム方式の場合は、代表機関等においても、
当該チェックリストによる同様の検査を行ってください。 
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・ 実績報告書に当該チェックリストを添付し、所属機関等の決裁
を受けてください。（事務担当者等以外による確認） 

・ 実績報告書、当該チェックリスト、帳簿（写）、作業（業務）
日誌（写）、出張復命書等（写）、コンソーシアム方式の場合は、
その他代表機関等が指示する証拠書類を代表機関等が示す期日ま
でに代表機関等に提出してください。 

イ 代表機関等 
・ 代表機関等の事務担当者は、「委託業務に係るチェックリスト

(代表機関用)（参考１）」により、各構成員から提出された書類
を検査してください。（疑義等が生じた場合は、当該内容を確認
し、必要に応じて修正を依頼してください。） 

・ 代表機関等は、コンソーシアム全体としての実績報告書を作成
し、チェックリスト及び各構成員分の実績報告書等を添付し、所
属機関内で決裁を行ってください。（事務担当者以外による確
認） 

・ 決裁された書類データ一式を経理・契約担当課に提出してくだ
さい。 

② 実績報告書の提出期限について 
実績報告書は、事業年度の終了日（3 月31 日）又は 委託期間の終

了日までのいずれか早い日までに提出してください。 
委託費の全部又は一部を概算払で支払を受けている場合で、当該委

託業務事業年度の終了日又は委託期間の終了日までのいずれか早い日
までに「委託業務完了届（経理様式１６）」を経理・契約担当課に提
出することで、上記実績報告書の提出期限を事業年度の終了後（3 月
31 日）又は 委託期間の終了後、６１日以内まで可能とします。 

この場合、毎委託業務事業年度末において委託契約額の１％を超え
る執行未済額が見込まれる場合は、生研支援センターが指定する日ま
でに「返還連絡書（経理様式１７）」を経理・契約担当課に提出して
ください。別途生研支援センターが発行する請求書に基づき、指定す
る期日までに返還してください。なお、精算払はできませんので、既
に概算払を受けている額が委託費の額の上限となります。また執行未
済額が１％未満であっても執行未済となることが明らかな場合には同

・ 実績報告書に当該チェックリストを添付し、所属機関等の決裁
を受けてください。（事務担当者等以外による確認） 

・ 実績報告書、当該チェックリスト、帳簿（写）、作業（業務）
日誌（写）、出張復命書等（写）、コンソーシアム方式の場合は、
その他代表機関等が指示する証拠書類を代表機関等が示す期日ま
でに代表機関等に提出してください。 

イ 代表機関等 
・ 代表機関等の事務担当者は、「委託業務に係るチェックリスト

(代表機関用)（参考１）」により、各構成員から提出された書類
を検査してください。（疑義等が生じた場合は、当該内容を確認
し、必要に応じて修正を依頼してください。） 

・ 代表機関等は、コンソーシアム全体としての実績報告書を作成
し、チェックリスト及び各構成員分の実績報告書等を添付し、所
属機関内で決裁を行ってください。（事務担当者以外による確
認） 

・ 決裁された書類データ一式を経理・契約担当課に提出してくだ
さい。 

② 実績報告書の提出期限について 
実績報告書は、事業年度の終了日（3 月31 日）又は 委託期間の終

了日までのいずれか早い日までに提出してください。 
委託費の全部又は一部を概算払で支払を受けている場合で、当該委

託業務事業年度の終了日又は委託期間の終了日までのいずれか早い日
までに「委託業務完了届（経理様式１６）」を経理・契約担当課に提
出することで、上記実績報告書の提出期限を事業年度の終了後（3 月
31 日）又は 委託期間の終了後、６１日以内まで可能とします。 

この場合、毎委託業務事業年度末において委託契約額の１％を超え
る執行未済額が見込まれる場合は、生研支援センターが指定する日ま
でに「返還連絡書（経理様式１７）」を経理・契約担当課に提出して
ください。別途生研支援センターが発行する請求書に基づき、指定す
る期日までに返還してください。なお、精算払はできませんので、既
に概算払を受けている額が委託費の額の上限となります。また執行未
済額が１％未満であっても執行未済となることが明らかな場合には同
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様に「返還連絡書（経理様式１７）」を提出してください。 
③ 各種書類の提出方法について 

令和３年度以降の実績報告書及び付随する証拠書類の提出は、原則
として以下によるものと致します。 

１．AFFRIT 共有フォルダへの格納による電子媒体での提出及び紙
媒体による郵送。 

２．メール添付による提出（１．による提出が不可の場合） 
④ 提出書類データ 

◆コンソーシアム契約の場合 
・実績報告書 （コンソ全
体分：代表機関等作成） 
・チェックリスト （コンソ全
体分：代表機関等作成） 
・研究項目別の分担 （コンソ全
体分：代表機関等作成） 
・実績報告書 （各機関
分：代表機関等・各構成員作成） 
・チェックリスト （各機関
分：代表機関等・各構成員作成） 
・帳簿 （各機関
分：代表機関等・各構成員作成） 
・その他 生研支援センターが別途指示する証拠書類 
 （各機関
分：代表機関等・各構成員作成） 

◆単独機関契約の場合 
・実績報告書 
・チェックリスト 
・研究項目別の分担 
・帳簿 
 

様に「返還連絡書（経理様式１７）」を提出してください。 
③ 各種書類の提出方法について 

令和３年度以降の実績報告書及び付随する証拠書類の提出は、原則
として以下によるものと致します。 

１．AFFRIT 共有フォルダへの格納による電子媒体での提出及び紙
媒体による郵送。 

２．メール添付による提出（１．による提出が不可の場合） 
④ 提出書類データ 

◆コンソーシアム契約の場合 
・実績報告書 （コンソ全
体分：代表機関等作成） 
・チェックリスト （コンソ全
体分：代表機関等作成） 
・研究項目別の分担 （コンソ全
体分：代表機関等作成） 
・実績報告書 （各機関
分：代表機関等・各構成員作成） 
・チェックリスト （各機関
分：代表機関等・各構成員作成） 
・帳簿 （各機関
分：代表機関等・各構成員作成） 
・その他 生研支援センターが別途指示する証拠書類 
 （各機関
分：代表機関等・各構成員作成） 

◆単独機関契約の場合 
・実績報告書 
・チェックリスト 
・研究項目別の分担 
・帳簿 
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 ⑤ 提出データ構成例 
（提出データの構成例／適宜フォルダ名・ファイル名に数字等を記

載し、体系別順に 
表示できるようにデータ格納してください。 

以下記載の付随する証拠書類は例とします。提出を要する証拠
書類は別途指示。） 

 ① 研究コンソーシアム全体分：代表機関等作成 
  ┃┣ □ 実績報告書(コンソ全体)及び集計表 

┃┣ □ チェックリスト（代表機関用） 
┃┗ □ 研究項目別の分担 
┗┳ ② 研究コンソーシアム構成員分(構成員としての代表機関等を含

む) 
   ┣ □ 実績報告書※１ ※２ 及び集計表 

┣ □ チェックリスト（構成員用） 
┣ □ 試験研究委託費帳簿 
┣ □ 人件費等単価算出根拠資料等（賃金台帳等） 
┃   □ 人件費等内訳書 
┃   □ 作業（業務）日誌（人件費内訳書の順番に綴じる） 
┃   □ 雇用契約書、労働条件通知書、辞令等[写] 
┃   □ 人件費時間単価計算書  
┃   □ 給与規程、就業規則等 
┃   □ エフォート管理関係資料 
┃   □ 若手研究者の自発的研究活動関係資料 
┃   □ 在宅勤務に係る規程・規約資料 
┃   □ 競争的研究費の直接経費から研究代表者の人件費の支出

に関係する資料 
┃ □ 年次有給休暇計上資料（経理様式7 帳簿参考） 
┣ □ 旅費に係る算出根拠資料 
┃   □ 旅費内訳書 

       
 
 
   

⑤ 提出データ構成例 
（提出データの構成例／適宜フォルダ名・ファイル名に数字等を記

載し、体系別順に 
表示できるようにデータ格納してください。 

以下記載の付随する証拠書類は例とします。提出を要する証拠
書類は別途指示。） 

 ① 研究コンソーシアム全体分：代表機関等作成 
  ┃┣ □ 実績報告書(コンソ全体)及び集計表 

┃┣ □ チェックリスト（代表機関用） 
┃┗ □ 研究項目別の分担 
┗┳ ② 研究コンソーシアム構成員分(構成員としての代表機関等を含

む) 
   ┣ □ 実績報告書 ※１ ※２ 及び集計表 

┣ □ チェックリスト（構成員用） 
┣ □ 試験研究委託費帳簿 
┣ □ 人件費等単価算出根拠資料等 
┃   □ 人件費等内訳書 
┃   □ 人件費作業日誌（業務日誌） 
┃   □ 雇用契約書、労働条件通知書、辞令等[写] 
┃   □ 人件費時間単価計算書  
┃   □ 給与規程、就業規則等 
┃   □ エフォート管理関係資料 
┃   □ 若手研究者の自発的研究活動関係資料 
┃   □ 在宅勤務に係る規程・規約資料 
┃   □ 競争的研究費の直接経費から研究代表者の人件費の支出

に関係する資料 
 
┣ □ 旅費に係る算出根拠資料 
┃   □ 旅費内訳書 

※ その他提出を要する証拠書類は別途指示 ※ その他提出を要する証拠書類は別途指示 
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┃   □ 旅費計算書（旅費内訳書の順番に綴じる） 
┃ □ 旅行行程表（経理様式7 帳簿参考） 

（旅費計算書等に旅行行程の記載がない場合） 
┣ □「3.物品購入実績」の納品検収を証する書類 
┃   □ 該当物品等の納品書、検収が確認できる書類、請求書 
┣ □「１契約が２００万円以上（消費税込）」の物品の調達・外注

等の競争契約を確認できる書類または機種・業者を選定して
契約した場合には、選定理由書。 

┃   □ 該当する物品の調達・外注等の納品検収を証する書類 
┣ □ 研究機器一時使用報告書 
┗ □ リース物品の利用状況報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

┃   □ 旅費計算書 
 
 
┣ □「3.物品購入実績」の納品検収を証する書類 
┃   □ 該当物品等の納品書。請求書等 
┣ □「１契約が２００万円以上（消費税込）」の物品の調達・外注

等の納品検収を証する書類 
┃   □ 該当契約の納品書、請求書等 
 
┣ □ 研究機器一時使用報告書 
┗ □ リース物品の利用状況報告書 
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（１）－２ 「農林水産研究情報総合センター(AFFRIT)共有フォルダ」の

導入 
 
経理・契約担当課における委託費の各種資料のデータの受け取り及び

受け渡しについては、主に、電子メールにおける添付ファイルにて行っ
ていますが、「農林水産研究情報総合センター(AFFRIT)共有フォルダ
(※２)」の導入により、各コンソーシアム代表機関との各資料のデータ
送受信を「共有フォルダ」上にて実施することで、機密情報を安全に取
り扱うことが可能です。 

「農林水産研究情報総合センター」に経理・契約担当課が設定する
web 共有フォルダの指定ファイル（ファイル名：各事業の各課題番
号）により、令和３年度以降の実績報告書等の提出については、電子媒
体によるデータのアップロードによる提出を行うことと致します。 

 
 

[手続き方法] 
機構外利用者（AFFRIT 内部ユーザー以外）の場合  
① 経理・契約担当課より「新規登録申請」「利用者登録」方法について

メールにてお知らせいたします。 
② 外部利用者用ポータルから「新規登録申請」を行ってください。 
③ 登録完了後、ユーザーID(登録したメールアドレス)を経理・契約担当

課までご連絡ください。 
[利用者登録により共有フォルダの各事業・研究課題番号ごとにアク
セス制限を設定いたします(※３)] 

④ 経理・契約担当課より共有フォルダのURL をメールでお知らせいた
しますので、Web ブラウザよりアクセスしてください。 
(※②新規登録申請、④URL から共有フォルダへアクセスについて、別

紙「AFFRIT 共有フォルダ利用方法(機構外利用者用)」参照) 
⑤ 必要に応じて指定の共有フォルダにデータのアップロード・ダウンロ

ードを行ってください。(※４) 
 

 
（１）－２ 「農林水産研究情報総合センター(AFFRIT)共有フォルダ」の

導入 
 
生研支援センター研究管理課における委託費の各種資料のデータの受

け取り及び受け渡しについては、主に、電子メールにおける添付ファイ
ルにて行っていますが、「農林水産研究情報総合センター(AFFRIT)共有
フォルダ(※２)」の導入により、各コンソーシアム代表機関との各資料
のデータ送受信を「共有フォルダ」上にて実施することで、機密情報を
安全に取り扱うことが可能です。 

「農林水産研究情報総合センター」に生研支援センター研究管理課が
設定するweb 共有フォルダの指定ファイル（ファイル名：各事業の各
課題番号）により、令和３年度以降の実績報告書等の提出については、
電子媒体によるデータのアップロードによる提出を行うことと致しま
す。 

 
[手続き方法] 
機構外利用者（AFFRIT 内部ユーザー以外）の場合  
① 研究管理課より「新規登録申請」「利用者登録」方法についてメール

にてお知らせいたします。 
② 外部利用者用ポータルから「新規登録申請」を行ってください。 
③ 登録完了後、ユーザーID(登録したメールアドレス)を研究管理課まで

ご連絡ください。 
[利用者登録により共有フォルダの各事業・研究課題番号ごとにアク
セス制限を設定いたします(※３)] 

④ 研究管理課より共有フォルダのURL をメールでお知らせいたします
ので、Web ブラウザよりアクセスしてください。 
(※②新規登録申請、④URL から共有フォルダへアクセスについて、別

紙「AFFRIT 共有フォルダ利用方法(機構外利用者用)」参照) 
⑤ 必要に応じて指定の共有フォルダにデータのアップロード・ダウンロ

ードを行ってください。(※４) 
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【注意事項】 
生研支援センター内他部署や他機関で既にAFFRIT 共有フォルダを利用

し、新規登録申請済みの場合には、ユーザーID(メールアドレス)を経理・契
約担当課までお知らせ願います。 
 

AFFRIT 内部ユーザーの場合  
(農研機構、森林研究・整備機構、水産研究・教育機構、国際農林水産業

研究センター) 
① アクセス制限の設定は、基本的にはグループ ID 「プリセットグル

ープ名」で設定いたし 
ます。事前に経理・契約担当課よりメールにてご連絡いたしますので、

グループ ID「メーリングリ 
スト名」での設定を希望される場合にはお知らせください。 

② 研究管理課より共有フォルダのURL をメールでお知らせいたします
ので、Web ブラウザよりアクセスしてください。 

③ 必要に応じて指定の共有フォルダにデータのアップロード・ダウンロ
ードを行ってください。(※４) 

 
[事務処理の流れ] 
共有フォルダにデータをアップロード →  

経理・契約担当課(brain-jimu@ml.affrc.go.jp)へ
連絡(※４) 
 

[データについて] 
Excel、Word、PDF、PowerPoint のいずれかのデータをアップロードし

てください。 
 
 
 

[共通フォルダ(フォルダ名：brain-jimu)について] 

【注意事項】 
生研支援センター内他部署や他機関で既にAFFRIT 共有フォルダを利用

し、新規登録申請済みの場合には、ユーザーID(メールアドレス)を研究管理
課までお知らせ願います。 
 

AFFRIT 内部ユーザーの場合  
(農研機構、森林研究・整備機構、水産研究・教育機構、国際農林水産業

研究センター) 
① アクセス制限の設定は、基本的にはグループ ID 「プリセットグル

ープ名」で設定いたし 
ます。事前に研究管理課よりメールにてご連絡いたしますので、グルー

プ ID「メーリングリ 
スト名」での設定を希望される場合にはお知らせください。 

② 研究管理課より共有フォルダのURL をメールでお知らせいたします
ので、Web ブラウザよりアクセスしてください。 

③ 必要に応じて指定の共有フォルダにデータのアップロード・ダウンロ
ードを行ってください。(※４) 

 
[事務処理の流れ] 
共有フォルダにデータをアップロード →  

研究管理課(brain-jimu@ml.affrc.go.jp)へ連絡(※
４) 
 

[データについて] 
Excel、Word、PDF、PowerPoint のいずれかのデータをアップロードし

てください。 
 
 
 

[共通フォルダ(フォルダ名：brain-jimu)について] 
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経理・契約担当課から事業ごとに事務連絡等の共通の通知・連絡を行う際
は、共通フォルダに通知文書等をアップロードいたしますのでダウンロード
をお願いいたします。 
(アップロード後、各事務担当者へメールにて連絡・共通フォルダのURL を
お知らせいたします。一定期間過ぎると、データを削除いたしますので、お
早めにダウンロード及び各機関のシステム内へ保存をしてください) 
・共通フォルダには、各担当課一覧(提出先)や、事務担当者が変更になった
場合などのシステムに関わる手続き方法の資料を保存してありますので、ご
不明な点がございましたら、はじめに共通フォルダをご確認ください。 
 

[事務担当者の変更について] 
・事務担当者変更に伴いユーザー名(メールアドレス)が変更になる場合 

【機構外利用者（AFFRIT 内部ユーザー以外）】 
① 現(変更前)担当者は「登録削除」の手続きを必ず行ってください。 
② 新担当者は、・機構外利用者（AFFRIT 内部ユーザー以外）の場合

①～②を行い、前任者が担当していた事業名、課題番号、ユーザー名
(メールアドレス)を経理・契約担当課まで必ずお知らせください。 

③ アクセス制限の設定変更完了後、該当の共有フォルダのURL をメ
ールにてお知らせいたします。 

・事務担当者名、代表者名のみ変更となる場合 
「登録情報編集」から変更の手続きを行ってください。 

 
【注意事項】 

事務担当者が変更となる場合は、共有フォルダのシステム内の手続きの有
無にかかわらず、経理・契約担当課まで必ずご連絡ください。 
 

(※１) 事前に提出先が経理・契約担当課であることをご確認のうえ、提
出先・問い合わせ先が「経理・契約担当課の場合のみ」指定の共有
フォルダにアップロードをお願いいたします。 

経理・契約担当課担当外の書類の提出があった場合、経理・契約
担当課から担当課への転送・連絡は行いませんので、直接、担当課
へご連絡をお願いいたします。 

研究管理課から事業ごとに事務連絡等の共通の通知・連絡を行う際は、共
通フォルダに通知文書等をアップロードいたしますのでダウンロードをお願
いいたします。 
(アップロード後、各事務担当者へメールにて連絡・共通フォルダのURL を
お知らせいたします。一定期間過ぎると、データを削除いたしますので、お
早めにダウンロード及び各機関のシステム内へ保存をしてください) 
・共通フォルダには、各担当課一覧(提出先)や、事務担当者が変更になった
場合などのシステムに関わる手続き方法の資料を保存してありますので、ご
不明な点がございましたら、はじめに共通フォルダをご確認ください。 
 

[事務担当者の変更について] 
・事務担当者変更に伴いユーザー名(メールアドレス)が変更になる場合 

【機構外利用者（AFFRIT 内部ユーザー以外）】 
① 現(変更前)担当者は「登録削除」の手続きを必ず行ってください。 
② 新担当者は、・機構外利用者（AFFRIT 内部ユーザー以外）の場合

①～②を行い、前任者が担当していた事業名、課題番号、ユーザー名
(メールアドレス)を研究管理課まで必ずお知らせください。 

③ アクセス制限の設定変更完了後、該当の共有フォルダのURL をメ
ールにてお知らせいたします。 

・事務担当者名、代表者名のみ変更となる場合 
「登録情報編集」から変更の手続きを行ってください。 

 
【注意事項】 

事務担当者が変更となる場合は、共有フォルダのシステム内の手続きの有
無にかかわらず、研究管理課まで必ずご連絡ください。 
 

(※１) 事前に提出先が研究管理課であることをご確認のうえ、提出先・
問い合わせ先が「研究管理課の場合のみ」指定の共有フォルダにア
ップロードをお願いいたします。 

研究管理課担当外の書類の提出があった場合、研究管理課から担
当課への転送・連絡は行いませんので、直接、担当課へご連絡をお
願いいたします。 
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(※２) 農林水産研究情報総合センター：Agriculture, Forestry and 
Fisheries Research Information Technology Center（略称：
AFFRIT）は、農林水産試験研究に関する研究技術情報の収集、保
管及びデータベースシステムの開発等を行うことで、農林水産関係
の試験研究機関及び行政機関等への各サービスの利用提供を行って
います。 

(※３) 基本的な考え 
新規登録(利用者の登録)は、１課題につき経理・契約担当課と直接

やり取りを行う代表機関の「事務担当者」１名のメールアドレスを登
録してください。 

また、利用者登録(アクセス制限の設定)についても１名(メールア
ドレス１個)のみになります。【複数人不可】 

 
○ 例外 

[大学・財団(社団)法人・独法・国立研究開発法人]で「部署内の共
有用・共通のメールアドレス(１個)」で申請・登録を希望される場合
には、例外として可といたします。 

共有用・共通のメールアドレスで新規登録申請を行う際の氏名は
「事務担当名」で登録してください。複数の課題があり、それぞれ事
務担当者が異なる場合は、代表者１名の氏名を登録してください。
(※氏名は係名等の登録ではなく、代表者１名のお名前を登録してく
ださい) 

○ 共通事項 
登録完了後、1 つのユーザーID(メールアドレス)で複数の事業・課

題のアクセス制限の 
設定を希望される場合は、ユーザーID(登録したメールアドレス)をお
知らせいただく際に併せてメールにてお知らせ願います。 

例.ユーザー名：[メールアドレス] 
 アクセス制限の設定：〇〇事業 [課題番号] [課題番号] 

                〇〇事業 [課題番号] 
 
【注意事項】 

(※２) 農林水産研究情報総合センター：Agriculture, Forestry and 
Fisheries Research Information Technology Center（略称：
AFFRIT）は、農林水産試験研究に関する研究技術情報の収集、保
管及びデータベースシステムの開発等を行うことで、農林水産関係
の試験研究機関及び行政機関等への各サービスの利用提供を行って
います。 

(※３) 基本的な考え 
新規登録(利用者の登録)は、１課題につき研究管理課と直接やり取

りを行う代表機関の「事務担当者」１名のメールアドレスを登録して
ください。 

また、利用者登録(アクセス制限の設定)についても１名(メールア
ドレス１個)のみになります。【複数人不可】 

 
○ 例外 

[大学・財団(社団)法人・独法・国立研究開発法人]で「部署内の共
有用・共通のメールアドレス(１個)」で申請・登録を希望される場合
には、例外として可といたします。 

共有用・共通のメールアドレスで新規登録申請を行う際の氏名は
「事務担当名」で登録してください。複数の課題があり、それぞれ事
務担当者が異なる場合は、代表者１名の氏名を登録してください。
(※氏名は係名等の登録ではなく、代表者１名のお名前を登録してく
ださい) 

○ 共通事項 
登録完了後、1 つのユーザーID(メールアドレス)で複数の事業・課

題のアクセス制限の 
設定を希望される場合は、ユーザーID(登録したメールアドレス)をお
知らせいただく際に併せてメールにてお知らせ願います。 

例.ユーザー名：[メールアドレス] 
 アクセス制限の設定：〇〇事業 [課題番号] [課題番号] 

                〇〇事業 [課題番号] 
 
【注意事項】 
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○ 情報が流出しないよう ID・PW は「事務担当者」が管理を徹底して行
ってください。 

また、ID・PW を構成員や外部、第三者へ漏洩することは許されませ
ん。 

 
○ 今後、押印廃止・原本不要となる場合 

共有フォルダへデータのアップロード ＝ 書類提出 と見なします。 
そのため、「部署内の共有のメールアドレス」で利用している場合に

は、だれが・いつ・何を提出したのか、事務担当者や担当部署内で情報共
有・管理を徹底して行ってください。 

また、最終的な「書類の提出者(責任者)」は経理・契約担当課へメール
にてご連絡いただいた方といたします。 

 
 

(※４) 共有フォルダにデータをアップロード後、提出書類の内容・連絡
事項・問い合わせ内容等を経理・契約担当課(brain-
jimu@ml.affrc.go.jp)まで必ずご連絡ください。 

(メール本文に「[課題番号]共有フォルダにアップロード済み」など
記載してください。) 

 
なお、アップロードしていただいたデータは、当センター内のシステムへ

保存後、不用と判断した後、研究管理課にて削除いたします。そのため、デ
ータは必ず各機関にて保存・保管を行ってください。 
 
 

【AFFRIT 共有フォルダ経理・契約担当課についての問い合わせ先】 
メール：brain-jimu@ml.affrc.go.jp 
件名：AFFRIT 共有フォルダについて(○○○事業(研究課題番

号)□□大学) 

○ 情報が流出しないよう ID・PW は「事務担当者」が管理を徹底して行
ってください。 

また、ID・PW を構成員や外部、第三者へ漏洩することは許されませ
ん。 

 
○ 今後、押印廃止・原本不要となる場合 

共有フォルダへデータのアップロード ＝ 書類提出 と見なします。 
そのため、「部署内の共有のメールアドレス」で利用している場合に

は、だれが・いつ・何を提出したのか、事務担当者や担当部署内で情報共
有・管理を徹底して行ってください。 

また、最終的な「書類の提出者(責任者)」は研究管理課へメールにてご
連絡いただいた方といたします。 

 
 

(※４) 共有フォルダにデータをアップロード後、提出書類の内容・連絡
事項・問い合わせ内容等を研究管理課(brain-jimu@ml.affrc.go.jp)
まで必ずご連絡ください。 

(メール本文に「[課題番号]共有フォルダにアップロード済み」など
記載してください。) 

 
なお、アップロードしていただいたデータは、当センター内のシステムへ

保存後、不用と判断した後、研究管理課にて削除いたします。そのため、デ
ータは必ず各機関にて保存・保管を行ってください。 
 
 

【AFFRIT 共有フォルダ研究管理課についての問い合わせ先】 
メール：brain-jimu@ml.affrc.go.jp 
件名：AFFRIT 共有フォルダについて(○○○事業(研究課題番

号)□□大学) 
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（２）実地調査 
生研支援センターは、確定検査における実績報告書や証拠書類で把握

しづらい研究機関又は構成員における管理状況の詳細を確認するため、
事業実施期間途中における証拠書類の整理保管や資金の区分管理の状
況、資金流用（他事業との混合）の有無等について実地調査を実施しま
す。 

なお、実施の方法や時期は事前に通知します。 
 

（調査の内容） 
正確性、合規性、経済性、効率性、有効性、その他必要な観点から調
査を実施します。 

 
【主な調査内容】 
① 研究担当部門 

ア 研究実施体制及び施設（研究者の役割分担、ポストドクターの研
究参加状況、施設の概要・利用状況等） 

イ 試験研究計画の概要（計画と実施内容の整合性、研究の進捗状況
等） 
ウ 物品等（備品、資産）の使用・管理状況（物品標示票の有無、物

品使用簿の有無、使用実績等） 
② 経理担当部門 

ア 経理事務処理体制 
イ 委託費の執行状況（調査時点での執行状況と今後の見込。経費整
理簿等の確認） 
ウ 伝票・元帳等の整理状況（独立した帳簿を備えているか） 

③ 通帳・帳簿等の調査 
ア 委託費が区分管理されているか、他の委託費等との混用はない
か。 
イ 実施計画書に基づいて執行されているか。 
ウ 委託費の使用は適切か。 

（２）実地調査 
生研支援センターは、確定検査における実績報告書や証拠書類で把握

しづらい研究機関又は構成員における管理状況の詳細を確認するため、
事業実施期間途中における証拠書類の整理保管や資金の区分管理の状
況、資金流用（他事業との混合）の有無等について実地調査を実施しま
す。 

なお、実施の方法や時期は事前に通知します。 
 

（調査の内容） 
正確性、合規性、経済性、効率性、有効性、その他必要な観点から調
査を実施します。 

 
【主な調査内容】 
① 研究担当部門 

ア 研究実施体制及び施設（研究者の役割分担、ポストドクターの研
究参加状況、施設の概要・利用状況等） 

イ 試験研究計画の概要（計画と実施内容の整合性、研究の進捗状況
等） 
ウ 物品等（備品、資産）の使用・管理状況（物品標示票の有無、物

品使用簿の有無、使用実績等） 
② 経理担当部門 

ア 経理事務処理体制 
イ 委託費の執行状況（調査時点での執行状況と今後の見込。経費整
理簿等の確認） 
ウ 伝票・元帳等の整理状況（独立した帳簿を備えているか） 

③ 通帳・帳簿等の調査 
ア 委託費が区分管理されているか、他の委託費等との混用はない
か。 
イ 実施計画書に基づいて執行されているか。 
ウ 委託費の使用は適切か。 
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エ 人件費及び賃金の使途は適切か（作業（業務）日誌の管理状況、
単価基準等を聴取）。 
オ 旅費の使用は適切か（用務、用務先等）。 

④ 物品等の購入・管理状況 
ア 物品購入計画に基づく購入がされているか。 
イ 購入手続きは適切か（競争契約、随意契約等。随意契約の場合は
その理由）。 
ウ 固定資産の管理は適切か。 
エ 試作品等の管理状況 

 

（３）実地調査（過年度） 
生研支援センターは、委託業務が終了した日の翌年度の４月１日から

起算して、過去５年間まで遡って、委託業務の実施期間中の資金の使
途･帳簿等の管理状況を現地に赴き調査します。 

調査の結果、既に提出された実績報告書の修正がある場合には、委託
費の返還の措置を講じることとなりますので、日常からの適正経理に留
意してください。 

 
（調査の内容） 

正確性、合規性、経済性、効率性、有効性、その他必要な観点から調
査を実施します。 

 
【主な調査内容】 
① 研究担当部門 

ア 物品等（備品、資産）の使用・管理状況（物品標示票の有無、物
品使用簿の有無、使用実績等） 

② 経理担当部門 
  実績報告書、帳簿等の調査 

ア 委託費が区分管理されているか、他の委託費等との混用はないか 
イ 実施計画書に基づいて執行されているか 

エ 人件費及び賃金の使途は適切か（作業（業務）日誌の管理状況、
単価基準等を聴取）。 
オ 旅費の使用は適切か（用務、用務先等）。 

④ 物品等の購入・管理状況 
ア 物品購入計画に基づく購入がされているか。 
イ 購入手続きは適切か（競争契約、随意契約等。随意契約の場合は
その理由）。 
ウ 固定資産の管理は適切か。 
エ 試作品等の管理状況 

 

（３）実地調査（過年度） 
生研支援センターは、委託業務が終了した日の翌年度の４月１日から

起算して、過去５年間まで遡って、委託業務の実施期間中の資金の使
途･帳簿等の管理状況を現地に赴き調査します。 

調査の結果、既に提出された実績報告書の修正がある場合には、委託
費の返還の措置を講じることとなりますので、日常からの適正経理に留
意してください。 

 
（調査の内容） 

正確性、合規性、経済性、効率性、有効性、その他必要な観点から調
査を実施します。 

 
【主な調査内容】 
① 研究担当部門 

ア 物品等（備品、資産）の使用・管理状況（物品標示票の有無、物
品使用簿の有無、使用実績等） 

② 経理担当部門 
  実績報告書、帳簿等の調査 

ア 委託費が区分管理されているか、他の委託費等との混用はないか 
イ 実施計画書に基づいて執行されているか 
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ウ 委託費の使用は適切か 
エ 人件費及び賃金の使途は適切か（作業（業務）日誌の管理状況、

単価基準等を聴取） 
オ 旅費の使用は適切か（用務、用務先等）。 
カ 物品等（備品、資産）の購入手続きは適切か（競争契約、随意約

等。随意契約の場合はその理由） 
キ 固定資産の管理は適切か 
ク 試作品等の管理は適切か 

 

（４）その他 
   上記実地調査のほか、生研支援センターが必要があると認めるとき

は、研究機関又は構成員へ、あらかじめ通知することなく調査を行い
ます。 

 

ウ 委託費の使用は適切か 
エ 人件費及び賃金の使途は適切か（作業（業務）日誌の管理状況、

単価基準等を聴取） 
オ 旅費の使用は適切か（用務、用務先等）。 
カ 物品等（備品、資産）の購入手続きは適切か（競争契約、随意約

等。随意契約の場合はその理由） 
キ 固定資産の管理は適切か 
ク 試作品等の管理は適切か 

 

（４）その他 
   上記実地調査のほか、生研支援センターが必要があると認めるとき

は、研究機関又は構成員へ、あらかじめ通知することなく調査を行い
ます。 
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１０．研究費の不正使用等防止のための対応 
委託業務の実施に関し、研究費の不正使⽤（故意若しくは重⼤な過失に

よる競争的研究費等の他の⽤途への使⽤⼜は競争的研究費等の交付決定の
内容やこれに附した条件に違反した使⽤をいう。）及び不正受給（偽りそ
の他不正な⼿段により競争的研究費等を受給することをいう。）（以下
「不正使⽤等」という。）が発⾒された場合、⽣研⽀援センターは、以下
のような厳しい措置をとることになります。 

 
（１）不正使用等防止に向けた取組 

委託業務で実施する研究活動には、農林水産省が策定した「研究機関
における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成１
９年１０月１日付け１９農会第７０６号農林水産技術会議事務局長、林
野庁長官、水産庁長官通知）（以下「公的研究費管理ガイドライン」と
いう。）（参照１）が適用されます。 

 
各研究機関においては、公的研究費管理ガイドラインに沿って、研究

費の適正な執行・管理体制の整備等を行っていただく必要があります。 
また、委託業務に参画する研究機関及び普及・実用化支援機関は、生

研支援センターホームページ「研究活動の不正行為等への対応」（参照
２）の「【重要】研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラ
イン実施状況調査」に基づき、委託期間中毎年度、「研究費の管理・監
査体制自己点検（調査票）」（以下「調査票」という。）を提出する必
要があります。 
ただし、甲より委託費の配分を受けている研究機関及び普及・実用化

支援機関（参照３）のみ提出の対象とします。 
調査票の提出方法等については、別途通知するとともに、必要に応

じ、現地調査等を行う場合があります。 
なお、上記の「調査票」が提出されない場合には、当該研究機関及び

当該研究機関を含むコンソーシアムの代表機関等とは、次年度以降契約
を締結しません。 

 

９．研究費の不正使用等防止のための対応 
 
 
 
 
 
 
（１）不正使用等防止に向けた取組 

委託業務で実施する研究活動には、農林水産省が策定した「研究機関
における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成１
９年１０月１日付け１９農会第７０６号農林水産技術会議事務局長、林
野庁長官及び水産庁長官通知）（以下「管理・監査ガイドライン」とい
う。）（参照１）が適用されます。 

 
各研究機関においては、管理・監査ガイドラインに沿って、研究費の

適正な執行・管理体制の整備等を行っていただく必要があります。 
また、委託契約を締結した研究機関（代表機関等及び共同研究機関）

には、生研支援センターホームページ「研究活動の不正行為等への対
応」（参照２）の「【重要】研究機関における公的研究費の管理・監査の
ガイドライン実施状況調査」に基づき、「ガイドラインの実施状況」を
提出していただきます。 

 
 
 
提出方法その他の詳細については、別途通知するとともに、必要に応

じ、現地調査等を行う場合があります。 
なお、上記の「ガイドラインの実施状況」の提出がない場合は、当該

研究機関及び当該研究機関を含む研究グループ（コンソーシアム）と
は、次年度以降契約を行いません。 
「ガイドライン実施状況」の提出になじまない機関（参照３）として
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この他、不正使⽤等に関する告発等を受け付ける窓口の設置や、不正
使用等に関する告発があった場合の調査委員会の設置及び調査の実施
等、研究費の不正使用等に対し適切に対応していただく必要がありま
す。 

 
 
 
 
 

なお、⽣研⽀援センターにおいても、研究費の不正使⽤等に対する告
発等の問い合わせを受け付ける窓⼝を設置しており、問い合わせがあっ
た場合には、⽣研⽀援センターと研究機関との協議の上、⽣研⽀援セン
ターが必要な調査を行う場合もあります。 

 
参照１ 「公的研究費管理ガイドライン」については、以下のリンクをご

覧ください。 
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/contents/kanrikansanoga 

idorain.pdf 
 
参照２ 「研究活動の不正行為等への対応」については、以下のリンクを

ご覧ください。 
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/contents/fusei_taiou/inde

x.html 
 
参照３ 普及・実用化支援機関とは、研究成果の普及を担う観点で委託業

務に参画し、普及が想定される現場の状況や⾒解を研究に反映させ
ることを役割とする機関であって、研究成果の生産現場への迅速な
普及を担う普及組織や生産者（団体）、研究成果（製品等）のユー
ザーとなる企業等）をいう。 

 
（２）公的研究費管理ガイドラインに基づく体制整備に不備があった場合の

応募いただいた「普及・実用化支援機関」に該当する機関は、「ガイド
ライン実施状況」の提出の必要がありません。 
この他、研究費の不正使用（故意若しくは重大な過失による競争的研

究費等の他の用途への使用又は競争的研究費等の交付決定の内容やこれ
に附した条件に違反した使用をいう。）及び不正受給（偽りその他不正
な手段により競争的研究費等を受給することをいう。）（以下「不正使用
等」という。）に関する告発等を受け付ける窓口の設置や、不正使用等
に関する告発があった場合の調査委員会の設置及び調査の実施等、研究
費の不正使用等に対し適切に対応していただく必要があります。 

 
 
 
 
参照１ 「管理・監査ガイドライン」については、以下のリンクをご覧く

ださい。 
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/contents/kanrikansanoga 

idorain.pdf 
 
参照２ 「研究活動の不正行為等への対応」については、以下のリンクを

ご覧ください。 
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/contents/fusei_taiou/inde

x.html 
 
参照３ 「ガイドライン実施状況」が提出困難な機関や提出になじまない

機関とは、研究を実施しない普及・実用化支援機関（研究成果の生
産現場への迅速な普及を担う普及組織や生産者（団体）、研究成果
（製品等）のユーザーとなる企業等）をいう。 

 
 

（３）管理・監査ガイドラインに基づく体制整備に不備があった場合の対応 
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対応 
⽣研⽀援センターは、研究機関の研究費の適正な運営・管理体制の整

備等の状況について、モニタリングを実施し、体制整備等の実施に不備
がある場合は、以下のとおり、管理条件の付与等の措置を講じることが
あります。 
措置の対象は、原則として研究機関全体とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別表1 
 

措置の名称 措置の対象 措置の内容 
（ア）管理条件の付与 ・研究機関 ・体制整備等の不備について、改

善事項及びその履行期限（１
年）を示した管理条件を付す。 

・また、管理条件の履行状況につ
いて毎年度フォローアップ調査
を実施し、調査結果を研究機関
に通知する。 

（イ）間接経費の削減 ・研究機関 ・フォローアップ調査の結果にお
いて、管理条件の履行が認めら
れないと責任者が判断した研究
機関に対応。 

・当該研究機関に対する競争的研
究費等における翌年度以降の間
接経費措置額を一定割合削減す

 
生研支援センターは、研究機関の研究費の適正な運営・管理体制の

整備等の状況について、モニタリングを実施し、体制整備等の実施
に不備がある場合は、管理条件の付与等の措置を講じることがあり
ます。 
措置の対象は、原則として研究機関全体とします。 

 
（管理・監査ガイドライン 抜粋） 
   農林水産省又は配分機関が、（中略）機関の体制整備の状況について

不備があると判断する場合は、当該機関に対して、農林水産省又は配分
機関は以下の（ア）の措置を講じ、その結果を受けて、配分機関は
（イ）及び（ウ）の順に段階的な措置を講じる。（略） 

（ア） 管理条件の付与 （略） 
（イ） 間接経費の削減 （略） 
（ウ） 配分の停止   （略） 
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る。 
・間接経費措置額の削減割合につ
いては、フォローアップ調査の
結果に応じて、段階的に引上
げ、上限を間接経費措置額の１
５％とする。 

（ウ）配分の停止 ・研究機関 ・間接経費を上限（１５％）まで
削減する措置を講じている間に
おいても責任者が管理条件の履
行が認められないと判断した研
究機関に対応。 

・当該機関に対する翌年度以降の
競争的研究費等の配分を停止す
る。 

・原則として、（ア）～（ウ）の順に、段階的な措置を講じる。 
・間接経費を含まない競争的研究費等については、（イ）の措置を経ず（ウ）の
措置を講じる。 

・責任者が研究機関における体制整備に重大な不備があると判断した場合、又
は調査機関が研究機関における体制整備の不備による不正と認定した場合
は、必要に応じて、段階的な措置によらず、責任者が（ア）の措置を講じる
と同時に、（イ）の措置を講じることとする。 

 
別表２（変更無し） 
 

※ 善管注意義務に違反する例：原則、日常的に研究資金の管理を行
うことが可能であって、研究実施に当たって管理する立場にある研
究者が、競争的資金等の使用・管理状況を把握せず、管理者として
の責務を全うしなかった結果、被管理者（その他の研究者）が不正
を行った場合等。 

 
 
不正使用等を行った研究者及びそれに共謀した研究者並びに善管注

意義務に違反した研究者が所属する研究機関に対し、採択の取消、研

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 別表１（変更無し） 
 

※ 善管注意義務に違反する例：原則、日常的に研究資金の管理を行
うことが可能であって、研究実施に当たって管理する立場にある研
究者が、競争的資金等の使用・管理状況を把握せず、管理者として
の責務を全うしなかった結果、被管理者（その他の研究者）が不正
を行った場合等。 

 
 
不正使用等を行った研究者及びそれに共謀した研究者並びに善管注

意義務に違反した研究者が所属する研究機関に対し、採択の取消、研

122



究費の一部又は全部の返還等の措置を講じる場合があります。 
委託業務において不正使用等を行った場合、当該不正使用等の概要

（措置の対象となった者の氏名・所属、当該措置の内容、不正使用等
の内容等）を公表するとともに、その情報を農林水産省に提供しま
す。また、農林水産省から競争的研究費等を所管する他の府省へ当該
情報を提供することにより、他の競争的研究費等においても応募・参
加が制限される場合があります。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）不正使用等が行われた場合の措置 

委託業務及び生研支援センターの他の事業並びに農林水産省その他
の府省の競争的研究費等において、不正使用等を行ったと認定された
研究者及びこれに共謀した研究者並びに善管注意義務に違反※した研
究者に対し、以下のとおり、一定期間、委託業務をはじめとする生研
支援センターの事業への応募・参加を制限する場合があります。 

究費の一部又は全部の返還等の措置を講じる場合があります。 
委託業務において不正使用等を行った場合、当該不正使用等の概要

（措置の対象となった者の氏名・所属、当該措置の内容、不正使用等
の内容等）を公表するとともに、その情報を農林水産省に提供しま
す。また、農林水産省から競争的研究費等を所管する他の府省へ当該
情報を提供することにより、他の競争的研究費等においても応募・参
加が制限される場合があります。 

 
不正使用等が行われた場合において、その原因が、不正使用等を行

った研究者等が所属する機関における公的研究費の管理・監査体制が
不十分であった場合には、同機関に対し、その体制整備等の不備につ
いて改善事項・履行期限等の管理条件を付します。管理条件の履行が
認められない場合には、研究機関に対する間接経費の削減または、研
究費の配分の停止を行うことがあります。 
また、必要に応じて、段階的な措置によらず、管理条件の付与を講

じると同時に、間接経費の削減の措置を講じることとします。 
なお、生研支援センターが研究機関において不正使用等が行われた

旨の情報を入手した場合の対応については、「研究機関において公的
研究費の不正使用等があった場合の研究事業への参加対応について」
に準じて対応しますので下記をご覧ください。 

https://www.affrc.maff.go.jp/docs/pdf/kenkyuhusei_sanka_taiou.p
df 
 

 
（２）不正使用等が行われた場合の措置 

委託業務及び生研支援センターの他の事業並びに農林水産省その他の
府省の競争的研究費等において、不正使用等を行ったと認定された研究
者及びこれに共謀した研究者並びに善管注意義務に違反※した研究者に
対し、以下のとおり、一定期間、委託業務をはじめとする生研支援セン
ターの事業への応募・参加を制限する場合があります。 
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１１．虚偽の申請に対する対応 

事業に係る申請内容において、虚偽行為が明らかになった場合、試験研
究計画に関する委託契約の一部又は全部を取り消し、委託費の一部又は全
部の一括返済、損害賠償等を研究機関に求める場合があります。 
また、これらの不正な手段により委託業務から資金を受給した研究者及

びそれに共謀した研究者等については、上記９（３）の不正使用等が行わ
れた場合と同様の措置を取ります。 

 
１２．研究活動における不正行為防止のための対応 

委託業務の実施に関し、研究活動の不正行為（発表された研究成果の中
に示されたデータや調査結果等の捏造、改ざん及び盗用）が発見された場
合、生研支援センターは、以下のような厳しい措置をとることになりま
す。 

（１）研究活動の不正行為防止に向けた取組 
委託業務で実施する研究活動には、農林水産省が策定した「農林水産

省所管の研究資金に係る研究活動の不正行為への対応ガイドライン」
（平成１８年１２月１５日付け１８農会第１１４７号農林水産技術会議
事務局長、林野庁長官、水産庁長官通知。以下「不正行為対応ガイドラ
イン」という。）（参照１）及び「農林水産省が配分する研究資金を活用
した研究活動における特定不正行為への対応に関する規程」（平成１８
年１２月１５日付け１８農会第１１４８号農林水産技術会議事務局長、
林野庁長官及び水産庁長官通知。以下、「特定不正行為への対応に関す
る規程」という。）（参照２）が適用されます。 

 
各研究機関においては、不正行為対応ガイドラインに沿って、研究倫

理教育責任者を設置するなど不正行為を未然に防止する体制を整備する
とともに、研究機関内の研究活動に関わる者を対象に、契約締結時まで
に研究倫理教育（参照３）を実施していただき、契約の際に「研究倫理

  

１０．虚偽の申請に対する対応 

事業に係る申請内容において、虚偽行為が明らかになった場合、試験研
究計画に関する委託契約の一部又は全部を取り消し、委託費の一部又は全
部の一括返済、損害賠償等を研究機関に求める場合があります。 
また、これらの不正な手段により委託業務から資金を受給した研究者及

びそれに共謀した研究者等については、上記９（２）の不正使用等が行わ
れた場合と同様の措置を取ります。 

 
１１．研究活動における不正行為防止のための対応 

委託業務の実施に関し、不正行為（発表された研究成果の中に示された
データや調査結果等の捏造、改ざん及び盗用）が発見された場合、生研支
援センターは、以下のような厳しい措置をとることになります。 

 
（１）不正行為防止に向けた取組 

委託業務で実施する研究活動は、農林水産省が策定した「農林水産省
所管の研究資金に係る研究活動の不正行為への対応ガイドライン」（平
成１８年１２月１５日付け１８農会第１１４７号農林水産技術会議事務
局長、林野庁長官及び水産庁長官通知。以下「不正行為ガイドライン」
という。）（参照１）及び「農林水産省が配分する研究資金を活用した研
究活動における特定不正行為への対応に関する規程」（平成１８年１２
月１５日付け１８農会第１１４８号農林水産技術会議事務局長、林野庁
長官及び水産庁長官通知。以下、「特定不正行為への対応に関する規
程」という。）（参照２）が適用されます。 

 
各研究機関においては、不正行為ガイドラインに沿って、研究倫理教

育責任者を設置するなど不正行為を未然に防止する体制を整備するとと
もに、研究機関内の研究活動に関わる者を対象に、契約締結時までに研
究倫理教育（参照３）を実施していただき、契約の際に「研究倫理教育
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教育に関する誓約書」を提出する必要があります。 
不正行為対応ガイドラインに示す研究倫理教育を実施していない研究

機関は委託業務に参加することはできません。また、同ガイドラインに
示す研究倫理教育を受けていない研究者は、委託業務の研究を実施する
ことはできません。 
また、不正行為に関する告発等を受け付ける窓口の設置や、不正行為

に関する告発があった場合の調査委員会の設置及び調査の実施等、研究
活動の不正行為に対し適切に対応していただく必要があります。 
なお、生研支援センターにおいても、研究活動の不正行為に対する告

発等の問い合わせを受け付ける窓口を設置しており、問い合わせがあっ
た場合には、生研支援センターと研究機関との協議の上、生研支援セン
ターが必要な調査を行う場合もあります。 

 
参照１ 「不正行為対応ガイドライン」については、以下のリンクをご

覧ください。 
https://www.affrc.maff.go.jp/docs/pdf/h30_fusei_guideline_2018

0720.pdf 
 

参照２ 「特定不正行為への対応に関する規程」については、以下のリ
ンクをご覧ください。 

https://www.affrc.maff.go.jp/docs/attach/pdf/misbehavior-3.pdf 
 

参照３ 研究倫理教育は、日本学術振興会（JSPS）のeL CoREまたは
研究機関独自教材で行ってください。 

・eL CoREの場合は受講証明書が発行されるので、保管をしてく
ださい。 
・研究機関独自教材の場合は、各研究機関において、受講したこと
が証明できるようにしてください。 
・eL CoREについては、以下のリンクをご覧ください。 
https://elcore.jsps.go.jp/top.aspx 

の実施に関する誓約書」を提出する必要があります。 
研究倫理教育を実施していない研究機関は委託業務に参加することは

できません。 
 
 
また、不正行為に関する告発等を受け付ける窓口の設置や、不正行為

に関する告発があった場合の調査委員会の設置及び調査の実施等、不正
行為に対し適切に対応していただく必要があります。 
なお、生研支援センターにおいても、研究の不正行為に対する告発等

の問い合わせを受け付ける窓口を設置しており、問い合わせがあった場
合には、生研支援センターと研究機関との協議の上、生研支援センター
が必要な調査を行う場合もあります。 

 
参照１ 「不正行為ガイドライン」については、以下のリンクをご覧く

ださい。 
https://www.affrc.maff.go.jp/docs/pdf/h30_fusei_guideline_2018

0720.pdf 
 

参照２ 「特定不正行為への対応に関する規程」については、以下のリ
ンクをご覧ください。 

https://www.affrc.maff.go.jp/docs/attach/pdf/misbehavior-3.pdf 
 

参照３ 研究倫理教育は、日本学術振興会（JSPS）のeL CoREまたは
研究機関独自教材で行ってください。 

・eL CoREの場合は受講証明書が発行されるので、保管をしてく
ださい。 
・研究機関独自教材の場合は、各研究機関において、受講したこと
が証明できるようにしてください。 
・eL CoREについては、以下のリンクをご覧ください。 
https://elcore.jsps.go.jp/top.aspx 
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（２）研究活動の不正行為が行われた場合の措置 

不正行為があったと認定された研究に係る資金の配分を受けた機関に
対し、当該研究に配分された研究費の一部又は全部の返還を求める場合
があります。 
また、委託業務及び生研支援センターの他の競争的研究費並びに農林

水産省その他の府省の競争的研究費において不正行為に関与したと認定
された者及び不正行為に関与したとまでは認定されないものの、不正行
為があったと認定された研究に係る論文等の内容について責任を負うも
のとして認定された著者に対し、以下のとおり、一定期間、委託業務を
はじめとする生研支援センターの事業への応募・参加を制限する場合が
あります。 

 
別表３（変更無し） 

 
不正行為に関与したと認定された者及び不正行為に関与したとまでは

認定されないものの、不正行為があったと認定された研究に係る論文等
の内容について責任を負う者として認定された著者が所属する研究機関
に対し、研究費等の打ち切り、応募の不採択、研究費の一部又は全部の
返還等の措置を講じる場合があります。 

 
委託事業において不正行為に関与したと認定された場合、当該不正行

為の概要（措置の対象となった者の氏名・所属、当該措置の内容、不正
行為の内容等）を公表するとともに、その情報を農林水産省に提供しま
す。また、農林水産省から競争的研究費等を所管する他の府省へ当該情
報を提供することにより、他の競争的研究費等においても応募・参加が
制限される場合があります。 

 
１３．法令・指針等に関する対応 

委託先は、生研支援センターの委託業務を実施するに当たって、委託契

 
（２）不正行為が行われた場合の措置 

不正行為があったと認定された研究に係る資金の配分を受けた機関に
対し、当該研究に配分された研究費の一部又は全部の返還を求める場合
があります。 
また、委託業務及び生研支援センターの他の競争的研究費並びに農林

水産省その他の府省の競争的研究費において不正行為に関与したと認定
された者及び不正行為に関与したとまでは認定されないものの、不正行
為があったと認定された研究に係る論文等の内容について責任を負うも
のとして認定された著者に対し、以下のとおり、一定期間、委託業務を
はじめとする生研支援センターの事業への応募・参加を制限する場合が
あります。 

 
別表２（変更無し） 

 
不正行為に関与したと認定された者及び不正行為に関与したとまでは

認定されないものの、不正行為があったと認定された研究に係る論文等
の内容について責任を負う者として認定された著者が所属する研究機関
に対し、研究費等の打ち切り、応募の不採択、研究費の一部又は全部の
返還等の措置を講じる場合があります。 

 
委託事業において不正行為に関与したと認定された場合、当該不正行

為の概要（措置の対象となった者の氏名・所属、当該措置の内容、不正
行為の内容等）を公表するとともに、その情報を農林水産省に提供しま
す。また、農林水産省から競争的研究費等を所管する他の府省へ当該情
報を提供することにより、他の競争的研究費等においても応募・参加が
制限される場合があります。 

 
１２．法令・指針等に関する対応 

委託先は、生研支援センターの委託業務を実施するに当たって、委託契
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約書や約款等に特段の規定がなくとも、必要な関係法令を遵守して事業を
実施する必要があります。 
本要領及び事業ごとの実施要領に記載するもののほか、関係法令・指針

等に違反し、研究開発を実施した場合には、研究停止や契約解除、採択の
取り消し等を行う場合があります。 

約書や約款等に特段の規定がなくとも、必要な関係法令を遵守して事業を
実施する必要があります。 
本要領及び事業ごとの実施要領に記載するもののほか、関係法令・指針

等に違反し、研究開発を実施した場合には、研究停止や契約解除、採択の
取り消し等を行う場合があります。 
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１４．情報管理の適正化 
（※本取扱いは令和２年１月以降、新たに公募するものから適用とな
ります。） 
受注企業のグローバル化が進む中、情報管理の徹底を図る観点から、

農林水産省において「農林水産省が行う調達における情報管理の適正化
について」を策定し、農林水産省大臣官房参事官（経理）、同検査・監
察部長名で令和元年９月に発出され、本通知の趣旨を踏まえ、各法人の
調達における情報管理の強化を図ることを要請されました。 
この通知を受け、生研支援センターが行う調達における情報管理の適

正化について、新たに通知を定め、調達における情報管理の強化を図る
こととしました。 
なお、本取扱いについては、各種資料Ⅱ－１．「情報管理の適正化」

を参照願います。 
 
１５．若手研究者の自発的な研究活動  

（※本取扱いは令和２年４月以降、新たに公募するものから適用とな
ります。 
なお、令和2年４月以前の公募において採択された場合であって

も、令和４年度に事業を実施している場合には適用となります。） 
競争的研究費で雇用されている若手研究者は、当該プロジェクトに

従事し、他の研究活動を実施する場合には、当該プロジェクト以外の
雇用財源を確保することが必要であるが、現状では他からの財源が確
保できない場合があり、一部の実施のみにとどまっています。 
若手研究者の育成・活躍機会の創出及びキャリアパスの形成のた

め、競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇用される若
手研究者について、雇用されているプロジェクトから人件費を支出し
つつ、当該プロジェクトに従事するエフォートの一部を、プロジェク
トの推進に資する若手研究者の自発的な研究活動や研究・マネジメン

１３．情報管理の適正化 
（※本取扱いは令和２年１月以降、新たに公募するものから適用とな
ります。） 
受注企業のグローバル化が進む中、情報管理の徹底を図る観点から、

農林水産省において「農林水産省が行う調達における情報管理の適正化
について」を策定し、農林水産省大臣官房参事官（経理）、同検査・監
察部長名で令和元年９月に発出され、本通知の趣旨を踏まえ、各法人の
調達における情報管理の強化を図ることを要請されました。 
この通知を受け、生研支援センターが行う調達における情報管理の適

正化について、新たに通知を定め、調達における情報管理の強化を図る
こととしました。 
なお、本取扱いについては、各種資料Ⅱ－１．「情報管理の適正化」

を参照願います。 
 
１４．若手研究者の自発的な研究活動  

（※本取扱いは令和２年４月以降、新たに公募するものから適用とな
ります。 
なお、令和2年４月以前の公募において採択された場合であって

も、令和４年度に事業を実施している場合には適用となります。） 
競争的研究費で雇用されている若手研究者は、当該プロジェクトに

従事し、他の研究活動を実施する場合には、当該プロジェクト以外の
雇用財源を確保することが必要であるが、現状では他からの財源が確
保できない場合があり、一部の実施のみにとどまっています。 
若手研究者の育成・活躍機会の創出及びキャリアパスの形成のた

め、競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇用される若
手研究者について、雇用されているプロジェクトから人件費を支出し
つつ、当該プロジェクトに従事するエフォートの一部を、プロジェク
トの推進に資する若手研究者の自発的な研究活動や研究・マネジメン
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ト能力向上に資する活動（以下「自発的な研究活動等」という。）に
充当することを可能とします。 
なお、若手研究者による当該プロジェクトの推進に資する自発的な

研究活動等を実施する場合は、自発的な研究活動等も含め委託業務に
直接従事したものとします。 

（１）対象者 
本取組の対象者は、原則として以下の全てを満たす者とする。 
① 民間企業を除く研究機関において、競争的研究費において委託業
務の実施のために雇用される者（ただし、委託業務の研究代表者等
が自らの人件費を委託業務から支出し雇用される場合を除く） 

② 男性の場合は満 40 歳未満の者、女性の場合は満 43 歳未満の
者、又は博士号取得後 10 年未満の者。 

ただし、産前・産後休業又は育児休業を取得した者は、満 40 
歳未満又は満 43 歳未満の制限に、その日数を加算することが
できる。（年齢は当該年度 4 月 1 日時点） 

③ 研究活動を行うことを職務に含む者 
 

（２）実施条件 
「実施方針」に定める条件どおり、原則として以下の全ての条件を満た
すこととする。 
① 若手研究者本人が自発的な研究活動等の実施を希望すること 
② 研究代表者等が、当該委託業務の推進に資する自発的な研究活動等 
であると判断し、所属研究機関が認めること 

③ 研究代表者等が、当該委託業務の推進に支障がない範囲であると判
断し、所属研究機関が認めること（当該委託業務に従事するエフォー
トの 20％を上限とする） 

ト能力向上に資する活動（以下「自発的な研究活動等」という。）に
充当することを可能とします。 

 
 
 
（１）対象者 

本取組の対象者は、原則として以下の全てを満たす者とする。 
① 民間企業を除く研究機関において、競争的研究費において委託業
務の実施のために雇用される者（ただし、委託業務の研究代表者等
が自らの人件費を委託業務から支出し雇用される場合を除く） 

② 男性の場合：満 40 歳未満の者 
女性の場合：満 43 歳未満の者、又は博士号取得後 10 年未満

の者。 
ただし、産前・産後休業又は育児休業を取得した者は、満 40 

歳未満又は満 43 歳未満の制限に、その日数を加算することが
できる。（年齢は当該年度 4 月 1 日時点） 

③ 研究活動を行うことを職務に含む者 
（２）実施条件 

「実施方針」に定める条件どおり、原則として以下の全ての条件を満た
すこととする。 
① 若手研究者本人が自発的な研究活動等の実施を希望すること 
② 研究代表者等が、当該委託業務の推進に資する自発的な研究活動等 
であると判断し、所属研究機関が認めること 

③ 研究代表者等が、当該委託業務の推進に支障がない範囲であると判
断し、所属研究機関が認めること（当該委託業務に従事するエフォー
トの 20％を上限とする） 
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（３）従事できる業務内容 
「実施方針」に定める条件どおり、上記（２）全ての条件を満たす自発
的な研究活動等（他の研究資金を獲得して実施する研究活動及び研究・
マネジメント能力向上に資する活動 
を含む。） 

（４）実施方法 
① 申請方法 

申請に関する標準的な手続は、各種資料Ⅱ－２．「若手研究者の自
発的研究活動」のとおりとする。 
なお、生研支援センターの求めに応じ、研究代表者等は、若手研究

者による自発的な研究活動等の実施が承認された場合、当該委託業務
の実施計画書等にその旨を記載する。 

② 活動報告 
活動報告に関する標準的な手続は、各種資料Ⅱ－２．「若手研究者

の自発的研究活動」のとおりとする。 
（５）実施方針 

競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇用される若手研
究者の自発的な研究活動等に関する実施方針（競争的研究費に関する関
係府省連絡会申し合わせ） 

https://www.naro.go.jp/brain/contents/jisshishishin.pdf 
（６）生研支援センターによる対応 

生研支援センターは、若手研究者の自発的な研究活動等の実施状況
に、疑義が生じた場合に、当該自発的な研究活動等の状況報告を求める
ことができるとともに、（２）の実施条件に違反していることが確認さ
れた場合には、研究機関等に対して、当該自発的な研究活動等の是正を
求めることや当該研究者に支出した人件費のうち、自発的な研究活動等

（３）従事できる業務内容 
「実施方針」に定める条件どおり、上記（２）全ての条件を満たす自発
的な研究活動等（他の研究資金を獲得して実施する研究活動及び研究・
マネジメント能力向上に資する活動 
を含む。） 

（４）実施方法 
① 申請方法 

申請に関する標準的な手続は、各種資料Ⅱ－２．「若手研究者の自
発的研究活動」のとおりとする。 
なお、生研支援センターの求めに応じ、研究代表者等は、若手研究

者による自発的な研究活動等の実施が承認された場合、当該委託業務
の実施計画書等にその旨を記載する。 

② 活動報告 
活動報告に関する標準的な手続は、各種資料Ⅱ－２．「若手研究者

の自発的研究活動」のとおりとする。 
（５）実施方針 

競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇用される若手研
究者の自発的な研究活動等に関する実施方針（競争的研究費に関する関
係府省連絡会申し合わせ） 

https://www.naro.go.jp/brain/contents/jisshishishin.pdf 
（６）生研支援センターによる対応 

生研支援センターは、若手研究者の自発的な研究活動等の実施状況
に、疑義が生じた場合に、当該自発的な研究活動等の状況報告を求める
ことができるとともに、（２）の実施条件に違反していることが確認さ
れた場合には、研究機関等に対して、当該自発的な研究活動等の是正を
求めることや当該研究者に支出した人件費のうち、自発的な研究活動等
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に係る人件費の返還等、必要な措置を講ずることができる。 
なお、適用に当たっては、各種資料Ⅱ－２．「若手研究者の自発的研

究活動」を参照願います。 
 

１６．エフォート管理 
各資金配分機関から求められるエフォート管理に係る手続や提出書類

が異なることで、研究者及び研究機関に事務負担が生じています。この
ため、統合イノベーション戦略2019（令和元年６月２１日閣議決定）
においても、「資金配分機関ごとに異なるエフォートの管理の共通化を
図る」ことが示されました。 
このような状況を踏まえ、資金配分機関が所管する競争的研究費の各

制度においてエフォートの申告、状況確認、報告に係る標準的な手続を
設定するとともに、研究機関が保管・提出すべき書類を統一することに
より、エフォート管理に関する手続の簡素化及び合理化を実現し、エフ
ォート管理の拡大を推進することとなり、生研支援センターにおいても
令和２年４月から適用することとなりました。 

 
（１）エフォートの定義 

エフォートとは、研究者の全仕事時間100％に対する当該研究の実施
に必要とする時間の配分割合（％）とします。エフォートの考え方は、
以下のとおりです。 

エフォート（プロジェクト従事率（年間）） 
＝ 当該プロジェクト従事時間 ÷ 年間の全仕事時間（※） 

（※）裁量労働制が適用されている場合は、みなし労働時間とする。 
 
（２）エフォートの申告等を求める対象者 

原則、委託事業の直接経費から人件費を支出する全ての研究者となり
ますが、雇用形態は、「年俸制」または「月俸制」のみとなります。ま
た、研究補助者及び派遣会社から派遣されている派遣職員、職種が『コ

に係る人件費の返還等、必要な措置を講ずることができる。 
なお、適用に当たっては、各種資料Ⅱ－２．「若手研究者の自発的研

究活動」を参照願います。 
 

１５．エフォート管理 
各資金配分機関から求められるエフォート管理に係る手続や提出書類

が異なることで、研究者及び研究機関に事務負担が生じています。この
ため、統合イノベーション戦略2019（令和元年６月２１日閣議決定）
においても、「資金配分機関ごとに異なるエフォートの管理の共通化を
図る」ことが示されました。 
このような状況を踏まえ、資金配分機関が所管する競争的研究費の各

制度においてエフォートの申告、状況確認、報告に係る標準的な手続を
設定するとともに、研究機関が保管・提出すべき書類を統一することに
より、エフォート管理に関する手続の簡素化及び合理化を実現し、エフ
ォート管理の拡大を推進することとなり、生研支援センターにおいても
令和２年４月から適用することとなりました。 

 
（１）エフォートの定義 

エフォートとは、研究者の全仕事時間100％に対する当該研究の実施
に必要とする時間の配分割合（％）とします。エフォートの考え方は、
以下のとおりです。 

エフォート（プロジェクト従事率（年間）） 
＝ 当該プロジェクト従事時間 ÷ 年間の全仕事時間（※） 

（※）裁量労働制が適用されている場合は、みなし労働時間とする。 
 
（２）エフォートの申告等を求める対象者 

原則として委託事業の直接経費から人件費を支出する全ての研究者と
します。当該プロジェクトに従事するエフォートに応じて人件費を計上
することが可能です。 
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ーディネーター』など委託業務に直接従事しない者は対象外となりま
す。 

（３）実施方法 
当該プロジェクトに従事するエフォートに応じて⼈件費を計上するこ

とが可能です。エフォートの申告等に係る実施方法については、原則以
下のとおりとします。 
① エフォートの決定方法 
エフォートは、１％刻みで設定可能です。（小数点以下の端数処理は

切り捨てとします。）なお、５％から１００％の５％刻みとすることも
可能とします。 
② エフォートの申告等に関する手続 

エフォートの申告等に関する手続は、別添の「申告等に係る手
続」のとおり。 

（４）証拠書類 
構成員がエフォート管理に伴い必要となる証拠書類は、以下のとおり

とし、原則、本証拠書類以外の提出を求めません。構成員においては、
以下に記載する書類を適切に保管し、生研支援センターからの求めに応
じ提出してください。 
エフォートの申告等に係る証拠書類は、（３）の②の別添「申告等に

係る手続き」に記載される「エフォート証明書（参考様式９）」、「エフ
ォート申告書（参考様式１０）」、「従事状況報告（参考様式１１）」、「エ
フォート報告書（参考様式１２）」とします。 
ただし、構成員独自の様式で適切な管理を行っている場合はそれに替

えることが可能です。 
「エフォート証明書（参考様式９）」については、プロジェクト雇用

開始時及び申告したエフォートの変更が必要となった場合に経理・契約
担当課へ提出してください。 
「エフォート申告書（参考様式１０）」及び「従事状況報告（参考様

式１１）」は、研究代表者から所属研究機関へ提出し所属研究機関で保
管してください。なお、生研支援センターが提出を求めた場合には、提

 
 

（３）実施方法 
エフォートの申告等に係る実施方法については、原則以下のとおりと

します。 
 
① エフォートの決定方法 
エフォートは、１％刻みで設定可能です。（小数点以下の端数処理は

切り捨てとします。）なお、５％から１００％の５％刻みとすることも
可能とします。 
② エフォートの申告等に関する手続 

エフォートの申告等に関する手続は、別添の「申告等に係る手
続」のとおり。 

（４）証拠書類 
構成員がエフォート管理に伴い必要となる証拠書類は、以下のとおり

とし、原則、本証拠書類以外の提出を求めません。構成員においては、
以下に記載する書類を適切に保管し、生研支援センターからの求めに応
じ提出してください。 
エフォートの申告等に係る証拠書類は、（３）の②の別添「申告等に

係る手続き」に記載される「エフォート証明書（参考様式９）」、「エフ
ォート申告書（参考様式１０）」、「従事状況報告（参考様式１１）」、「エ
フォート報告書（参考様式１２）」とします。 
ただし、構成員独自の様式で適切な管理を行っている場合はそれに替

えることが可能です。 
「エフォート証明書（参考様式９）」については、プロジェクト雇用

開始時及び申告したエフォートの変更が必要となった場合に経理・契約
担当課へ提出してください。 
「エフォート申告書（参考様式１０）」及び「従事状況報告（参考様

式１１）」は、研究代表者から所属研究機関へ提出し所属研究機関で保
管してください。なお、生研支援センターが提出を求めた場合には、提
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出できるようにしてください。 
「エフォート報告書（参考様式１２）」は、「人件費精算書（参考様式

１３）」と併せて、実績報告書の確認資料として経理・契約担当課に提
出してください。 

（５）その他 
① 構成員は、申告したエフォートに相当する分は、研究者が当該委
託業務を確実に実施できるよう研究機関内の業務を効率化する等の
工夫を行うことにより、エフォートに応じた研究時間の確保に努め
てください。 

② 生研支援センターにおいては、適正な執行を確保するため、当該
エフォート管理の実施状況に疑義が生じた場合やその他必要な場合
は、当該エフォート管理の状況報告を求めるとともに、証拠書類の
記載が適切でなかった等、適切に管理されていないことが確認され
た場合には、研究機関に対して、当該エフォート管理の是正を求め
ることや人件費等に充当した額の一部又は、全部を返還させること
とします。なお、その確認にあたっては、必要に応じて、本証拠書
類以外に研究者等の雇用にあたり構成員において通常整備される書
類の提出を求める場合があります。 

 
別添（（３）の②関係） 
申告等に係る手続き（研究代表者の場合）[別添 手続きフロー図参照] 
（所属研究機関から生研支援センターへの手続き「エフォート証明書（参考
様式９）」提出） 
 
 
 
 

○プロジェクト雇用開始時 
生研支援センターの求めに応じ、研究機関は、当該委託業務に従事

する者のうちエフォートにより管理される研究者に関して、当該委託

出できるようにしてください。 
「エフォート報告書（参考様式１２）」は、「人件費精算書（参考様式

１３）」と併せて、実績報告書の確認資料として経理・契約担当課に提
出してください。 

（５）その他 
① 構成員は、申告したエフォートに相当する分は、研究者が当該委
託業務を確実に実施できるよう研究機関内の業務を効率化する等の
工夫を行うことにより、エフォートに応じた研究時間の確保に努め
てください。 

② 生研支援センターにおいては、適正な執行を確保するため、当該
エフォート管理の実施状況に疑義が生じた場合やその他必要な場合
は、当該エフォート管理の状況報告を求めるとともに、証拠書類の
記載が適切でなかった等、適切に管理されていないことが確認され
た場合には、研究機関に対して、当該エフォート管理の是正を求め
ることや人件費等に充当した額の一部又は、全部を返還させること
とします。なお、その確認にあたっては、必要に応じて、本証拠書
類以外に研究者等の雇用にあたり構成員において通常整備される書
類の提出を求める場合があります。 

 
別添（（３）の②関係） 
申告等に係る手続き（研究代表者の場合）[別添 手続きフロー図参照] 
（所属研究機関から生研支援センターへの手続き「エフォート証明書（参考
様式９）」提出） 
 
 
 
 

○プロジェクト雇用開始時 
生研支援センターの求めに応じ、研究機関は、当該委託業務に従事

する者のうちエフォートにより管理される研究者に関して、当該委託

所属研究機関 生研支援センター 
(提出) 

所属研究機関 生研支援センター 
(提出) 
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業務での雇用を開始する前に「エフォート証明書（参考様式９）」を
生研支援センターに提出する。 
また、当該委託業務に複数のエフォート管理適用者がいる場合は、

まとめて提出すること。 
○エフォート変更時 

研究機関は、申告したエフォートの変更が必要となった場合は、再
度変更した「エフォート証明書（参考様式９）」を生研支援センター
に提出する。 

 
（所属研究機関内の手続き「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属機
関へ提出） 
ア）委託業務雇用開始時 

当該委託業務に従事する研究者のうちエフォートにより管理される
研究者に関しては当該委託業務での雇用を開始する前に、研究代表者
から「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属研究機関に提出す
る。 
申告したエフォートの変更が必要となった場合は、上記手続きによ

り、「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属研究機関に再度提出
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務での雇用を開始する前に「エフォート証明書（参考様式９）」を
生研支援センターに提出する。 
また、当該委託業務に複数のエフォート管理適用者がいる場合は、

まとめて提出すること。 
○エフォート変更時 

研究機関は、申告したエフォートの変更が必要となった場合は、再
度変更した「エフォート証明書（参考様式９）」を生研支援センター
に提出する。 

 
（所属研究機関内の手続き「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属機
関へ提出） 
ア）委託業務雇用開始時 

当該委託業務に従事する研究者のうちエフォートにより管理される
研究者に関しては当該委託業務での雇用を開始する前に、研究代表者
から「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属研究機関に提出す
る。 
申告したエフォートの変更が必要となった場合は、上記手続きによ

り、「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属研究機関に再度提出
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究代表者 所属研究機関 
(提出) 

研究代表者 所属研究機関 
(提出) 

134



イ）従事状況報告 
エフォートにより管理される研究者は、委託業務への従事状況につ

いて、「従事状況報告（参考様式１１）」を記載し、研究代表者へ提出
する。研究代表者は、内容を確認し、記名のうえ、所属研究機関に提
出する。提出を求める期間（半年に一回は最低限提出が必要）につい
ては、所属研究機関が定めることとする。 
また、生研支援センターから提出を求められた場合には、所属研究

機関は、「従事状況報告（参考様式１１）」（写）を生研支援センター
に提出する。従事状況報告については、所属研究機関において独自に
適切な管理を行っている場合は、それに替えることを可能とする。 

 
 

 
 
※生研支援センターから提出を求められた場合には、所属研究機関は、

「従事状況報告（参考様式１１）」（写）を生研支援センターに提出する。 
 
ウ）委託業務完了時 

研究代表者は、従事期間中の毎年度終了時に「エフォート報告書
（参考様式１２）」を所属研究機関に提出する。 

 
 
 

※「エフォート報告書（参考様式１２）」は、「人件費精算書（参考様
式１３）」と併せて、実績報告書の確認資料として生研支援センターに
提出してください。 

 
別添（（３）の②関係） 
申告等に係る手続き（研究分担者の場合）１／２[別添 手続きフロー図参
照] 

イ）従事状況報告 
エフォートにより管理される研究者は、委託業務への従事状況につ

いて、「従事状況報告（参考様式１１）」を記載し、研究代表者へ提出
する。研究代表者は、内容を確認し、記名のうえ、所属研究機関に提
出する。提出を求める期間（半年に一回は最低限提出が必要）につい
ては、所属研究機関が定めることとする。 
また、生研支援センターから提出を求められた場合には、所属研究

機関は、「従事状況報告（参考様式１１）」（写）を生研支援センター
に提出する。従事状況報告については、所属研究機関において独自に
適切な管理を行っている場合は、それに替えることを可能とする。 

 
 

 
 
※生研支援センターから提出を求められた場合には、所属研究機関は、

「従事状況報告（参考様式１１）」（写）を生研支援センターに提出する。 
 
ウ）委託業務完了時 

研究代表者は、従事期間中の毎年度終了時に「エフォート報告書
（参考様式１２）」を所属研究機関に提出する。 

 
 
 

※「エフォート報告書（参考様式１２）」は、「人件費精算書（参考様
式１３）」と併せて、実績報告書の確認資料として生研支援センターに
提出してください。 

 
別添（（３）の②関係） 
申告等に係る手続き（研究分担者の場合）１／２[別添 手続きフロー図参
照] 

研究代表者 所属研究機

関 
生研支援セン

ター 

(提出) (提出) 

研究代表者 所属研究機関 
(提出) 

研究代表者 所属研究機

関 
生研支援セン

ター 

(提出) (提出) 

研究代表者 所属研究機関 
(提出) 
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（所属研究機関Ｂから生研支援センターへの手続き） 
 
 
 

○プロジェクト雇用開始時 
生研支援センターの求めに応じ、研究機関Ｂは、当該委託業務に従事

する研究者のうちエフォートにより管理される研究者に関して、当該委
託業務での雇用を開始する前に「エフォート証明書（参考様式９）」を
生研支援センターに提出する。 
また、当該委託業務に複数のエフォート管理適用者がいる場合は、ま

とめて提出することとする。 
○エフォート変更時 
生研支援センターの求めに応じ、研究機関Ｂは、申告したエフォート

の変更が必要となった場合は再度変更した「エフォート証明書（参考様
式９）」を生研支援センターに提出する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（所属研究機関Ｂから生研支援センターへの手続き） 
 
 
 

○プロジェクト雇用開始時 
生研支援センターの求めに応じ、研究機関Ｂは、当該委託業務に従事

する研究者のうちエフォートにより管理される研究者に関して、当該委
託業務での雇用を開始する前に「エフォート証明書（参考様式９）」を
生研支援センターに提出する。 
また、当該委託業務に複数のエフォート管理適用者がいる場合は、ま

とめて提出することとする。 
○エフォート変更時 
生研支援センターの求めに応じ、研究機関Ｂは、申告したエフォート

の変更が必要となった場合は再度変更した「エフォート証明書（参考様
式９）」を生研支援センターに提出する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所属研究機関Ｂ 生研支援センター 
(提出) 

※所属研究機関Ａは研究分担者が所属する研究機関、 

所属研究機関Ｂは研究代表者が所属する研究機関とした場合 

所属研究機関Ｂ 生研支援センター 
(提出) 

※所属研究機関Ａは研究分担者が所属する研究機関、 

所属研究機関Ｂは研究代表者が所属する研究機関とした場合 
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（所属研究機関内の手続き） 
ア）委託業務雇用開始時 

当該委託業務に従事する研究者のうちエフォートにより管理される
研究者に関しては当該委託業務での雇用を開始する前に、研究分担者
から「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属研究機関Ａに提出
するとともに研究代表者にも求めに応じ報告する。所属研究機関Ａ
は、所属研究機関Ｂに当該申告書を求めに応じ提出する。 
申告したエフォートの変更が必要となった場合は、上記手続きによ

り、「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属研究機関に再度提出
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添（（３）の②関係） 
申告等に係る手続き（研究分担者の場合）２／２[別添 手続きフロー図参
照] 
 
 
 

（所属研究機関内の手続き） 
ア）委託業務雇用開始時 

当該委託業務に従事する研究者のうちエフォートにより管理される
研究者に関しては当該委託業務での雇用を開始する前に、研究分担者
から「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属研究機関Ａに提出
するとともに研究代表者にも求めに応じ報告する。所属研究機関Ａ
は、所属研究機関Ｂに当該申告書を求めに応じ提出する。 
申告したエフォートの変更が必要となった場合は、上記手続きによ

り、「エフォート申告書（参考様式１０）」を所属研究機関に再度提出
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添（（３）の②関係） 
申告等に係る手続き（研究分担者の場合）２／２[別添 手続きフロー図参
照] 
 
 
 

※所属研究機関Ａは研究分担者が所属する研究機関、 
所属研究機関Ｂは研究代表者が所属する研究機関とした場合 

研究分担者 所属研究機関

Ａ 
所属研究機関

Ｂ 

研究代表者 

(提出) (提出) 

(報告) 

※所属研究機関Ａは研究分担者が所属する研究機関、 
所属研究機関Ｂは研究代表者が所属する研究機関とした場合 

研究分担者 所属研究機関

Ａ 
所属研究機関

Ｂ 

研究代表者 

(提出) (提出) 

(報告) 
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イ）従事状況報告 
エフォートにより管理される研究者は、委託業務への従事状況につ

いて「従事状況報告（参考様式１１）」を記載し、研究分担者へ提出
する。研究分担者は、内容を確認し、記名のうえ、所属研究機関Ａに
提出するとともに研究代表者にも求めに応じ報告する。所属研究機関
Ａは、所属研究機関Ｂに「従事状況報告（参考様式１１）」を求めに
応じ提出する。提出を求める期間（半年に一回は最低限提出が必要）
については、所属研究機関が定めることとする。 
また、生研支援センターの求めに応じ、所属研究機関Ｂは、「従事

状況報告（参考様式１１）」（写）を生研支援センターに提出する。従
事状況報告については、所属研究機関において独自に適切な管理を行
っている場合は、それに替えることを可能とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※生研支援センターから提出を求められた場合には、所属研究機関は、

「従事状況報告（参考様式１１）」（写）を生研支援センターに提出する。 
ウ）委託業務完了時 

研究分担者は、従事期間中の毎年度終了時に「エフォート報告書
（参考様式１２）」を所属研究機関Ａに提出するとともに研究代表者
にも求めに応じ報告する。所属研究機関Ａは、所属研究機関Ｂに求め
に応じ提出する。 

イ）従事状況報告 
エフォートにより管理される研究者は、委託業務への従事状況につ

いて「従事状況報告（参考様式１１）」を記載し、研究分担者へ提出
する。研究分担者は、内容を確認し、記名のうえ、所属研究機関Ａに
提出するとともに研究代表者にも求めに応じ報告する。所属研究機関
Ａは、所属研究機関Ｂに「従事状況報告（参考様式１１）」を求めに
応じ提出する。提出を求める期間（半年に一回は最低限提出が必要）
については、所属研究機関が定めることとする。 
また、生研支援センターの求めに応じ、所属研究機関Ｂは、「従事

状況報告（参考様式１１）」（写）を生研支援センターに提出する。従
事状況報告については、所属研究機関において独自に適切な管理を行
っている場合は、それに替えることを可能とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※生研支援センターから提出を求められた場合には、所属研究機関は、

「従事状況報告（参考様式１１）」（写）を生研支援センターに提出する。 
ウ）委託業務完了時 

研究分担者は、従事期間中の毎年度終了時に「エフォート報告書
（参考様式１２）」を所属研究機関Ａに提出するとともに研究代表者
にも求めに応じ報告する。所属研究機関Ａは、所属研究機関Ｂに求め
に応じ提出する。 

研究分担

者 
所属研究機

関Ａ 
所属研究機

関Ｂ 
生研支援 
センター 

研究代表

者 

(提出) (提出) (提出) 

(報告) 

研究分担

者 
所属研究機

関Ａ 
所属研究機

関Ｂ 
生研支援 
センター 

研究代表

者 

(提出) (提出) (提出) 

(報告) 
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※「エフォート報告書（参考様式１２）」は、「人件費精算書（参考様式１
３）」と併せて、実績報告書の確認資料として生研支援センターに提出して
ください。 
 
別添（（３）の②関係）手続きフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
※「エフォート報告書（参考様式１２）」は、「人件費精算書（参考様式１
３）」と併せて、実績報告書の確認資料として生研支援センターに提出して
ください。 
 
別添（（３）の②関係）手続きフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

(提出) 
研究分担者 所属研究機関Ａ 所属研究機関Ｂ 

研究代表者 

(提出) 

(報告) 

(提出) 
研究分担者 所属研究機関Ａ 所属研究機関Ｂ 

研究代表者 

(提出) 

(報告) 
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最低限半年毎に報告が必要 
提出を求める期間は所属研究機関にて定め

 

最低限半年毎に報告が必要 
提出を求める期間は所属研究機関にて定め
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◇エフォートの定義

研究者の年間の全仕事時間100％に対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割合（％）

対象者

原則として、委託事業の直接経費から人件費を支出する全ての研究者

（雇用形態は、「年俸制」「月俸制」のみ）

ただし、研究補助者及び派遣会社から派遣されている派遣職員は対象外

【研究員の区分】

人 件 費

請求単位
雇用形態

エフォート管理について

従 事 日 誌 等

②
エフォート率で人件費

を計上する研究員
月単位

月俸制

年俸制

「作業日誌[経理様式４]」

事前に「エフォート証明書[参考様式９]」を提出

※裁量労働制勤務が適用されている職員は

　みなし労働時間とする。

÷

研究者の全仕事時間とは、研究活動の時間のみを

指すのでは無く、管理業務等を含めた実質的な全

仕事時間

③
人件費を計上しない研

究員
－ － －

時給制

日給制

＝
年間の

全仕事

時 間

エフォート

（プロジェクト１１

　　従事率[年間]）

当該プロ

ジェクト

従事時間

時間/日単位で人件費を

計上する研究員
①

区分

時間単位

日単位

雇用形態が「年俸制」であっても職種が『コー
ディネーター』など委託業務に直接従事しな
い者は対象外です。 

◇エフォートの定義

研究者の年間の全仕事時間100％に対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割合（％）

対象者

原則として、委託事業の直接経費から人件費を支出する全ての研究者

（雇用形態は、「年俸制」「月俸制」のみ）

ただし、研究補助者及び派遣会社から派遣されている派遣職員は対象外

【研究員の区分】

人 件 費

請求単位
雇用形態

エフォート管理について

従 事 日 誌 等

②
エフォート率で人件費

を計上する研究員
月単位

月俸制

年俸制

「作業日誌[経理様式４]」

事前に「エフォート証明書[参考様式９]」を提出

※裁量労働制勤務が適用されている職員は

　みなし労働時間とする。

÷

研究者の全仕事時間とは、研究活動の時間のみを

指すのでは無く、管理業務等を含めた実質的な全

仕事時間

③
人件費を計上しない研

究員
－ － －

時給制

日給制

＝
年間の

全仕事

時 間

エフォート

（プロジェクト１１

　　従事率[年間]）

当該プロ

ジェクト

従事時間

時間/日単位で人件費を

計上する研究員
①

区分

時間単位

日単位

雇用形態が「年俸制」であっても職種が『コー
ディネーター』など委託業務に直接従事しな
い者は対象外です。 
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人件費単価の証明

① 時給制、日給制の場合

各構成員の給与規程等により規定されている"時給単価""日給単価"を適用する。

② 年俸制、月俸制の場合

算定した人件費の証明として給与証明書の提出。 (給与支給額×エフォート率）

給与支給額は以下資料の提出を求める。

人件費精算書(参考様式１３)

エフォート管理による年次有給休暇の按分

エフォート管理適用による年次有給休暇の計上は以下のとおり可能。

〔例:エフォート率60%の場合〕 計上可能な年次有給休暇　9日

生研支援センターへ提出する証拠書類

エフォート証明書[参考様式９]

エフォート申告書[参考様式１０] 構成員がエフォート管理に伴い必要とする証拠書類は左記のみ

従事状況報告[参考様式１１] 原則、これ以外の書類の提出は求めない。

エフォート報告書[参考様式１２]

人件費精算書[参考様式１３]

雇用に関する留意事項

雇用契約書等の雇用関係書類を整備し、本研究に係る従事状況を適切に把握・管理してください。

適切な人件費の執行を証明する証拠書類の整備状況やエフォート管理の実態について確認を求める

　場合があります。

委託研究契約期間外の人件費は計上出来ません。

◇エフォート率の変更

▷ 委託業務期間の途中で、当初設定したエフォート率の変更を行う場合

4/1 7/1 3/31

年次有給休暇　20日/1年間

エフォート申告期間　9ヶ月

年次有給休暇付与日数 20日 × 60％ ×
年次有給休暇付与期間 12ヶ月

エフォート期間　9ヶ月
 ＝ 9日

変更後

変更内容

100%0%

変更前

 年度当初＝エフォート率100%設定

 8/1以降＝エフォート率60%設定に変更

　算出式

　(100%×4ヵ月＋60%×8ヵ月)÷12ヵ月

 　　＝ 73.333 ≒ 70 (5%未満切捨て)

（エフォート申告書の提出）

　エフォートは、研究者の年間を通した全仕事時間に対する当該委託研究の実施に必要とする時間の配分割合

(％)を記載する必要がありますので、年間(従事期間が1年未満の場合は従事期間)の平均化した配分割合(5％未

満切捨て)にてエフォート申告書の提出を行ってください。

　生研支援センターには、前述したエフォート申告書にもとづき、エフォート証明書を提出してください。

当初、設定したエフォート率 【１００％】

4/1 ～ 7/31 【100%】

8/1 ～ 3/31 【60%】

4/1 ～ 3/31 【70%】

人件費単価の証明

① 時給制、日給制の場合

各構成員の給与規程等により規定されている"時給単価""日給単価"を適用する。

② 年俸制、月俸制の場合

算定した人件費の証明として給与証明書の提出。 (給与支給額×エフォート率）

給与支給額は以下資料の提出を求める。

人件費精算書(参考様式１３)

エフォート管理による年次有給休暇の按分

エフォート管理適用による年次有給休暇の計上は以下のとおり可能。

〔例:エフォート率60%の場合〕 計上可能な年次有給休暇　9日

生研支援センターへ提出する証拠書類

エフォート証明書[参考様式９]

エフォート申告書[参考様式１０] 構成員がエフォート管理に伴い必要とする証拠書類は左記のみ

従事状況報告[参考様式１１] 原則、これ以外の書類の提出は求めない。

エフォート報告書[参考様式１２]

人件費精算書[参考様式１３]

雇用に関する留意事項

雇用契約書等の雇用関係書類を整備し、本研究に係る従事状況を適切に把握・管理してください。

適切な人件費の執行を証明する証拠書類の整備状況やエフォート管理の実態について確認を求める

　場合があります。

委託研究契約期間外の人件費は計上出来ません。

◇エフォート率の変更

▷ 委託業務期間の途中で、当初設定したエフォート率の変更を行う場合

4/1 7/1 3/31

年次有給休暇　20日/1年間

エフォート申告期間　9ヶ月

年次有給休暇付与日数 20日 × 60％ ×
年次有給休暇付与期間 12ヶ月

エフォート期間　9ヶ月
 ＝ 9日

変更後

変更内容

100%0%

変更前

 年度当初＝エフォート率100%設定

 8/1以降＝エフォート率60%設定に変更

　算出式

　(100%×4ヵ月＋60%×8ヵ月)÷12ヵ月

 　　＝ 73.333 ≒ 70 (5%未満切捨て)

（エフォート申告書の提出）

　エフォートは、研究者の年間を通した全仕事時間に対する当該委託研究の実施に必要とする時間の配分割合

(％)を記載する必要がありますので、年間(従事期間が1年未満の場合は従事期間)の平均化した配分割合(5％未

満切捨て)にてエフォート申告書の提出を行ってください。

　生研支援センターには、前述したエフォート申告書にもとづき、エフォート証明書を提出してください。

当初、設定したエフォート率 【１００％】

4/1 ～ 7/31 【100%】

8/1 ～ 3/31 【60%】

4/1 ～ 3/31 【70%】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エフォート適用者について、当該年度末に報告の「委託試験研究実績報告書」添付書類

「研究項目別の分担」の備考欄に【エフォート適用】と記載すること。 

エフォート適用者について、当該年度末に報告の「委託試験研究実績報告書」添付書類

「研究項目別の分担」の備考欄に【エフォート適用】と記載すること。 
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１７．競争的研究費の直接経費から研究代表者の人件費の支出について  
（※本取扱いは令和２年度以降、新たに公募するものから適用となり
ます。 
なお、令和2年４月以前の公募において採択された場合であって
も、令和４年度に事業を実施している場合には適用となります。） 

（概要） 
「競争的研究費の直接経費から研究代表者（PI）の人件費の支出につ
いて」（令和 2 年10 月 9 日競争的研究費に関する関係府省連絡会
申し合わせ）（以下「PI 実施方針」）に基づき、以下の通り、生研支
援センター委託事業において、直接経費からの研究代表者等の人件費
支出を可能とする。 
「PI 実施方針」については、各種資料Ⅱ－３．「競争的研究費の直接
経費から研究代表者の人件費の支出について」を参照願います。 

（１）対象者 
民間企業を除く研究機関において、生研支援センター委託事業によ

る研究課題の研究代表者（研究統括者）及び研究分担者（各研究機関
における研究実施責任者）（以下､「PI等」という。）となる者を対象
とする。 

（２）支出額 
「PI実施方針」の定めるとおり、PI の年間給与額に、年間を通じて
研究活動に従事するエフォート（研究者の全仕事時間 100％に対す
る当該研究の実施に必要とする時間の配分割合）を乗じた額とするこ
とを原則として、研究開発課題の実施に支障のないよう、上記額の範
囲内で PI が設定する。研究分担者についても、PI と同様の扱いと
する。 

（３）支出条件 

１６．競争的研究費の直接経費から研究代表者の人件費の支出について  
（※本取扱いは令和２年度以降、新たに公募するものから適用となり
ます。 
なお、令和2年４月以前の公募において採択された場合であって

も、令和４年度に事業を実施している場合には適用となります。） 
（概要） 

「競争的研究費の直接経費から研究代表者（PI）の人件費の支出につ
いて」（令和 2 年10 月 9 日競争的研究費に関する関係府省連絡会
申し合わせ）（以下「PI 実施方針」）に基づき、以下の通り、生研支
援センター委託事業において、直接経費からの研究代表者等の人件費
支出を可能とする。 
「PI 実施方針」については、各種資料Ⅱ－３．「競争的研究費の直接
経費から研究代表者の人件費の支出について」を参照願います。 

（１）対象者 
生研支援センター委託事業による研究課題の研究代表者（研究統括

者）及び研究分担者（各研究機関における研究実施責任者）（以下､
「PI等」という。）となる者を対象とする。 

 
（２）支出額 

「PI実施方針」の定めるとおり、PI の年間給与額に、年間を通じて
研究活動に従事するエフォート（研究者の全仕事時間 100％に対す
る当該研究の実施に必要とする時間の配分割合）を乗じた額とするこ
とを原則として、研究開発課題の実施に支障のないよう、上記額の範
囲内で PI が設定する。研究分担者についても、PI と同様の扱いと
する。 

（３）支出条件 
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「PI 実施方針」の定める条件どおり、以下の全ての条件を満たす場合
のみ直接経費からPI の人件費を支出することを可能とする。研究分担
者についても、PI と同様の扱いとする。 
① 直接経費に PI の人件費（の一部）を計上することについて、PI 本
人が希望していること。 

② PI 等が所属する研究機関において、確保した財源を研究力向上のた
めに適切に執行する体制が整備されていること。 

③ PI 等が所属する研究機関において、研究の業績評価が処遇へ反映さ
れるなどの人事給与マネジメントを実施していること。 

（４）研究機関において実施すべき事項等 
「PI 実施方針」に定める内容どおり、各研究機関においては以下の
事項を実施する必要がある。 

※ 本制度の利用に当たり体制の整備状況や策定した活用方針を生研支
援センター事業担当課に届け出ること。 

① 財源の活用後には活用実績を報告すること。 
② 研究者の処遇改善の趣旨を踏まえた適正な仕組みを構築し、運用す
ること。 

③ バイアウト制の利用により業務の代行が発生する場合は、エフォー
トについて特に適切管理すること。 

（５）生研支援センターの対応 
① 手続等 
研究機関が直接経費から PI 等の人件費支出を行う場合には次の書類

を提出し手続を行うこと。 
【研究計画実施前より決定している場合】 
（a）計画の人件費予算に計上 
（b）研究項目別の分担（備考欄に PI 等の人件費計上と記入） 

「PI 実施方針」の定める条件どおり、以下の全ての条件を満たす場合
のみ直接経費からPI の人件費を支出することを可能とする。研究分担
者についても、PI と同様の扱いとする。 
① 直接経費に PI の人件費（の一部）を計上することについて、PI 本
人が希望していること。 

② PI 等が所属する研究機関において、確保した財源を研究力向上のた
めに適切に執行する体制が整備されていること。 

③ PI 等が所属する研究機関において、研究の業績評価が処遇へ反映さ
れるなどの人事給与マネジメントを実施していること。 

（４）研究機関において実施すべき事項等 
「PI 実施方針」に定める内容どおり、各研究機関においては以下の
事項を実施する必要がある。 

※ 本制度の利用に当たり体制の整備状況や策定した活用方針を生研支
援センター（事業担当課）に届け出ること。 

① 財源の活用後には活用実績を報告すること。 
② 研究者の処遇改善の趣旨を踏まえた適正な仕組みを構築し、運用す
ること。 

③ バイアウト制の利用により業務の代行が発生する場合は、エフォー
トについて特に適切管理すること。 

（５）生研支援センターの対応 
① 手続等 
研究機関が直接経費から PI 等の人件費支出を行う場合には次の書類

を提出し手続を行うこと。 
【研究計画実施前より決定している場合】 
（a）計画の人件費予算に計上 
（b）研究項目別の分担（備考欄に PI 等の人件費計上と記入） 
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（c）エフォート証明書（備考欄に PI 等の人件費計上と記入） 
【研究遂行時での計上決定の場合】 
変更届に PI 等人件費の支出を行うことを記し、上記（a）（b）の書

類を添付して提出すること。 
なお、予想される計上金額が費目間流用の範囲内であっても、事前に

当該事業担当課に確認の上、上記手続きを実施すること。 
② 人件費の計上について 
人件費におけるエフォート適用者と同様の事務手続きを行うこと。

（人件費精算書、従事状況報告書の作成等） 
③ 届出・報告等 
本制度を実施した研究機関は、「PI 実施方針」に定める内容のとお

り、体制整備状況（参考様式 14）や策定した活用方針（参考様式 
15）を参考に研究機関の様式で可能）を、事前に上記（４）に従い提
出すること。 
また、財源の活用後には活用実績を上記（４）に従い提出すること。 
体制整備状況、活用方針を一度提出した場合は、見直しが発生しなけ

れば再提出は不要。 
活用実績については参考様式 16 により、翌年度の 6 月 30 日まで

に生研支援センター事業担当課あて電子媒体で提出すること。 
活用方針に沿って執行されていない場合は研究機関に対して確認し、必
要に応じて改善を求める等、必要な措置を講ずることとする。 

 
 
 
 
 
 

（c）エフォート証明書（備考欄に PI 等の人件費計上と記入） 
【研究遂行時での計上決定の場合】 
変更届に PI 等人件費の支出を行うことを記し、上記（a）（b）の書

類を添付して提出すること。 
なお、予想される計上金額が費目間流用の範囲内であっても、事前に

当該事業担当に確認の上、上記手続きを実施すること。 
② 人件費の計上について 
人件費におけるエフォート適用者と同様の事務手続きを行うこと。

（人件費精算書、従事状況報告書の作成等） 
③ 届出・報告等 
本制度を実施した研究機関は、「PI 実施方針」に定める内容のとお

り、体制整備状況（参考様式 14）や策定した活用方針（参考様式 
15）を参考に研究機関の様式で可能）を、事前に上記（４）に従い提
出すること。 
また、財源の活用後には活用実績を上記（４）に従い提出すること。 
体制整備状況、活用方針を一度提出した場合は、見直しが発生しなけ

れば再提出は不要。 
活用実績については参考様式 16 により、翌年度の 6 月 30 日まで

に生研支援センター研究管理課あて電子媒体で提出すること。 
活用方針に沿って執行されていない場合は研究機関に対して確認し、必
要に応じて改善を求める等、必要な措置を講ずることとする。 
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１８．競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代行に係る経費を支出
可能とする見直し（バイアウト制度の導入）について  
（※本取扱いは令和２年度以降、新たに公募するものから適用となりま
す。なお、令和2年４月以前の公募において採択された場合であって
も、令和４年度に事業を実施している場合には適用となります。） 
（概要） 
「競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代行経費を支出可能

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

１７．競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代行経費を支出可能と
する見直し（バイアウト制度の導入）について  
（※本取扱いは令和２年度以降、新たに公募するものから適用となりま
す。なお、令和2年４月以前の公募において採択された場合であって
も、令和４年度に事業を実施している場合には適用となります。） 
（概要） 
「競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代行経費を支出可能
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とする見直し（バイアウト制度の導入）について」（令和２年 10 月
９日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ）（以下「バイ
アウト実施方針」という。）に基づき、以下の通り、生研支援センタ
ー委託事業において、直接経費から研究以外の業務の代行経費の支出
を可能とします。 
「バイアウト実施方針」については、各種資料Ⅱ－４．「競争的研究
費の直接経費から研究以外の業務の代行に係る経費を支出可能とする
見直し（バイアウト制度の導入）について」を参照願います。 

（１）対象者 
生研支援センター委託事業による研究課題の研究代表者（研究統括

者）及び研究分担者（各研究機関における研究実施責任者）（以下
「PI等」という。）となる者を対象とする。 

（２）支出可能となる経費 
「バイアウト実施方針」の定めるとおり、研究開発課題に専念できる
時間を拡充するために、PI 等本人の希望により、その者が所属研究
機関において担っている業務のうち、研究以外の業務（講義等の教育
活動やそれに付随する事務等。なお、「研究」には、当該競争的研究
費により実施される研究以外の研究も含む。）の代行に係る経費（以
下「代行経費」という。）の支出を可能とする。バイアウト制度の適
用によって確保される時間（エフォート）は、バイアウト制度を利用
した研究開発課題に対してのみ、適切に充当すること。研究分担者に
ついても、PI と同様の扱いとする。 

（３）研究機関において実施すべき事項等 
「バイアウト実施方針」に定める内容どおり、研究機関においては以
下の事項を実施している必要がある。研究分担者についても、PI と
同様の扱いとする。 

とする見直し（バイアウト制度の導入）について」（令和２年 10 月
９日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ）（以下「バイ
アウト実施方針」という。）に基づき、以下の通り、生研支援センタ
ー委託事業において、直接経費から研究以外の業務の代行経費の支出
を可能とします。 
「バイアウト実施方針」については、各種資料Ⅱ－４．「競争的研究
費の直接経費から研究以外の業務の代行経費を支出可能とする見直し
（バイアウト制度の導入）について」を参照願います。 

（１）対象者 
生研支援センター委託事業による研究課題の研究代表者（研究統括

者）及び研究分担者（各研究機関における研究実施責任者）（以下
「PI等」という。）となる者を対象とする。 

（２）支出可能となる経費 
「バイアウト実施方針」の定めるとおり、研究開発課題に専念できる
時間を拡充するために、PI 等本人の希望により、その者が所属研究
機関において担っている業務のうち、研究以外の業務（講義等の教育
活動やそれに付随する事務等。なお、「研究」には、当該競争的研究
費により実施される研究以外の研究も含む。）の代行に係る経費（以
下「代行経費」という。）の支出を可能とする。バイアウト制度の適
用によって確保される時間（エフォート）は、バイアウト制度を利用
した研究開発課題に対してのみ、適切に充当すること。研究分担者に
ついても、PI と同様の扱いとする。 

（３）研究機関において実施すべき事項等 
「バイアウト実施方針」に定める内容どおり、研究機関においては以
下の事項を実施している必要がある。研究分担者についても、PI と
同様の扱いとする。 
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● 研究者の研究時間の確保という、バイアウト制度の趣旨を踏まえた
適正な仕組みを構築し、運用すること。 

● 本制度の利用に当たり整備した規定等を生研支援センターに届け出
ること。研究機関においては以下の事項を実施している必要がある。 

● PI 等が希望する業務の代行に関し、当該 PI 等との合意に基づき、
その内容や費用等の必要な事項について各研究機関のバイアウト制度
の仕組みに則った代行要員の確保等により代行を実施すること。 

● 複数の研究費を合算して代行を実施する場合は、経費分担の根拠を
明確にし、各経費間で重複がないよう、適切な経費配分を行うこと。 

● 直接経費により PI 等人件費が支出される場合は、エフォートにつ
いて特に適切に管理すること。 

（４）生研支援センターの対応 
① 手続等 

直接経費からバイアウト経費を支出する場合は、「その他（諸経
費）」で計上。 
研究遂行時での計上決定の場合は、予想される計上金額が費目間流

用の範囲内であっても、事前に事業担当課に確認の上、必要な手続き
を実施すること。 
本制度の実施に当たり、整備した規定等を生研支援センターに上記

（３）に従い提出すること。 
② バイアウト費用の計上について 

バイアウト費用を計上する場合は、研究機関のバイアウト制度の仕
組み（基準等）に則り、合理的な算出根拠で算定した費用を、「その
他（諸経費）」に計上すること。（証拠書類を整備のこと） 
なお、バイアウト経費の支出に変えて、増加したエフォート分を人

件費支出とする場合には、エフォート変更手続きを行ったうえで、Ｐ

● 研究者の研究時間の確保という、バイアウト制度の趣旨を踏まえた
適正な仕組みを構築し、運用すること。 

● 本制度の利用に当たり整備した規定等を生研支援センターに届け出
ること。研究機関においては以下の事項を実施している必要がある。 

● PI 等が希望する業務の代行に関し、当該 PI 等との合意に基づき、
その内容や費用等の必要な事項について各研究機関のバイアウト制度
の仕組みに則った代行要員の確保等により代行を実施すること。 

● 複数の研究費を合算して代行を実施する場合は、経費分担の根拠を
明確にし、各経費間で重複がないよう、適切な経費配分を行うこと。 

● 直接経費により PI 等人件費が支出される場合は、エフォートにつ
いて特に適切に管理すること。 

（４）生研支援センターの対応 
① 手続等 

直接経費からバイアウト経費を支出する場合は、「その他（諸経
費）」で計上。 
研究遂行時での計上決定の場合は、予想される計上金額が費目間流

用の範囲内であっても、事前に当該事業担当に確認の上、必要な手続
きを実施すること。 
本制度の実施に当たり、整備した規定等を生研支援センターに上記

（３）に従い提出すること。 
② バイアウト費用の計上について 

バイアウト費用を計上する場合は、研究機関のバイアウト制度の 
仕組み（基準等）に則り、合理的な算出根拠で算定した費用を、「そ
の他（諸経費）」に計上すること。（証拠書類を整備のこと） 
なお、バイアウト経費の支出に変えて、増加したエフォート分を人

件費支出とする場合には、エフォート変更手続きを行ったうえで、Ｐ

149



Ｉ等人件費の支出手続きにより実施すること。 
② その他 
研究機関の構築した仕組みの運用状況等に疑義が生じた場合は、運用

状況の報告を求めることができるほか、「バイアウト実施方針」の内容
に反していることが確認された場合には、研究機関に対して運用方法の
是正や、バイアウト経費の返還等、必要な措置を講ずることとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
１９．競争的研究費におけるＲＡ経費等の適正な支出の促進について 
博士課程学生の処遇の改善について 
（※本取扱いは令和２年度以降、新たに公募するものから適用となりま
す。なお、令和2年４月以前の公募において採択された場合であって
も、令和４年度に事業を実施している場合には適用となります。） 
 
生研支援センターでは、科学技術・イノベーション基本計画（令和３年

３月２６閣議決定）における推進方策※を踏まえ、博士課程（後期）学生

Ｉ等人件費の支出手続きにより実施すること。 
② その他 
研究機関の構築した仕組みの運用状況等に疑義が生じた場合は、運用

状況の報告を求めることができるほか、「バイアウト実施方針」の内容
に反していることが確認された場合には、研究機関に対して運用方法の
是正や、バイアウト経費の返還等、必要な措置を講ずることとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
１８．競争的研究費におけるＲＡ経費等の適正な支出の促進について 
博士課程学生の処遇の改善について 
（※本取扱いは令和２年度以降、新たに公募するものから適用となりま
す。なお、令和2年４月以前の公募において採択された場合であって
も、令和４年度に事業を実施している場合には適用となります。） 
 
生研支援センターでは、科学技術・イノベーション基本計画（令和３年

３月２６閣議決定）における推進方策※を踏まえ、博士課程（後期）学生
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をＲＡ（リサーチアシスタント）として雇用し、その際の給与水準につい
て、経済的支援を充実すべく、博士後期課程在籍学生の約３割が生活費相
当程度を受給できることを推奨します。 
研究の遂行に必要な博士課程学生を積極的にＲＡ等として雇用するとと

もに、業務の性質や内容に見合った単価を設定し、適切な勤務管理の下、
業務に従事した時間に応じた給与を支払うこととしてください。 
※「優秀な学生、社会人を国内外から引き付けるため、大学院生、特に

博士課程（後期）学生に対する経済的支援を充実すべく、博士後期課程在
籍学生の約３割が生活費相当額程度を受給できることを目指すことが数値
目標として掲げられ、「競争的研究費や共同研究費からの博士後期課程学
生に対するリサーチアシスタント（ＲＡ）としての適切な水準での給与支
給を推進すべく、各事業及び大学等において、ＲＡ等の雇用・謝金に係る
ＲＡ経費の支出のルールを策定し、2021 年度から順次実施する。」とさ
れており、各大学や研発開発法人におけるＲＡ（リサーチアシスタント） 
等としての博士課程学生の雇用の拡大と処遇の改善が求められている。」 
【博士課程(後期)学生をＲＡとして雇用する際の留意点】 
・第６期科学技術・イノベーション基本計画では博士後期課程学生が受
給する生活費相当額は、年間180 万円以上としている。さらに、優秀
な博士後期課程学生に対して経済的不安を感じることなく研究に専念で
きるよう研究奨励金を支給する特別研究員（DC）並みの年間240 万円
程度の受給者を大幅に拡充するとしています。 
・「ポストドクター等の雇用・育成に関するガイドライン」では、研究
プロジェクトの遂行のために博士後期課程学生を雇用する場合の処遇に
ついて、「競争的研究費等で雇用される特任助教等の平均的な給与の額
等を勘案すると、2,000 円から2,500 円程度 の時間給の支払いが標準
的となるものと考えられる。」と示しています。 

をＲＡ（リサーチアシスタント）として雇用し、その際の給与水準につい
て、経済的支援を充実すべく、博士後期課程在籍学生の約３割が生活費相
当程度と受給できることを推奨します。 
研究の遂行に必要な博士課程学生を積極的にＲＡ等として雇用するとと

もに、業務の性質や内容に見合った単価を設定し、適切な勤務管理の下、
業務に従事した時間に応じた給与を支払うこととしてください。 
※「優秀な学生、社会人を国内外から引き付けるため、大学院生、特に

博士課程（後期）学生に対する経済的支援を充実すべく、博士後期課程在
籍学生の約３割が生活費相当額程度を受給できることを目指すことが数値
目標として掲げられ、「競争的研究費や共同研究費からの博士後期課程学
生に対するリサーチアシスタント（ＲＡ）としての適切な水準での給与支
給を推進すべく、各事業及び大学等において、ＲＡ等の雇用・謝金に係る
ＲＡ経費の支出のルールを策定し、2021 年度から順次実施する。」とさ
れており、各大学や研発開発法人におけるＲＡ（リサーチアシスタント） 
等としての博士課程学生の雇用の拡大と処遇の改善が求められている。」 
【博士課程(後期)学生をＲＡとして雇用する際の留意点】 
・第６期科学技術・イノベーション基本計画では博士後期課程学生が受
給する生活費相当額は、年間180 万円以上としている。さらに、優秀
な博士後期課程学生に対して経済的不安を感じることなく研究に専念で
きるよう研究奨励金を支給する特別研究員（DC）並みの年間240 万円
程度の受給者を大幅に拡充するとしています。 
・「ポストドクター等の雇用・育成に関するガイドライン」では、研究
プロジェクトの遂行のために博士後期課程学生を雇用する場合の処遇に
ついて、「競争的研究費等で雇用される特任助教等の平均的な給与の額
等を勘案すると、2,000 円から2,500 円程度 の時間給の支払いが標準
的となるものと考えられる。」と示しています。 
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・具体的な支給額・支給期間等については、研究機関にてご判断してく
ださい。上記の水準以上又は水準以下での支給を制限するものではあり
ません。 
・学生をＲＡ等として雇用する際には、過度な労働時間とならないよう
配慮するとともに、博士課程学生自身の研究・学習時間とのバランスを
考慮してください。 
＊研究計画書等における計上可能経費の明確化について 
ＲＡ等博士課程学生向けの経費計上を行う場合は、試験研究計画書

「研究実施体制図」及び委託試験研究実績報告書の添付書類「研究項目
別の分担」にＲＡとして雇用することが分かるように記載を行ってくだ
さい。 
RA（リサーチアシスタント）：大学等が行う研究プロジェクト等の研究補助業務を行

い、これに対する手当を支給される大学院学生を指す。RA 経費等とは、RA の雇用に
係る経費及びこれに類する、当該競争的研究費 
プロジェクトへの参画の対価として博士課程学生に支払うための経費を指す。 
本取扱において、博士課程学生には、博士前期課程（修士課程を含む。）学生、博士

後期課程学生、４年制博士課程学生、５年一貫制博士課程学生も含む。 
「科学技術・イノベーション基本計画」においては、博士後期課程学生への支援が目

標として掲げられているが、本取扱では、上記定義の博士課程学生を対象にRA 経費等
の適正な支出の促進を図ることとする。 

 
 
２０．人件費の算定等の適正化について 
１．人件費の基本的な考え方 
（１）人件費とは委託事業に直接従事する者（以下「事業従事者」とい

う。）の直接作業時間に対する給料その他手当をいい、その算定にあ
たっては、原則として以下の計算式により構成要素ごとに計算する必
要がある。 

・具体的な支給額・支給期間等については、研究機関にてご判断してく
ださい。上記の水準以上又は水準以下での支給を制限するものではあり
ません。 
・学生をＲＡ等として雇用する際には、過度な労働時間とならないよう
配慮するとともに、博士課程学生自身の研究・学習時間とのバランスを
考慮してください。 
＊研究計画書等における計上可能経費の明確化について 
ＲＡ等博士課程学生向けの経費計上を行う場合は、試験研究計画書

「研究実施体制図」及び委託試験研究実績報告書の添付書類「研究項目
別の分担」にＲＡとして雇用することが分かるように記載を行ってくだ
さい。 
RA（リサーチアシスタント）：大学等が行う研究プロジェクト等の研究補助業務を行

い、これに対する手当を支給される大学院学生を指す。RA 経費等とは、RA の雇用に
係る経費及びこれに類する、当該競争的研究費 
プロジェクトへの参画の対価として博士課程学生に支払うための経費を指す。 
本取扱において、博士課程学生には、博士前期課程（修士課程を含む。）学生、博士

後期課程学生、４年制博士課程学生、５年一貫制博士課程学生も含む。 
「科学技術・イノベーション基本計画」においては、博士後期課程学生への支援が目

標として掲げられているが、本取扱では、上記定義の博士課程学生を対象にRA 経費等
の適正な支出の促進を図ることとする。 

 
 
１９．人件費の算定等の適正化について 
１．人件費の基本的な考え方 
（１）人件費とは委託事業に直接従事する者（以下「事業従事者」とい

う。）の直接作業時間に対する給料その他手当をいい、その算定にあ
たっては、原則として以下の計算式により構成要素ごとに計算する必
要がある。 
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また、試験研究計画書「研究実施体制図」及び委託試験研究実績報
告書の添付書類「研究項目別の分担」に事業従事者の役職及び氏名を
記載すること。 

 
人件費＝ 時間単価※１ × 直接作業時間数※２ 

 
※１ 時間単価 
時間単価については、事業従事者一人一人について算出する。 
時間単価適用者は、雇用契約書等において定められた単価としま

す。月額、年額で雇用されている方は、２．実績単価による算定方法
により時間単価を算出する。 
以下に掲げる場合は、額の確定時に時間単価を変更しなければなら
ない。 

・事業従事者に変更があった場合 
・事業従事者の雇用形態に変更があった場合（正職員が嘱託職員と
して雇用された等） 

・委託先における出向者の給与の負担割合に変更があった場合 
・超過勤務の概念がない管理職や研究職等職員（以下、「管理者
等」という。）が当該委託事業に従事した時間外労働の実績があっ
た場合 

 
※２ 直接作業時間数 
① 正職員、出向者及び嘱託職員 

直接作業時間数については、当該委託事業に従事した実績時間
についてのみ計上すること。 

② 管理者等 
原則、管理者等については、直接作業時間数の算定に当該委託

事業に従事した時間外労働時間（残業・休日出勤等）を含めるこ
とはできない。 
ただし、当該委託事業の遂行上やむを得ず当該委託事業のため

に従事した時間外労働にあっては、直接作業時間数に当該委託事

また、試験研究計画書「研究実施体制図」及び委託試験研究実績報
告書の添付書類「研究項目別の分担」に事業従事者の役職及び氏名を
記載すること。 

 
人件費＝ 時間単価※１ × 直接作業時間数※２ 

 
※１ 時間単価 
時間単価については、事業従事者一人一人について算出する。 
 
 
 
以下に掲げる場合は、額の確定時に時間単価を変更しなければなら
ない。 

・事業従事者に変更があった場合 
・事業従事者の雇用形態に変更があった場合（正職員が嘱託職員と
して雇用された等） 

・委託先における出向者の給与の負担割合に変更があった場合 
・超過勤務の概念がない管理職や研究職等職員（以下、「管理者
等」という。）が当該委託事業に従事した時間外労働の実績があっ
た場合 

 
※２ 直接作業時間数 
① 正職員、出向者及び嘱託職員 

直接作業時間数については、当該委託事業に従事した実績時間
についてのみ計上すること。 

② 管理者等 
原則、管理者等については、直接作業時間数の算定に当該委託

事業に従事した時間外労働時間（残業・休日出勤等）を含めるこ
とはできない。 
ただし、当該委託事業の遂行上やむを得ず当該委託事業のため

に従事した時間外労働にあっては、直接作業時間数に当該委託事
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業に従事した時間外労働時間（残業・休日出勤等）を含めること
ができることとする。 

 
（２）一の委託事業だけに従事することが、雇用契約書等により明らかな

場合は、上記によらず次の計算式により算定することができる 
 

人件費＝ 日額単価× 勤務日数 
 
 
人件費＝ 給与月額× 勤務月数 
（１月に満たない場合は、日割り計算による） 

 
２．実績単価による算定方法 
時間単価は以下の計算方法（以下「時間単価計算」という。）により算

定する。（円未満は切り捨て。／算定根拠の[支給額]及び[労働時間]は、前
年実績値を用いること。以下、本項目内においては同じ。） 
人件費単価算定は、経理様式7帳簿【参考】単価計算を用いり、法定

帳簿である賃金台帳等の算定根拠資料を提出してください。 
 

＜実績単価の算定方法＞ 
○正職員、出向者（給与等を全額委託先で負担している者に限る）及
び嘱託職員の人件費時間単価の算定方法 
 
原則として下記により算定する。 

 
人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等） 
÷ 年間理論総労働時間 

 
・年間総支給額及び年間法定福利費の算定根拠は「前年支給実績」を
用いるものとする。 
ただし、中途採用など前年支給実績による算定が困難な場合は、別

途協議のうえ定めるものとする（以下、同じ。）。 

業に従事した時間外労働時間（残業・休日出勤等）を含めること
ができることとする。 

 
（２）一の委託事業だけに従事することが、雇用契約書等により明らかな

場合は、上記によらず次の計算式により算定することができる 
 

人件費＝ 日額単価× 勤務日数 
 
 
人件費＝ 給与月額× 勤務月数 
（１月に満たない場合は、日割り計算による） 

 
２．実績単価による算定方法 
時間単価は以下の計算方法（以下「時間単価計算」という。）により算

定する。（円未満は切り捨て。／算定根拠の[支給額]及び[労働時間]は、前
年度実績値を用いること。以下、本項目内においては同じ。） 

 
 
 
＜実績単価の算定方法＞ 
○正職員、出向者（給与等を全額委託先で負担している者に限る）及
び嘱託職員の人件費時間単価の算定方法 
 
原則として下記により算定する。 

 
人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等） 
÷ 年間理論総労働時間 

 
・年間総支給額及び年間法定福利費の算定根拠は「前年支給実績」を
用いるものとする。 
ただし、中途採用など前年支給実績による算定が困難な場合は、別

途協議のうえ定めるものとする（以下、同じ。）。 
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・年間総支給額は、基本給、管理職手当、都市手当、住宅手当、家族
手当、通勤手当等の諸手当及び賞与の年間合計額とし、時間外手当
（固定残業代（みなし残業代））、食事手当などの福利厚生面で支給さ
れているものは除外する（以下、同じ。）。 
・年間法定福利費等は、健康保険料、厚生年金保険料（厚生年金基金
の掛金部分を含む。）、労働保険料、児童手当拠出金、身体障害者雇用
納付金、労働基準法の休業補償及び退職手当引当金の年間事業者負担
分とする（以下、同じ。）。 
・年間理論総労働時間は、営業カレンダー等から年間所定営業日数を
算出し、就業規則等から１日あたりの所定労働時間を算出し、これら
を乗じて得た時間とする（以下、同じ。）。 
※役員等が労務費を計上する場合は、役員報酬のうち給与相当額の
場合とする。役員報酬のうち給与相当額とは、原則、前年度（４月
～３月）に金銭で支給されたものとします。 
ただし、ここでいう役員報酬とは法人税法上、損金算入されたも

ののみに限定していますので、損金不算入となったものについては
計上できません。 

 
○出向者の時間単価の算定方法 
出向者（給与等の一部を委託先で負担している者）の時間単価は、

原則として下記により算定する。 
 

 
人件費時間単価＝ 
委託先が負担する(した)（年間総支給額＋年間法定福利費等） 
÷年間理論総労働時間 

 
・事業従事者が出向者である場合の人件費の精算にあたっては、当該
事業従事者に対する給与等が委託先以外（出向元等）から支給されて
いるかどうか確認するとともに、上記計算式の年間総支給額及び年間
法定福利費は、委託先が負担した額しか計上できないことに注意する
こと。 

・年間総支給額は、基本給、管理職手当、都市手当、住宅手当、家族
手当、通勤手当等の諸手当及び賞与の年間合計額とし、時間外手当、
食事手当などの福利厚生面で支給されているものは除外する（以下、
同じ。）。 
・年間法定福利費等は、健康保険料、厚生年金保険料（厚生年金基金
の掛金部分を含む。）、労働保険料、児童手当拠出金、身体障害者雇用
納付金、労働基準法の休業補償及び退職手当引当金の年間事業者負担
分とする（以下、同じ。）。 
・年間理論総労働時間は、営業カレンダー等から年間所定営業日数を
算出し、就業規則等から１日あたりの所定労働時間を算出し、これら
を乗じて得た時間とする（以下、同じ。）。 

 
 
 
 
 
 
○出向者の時間単価の算定方法 
出向者（給与等の一部を委託先で負担している者）の時間単価は、

原則として下記により算定する。 
 

 
人件費時間単価＝ 
委託先が負担する(した)（年間総支給額＋年間法定福利費等） 
÷年間理論総労働時間 

 
・事業従事者が出向者である場合の人件費の精算にあたっては、当該
事業従事者に対する給与等が委託先以外（出向元等）から支給されて
いるかどうか確認するとともに、上記計算式の年間総支給額及び年間
法定福利費は、委託先が負担した額しか計上できないことに注意する
こと。 
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○管理者等の時間単価の算定方法 

原則として管理者等の時間単価は、下記の（１）により算定する。
ただし、やむを得ず時間外に当該委託事業に従事した場合は、（２）
により算定した時間単価を額の確定時に適用する。 

 
（１）原則 
 

人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等） 
÷年間理論総労働時間 

 
（２）時間外に従事した場合 

 
人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等） 
÷年間実総労働時間 

 
・時間外の従事実績の計上は、業務日誌以外にタイムカード等によ
り年間実総労働時間を立証できる場合に限る。 
・年間実総労働時間＝年間理論総労働時間＋当該委託事業及び自主
事業等における時間外の従事時間数の合計。 

 
３．受託単価による算定方法 

 
委託先（地方公共団体を除く。以下同じ。）において、受託単価規程等

が存在する場合、同規程等における単価（以下、「受託単価」という。）の
構成要素（積算根拠）を明確にすることで、受託単価による算定を認め
る。 
ただし、受託単価の上限は、１２，５００円（1時間）を超えることは

出来ない。 
委託契約締結時または委託契約締結後に、受託単価の構成要素を精査し

ます。 
○ 受託単価の構成要素を精査する際の留意点 

○管理者等の時間単価の算定方法 

原則として管理者等の時間単価は、下記の（１）により算定する。
ただし、やむを得ず時間外に当該委託事業に従事した場合は、（２）
により算定した時間単価を額の確定時に適用する。 

 
（１）原則 
 

人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等） 
÷年間理論総労働時間 

 
（２）時間外に従事した場合 

 
人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等） 
÷年間実総労働時間 

 
・時間外の従事実績の計上は、業務日誌以外にタイムカード等によ
り年間実総労働時間を立証できる場合に限る。 
・年間実総労働時間＝年間理論総労働時間＋当該委託事業及び自主
事業等における時間外の従事時間数の合計。 

 
３．受託単価による算定方法 

 
委託先（地方公共団体を除く。以下同じ。）において、受託単価規程等

が存在する場合、同規程等における単価（以下、「受託単価」という。）の
構成要素（積算根拠）を明確にすることで、受託単価による算定を認め
る。 
ただし、受託単価の上限は、１２，５００円（1時間）を超えることは

出来ない。 
委託契約締結時または委託契約締結後に、受託単価の構成要素を精査し

ます。 
○ 受託単価の構成要素を精査する際の留意点 

156



ア 事業従事者の職階（課長級、係長級などに対応した単価）に対応
しているか 

イ 受託単価に人件費の他に技術経費、一般管理費、その他経費が含
まれている場合は、人件費の他の経費単価及びその根拠を明確にす
ること 

ウ 受託単価に技術経費、一般管理費等が含まれている場合は、委託
試験研究実施計画書及び委託試験研究実績報告書の経費の区分欄に
計上する間接経費に重複計上されていないか確認すること 

エ 上記２実績単価において積算した人件費時間単価との大幅な乖離
がないか。 

   オ 委託費の計上でついては、実費弁済の考え方をとっていることか
ら利益率を付加することは認められません。 

 
＜受託単価による算定方法＞ 
○正職員及び管理者等の時間単価は、受託単価規定等に基づく時間単
価を使用すること。 

  ただし、受託単価の上限は、１２，５００円（1時間）を超えるこ
とは出来ない。 

○出向者、嘱託職員の受託単価計算 
事業従事者が出向者、嘱託職員である場合は、受託単価規程等によ

り出向者受託単価、嘱託職員受託単価が規定されている場合はそれぞ
れの受託単価を使用することができる。 
ただし、出向者及び嘱託職員に係る給与については、委託先が全額

を負担、一部のみ負担、諸手当が支給されていない等多様であるた
め、適用する受託単価の構成要素のうち人件費分について精査し、前
述する実績単価により算出された人件費単価を超えることは出来な
い。 

 
４．その他の算定方法 
    
  １９．２．実績単価、１９．３．受託単価による算定方法のほか、 

ア 事業従事者の職階（課長級、係長級などに対応した単価）に対応
しているか 

イ 受託単価に人件費の他に技術経費、一般管理費、その他経費が含
まれている場合は、人件費の他の経費単価及びその根拠を明確にす
ること 

ウ 受託単価に技術経費、一般管理費等が含まれている場合は、委託
試験研究実施計画書及び委託試験研究実績報告書の経費の区分欄に
計上する間接経費に重複計上されていないか確認すること 

エ 上記２実績単価において積算した人件費時間単価との大幅な乖離
がないか。 

   オ 委託費の計上でついては、実費弁済の考え方をとっていることか
ら利益率を付加することは認められません。 

 
＜受託単価による算定方法＞ 
○正職員及び管理者等の時間単価は、受託単価規定等に基づく時間単
価を使用すること。 

  ただし、受託単価の上限は、１２，５００円（1時間）を超えるこ
とは出来ない。 

○出向者、嘱託職員の受託単価計算 
事業従事者が出向者、嘱託職員である場合は、受託単価規程等によ

り出向者受託単価、嘱託職員受託単価が規定されている場合はそれぞ
れの受託単価を使用することができる。 
ただし、出向者及び嘱託職員に係る給与については、委託先が全額

を負担、一部のみ負担、諸手当が支給されていない等多様であるた
め、適用する受託単価の構成要素のうち人件費分について精査し、前
述する実績単価により算出された人件費単価を超えることは出来な
い。 

 
４．その他の算定方法 
    
  １９．２．実績単価、１９．３．受託単価による算定方法のほか、 
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１６．エフォート管理による算出、生研支援センター以外の資金配分機
関で決められている健康保険等級（健保等級）に基づく労務費単価表等
による算定を認める。 

 
 
５．直接作業時間数を把握するための書類整備について 

 
① 人件費の対象となっている事業従事者毎の業務日誌を整備するこ
と。（当該委託事業の従事時間と他の事業及び自主事業等に係る従事
時間・内容との重複記載は認められないことに留意する。） 

② 業務日誌の記載は、事業に従事した者本人が原則毎日記載するこ
と。（数週間分まとめて記載することや、他の者が記載すること等、
事実と異なる記載がなされることがないよう適切に管理すること。） 

③ 当該委託事業に従事した実績時間を記載すること。なお、従事した
時間に所定時間外労働（残業・休日出勤等）時間を含める場合は、以
下の事由による場合とする。 
・委託事業の内容から、平日に所定時間外労働が不可欠な場合。・
委託事業の内容から、休日出勤（例：土日にシンポジウムを開催
等）が必要である場合で、委託先が休日手当を支給している場合。
ただし、支給していない場合でも委託先において代休など振替措置
を手当している場合は同様とする。 

④ 昼休みや休憩時間など勤務を要しない時間は、除外すること。 
⑤ 当該委託事業における具体的な従事内容がわかるように記載するこ
と。なお、出張等における移動時間についても当該委託事業のために
従事した時間として計上することができるが、出張行程に自主事業等
他の事業が含まれる場合は、按分計上を行う必要がある。 

⑥ 当該委託事業以外の業務を兼務している場合には、他の事業と当該
委託事業の従事状況を確認できるように区分して記載すること。 

⑦ 委託先における勤務時間管理者は、タイムカード（タイムカードが
ない場合は出勤簿）等帳票類と矛盾がないか、他の事業と重複して記
載していないかを確認のうえ、記名する。 

１５．エフォート管理による算出、生研支援センター以外の資金配分機
関で決められている健康保険等級（健保等級）に基づく労務費単価表等
による算定を認める。 

 
 
５．直接作業時間数を把握するための書類整備について 

 
① 人件費の対象となっている事業従事者毎の業務日誌を整備するこ
と。（当該委託事業の従事時間と他の事業及び自主事業等に係る従事
時間・内容との重複記載は認められないことに留意する。） 

② 業務日誌の記載は、事業に従事した者本人が原則毎日記載するこ
と。（数週間分まとめて記載することや、他の者が記載すること等、
事実と異なる記載がなされることがないよう適切に管理すること。） 

③ 当該委託事業に従事した実績時間を記載すること。なお、従事した
時間に所定時間外労働（残業・休日出勤等）時間を含める場合は、以
下の事由による場合とする。 
・委託事業の内容から、平日に所定時間外労働が不可欠な場合。・
委託事業の内容から、休日出勤（例：土日にシンポジウムを開催
等）が必要である場合で、委託先が休日手当を支給している場合。
ただし、支給していない場合でも委託先において代休など振替措置
を手当している場合は同様とする。 

④ 昼休みや休憩時間など勤務を要しない時間は、除外すること。 
⑤ 当該委託事業における具体的な従事内容がわかるように記載するこ
と。なお、出張等における移動時間についても当該委託事業のために
従事した時間として計上することができるが、出張行程に自主事業等
他の事業が含まれる場合は、按分計上を行う必要がある。 

⑥ 当該委託事業以外の業務を兼務している場合には、他の事業と当該
委託事業の従事状況を確認できるように区分して記載すること。 

⑦ 委託先における勤務時間管理者は、タイムカード（タイムカードが
ない場合は出勤簿）等帳票類と矛盾がないか、他の事業と重複して記
載していないかを確認のうえ、記名する。 
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に、経済産業大臣の許可を必要とする制度（キャッチオール規
制）から成り立っています。 

貨物の輸出だけでなく技術提供も外為法の規制対象です。リスト規制技
術を国外に提供する場合や、国内であっても非居住者等（２０２２年５月
１日以降は特定類型（※２）に該当する居住者を含む。）に提供する場合
には、事前の許可が必要です。技術提供には、設計図・仕様書・マニュア
ル・試料・試作品などの技術情報を、紙・メール・DVD・USB メモリな
どの記録媒体で提供することはもちろんのこと、技術指導や技能訓練など
を通じた作業知識の提供やセミナーでの知識の提供なども含まれます。外
国からの留学生や研究者の受入れや、共同研究等の活動の中にも、規制対
象となる技術の提供が含まれている場合があるため注意が必要です。 
本委託事業を通じて取得した技術等を輸出（提供）しようとする場合、

又は本委託事業の活用により既に保有している技術等を輸出（提供）しよ
うとする場合についても、規制対象となる場合ありますのでご留意くださ
い。 
（※２）非居住者の影響を強く受けている居住者の類型のことを言い、

「外国為替及び外国貿易法第 25 条第１項及び外国為替令第 17 
条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行
為について」1. (3)サ①～③に規定する特定類型を指します。 

また、外為法に基づき、リスト規制貨物の輸出又はリスト規制技術の外
国への提供を業として行う場合には、安全保障貿易管理の体制構築を行う
必要があります（※３）。このため、契約締結時までに、本委託事業によ
り外為法の輸出規制に当たる貨物・技術の輸出が予定されているか否かの
確認及び、輸出の意思がある場合は、管理体制の有無について確認を行い
ます。輸出の意思がある場合で、管理体制が無い場合は、輸出又は本委託
事業終了のいずれか早い方までの体制整備を求めます。なお、同確認状況
については、経済産業省の求めに応じて、経済産業省に報告する場合があ
ります。 また、本事業を通じて取得した技術等について外為法に係る規
制 違反が判明した場合には、契約の全部又は一部を解除する場合があり
ます。 
（※３） 輸出者等は外為法第 55 条の 10 第１項に規定する「輸出者

等遵守基準」を遵守する義務があります。また、ここでの安全

に、経済産業大臣の許可を必要とする制度（キャッチオール規
制）から成り立っています。 

貨物の輸出だけでなく技術提供も外為法の規制対象です。リスト規制技
術を国外に提供する場合や、国内であっても非居住者等（２０２２年５月
１日以降は特定類型（※２）に該当する居住者を含む。）に提供する場合
には、事前の許可が必要です。技術提供には、設計図・仕様書・マニュア
ル・試料・試作品などの技術情報を、紙・メール・DVD・USB メモリな
どの記録媒体で提供することはもちろんのこと、技術指導や技能訓練など
を通じた技術支援、セミナーでの知識の提供なども含まれます。外国から
の留学生や研究者の受入れや、共同研究等の活動の中にも、規制対象とな
る技術の提供が含まれている場合があるため注意が必要です。 

（※２）非居住者の影響を強く受けている居住者の類型のことを言い、
「外国為替及び外国貿易法第 25 条第１項及び外国為替令第 17 
条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行
為について」1. (3)サ①～③に規定する特定類型を指します。 

また、外為法に基づき、リスト規制貨物の輸出又はリスト規制技術の外
国への提供を業として行う場合には、安全保障貿易管理の体制構築を行う
必要があります（※３）。このため、委託研究により取得したリスト規制
貨物の輸出又はリスト規制技術の外国への提供、又は委託研究の活用によ
り既に保有しているリスト規制貨物の輸出又はリスト規制技術の外国への
提供を予定している場合又はその意思を有する場合、安全保障貿易管理体
制の整備をお願いします。万が一、外国へのリスト規制技術の提供を予定
している又はその意思がある場合であって、安全保障貿易管理体制を整備
していない場合には、本事業実施期間中又は技術提供・輸出を行うまでに
体制整備をお願いします。 
（※３） 輸出者等は外為法第 55 条の 10 第１項に規定する「輸出者

等遵守基準」を遵守する義務があります。また、ここでの安全
保障貿易管理体制とは、「輸出者等遵守基準」にある管理体制
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保障貿易管理体制とは、「輸出者等遵守基準」にある管理体制
を基本とし、リスト規制貨物の輸出又はリスト規制技術の外国
への提供を適切に行うことで未然に不正輸出等を防ぐための、
組織の内部管理体制を言います。 

 
（参考）安全保障貿易管理の詳細は、以下のガイダンス等をご覧くださ

い。 
○ 安全保障貿易管理（全般） 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/ 
○ Q&A 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/qanda.html 
○ 安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用） 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07son
ota/t07sonota_jishukanri03.pdf 

○ 大学・研究機関のためのモデル安全保障貿易管理規程マニュアル 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku/manual.pdf 
※企業向けは一般財団法人安全保障貿易管理センターのモデルCPも参
照ください。 
https://www.cistec.or.jp/export/jisyukanri/modelcp/modelcp.html 

○ 安全保障貿易ガイダンス（入門編） 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/guidance.html 
○ 大学・研究機関向け、及び中小企業等向けの説明会、アドバイザー
派遣等事業 

（大学・研究機関向け） 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku.html 

（中小企業等向け） 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/chusho.html 

 
２２．マッチングファンド(MF)について 
   (対象事業：イノベーション創出強化研究推進事業、オープンイノベ
ーション研究・実用化推進事業、戦略的スマート農業技術等の開発・改
良、戦略的スマート農業技術の開発・改良) 

を基本とし、リスト規制貨物の輸出又はリスト規制技術の外国
への提供を適切に行うことで未然に不正輸出等を防ぐための、
組織の内部管理体制を言います。 

 
（参考）安全保障貿易管理の詳細は、以下のガイダンス等をご覧くださ

い。 
○ 安全保障貿易管理（全般） 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/ 
○ Q&A 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/qanda.html 
○ 安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用） 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07son
ota/t07sonota_jishukanri03.pdf 

○ 大学・研究機関のためのモデル安全保障貿易管理規程マニュアル 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku/manual.pdf 
※企業向けは一般財団法人安全保障貿易管理センターのモデルCPも参
照ください。 
https://www.cistec.or.jp/export/jisyukanri/modelcp/modelcp.html 

○ 安全保障貿易ガイダンス（入門編） 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/guidance.html 
○ 大学・研究機関向け、及び中小企業等向けの説明会、アドバイザー
派遣等事業 

（大学・研究機関向け） 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku.html 

（中小企業等向け） 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/chusho.html 

 
２１．マッチングファンド(MF)について 
   (対象事業：イノベーション創出強化研究推進事業、戦略的スマート
農業技術等の開発・改良) 
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マッチングファンド方式を適用している構成員は、契約書【特記事項

１】のマッチングファンドについて必ずご確認ください。 
 
（１）委託費計上費目の体系 
 
①直接経費 (P. 10(１)委託費計上費目の体系 ②競争的研究費参照)  
 
②設備備品の減価償却費 

過去に自己資金で購入したことが証明できるもので、当該委託試験
研究用として管理日誌等により利用実績が確認できること。 

③試験研究用消耗品 
委託研究契約締結前に保有していた試験研究用消耗品(試薬・材料

等のみとし、コピー用紙等の汎用品は対象外) 
過去に自己資金で購入したことが証明できるもので、棚卸資産台帳

等により直近の在庫の確認ができるもの。 
 
※②及び③の計上においては、適切な資産及び資金管理ができるよう、

当該民間企業等の中に資産管理部門があることを条件とします。 
 
【注意事項】 
１ 民間企業等が委託期間において負担する自己資金の金額は、実施計画
書に記載のとおりとします。予算(積算)や実施計画書に記載のとおり、
委託費と自己資金を明確に区分し執行してください。 

２ 自己資金についても、専用の帳簿を備え、収入支出の額を経費項目に
従って記載し、その出納を明らかにしておく必要があります。 

３ 委託費分と自己資金分のそれぞれの帳簿や証拠書類等を分けてファイ
リングを行い、保管してください。 

４ 年度毎の精算時において、自己資金の支出実績が不足し、マッチング
ファンド条件を満たさない場合は、マッチングファンド条件を満たすま
で、委託費を財源に支出された経費を自己資金に振り替えることとし、

 
マッチングファンド方式を適用している構成員は、契約書【特記事項

１】のマッチングファンドについて必ずご確認ください。 
 
（１）委託費計上費目の体系 
 
①直接経費 (P. 11(１)委託費計上費目の体系 ②競争的研究費(競争的資
金含む。)参照)  

②設備備品の減価償却費 
過去に自己資金で購入したことが証明できるもので、当該委託試験

研究用として管理日誌等により利用実績が確認できること。 
③試験研究用消耗品 

委託研究契約締結前に保有していた試験研究用消耗品(試薬・材料
等のみとし、コピー用紙等の汎用品は対象外) 
過去に自己資金で購入したことが証明できるもので、棚卸資産台帳

等により直近の在庫の確認ができるもの。 
 
※②及び③の計上においては、適切な資産及び資金管理ができるよう、

当該民間企業等の中に資産管理部門があることを条件とします。 
 
【注意事項】 
１ 民間企業等が委託期間において負担する自己資金の金額は、実施計画
書に記載のとおりとします。予算(積算)や実施計画書に記載のとおり、
委託費と自己資金を明確に区分し執行してください。 

２ 自己資金についても、専用の帳簿を備え、収入支出の額を経費項目に
従って記載し、その出納を明らかにしておく必要があります。 

３ 委託費分と自己資金分のそれぞれの帳簿や証拠書類等を分けてファイ
リングを行い、保管してください。 

４ 年度毎の精算時において、自己資金の支出実績が不足し、マッチング
ファンド条件を満たさない場合は、マッチングファンド条件を満たすま
で、委託費を財源に支出された経費を自己資金に振り替えることとし、
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振り替えを行ったことにより過払いとなった委託費は、生研支援センタ
ーへ返還していただきます。 

５ マッチングファンド方式の自己資金については、翌年度への繰越は原
則認められませんが、年度毎の経費の精算時において、自己資金の支出
実績が、マッチングファンド条件における自己資金の額を超過する場合
には、生研支援センターが認めた場合に限り、当該超過額を次年度の自
己資金に含めることが可能です。 

６ 自己資金総額の変更及び当該委託業務事業年度の各研究機関(各構成
員)単位の直接経費総額の５０％を超える費目間の流用を⾏う場合は、
事前に「委託試験研究実施計画書・試験研究計画書の変更届（経理様式
１０）」を事業担当課へ提出してください。 

 
２３．民間企業が自ら支出した研究費用に係る実績報告 

（戦略的イノベーション創造プログラム及びムーンショット型農林水
産研究開発事業のみ適用） 
 
本事業による委託研究を受託する民間企業又は協力機関として参画
する民間企業がある場合、当該民間企業は自らも負担して、研究開
発項目に示す達成目標の実現に向けた研究開発等の着実な推進、委
託研究の実施により得られた成果の実用化・事業化、普及に努め 

てください。 
代表機関は、構成員又は協力機関として参画した民間企業が自ら支
出した研究費用（以下「民間投資という。」について、「民間投資集
計表」（経理様式２０）に取りまとめの上、生研支援センターが別
途指示する期日までに、生研支援センターへ提出してください。民
間投資の範囲及び当該民間投資に計上できる経費は以下のとおりと
します。 
① 民間投資の範囲 

研究開発項目に示す達成目標の実現に向けた研究開発等の着実
な推進、委託研究の実施により得られた成果の実用化・事業化、
普及を目的として、委託研究を受託する民間企業及び委託研究を
受託せずに当該委託研究の実施に協力する研究機関等（以下「協

振り替えを行ったことにより過払いとなった委託費は、生研支援センタ
ーへ返還していただきます。 

５ マッチングファンド方式の自己資金については、翌年度への繰越は原
則認められませんが、年度毎の経費の精算時において、自己資金の支出
実績が、マッチングファンド条件における自己資金の額を超過する場合
には、生研支援センターが認めた場合に限り、当該超過額を次年度の自
己資金に含めることが可能です。 

６ 自己資金総額の変更及び当該委託業務事業年度の各研究機関(各構成
員)単位の直接経費総額の５０％を超える費目間の流用を⾏う場合は、
事前に「委託試験研究実施計画書・試験研究計画書の変更届（経理様式
１０）」を事業担当課へ提出してください。 

 
２２．民間企業が自ら支出した研究費用に係る実績報告 

（戦略的イノベーション創造プログラム及びムーンショット型農林水
産研究開発事業のみ適用） 
 
本事業による委託研究を受託する民間企業又は協力機関として参画
する民間企業がある場合、当該民間企業は自らも負担して、研究開
発項目に示す達成目標の実現に向けた研究開発等の着実な推進、委
託研究の実施により得られた成果の実用化・事業化、普及に努め 

てください。 
代表機関は、構成員又は協力機関として参画した民間企業が自ら支
出した研究費用（以下「民間投資という。」について、「民間投資集
計表」（経理様式２０）に取りまとめの上、生研支援センターが別
途指示する期日までに、生研支援センターへ提出してください。民
間投資の範囲及び当該民間投資に計上できる経費は以下のとおりと
します。 
① 民間投資の範囲 

研究開発項目に示す達成目標の実現に向けた研究開発等の着実
な推進、委託研究の実施により得られた成果の実用化・事業化、
普及を目的として、委託研究を受託する民間企業及び委託研究を
受託せずに当該委託研究の実施に協力する研究機関等（以下「協
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力機関」という。）として参画する民間企業が自らの負担により
行う投資 

② 民間投資に計上できる経費 
毎年度、当該年度の民間投資として計上できる経費は、次の経

費とします。なお、経費の算定に必要な単価は各民間企業が用い
る単価を適用してください。 

  ア ①に掲げる目的のために、当該年度に民間企業が自己資金
で支出した、３の（１）及び（２）に定める直接経費、間接
経費に相当する経費（間接経費の算定は委託経費の算定方法
に準じる。） 

  イ 委託研究契約締結前に民間企業が自己資金で取得し、①に
掲げる目的のために当該年度に利用した固定資産の減価償却
費 

 ウ 委託研究契約締結前に民間企業が自己資金で取得し、①に
掲げる目的のために当該年度に利用した消耗品その他資産
（「その他資産」は自己資金による研究開発で取得したデー
タなど。イの固定資産を除く。） 

 
２４．委託業務に係る秘密保持 
   構成員は、委託業務に関して知り得た業務上の一切の情報等を、委託  
  契約期間の内外にかかわらず決して第三者に漏らさないでください。 

ただし、次のいずれかに該当する成果の情報については、この限りで 
はありません。 
・知得した際、既に構成員が保有していたことを証明できる情報 
・知得した後、構成員の責めによらず公知となった情報 
・秘密保持義務を負うことなく正当な権限を有する第三者から適法に取 
得したことを証明できる情報 
・委託業務と無関係に、構成員が独自に開発して得たことを証明できる 
情報 
・事前協議により、生研支援センターの同意を得た情報 
 また、公表を前提としている資料を除き、委託業務の実施計画書、研 

力機関」という。）として参画する民間企業が自らの負担により
行う投資 

② 民間投資に計上できる経費 
毎年度、当該年度の民間投資として計上できる経費は、次の経

費とします。なお、経費の算定に必要な単価は各民間企業が用い
る単価を適用してください。 

  ア ①に掲げる目的のために、当該年度に民間企業が自己資金
で支出した、２の（１）及び（２）に定める直接経費、間接
経費に相当する経費（間接経費の算定は委託経費の算定方法
に準じる。） 

  イ 委託研究契約締結前に民間企業が自己資金で取得し、①に
掲げる目的のために当該年度に利用した固定資産の減価償却
費 

 ウ 委託研究契約締結前に民間企業が自己資金で取得し、①に
掲げる目的のために当該年度に利用した消耗品その他資産
（「その他資産」は自己資金による研究開発で取得したデー
タなど。イの固定資産を除く。） 

 
２３．委託業務に係る秘密保持 
   構成員は、委託業務に関して知り得た業務上の一切の情報等を、委託  
  契約期間の内外にかかわらず決して第三者に漏らさないでください。 

ただし、次のいずれかに該当する成果の情報については、この限りで 
はありません。 
・知得した際、既に構成員が保有していたことを証明できる情報 
・知得した後、構成員の責めによらず公知となった情報 
・秘密保持義務を負うことなく正当な権限を有する第三者から適法に取 
得したことを証明できる情報 
・委託業務と無関係に、構成員が独自に開発して得たことを証明できる 
情報 
・事前協議により、生研支援センターの同意を得た情報 
 また、公表を前提としている資料を除き、委託業務の実施計画書、研 
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究成果報告書等については、評価・進行管理に係わる、評議委員、運営 
管理委員会委員、プログラムディレクター(PD)、プログラムマネージ 
ャー（PM）、研究リーダー、外部アドバイザー及び事務局構成員に限 
って、秘密保持を遵守の上、生研支援センターより提供を受けることが 
できるものとします。なお、用務終了後は速やかに生研支援センターに 
返却するものとします。 
 構成員は、第三者へ不正に秘密情報の流出があった場合には、代表機 
関を通じて遅滞なく生研支援センターへ報告するとともに、不正行為者 
に対し法的処置を講ずるなど、適切に対処するものとします。 

 
 

究成果報告書等については、評価・進行管理に係わる、評議委員、運営 
管理委員会委員、プログラムディレクター(PD)、プログラムマネージ 
ャー（PM）、研究リーダー、外部アドバイザー及び事務局構成員に限 
って、秘密保持を遵守の上、生研支援センターより提供を受けることが 
できるものとします。なお、用務終了後は速やかに生研支援センターに 
返却するものとします。 
構成員は、第三者へ不正に秘密情報の流出があった場合には、代表機 

関を通じて遅滞なく生研支援センターへ報告するとともに、不正行為者 
に対し法的処置を講ずるなど、適切に対処するものとします。 
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以下のⅢ章において、「構成員」はコンソーシアムを構成する個々の研究

機関のことをいいますが、単独機関により研究を実施する場合には、当該機
関と読み替えてください、また、「代表機関等」は、Ⅱ 契約事務関係１．
（１）で記載したように、代表機関若しくは研究管理運営機関をいいます。 
 
 
 
１．⽤語の定義（事業様式 1 試験研究委託契約書第 27 条関係）  

本要領において、次に掲げる⽤語は、次の定義によるものとします。  
①「研究成果」とは、委託業務を実施した結果得られた成果をいいま 
す。 

②「特許権等」とは、特許権、実⽤新案権、意匠権、育成者権、回路配
置利⽤権、著作権及びノウハウを使⽤する権利をいいます。また、特
許権等を受ける権利を含みます。 

③「産業財産権等」とは、特許権、実⽤新案権、意匠権、育成者権及び
回路配置利⽤権をいいます。また、これらの権利を受ける権利を含み
ます。 

④「ノウハウ」とは、技術情報のうち秘匿することが可能なものであっ
て、かつ財産的価値があるものの中から、委託先が秘密として管理す
べきと指定したものをいいます。 

⑤ 「発明等」とは、特許権の対象となるものの発明、実⽤新案権の対
象となるものの考案、意匠権、回路配置利⽤権及び著作権の対象とな
るものの創作、育成者権の対象となるものの育成並びにノウハウを使
⽤する権利の対象となるものの案出をいいます。 

⑥ 「通常実施権」とは、特許権、実⽤新案権若しくは意匠権を対象と
した通常実施権⼜は育成者権若しくは回路配置利⽤権についての通常
利⽤権⼜は著作権若しくはノウハウの使⽤の許諾の権利をいいます。 

 
⑦ 「独占的通常実施権」とは、通常実施権のうち特許権、実⽤新案権
若しくは意匠権を対象とした独占的な通常実施権⼜は育成者権若しく
は回路配置利⽤権についての独占的な通常利⽤権⼜は著作権若しくは

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
１．⽤語の定義（事業様式 1 試験研究委託契約書第 27 条関係）  

本要領において、次に掲げる⽤語は、次の定義によるものとします。  
①「研究成果」とは、委託業務を実施した結果得られた成果をいいま 
す。 

②「特許権等」とは、特許権、実⽤新案権、意匠権、育成者権、回路配
置利⽤権、著作権及び不正競争防⽌法に係るノウハウ等の営業秘密を
使⽤する権利をいいます。また、特許権等を受ける権利を含みます。 

③「産業財産権等」とは、特許権、実⽤新案権、意匠権、育成者権及び
回路配置利⽤権をいいます。また、これらの権利を受ける権利を含み
ます。 

④「ノウハウ」とは、技術上⼜は営業上の情報のうち秘匿することが可
能で財産的価値があるものをいいます。 

 
⑤ 「発明等」とは、特許権の対象となるものの発明、実⽤新案権の対
象となるものの考案、意匠権、回路配置利⽤権及び著作権の対象とな
るものの創作、育成者権の対象となるものの育成並びにノウハウを使
⽤する権利の対象となるものの案出をいいます。 

⑥ 「通常実施権」とは、特許権、実⽤新案権若しくは意匠権を対象と
した通常実施権⼜は育成者権若しくは回路配置利⽤権についての通常
利⽤権⼜は著作権若しくはノウハウの使⽤の⾮独占的許諾の権利をい
います。 

 
 
 

 
Ⅲ 研究成果の取扱・特許権等  Ⅲ 研究成果の取扱・特許権等  
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ノウハウの使⽤の独占的な許諾の権利をいいます 
 
⑧ 「専⽤実施権」とは、特許権、実⽤新案権若しくは意匠権を対象と
した専⽤実施権⼜は育成者権若しくは回路配置利⽤権についての専⽤
利⽤権をいいます。 

⑨ 「実施許諾」とは、通常実施権（独占的通常実施権を含みます。以
下同じ。）の許諾又は専用実施権の設定若しくはその移転をいいま
す。 

➉ 「バックグラウンド知財」とは、委託先が委託業務開始前から保有
していた特許権等及び委託業務によらずに取得した特許権等をいいま
す。 

 
 
⑪「実施」とは、特許法第２条第３項に定める⾏為、実⽤新案法第２条
第３項に定める⾏為、意匠法第２条第２項に定める⾏為、半導体集積
回路の回路配置に関する法律第 2 条第３項に定める⾏為、種苗法第
２条第５項に定める⾏為、著作権法第２１条から第２８条に規定する
すべての権利に基づき著作物を利⽤する⾏為並びにノウハウを使⽤す
る⾏為をいいます。実施許諾及び国外実施における「実施」には試験
研究も含みます。 

⑫ その他、本要領で使⽤する⽤語の定義は、特許法（昭和 34 年 4 
⽉ 13 ⽇法律第 121 号）、知的財産基本法（平成 14 年 124 ⽇法
律第 122 号）及びその他の関連法令の定めによるものとします。 

 
 
２．研究成果の考え方と知財方針等の作成 （事業様式 1 試験研究委託契
約書第 28 条関係） 
 委託先は、「農林⽔産研究における知的財産に関する⽅針」（平成 28 年 
2 ⽉農林⽔産技術会議決定）に準じて、また「⽣研⽀援センターにおける
データマネジメントに係る基本⽅針（令和４年１２⽉１３⽇⽣物系特定産業
技術研究新センター）」に基づき、研究の開始段階において、知的財産マネ
ジメントに取り組んでいく仕組みを検討・導⼊し、研究成果の管理を⾏って
ください。 
（１）コンソーシアムにおける知財合意書の作成及び合意 

 
⑦ 「専⽤実施権」とは、特許権、実⽤新案権若しくは意匠権を対象と
した専⽤実施権⼜は育成者権若しくは回路配置利⽤権についての専⽤
利⽤権⼜は著作権若しくはノウハウの使⽤の独占的許諾の権利をいい
ます。 

 
 
 
⑧ 「バックグラウンド知財」とは、委託先が委託業務開始前から保有
していた特許権等及び委託業務によらずに取得した特許権等をいいま
す。 

⑨ 「フォアグラウンド知財」とは、委託業務によって発⽣した特許権
等をいいます。 

➉「実施」とは、特許法第２条第３項に定める⾏為、実⽤新案法第２条
第３項に定める⾏  為、意匠法第２条第２項に定める⾏為、半導体集
積回路の回路配置に関する法律第 2 条第３項に定める⾏為、種苗法
第２条第５項に定める⾏為、著作権法第２１条から第２８条に規定す
るすべての権利に基づき著作物を利⽤する⾏為並びにノウハウを使⽤
する⾏為をいいます。実施許諾及び国外実施における「実施」には試
験研究も含みます。 

⑪ その他、本要領で使⽤する⽤語の定義は、特許法（昭和 34 年 4 
⽉ 13 ⽇法律第 121 号）、知的財産基本法（平成 14 年 124 ⽇法
律第 122 号）及びその他の関連法令の定めによるものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．コンソーシアムにおける知財合意書の作成及び合意  
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コンソーシアムは、委託契約を逸脱しない範囲で、次のアからクを含めた
委託業務に係る知的財産の基本的な取扱いに関する構成員間における合意書
（以下「知財合意書」という。）を作成し、運⽤してください。また、項⽬
や規定する内容については、研究の進捗に応じて適宜必要な⾒直しを⾏って
ください。  
なお、コンソーシアム規約等にこれらが既に反映されている場合は、知財

合意書を新たに作成する必要はありません。知財合意書の作成及び⾒直しを
⾏った場合は、速やかに⽣研⽀援センターに報告してください。   

 
ア 秘密保持 
イ 研究成果の権利化等の決定⼿続 
ウ 研究成果に係る特許権等の帰属 
エ 特許権等（試験研究成果に係るもの、参加機関が予め保有しているも 
の等）の⾃⼰実施及び実施許諾 ※ 

 オ 委託研究等の体制変更（研究機関の新規参加や脱退等）への対応 
カ 合意内容の有効期間 
キ 特別な実施形態（国外での実施や第三者への独占的実施許諾等） 

 
※エ については、３．の記載事項も参考にしてください。 

 
※戦略的イノベーション創造プログラム及びムーンショット型農林水産研 
究開発事業を除き、農研機構に所属する研究所等における研究成果に係る 
知的財産権の取扱いについては、農研機構が定めるところによるものとし 
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委託研究に取り組む各コンソーシアムは、委託契約を逸脱しない範囲 
で、次のアからキを含めた委託業務に係る知的財産の基本的な取扱いに
関する構成員間における合意書（以下「知財合意書」という。）を作成
し、運⽤してください。また、項⽬や規定する内容については、研究の
進捗に応じて適宜必要な⾒直しを⾏ってください。  
なお、コンソーシアム規約等にこれらが既に反映されている場合は、

知財合意書を新たに作成する必要はありません。知財合意書の作成及び
⾒直しを⾏った場合は、速やかに⽣研⽀援センターに報告してくださ
い。  
ア 秘密保持 
イ 研究成果の権利化等の決定⼿続 
ウ 研究成果に係る特許権等の帰属 
エ 特許権等（試験研究成果に係るもの、参加機関が予め保有してい
るもの等）の⾃⼰実施及び実施許諾 
オ 委託研究等の体制変更（研究機関の新規参加や脱退等）への対応
カ 合意内容の有効期間 
キ 特別な実施形態（国外での実施や第三者への独占的実施許諾等） 

 
 
 

※戦略的イノベーション創造プログラム（スマートバイオ産業・農業
基盤技術）を除き、農研機構に所属する研究所等における研究成果に
係る知的財産権の取扱いについては、農研機構が定めるところによる
ものとします。 
 

６．研究成果の考え⽅と⽅針の作成（事業様式 1 試験研究委託契約書第 
28 条関係）  

委託先は、「農林⽔産研究における知的財産に関する⽅針」（平成 28 
年 2 ⽉農林⽔産技術会議決定）に準じて、また「⽣研⽀援センターに
おけるデータマネジメントに係る基本⽅針（令和４年１２⽉１３⽇⽣物
系特定産業技術研究新センター）」に基づき、研究の開始段階におい
て、知的財産マネジメントに取り組んでいく仕組みを検討・導⼊し、知
的財産の管理を⾏ってください。  
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（２）知的財産の取扱⽅針の作成 
① コンソーシアム（単独機関の場合は当該機関）は、委託業務等を進め
るに当たり、知財運営委員会や研究推進会議等により「知的財産の取扱
⽅針（知財様式６）」を契約後速やかに定め、⽣研⽀援センターに提出
してください。 また、研究の進捗に応じて適宜必要な見直しを行い、
変更した場合は、その都度、速やかに生研支援センターに提出してくだ
さい。 

 
②「知的財産の取扱⽅針（知財様式６）」は、権利化するものだけではな 
く、委託業務で⽣み出されることが想定される全ての研究成果につい 
て、オープン・アンド・クローズ戦略等を踏まえつつ、権利化、秘匿 
化、論⽂発表等による公知化、標準化といった基本的な方針に加え、誰 
にどのように実施許諾し実⽤化を⽬指すのかなども含めて記載してくだ 
さい。 

 
知的財産の取扱⽅針の策定に当たっては、以下の事項に留意してくだ 

さい。  
ア ⾒込まれる研究成果のうち、⺠間企業等による商品化・事業化を通
じて産業利⽤が期待される技術・品種については権利化すること、そ
れ以外の技術等については権利化すること及び権利化せずに論⽂発表
等により公知化することを視野に⼊れること。 

イ 産業界等において共通化を図るべき技術については、標準化を視野
に⼊れること。 

ウ 上記の取組みに当たり、技術移転先の⺠間企業等において研究成果
の利⽤に係る優位性を確保する観点及び国内外における模倣を防⽌す
る観点から、研究成果の⼀部として⾮公開とすべき情報が含まれる場
合は、当該情報を公開せず秘匿化すること。 

エ 委託先は、研究成果の外国における実施あるいは許諾の⾒込みの有
無や外国で研究成果が⾃由に利⽤されることを防⽌する必要性の有無
について検討し、該当する場合は、当該国において当該成果を権利化
することを視野に⼊れること。 

 
 ③ 委託試験研究の実施に必要なバックグラウンド知財についても、「知的 

財産の取扱⽅針（知財様式６）」に予め記載し明らかにしておきます。 

（１）知的財産の取扱⽅針の作成 
コンソーシアム（単独の研究機関の場合は当該機関。本条項について

以下同じ。）は、委託業務等を進めるに当たり、知財運営委員会や研究
推進会議等により「知的財産の取扱⽅針（知財様式６）」を定め、契約
締結から概ね１年以内に⽣研⽀援センターに提出してください。 

 
 
  
知的財産の取扱⽅針には、権利化するものだけでなく、権利化せずに

公表するものやノウハウなど委託業務で⽣み出されることが想定される
全ての研究成果について、権利化、秘匿化、論⽂発表等による公知化、
標準化といった知的財産の取扱いに関する基本的な⽅針だけでなく、誰
にどのように実施許諾し実⽤化を⽬指すのかなどのオープン・クローズ
戦略等の取扱い⽅針を含めて記載してください。 

 
なお、知的財産の取扱⽅針の策定に当たっては、以下の事項に留意願

います。  
ア ⾒込まれる研究成果のうち、⺠間企業等による商品化・事業化を通
じて産業利⽤が期待される技術・品種については権利化すること、そ
れ以外の技術等については権利化すること及び権利化せずに論⽂発表
等により公知化することを視野に⼊れること。 

イ 産業界等において共通化を図るべき技術については、標準化を視野
に⼊れること。 

ウ 上記の取組に当たり、技術移転先の⺠間企業等において研究成果の
利⽤に係る優位性を確保する観点及び国内外における模倣を防⽌する
観点から、研究成果の⼀部として⾮公開とすべき情報が含まれる場合
は、当該情報を公開せず秘匿化すること。 

エ 委託先は、研究成果の外国における実施あるいは許諾の⾒込みの有
無や外国で研究成果が⾃由に利⽤されることを防⽌する必要性の有無
について検討し、該当する場合は、当該国において当該成果を権利化
することを視野に⼊れること。 

 
（２）知的財産の取扱⽅針の変更 

委託業務期間中に（１）で作成、提出した「知的財産の取扱⽅針（知
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このことにより、委託研究で発生した特許権等と技術内容を区別するこ 
とが可能になります。委託試験研究を開始した後に新たにバックグラウ 
ンド知財が発⽣した場合には、「知的財産の取扱⽅針（知財様式６）」を 
修正し、生研支援センターに提出してください。 

 
 
 
 
 
 
（３） データマネジメントプランの作成 

研究開発の過程において、どのような種類のデータを、誰がどのように 
取得⼜は収集し、どのように管理・利活⽤するかなどについて整理した 
研究計画書のことをデータマネジメントプランといいます。コンソーシア 
ム（単独機関の場合は当該機関）は、管理対象データ（研究開発活動の実 
績を⽰すエビデンスとなるものであって、データの公開・共有を⾏わない 
ものを含むすべて）に係るデータマネジメントプランを、原則として研究 
開始前に⽣研⽀援センターに提出してください。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）知財合意書及び知的財産の取扱い方針等の取扱い 
継続事業において、既に知財合意書、「知的財産の取扱⽅針（知財様式 

６）」（令和２年度までは「権利化等方針」）及びデータマネジメントプラ 
ンを⽣研⽀援センターに提出したコンソーシアム（単独機関の場合は当該 
機関）にあっては、これらが提出されたものとみなします。ただし、進捗 
に応じて見直しの必要はないか確認し、修正した場合は、速やかに生研支 

財様式６）」を変更した場合は、その都度⽣研⽀援センターに提出して
ください。  

 
 

（３）知財合意書及び権利化等⽅針の取扱い 
 

継続事業等において、既に知財合意書及び権利化等⽅針を⽣研⽀援セ
ンターに提出したコンソーシアムにあっては、「知的財産の取扱⽅針」
が提出されたものとみなします。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）委託試験研究の実施に必要なバックグラウンド知財について 

委託試験研究の実施に必要なバックグラウンド知財については、採択
初年度の契約締結時に提出する「知的財産の取扱⽅針」（知財様式６）
に予め記載して明らかにしておきます。このことにより、研究成果であ
るフォアグラウンド知財と技術内容を区別することが可能になります。
委託試験研究を開始した後に新たにバックグラウンド知財が発⽣した場
合には、「知的財産の取扱⽅針」（知財様式６）を修正し、提出すること
ができます。  
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援センターに提出してください。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．バックグラウンド知財及び委託業務で得られた特許権等の実施許諾に関
する融通  
（１）オープン・アンド・クローズ戦略を踏まえつつ、構成員は、委託業務

を遂⾏するために必要となるバックグラウンド知財（ノウハウを除く。
以下、本項において同じ。）を相互に開⽰するとともに、委託契約期間
中は、当該バックグラウンド知財権者が定める条件に従い、当該バック
グラウンド知財を相互間で実施許諾するように努めるものとします。 

 
（２）バックグラウンド知財が委託業務に有⽤である場合には、当該バッ 
クグラウンド知財権者である構成員は、委託契約期間中、当該バックグ 
ラウンド知財に係る情報を他のコンソーシアムに属する構成員との間で 
共有するとともに、当該バックグラウンド知財の実施を必要とする他の 
コンソーシアムに属する構成員に対して、実施許諾するための条件を設 
定し、当該バックグラウンド知財を実施許諾するように努めるものとし 
ます。 

 
（３）委託契約期間終了後についても、委託業務で得られた特許権等を利⽤

するに際し、他の構成員が既有するバックグラウンド知財の使⽤が不可
⽋である場合は、当該バックグラウンド知財の所有者は委託業務で得ら
れた特許権等を利⽤しようとする者に対して、実施許諾の条件を設定し
て、当該バックグラウンド知財の実施を許諾するように努めるものとし
ます。 

 
 
 

（５）データマネジメントプランの作成 
研究開発の過程において、どのような種類のデータを、誰がどのよう

に取得⼜は収集  し、どのように管理・利活⽤するかなどについて整理
した研究計画書のことをデータマネジメントプランといいます。委託先
は、管理対象データ（研究開発活動の実績を⽰すエビデンスとなるもの
であって、データの公開・共有を⾏わないものを含むすべて）に係るデ
ータマネジメントプランを、原則として研究開始前に⽣研⽀援センター
に提出していただきます。 

 
３．バックグラウンド知財の共有及び実施許諾  
（１）構成員は、委託業務を遂⾏するために必要となるバッググラウンド知

財（著作権及びノウハウを除く。以下、本項において同じ。）を相互に
開⽰するとともに、委託契約期間中は、当該バックグラウンド知財権者
が定める条件に従い、当該バックグラウンド知財を相互間で実施許諾す
るように努めるものとします。 

 
 
（２）バックグラウンド知財が委託業務に有⽤である場合には、当該バック

グラウンド知財権者である構成員は、委託契約期間中、当該バックグラ
ウンド知財に係る情報を他のコンソーシアムに属する構成員との間で共
有するとともに、当該バックグラウンド知財の実施を必要とする他のコ
ンソーシアムに属する構成員に対して、実施許諾するための条件を設定
し、当該バックグラウンド知財を実施許諾するように努めるものとしま 

  す。 
 
（３）委託契約期間終了後についても、委託業務で得られたフォアグラウン

ド知財を利⽤するに際し、他の構成員が既有するバックグラウンド知財
の使⽤が不可⽋である場合は、当該バックグラウンド知財の所有者はフ
ォアグラウンド知財を利⽤しようとする者に対して、実施許諾の条件を
設定して、当該バックグラウンド知財の実施を許諾するように努めるも
のとします。 
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（４）構成員は、委託業務を遂⾏する⽬的に限定して、委託契約期間中は、

委託業務で得られた特許権等を当該特許権等の権利者が定める条件に従
い、相互間で実施許諾するように努めるものとします。 

 
 
 
（５）研究成果の有効活⽤を図る観点から、委託業務で得られた特許権等 
が他のコンソーシアムが進める委託業務に有⽤であると判断した場合に 
は、当該特許権等の権利者である構成員は、委託契約期間中、当該特許権 
等に係る情報を他のコンソーシアムに属する構成員との間で共有するとと 
もに、当該特許権等の実施を必要とする他のコンソーシアムに属する構成 
員に対して実施許諾するための条件を設定し、当該特許権を実施許諾する 
ように努めるものとします。 

 
 
（６）前項の情報の共有及び研究成果の提供に当たっては、当事者間で秘密

保持契約等を事前に締結して、委託業務で得られた特許権等に係る情報
の漏えいを防ぐ対策を講じるものとします。 

 
 
４．成果報告書の提出・確認（事業様式 1 試験研究委託契約書第 29 条関
係）  

（１）構成員は、委託業務終了時（委託業務を中⽌、⼜は廃⽌したときを含
む。）には、委託試験研究成果報告書（以下、「成果報告書」という。）
を作成し⽣研⽀援センターへ遅滞なく提出してください。また、委託研
究事業によっては、委託業務終了時以外にも成果報告書の提出を求める
場合があります。成果報告書には、研究成果の詳細、設定した⽬標に対
する達成状況及び成果の公表や発明などの技術情報を的確に整理し記載
していただきますが、委託研究事業によってはこれ以外の事項の記載を
求めことがあります。 

 
（２）構成員は、成果報告書及びその他これに類する⽣研⽀援センターへ提

出された著作物に係わる著作権について、⽣研⽀援センターが成果の普

 
４．フォアグラウンド知財の共有及び実施許諾  
（１）構成員は、委託業務を遂⾏する⽬的に限定して、委託契約期間中は、

委託業務で得られたフォアグラウンド知財（著作権を除く。以下、本項
において同じ。）を当該フォアグラウンド知財権者が定める条件に従
い、相互間で実施許諾するように努めるものとします。 

 
（２）研究成果の有効活⽤を図る観点から、フォアグラウンド知財が他のコ

ンソーシアムが進める委託業務に有⽤であると判断した場合には、当該
フォアグラウンド知財権者である構成員は、委託契約期間中、当該フォ
アグラウンド知財に係る情報を他のコンソーシアムに属する構成員との
間で共有するとともに、当該フォアグラウンド知財の実施を必要とする
他のコンソーシアムに属する構成員に対して実施許諾するための条件を
設定し、当該フォアグラウンド知財を実施許諾するように努めるものと
します。 

 
（３）前項の情報の共有及び研究成果の提供に当たっては、当事者間で秘密

保持契約等を事前に締結して、フォアグラウンド知財に係る情報の漏え
いを防ぐ対策を講じるものとします。 

 
 

７．成果報告書の提出（事業様式 1 試験研究委託契約書第 29 条関係）  
 
（１）構成員は、委託業務終了時（委託業務を中⽌、⼜は廃⽌したときを含

む。）には、委託試験研究成果報告書（以下、「成果報告書」という。）
を作成し⽣研⽀援センターへ遅滞なく提出してください。また、研究⽀
援事業によっては、これ以外にも成果報告書の提出を求める場合があり
ます。成果報告書には、研究成果の詳細、設定した⽬標に対する達成状
況及び成果の公表や発明などの技術情報を的確に整理し記載していただ
きますが、研究⽀援事業によってはこれ以外の事項の記載を求めことが
あります。 

 
（２）構成員は、成果報告書及びその他これに類する⽣研⽀援センターへ提

出された著作物に係わる著作権について、⽣研⽀援センターが成果の普
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及等に利⽤し、⼜は当該⽬的で第三者に利⽤させる権利については、⽣
研⽀援センターに許諾したものとします（著作権法第２１条から第２８
条までの権利を対象とします）。当該利⽤については、著作者⼈格権を 
⾏使しないものとします。また、構成員は、著作者が構成員以外のもの
であるときは、当該著作者が著作者⼈格権を⾏使しないように必要な措
置をとってください。 

 
（３）構成員は、４．（１）に基づき生研支援センターに提出される成果報

告書の記載内容について、第三者の著作権その他の権利を侵害していな
いことを事前に確認しなければなりません。また、成果報告書の記載内
容について、第三者から著作権その他の権利の侵害等の主張があったと
きは、当該構成員は自己の費用負担及び責任においてこれを対処するも
のとし、損害賠償等の義務が生じたときは、当該構成員がその全責任を
負うことになります。 

 
 
 
５．研究成果の公表・提供・利用・普及（事業様式 1 試験研究委託契約書
第 30 条関係）  

（１）構成員は、「２．研究成果の考え⽅と知財⽅針等の作成」の内容を踏ま
えて、秘匿すべき以外の研究成果を適切に発表⼜は公開するようにして
ください。委託期間開始日以後委託期間終了日の属する事業年度の翌年
度の４月１日から起算して５年を経過する日までの間において、研究成
果を公表又は第三者に提供（第三者に見せたり渡したりすることであり、
特許権等の実施許諾の場合を除く。）しようとするときは、必ず事前に十
分な時間的余裕をもって「研究実施内容発表等事前・事後通知書」（広報
様式１）」を、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターへ提出し報告してく
ださい。報告内容によっては、発表時期等について相談させていただく
場合があります。また、公表又は提供後にも、その結果を「研究実施内
容発表等事前・事後通知書」（広報様式１）」で報告してください。 

 
 
 
 

及等に利⽤し、⼜は当該⽬的で第三者に利⽤させる権利については、⽣
研⽀援センターに許諾したものとします（著作権法第２１条から第２８
条までの権利を対象とします）。当該利⽤については、著作者⼈格権を 
⾏使しないものとします。また、構成員は、著作者が構成員以外のもの
であるときは、当該著作者が著作者⼈格権を⾏使しないように必要な措
置をとってください。 

 
８．研究成果の確認（事業様式 1 試験研究委託契約書第 30 条関係）  
（１）構成員は、委託業務によって得た研究成果報告書の記載内容につい

て、第三者の著作権その他の権利を侵害していない事を事前に確認しな
ければなりません。 

 
（２）研究成果報告書の記載内容について、第三者から著作権その他の権利

の侵害等の主張があったときは、当該構成員は⾃⼰の費⽤負担及び責任
においてこれに対処するものとし、損害賠償等の義務が⽣じたときは、
当該構成員がその全責任を負うことになります。 

 
９．研究成果の公表・普及（事業様式 1 試験研究委託契約書第 31 条関
係）  
（１）構成員は、「６．研究成果の考え⽅と⽅針の作成」の内容を踏まえ

て、委託期間中⼜は委託期間終了後において、未出願の研究成果、未公
開の特許権等、未公開論⽂などの技術情報や秘匿すべきノウハウに係る
ものを除いて、研究成果を適切に発表⼜は公開するようにしてくださ
い。研究成果を公表若しくは普及させようとするとき⼜は研究成果を第
三者に提供しようとするときは、「研究実施内容発表事前（事後）通知
書」（広報様式１）  を、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターへ事前
に提出し報告してください。内容によっては、発表時期等について相談
させていただく場合があります。 
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 公表や提供は概ね次の取組みを行うことを指しますが、研究インテグリテ 
 ィや安全保障貿易管理を踏まえて適切に判断願います。 
   公表：対象を限定することなく周知すること。論文の発表やシンポジ 
      ウムでの講演、HPへの掲載など。 
   提供：特定のコミュニティに研究成果を見せたり渡したりすること、

研究生などを受け入れ研究成果を含む技術を指導すること、メ
ールで情報を送信することなど。これらの場合には、秘密保持
契約（NDA）等を締結することが必要です。 

   なお、突然の取材対応など、やむを得ず事前の報告が困難であった場 
合は、その理由とともに、「研究実施内容発表等事前・事後通知書（広報 
様式１）」を速やかに提出し報告してください。  

 
 
（２）構成員は、研究成果を公表する場合には委託業務による成果であるこ

とを明⽰するか、⼝頭でその旨を述べなければなりません。  
 
（３）⽣研⽀援センターは、委託期間の終了後に研究成果を公表しますが、

構成員が業務上の⽀障があるとして⽣研⽀援センターに公表しないこと
を申し⼊れた場合には、構成員の利害に関係する部分について公表しな
いことができます。 

 
（４）構成員は、委託期間開始日以後委託期間終了日の属する事業年度の翌

年度の４月１日から起算して５年を経過する日までの間に、研究成果を
利用・普及したときは、「研究成果利用・普及報告書」（広報様式３）を
作成し、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターに速やかに提出してくだ
さい。ただし、研究成果に係る特許権等の成果を含む内容の場合は、当
該特許権等の権利存続期が終了するまで同様に報告してください。 
なお、利用・普及したことを公表や宣伝する場合は広報様式１も併せ

て提出してください。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）構成員は、研究成果を公表する場合には委託業務による成果であるこ

とを明⽰し、⼜は⼝頭でその旨を述べなければなりません。  
 
（３）⽣研⽀援センターは、委託期間の終了後に研究成果を公表しますが、

構成員が業務上の⽀障があるとして⽣研⽀援センターに公表しないこと
を申し⼊れた場合には、構成員の利害に関係する部分について公表しな
いことができます。 

 
（４）構成員は、委託期間中⼜は委託期間終了後３年以内に、研究成果に係

る製品が上市（市場での取引開始等）されたとき⼜は研究成果に係る技
術等を⽤いて事業化（サービスの開始等）されたとき、研究成果に係る
技術等が⽣産現場に導⼊されたときは、「研究成果普及報告書」（広報様
式３）を作成し、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターに速やかに提出
してください。 
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   利用・普及とは、次のような取組みのことを指します。 
・試作品の開発 
・モニター調査の実施 
・試験栽培や介入試験の実施 
・資金調達の開始 
・事業会社の設立 
・製造設備の設置 
・奨励品種への採用 
・現場への技術導入や導入拡大 
・種苗や製品の販売、サービスの提供・拡大 

  ・その他、これに類するもの 
   なお、利用や普及のステージが進むごとに、その状況を報告してくだ

さい。 
 
６．研究成果に関する内部規制の整備等（事業様式 1 試験研究委託契約書
第 31 条関係）  
構成員は、構成員の役員⼜は従業員（以下「従業員等」という。）が研

究成果に係る国内外における特許権等を受ける権利を従業員等から構成員
へ帰属させる旨の契約を、委託契約の締結後従業員等との間で速やかに締
結してください。職務発明規程等によって従業員等から構成員への帰属が
既に定められ、委託業務に適⽤できる場合はこの限りではありません。  

 
 
７．ノウハウの指定（事業様式 1 試験研究委託契約書第 32 条関係）  

代表機関等は構成員と協議の上、研究成果の技術情報のうち秘密として
管理すべきものを指定することができます。ノウハウを指定した際には、
代表機関等から⽣研⽀援センターに「発明等報告書」（知財様式１）を⽤
いて報告をしてください。 

 
ノウハウを秘匿すべき期間は、原則として委託期間開始日以後委託期間

終了日の属する事業年度の翌年度の４月１日から起算して５年を経過する
日までの間とします。 
ただし、指定したノウハウについて、指定後に必要があるときは、⽣研

⽀援センターと代表機関等及び構成員とが協議の上、秘匿すべき期間を延

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１０．成果に関する内部規制の整備等（事業様式 1 試験研究委託契約書第 
33 条関係）  

構成員は、構成員の役員⼜は従業員（以下「従業員等」という。）が 
研究成果に係る国内外における特許権等を受ける権利を従業員等から構
成員へ帰属させる旨の契約を、委託契約の締結後従業員等との間で速や
かに締結してください。職務発明規程等によって従業員等から構成員へ
の帰属が既に定められ、委託業務に適⽤できる場合はこの限りではあり
ません。  
 

１１．ノウハウの指定（事業様式 1 試験研究委託契約書第 34 条関係）  
代表機関等は構成員と協議の上、研究成果のうち秘匿すべきノウハウ 

について指定することができます。ノウハウを指定した際には、代表機
関等から⽣研⽀援センターに「発明等報告書」（知財様式１）を⽤いて
報告をしてください。 
 
ノウハウを秘匿すべき期間は、原則として当該委託業務終了の翌年度

の４⽉１⽇から起算して５年間とします。 
ただし、指定したノウハウについて、指定後に必要があるときは、⽣

研⽀援センターと代表機関等及び構成員とが協議の上、秘匿すべき期間
を延⻑し⼜は短縮することができます。  
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⻑し⼜は短縮することができます。  
 

８．特許権等の帰属（事業様式 1 試験研究委託契約書第 33 条関係）  
（１）構成員が委託業務を実施することで創出された発明等について、⽣研

⽀援センターは産業技術⼒強化法第１７条（平成１２年法律第４４号）
に基づき、原則として構成員から当該特許権等を譲り受けないこととし
ています（⽇本版バイ・ドール制度の適⽤。）。 
なお、構成員は、⽣研⽀援センターと委託業務契約を締結することに

より、次の①から⑤の事項を約し⽇本版バイ・ドール制度の適⽤を受け
たものとみなされます。  

① 構成員は、「9.発明等、出願等及び設定登録等の報告」に定められた各
報告を⽣研⽀援センターへ提出すること。 
なお、産業財産権等に係る発明等を⾏ったときは、その出願⼜は申請

（以下、「出願等」という。）を⾏う前にあらかじめ報告すること。  
② 主務⼤⾂（国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総合研究機構法第 
２２条第１項で規定する主務⼤⾂を指します。）の要請に応じて、⽣研⽀
援センターが公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明ら
かにして求める場合には、構成員は、構成員に帰属した当該特許権等を
無償実施⼜は利⽤する権利を⽣研⽀援センター⼜は⽣研⽀援センターの
指定する者に許諾すること。 

③ 構成員に帰属した当該特許権等が相当期間実施されておらず、かつ、
当該特許権等を相当期間実施していないことについて正当な理由が認め
られないと⽣研⽀援センターが認める場合において、主務⼤⾂の要請に
応じて、⽣研⽀援センターがその理由を明らかにして求めるときには、
構成員は当該特許権等を利⽤する権利を第三者へ許諾すること。 

④ 構成員は、第三者に当該特許権等の移転、独占的通常実施権の許諾⼜
は専⽤実施権の設定若しくはその移転（以下、この項において「移転
等」という。）の承諾をするときは、合併⼜は分割により移転する場合
及び次のイからハまでに規定する場合を除き、あらかじめ⽣研⽀援セン
ターの承認を受けること。 

 
イ 構成員である当該特許権等権者が株式会社であって、その⼦会社
（会社法（平成⼗七年法律第⼋⼗六号）第⼆条第三号で規定される⼦会   
社を指します。）⼜は親会社（同条第四号で規定される親会社を指し

 
 

２．特許権等の帰属（事業様式 1 試験研究委託契約書第 35 条関係）  
（１）構成員が委託業務を実施することで創出された発明等について、⽣研

⽀援センターは産業技術⼒強化法第１７条（平成１２年法律第４４号）
に基づき、原則として構成員から当該特許権等を譲り受けないこととし
ています（⽇本版バイ・ドール制度の適⽤。）。 
なお、構成員は、⽣研⽀援センターと委託業務契約を締結することに

より、次の①から④の事項を約し⽇本版バイ・ドール制度の適⽤を受け
たものとみなされます。  

① 構成員は、研究成果に係る発明等を⾏ったときは、⽣研⽀援センター
へ報告すること。 
なお、産業財産権等に係る発明を⾏ったときは、その出願⼜は申請

（以下、「出願等」という。）を⾏う前に報告すること。  
② 主務⼤⾂（国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総合研究機構法第 
２２条第１項で規定する主務⼤⾂を指します。）の要請に応じて、⽣研
⽀援センターが公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明
らかにして求める場合には、構成員は、構成員に帰属した当該特許権等
を無償実施⼜は利⽤する権利を⽣研⽀援センター⼜は⽣研⽀援センター
の指定する者に許諾すること。 

③ 構成員に帰属した当該特許権等が相当期間実施されておらず、かつ、
当該特許権等を相当期間実施していないことについて正当な理由が認め
られないと⽣研⽀援センターが認める場合において、主務⼤⾂の要請に
応じて、⽣研⽀援センターがその理由を明らかにして求めるときには、
構成員は当該特許権等を利⽤する権利を第三者へ許諾すること。 

④ 構成員は、第三者に当該特許権等の移転⼜は当該特許権等についての
専⽤実施権の設定若しくは移転の承諾（以下この項において「移転等」
という。）をするときは、合併⼜は分割により移転する場合及び次のイ
からハまでに規定する場合を除き、あらかじめ⽣研⽀援センターの承認
を受けること。 

 
イ 構成員である当該特許権等権者が株式会社であって、その⼦会社
（会社法（平成⼗七年法律第⼋⼗六号）第⼆条第三号で規定される⼦会   
社を指します。）⼜は親会社（同条第四号で規定される親会社を指し
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ます。）に移転等をする場合 
ロ 構成員が承認ＴＬＯ（⼤学等における技術に関する研究成果の⺠間
事業者への移転の促進に関する法律（平成⼗年法律第五⼗⼆号）第四
条第⼀項の承認を受けた者（同法第五条第⼀項の変更の承認を受けた
者を含みます。））⼜は認定ＴＬＯ（同法第⼗⼀条第⼀項の認定を受け
た者）に移転等をする場合 

ハ ⼄構成員が技術研組合である場合に、⼄構成員がその組合員に当該
特許権等の移転等をする場合 

 ⑤ 構成員は、研究成果に係る特許権等が国外で実施される場合には、 
  １０．（２）に基づいて、例外なくあらかじめ生研支援センターの承認 

を受けること。 
 
（２）構成員が前項（１）の各号のいずれかを満たしておらず、かつ、満た

していないことについて正当な理由がないと⽣研⽀援センターが認める
ときは、構成員は当該特許権等を⽣研⽀援センターへ無償で譲渡しなけ
ればなりません。その際、当該特許権等を既に出願していた場合には⽣
研⽀援センターへの名義変更を⾏い、当該特許権等を既に取得していた
場合には⽣研⽀援センターへ当該特許権等を移転するものとし、名義変
更等により発⽣する費⽤は構成員が負担することになります。 

 
（３）構成員は、前項（１）の規定により構成員に帰属するとされた当該特

許権等に係る国内の特許出願、実⽤新案登録出願、意匠登録出願を⾏う
場合は、出願に係る書類に国等の委託研究の成果に係る出願である旨を
願書に表⽰しなければなりません。 

（記載例）  
【国等の委託研究の成果に係る記載事項】の欄を設けて記載。  
「令和〇年度、国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総合研究機構⽣物系
特定産業技術研究⽀援センター「○○○○○○事業（△△△△プロジェク
ト）」、産業技術⼒強化法第１７条の適⽤を受ける□□出願」  

 
（４）構成員が⾃らの諸事情や不正⾏為を⾏ったため、または実施計画書の

⾒直し等に伴い事業実施期間中にコンソーシアムを脱退する場合、⽣研
⽀援センター⼜は他の構成員は、脱退する構成員が研究成果の特許権等
（特許権等を受ける権利を含む）の全部⼜は⼀部を、特段な理由がない

ます。）に移転等をする場合 
ロ 構成員が承認ＴＬＯ（⼤学等における技術に関する研究成果の⺠間
事業者への移転の促進に関する法律（平成⼗年法律第五⼗⼆号）第四
条第⼀項の承認を受けた者（同法第五条第⼀項の変更の承認を受けた
者を含みます。））⼜は認定ＴＬＯ（同法第⼗⼀条第⼀項の認定を受け
た者）に移転等をする場合 

ハ ⼄構成員が技術研組合である場合に、⼄構成員がその組合員に当該
特許権等の移転等をする場合 

 
 
 
 
（２）構成員が前項（１）の各号のいずれかを満たしておらず、かつ、満た

していないことについて正当な理由がないと⽣研⽀援センターが認める
ときは、構成員は当該特許権等を⽣研⽀援センターへ無償で譲渡しなけ
ればなりません。その際、当該特許権等を既に出願していた場合には⽣
研⽀援センターへの名義変更を⾏い、当該特許権等を既に取得していた
場合には⽣研⽀援センターへ当該特許権等を移転するものとし、名義変
更等により発⽣する費⽤は構成員が負担することになります。 

 
（３）構成員は、前項（１）の規定により構成員に帰属するとされた当該特

許権等に係る国内の特許出願、実⽤新案登録出願、意匠登録出願を⾏う
場合は、出願に係る書類に国等の委託研究の成果に係る出願である旨を
願書に表⽰しなければなりません。 

（記載例）  
【国等の委託研究の成果に係る記載事項】の欄を設けて記載。  
「令和〇年度、国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総合研究機構⽣物系
特定産業技術研究⽀援センター「○○○○○○事業（△△△△プロジェク
ト）」、産業技術⼒強化法第１ ７条の適⽤を受けるもの」  

 
（４）構成員が⾃らの諸事情や不正⾏為を⾏ったため、または実施計画書の

⾒直し等に伴い事業実施期間中にコンソーシアムを脱退する場合、⽣研
⽀援センター⼜は他の構成員は、脱退する構成員が研究成果の特許権等
（特許権等を受ける権利を含む）の全部⼜は⼀部を、特段な理由がない
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限り無償で譲り受ける権利⼜は再実施権付実施許諾を受ける権利を持ち
ます。 
また、コンソーシアムを脱退した構成員が研究成果に係る特許権等を

維持する場合、当該構成員は、コンソーシアム脱退後であっても当該特
許権等に係る出願、実施、実施許諾、移転⼜は放棄等を⾏おうとすると
きは、委託契約の特許権等の取扱い規定に基づいてこれを⾏わなければ
なりません。  

 
（５）構成員間の共同研究によって発⽣した特許権等は、当該構成員間で共

同出願契約を締結した上で、当該構成員間で共有できるものとし、持分
は特許権等の発⽣寄与度等に応じて当該構成員の間で協議して決定して
ください。  

 
（６）生研支援センターが所定の様式で定めた「知財様式」や「広報様式」

により生研支援センターに提出された著作物の著作権は、生研支援セン
ターに帰属するものとします。 

 
 

９．発明等・出願等及び設定登録等に係る報告（事業様式 1 試験研究委託
契約書第 34 条関係）  
（１）発明等の創出に係る報告 
➀ 構成員は、研究成果に係る発明等を⾏った場合は、産業財産権等につ 
いては出願等を⾏う前に、著作権の対象となるものについては遅滞なく、 
それぞれその内容及び取扱いを記載した「発明等報告書（知財様式 
１）」を、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターに提出してください。 
（ただし、ノウハウについては７．に記載したとおり、ノウハウの指 
定を⾏った時点で提出）。また、国外出願等の予定の有無についても記載 
してください。なお、バックグラウンド知財を利⽤した発明等の場合に 
は、利⽤した当該バックグラウンド知財を特記事項欄に記載してくださ 
い。 
 
 
② ①において、特許権等の出願等を⾏おうとする場合は、出願等を⾏う
１ヶ⽉前までに「発明等報告書（知財様式１）」を、代表機関等を通じ

限り無償で譲り受ける権利⼜は再実施権付実施許諾を受ける権利を持ち
ます。 
また、コンソーシアムを脱退した構成員が研究成果に係る特許権等を

維持する場合、当該構成員は、コンソーシアム脱退後であっても当該特
許権等に係る出願、実施、許諾、移転⼜は放棄等を⾏おうとするとき
は、委託契約の特許権等の取扱い規定に基づいてこれを⾏わなければな
りません。  

 
（５）構成員間の共同研究によって発⽣した特許権等は、当該構成員間で共

同出願契約を締結した上で、当該構成員間で共有できるものとし、持分
は特許権等の発⽣寄与度等に応じて当該構成員の間で協議して決定して
ください。  

 
 
 
 
 

 
１２．発明・出願等の通知（事業様式 1 試験研究委託契約書第 36 条関
係）  
（１）知的財産の創出に係る報告 
①  構成員は、研究成果に係る発明等を⾏った場合は、産業財産権等に
ついては出願等を⾏う前に、著作権の対象となるもの及び特許権等の対
象となり得るが権利化せず公知化するものについては遅滞なく、それら
の知的財産の内容及び取扱いを記載した「発明等報告書（知財様式
１）」を、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターに提出してください。 
（ただし、ノウハウについては１1．項に記載したとおり、ノウハウの
指定を⾏った時点で提出）。国外出願等の予定の有無についても記載し
てください。なお、バックグラウンド知財を利⽤した発明等の場合に
は、利⽤した当該バックグラウンド知財を特記事項欄に記載してくださ
い。 
 

② ①において、特許権等の出願等を⾏おうとする場合は、出願等を⾏う
１ヶ⽉前までに「発明等報告書（知財様式１）」を、代表機関を通じて
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て⽣研⽀援センターに提出してください。 
 

（２）特許権等の出願に係る報告 
構成員は、発明等を国内外に出願等を⾏った場合、出願等の番号、出願

等年⽉⽇、出願⼈等の⽒名及び発明⽤の名称が確認出来る公的書類を添付
して出願等を⾏った⽇から数えて 90⽇以内に、「特許権等出願通知書
（知財様式２）」を、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターに提出してく
ださい。  

 
（３）出願後の状況に係る報告 

構成員は、特許権等の設定登録⼜は品種登録が⾏われた時は、登録公報
発⾏の⽇⼜は登録に関する公⽰の⽇から数えて９０⽇以内に、登録等の事
実が確認できる書類の写しを添付して「特許権等登録通知書（知財様式
２）」を、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターへ提出してください。  

 
１０．特許権等の実施（事業様式 1 試験研究委託契約書第 35 条関係） 
  
（１）実施の報告 
  構成員は、研究成果に係る特許権等を自ら実施した場合又は実施許諾若
しくは移転を受けた者が実施した場合は、５．（４）に記載した「研究成
果利用・普及報告書（広報様式３）」に記載し、代表機関等を通じて生研
支援センターに遅滞なく提出してください。当該特許権等の移転後にその
移転先からさらに実施許諾を受けた者が実施した場合等も含め、全ての場
合について実施の報告が必要です。 

 
  なお、「実施」は、１．⑪で定義したように試験研究を目的にした場合
も対象になりますが、特許権等の実施報告における「実施」の対象は５．
（４）で例示したような利用・普及段階のこととします。 

 
 
 
 
 
 

⽣研⽀援センターに提出してください。 
 

（２）特許権等の出願に係る報告 
構成員は、発明等を国内外に出願等を⾏った場合、出願等の番号、出願

等年⽉⽇、出願⼈等の⽒名及び発明⽤の名称が確認出来る公的書類を添付
して出願等を⾏った⽇から数えて 90⽇以内に、「特許権等出願通知書
（知財様式２）」を、代表機関を通じて⽣研⽀援センターに提出してくだ
さい。  

 
（３）出願後の状況通知 

構成員は、特許権等の設定登録⼜は品種登録が⾏われた時は、登録公報
発⾏の⽇⼜は登録に関する公⽰の⽇から数えて９０⽇以内に、登録等の事
実が確認できる書類の写しを添付して「特許権等登録通知書（知財様式
２）」を、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターへ提出してください。  

 
１３．特許権等の実施、許諾（事業様式 1 試験研究委託契約書第 37 条関
係）  
（１）実施許諾等の留意事項 

構成員は、研究成果に係る特許権等を第三者へ実施許諾する場合（研究 
成果を刊⾏物として発表するために、当該刊⾏物を出版する者に著作権を 
実施許諾する場合を除く。）には、特許権等の取扱いや守秘に関し、既に 
締結された契約書等の規定に⽀障を与えないよう当該第三者に約させなけ 
ればなりません。  
 

 
 
 
 
 

（２）実施許諾等の事前申請 
構成員は、国内で第三者に⾮独占的な実施許諾を⾏おうとする場合には 

事前申請の必要はなく、事後に（３）の実施許諾の報告を⾏えばよいこと 
としますが、以下の場合には⽣研⽀援センターに事前申請を⾏い承認を得 
てください。  
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（２）国外実施の事前申請 
  研究成果に係る特許権等が国外において実施される場合には、原則とし
て当該国において特許権等が権利化済み又は権利化予定であることが必要
です。構成員は、研究成果に係る特許権等を国外で自ら実施する場合又は
実施許諾若しくは移転を受けた者が国外で実施する場合は、例外なく「特
許権等国外実施申請書（知財様式４）」を事前に代表機関等を通じて生研
支援センターへ提出し、生研支援センターの承認を得なければなりませ
ん。当該特許権等の移転後にその移転先からさらに実施許諾を受けた者が
国外で実施する場合等も含め、全ての場合について国外実施については事
前申請が必要です。  

 
  なお、国外実施における「実施」は、１．⑪に定める定義のとおりであ
り、これには試験研究を目的とするものも含みます。 

 
  事前申請を受領した場合、生研支援センターは以下の「国外での実施又は 
実施許諾の承認にあたり参考とするポイント」を踏まえて承認するか否か 
を判断します。申請にあたっては、以下の点に関する資料の提出をお願いし 
ます。 
 
【国外での実施又は実施許諾の承認にあたり参考とするポイント】  
・国内農林⽔産業・⾷品産業等に悪い影響を及ぼさないこと。 
・国内企業等（⼤学・研究機関等を含む）が重要な研究成果に対しアクセス 
することが困難となる恐れがないこと。 

・国内企業の競争⼒の維持に対する不利益をもたらさないこと。 
 
・「海外ライセンス指針」（令和５年１２月２５日農林水産省策定）を踏まえ 
た取組になっていること。 

・当該特許権等を活⽤して⾏う事業が、法律や公序良俗に反するものでない 

①国外で⾃⼰実施⼜は実施許諾を⾏う場合 
研究成果が国外において実施される場合には、原則として当該国に

おいて特許権等が権利化済み⼜は権利化予定であることが必要です。
構成員は、研究成果に係る特許権等について、国外で⾃⼰実施しよう
とするとき⼜は国外で許諾の形態に係わらず第三者に実施許諾を⾏お
うとするときは、事前に代表機関を通じて「特許権等国外実施申請書 

（知財様式４）」を⽣研⽀援センターに提出し、承認を得てください。  
②独占的な実施許諾を⾏う場合 
構成員は、研究成果に係る特許権等の専⽤実施権の設定若しくはそ

の移転⼜は独占的通常実施権の許諾（以下、「専⽤実施権の設定等」
という。）を⾏おうとするときは、事前に代表機関を通じて「特許権
等専⽤実施許諾・独占的実施許諾申請書（知財様式４）」を⽣研⽀援
センターに提出し、承認を得てください。実施許諾により国外で特許
権等が実施されることになる場合には、「特許権等国外実施申請書
（知財様式４）」も提出してください。 
ただし、専⽤実施権の設定等を⾏うときであっても、２．（１）④

のイ〜ハ（独占的通常実施権の許諾は２．（１）④では対象に含みま
せんが、ここでは含むものとしま  す。）に該当する場合は事前に⽣
研⽀援センターの承認を受ける必要はありません。  

 
なお、国外での実施⼜は実施許諾に関する事前申請を受領した場

合、⽣研⽀援センターは、以下の「国外での実施⼜は実施許諾の承認
にあたり参考とするポイント」を踏まえて承諾するか否かを判断しま
す。申請にあたっては、以下の点に関する資料の提出等に留意して⾏
ってください。  

【国外での実施⼜は実施許諾の承認にあたり参考とするポイント】  
・国内農林⽔産業・⾷品産業等に影響を及ぼさないこと。 
・国内企業等（⼤学・研究機関等を含む）が重要な研究成果に対しアク
セスすることが困難となる恐れがないこと。 
・国内企業の競争⼒の維持に対する不利益をもたらさないこと。 
 
 
 
・当該特許権等を活⽤して⾏う事業が、法律や公序良俗に反するもので
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こと。 
・当該特許権等を活⽤するための事業計画等を有し、実⽤化・商品化が⾒込 
まれること。 

・農林⽔産業・⾷品産業等に関する技術の向上が⾒込まれること。等 
 
 
１１．特許権等の実施許諾（事業様式１試験研究委託契約書第36条関係） 
（１）実施許諾の際の留意事項 

構成員は、研究成果に係る特許権等について、第三者に実施許諾を行う
場合には、委託契約書第３０条、第３２条、第３３条、第３５条、第３
６条、及び第３９条の規定に⽀障を与えないよう実施許諾先の相手に約
させなければなりません。なお、実施許諾における「実施」は、１．⑪
に定める定義のとおりであり、これには試験研究を目的とするものも含
みます。 

 
（２）実施許諾の報告 
  構成員は、研究成果に係る特許権等について、第三者に実施許諾が行わ
れた場合は、その事実が確認できる書類の写しを添付して「特許権等実施
許諾報告書（知財様式５）」を代表機関等を通じて、遅滞なく生研支援セ 
ターへ提出し報告してください。 

 
（３）実施許諾の事前申請 

構成員は、研究成果に係る特許権等について、以下の①～③の実施許諾 
を行おうとする場合は、生研支援センターに事前申請を行い承認を得るこ 
とが必要です。  
 ①独占的な実施許諾を⾏う場合 

研究成果に係る特許権等について、第三者に独占的通常実施権の許 
諾又は専用実施権の設定若しくはその移転（以下、「専用実施権の設定 
等」という。）を行おうとする場合は、構成員は、事前に代表機関等を 
通じて「特許権等専⽤実施許諾・独占的実施許諾申請書（知財様式 
４）」を⽣研⽀援センターに提出し、承認を得てください。ただし、当 
該特許権等の活用に支障を来すおそれがない場合であって、専用実施権 
の設定等が当該特許権等の権利者である構成員の合併⼜は分割による場
合や、８．（１）④のイ〜ハのいずれかに該当する場合は事前に⽣研⽀

ないこと。 
・当該特許権等を活⽤するための事業計画等を有し、実⽤化・商品化が
⾒込まれること。 
・農林⽔産業・⾷品産業等に関する技術の向上が⾒込まれること。等 
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援センターの承認を受ける必要はありません。 
なお、専用実施権の設定等により国外で特許権等が実施されることに

なる場合には、例外なく「特許権等専用実施許諾・独占的実施許諾申請
書（知財様式４）」及び「特許権等国外実施申請書（知財様式４）」を提
出してください。 

 
専用実施権の設定等に関する事前申請を受領した場合、生研支援セン 

ターは、以下の「専⽤実施権の設定等の承認にあたり参考とするポイン 
ト」を踏まえて承認するか否かを判断します。申請にあたっては、以下 
の点に関する資料の提出を行ってください。  

 
【専⽤実施権の設定等の承認にあたり参考とするポイント】 
専⽤実施権の設定等先が、  
・当該特許権等を活⽤するための事業計画等を有し、商品化・事業化される 
ことが期待できる者であること。 

・当該特許権等を活⽤して⾏う事業が、法律や公序良俗に反するものでない 
こと。 

・将来、倒産や買収等によって、当該特許権等の活⽤が阻害される恐れがな 
いこと等。 

専⽤実施権の設定等により、  
・農林⽔産業、⾷品産業等に関する技術の向上が⾒込まれること。 
・国内企業等（⼤学、研究機関等を含む）が重要な研究成果に対しアクセス 
することが困難となる恐れがないこと。 

・国内企業等の国際競争⼒の維持に対する不利益がもたらされないこと等。 
 
 
②国外での実施を目的とする実施許諾を行う場合 
構成員は、研究成果に係る特許権等について、実施許諾が国外での実 

施を目的としている場合は、例外なく事前に代表機関等を通じて「特許
権等国外実施申請書（知財様式４）」を⽣研⽀援センターに提出し、承
認を得てください。 なお、国外での実施許諾に関する事前申請を受領
した場合、⽣研⽀援センターは、１０．（２）に記載した「国外での実
施又は実施許諾の承認にあたり参考とするポイント」を踏まえて承認す
るか否かを判断します。 

 
 
 
 
 
 
同じく、専⽤実施権の設定等に関する申請を受領した場合、⽣研⽀援セ
ンターは、以下の「専⽤実施権の設定等の承認にあたり参考とするポイ
ント」を踏まえて承諾するか否かを判断します。申請にあたっては、以
下の点に関する資料の提出等に留意してください。 
  
【専⽤実施権の設定等の承認にあたり参考とするポイント】 
専⽤実施権の設定等先が、  
・当該特許権等を活⽤するための事業計画等を有し、商品化・事業化さ
れることが期待できる者であること。 
・当該特許権等を活⽤して⾏う事業が、法律や公序良俗に反するもので
ないこと。 
・将来、倒産や買収等によって、当該特許権等の活⽤が阻害される恐れ
がないこと等。 
専⽤実施権の設定等によって、  
・農林⽔産業、⾷品産業等に関する技術の向上が⾒込まれること。 
・国内企業等（⼤学、研究機関等を含む）が重要な研究成果に対しアク 
セスすることが困難となる恐れがないこと。 
・国内企業等の国際競争⼒の維持に対する不利益がもたらされないこと   
等。 
 

（３）特許権等の実施許諾の報告 
構成員は、特許権等の実施許諾（通常実施許諾、専⽤実施権設定⼜は

その移転、独占的通常実施許諾）を⾏った場合は、「特許権等実施許諾
報告書（知財様式５）」に、その事実が確認できる書類の写しを添付し
て、代表機関等を通じて、遅滞なく⽣研⽀援センターへ提出してくださ
い。  
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  ③ 外国籍を有する者へ実施許諾を行う場合 

構成員は、研究成果に係る特許権等について、外国籍を有する者（個人
にあっては日本国以外の国籍を有する者、団体にあっては設立の準拠法に
かかわらず、外国資本が５０％超又はそれに準ずる者）に実施許諾をする
場合は、例外なく事前に代表機関等を通じて「特許権等国外実施申請書
（知財様式４）」を生研支援センターに提出し、承認を得てください。 
なお、外国籍を有する者への実施許諾に関する事前申請を受領した場

合、生研支援センターは、１０．（２）に記載した「国外での実施又は実
施許諾の承認にあたり参考とするポイント」を踏まえて承認するか否かを
判断します。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１２．特許権等の移転（事業様式 1 試験研究委託契約書第 37 条関係）  
（１）移転の留意事項 
  構成員は、研究成果に係る特許権等を第三者へ移転する場合（研究成果 
を刊⾏物として発表するために、当該刊⾏物を出版する者に著作権を移転 
する場合を除く。）は、委託契約書第３０条、第３２条、から第３９条の  
規定に⽀障を与えないよう移転先の者に約させなければなりません。これ
により、当該移転先の者や当該移転先の者からさらに当該特許権等の移転
を行った場合の移転先にも、委託契約書に書かれた義務を守っていただく
ことになります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）特許権等の実施状況の報告 
研究成果に係る特許権等を実施した場合であって、次の各号に該当す

る場合、構成員  は、遅滞なく特許権等の実施状況を「特許権等実施報
告書（知財様式３）」により、代表機関等を通じて、⽣研⽀援センター
へ提出してください。  
①構成員へ帰属した特許権等を当該構成員が⾃⼰実施したとき。 
②構成員から当該特許権等の実施許諾を受けた第三者が実施したとき⼜
は当該第三者から当該特許権等の再実施許諾を受けた者が実施したと
き。 

③構成員から当該特許権等を移転した第三者が実施したとき⼜は当該第
三者から当該特許権等の再移転を受けた者が実施したとき。 

 
１４．特許権等の移転（事業様式 1 試験研究委託契約書第 38 条関係）  
（１）移転の留意事項 

構成員は、研究成果に係る特許権等を第三者へ移転する場合（研究成
果を刊⾏物として発表するために、当該刊⾏物を出版する者に著作権を
実施許諾する場合を除く。）には、特許権等の取扱いや守秘に関し、既
に締結された契約書等の規定に⽀障を与えないよう当該第三者に約させ
なければなりません。  
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（２）移転の事前申請 
構成員は、研究成果に係る特許権等を第三者へ移転する場合は、事前に 

 代表機関等を通じて「特許権等移転申請書（知財様式 4）」を⽣研⽀援セ 
 ンターに提出し、承認を得てください。 

ただし、移転が当該特許権等の活用に支障を来すおそれがない場合であ 
って、当該特許権等の権利者である構成員の合併⼜は分割による場合や、 
８．（１）④のイ～ハのいずれかに該当する場合は事前に⽣研⽀援センタ 
ーの承認を受ける必要はありません。 
 
なお、１２．（１）の移転が日本国外に保有する特許権等を第三者に移

転する場合又は日本において保有する特許権等を外国籍を有する者に移転
する場合は移転申請に例外は無く、構成員は事前に代表機関を通じて「特
許権等移転申請書（知財様式４）」とともに「特許権等国外実施申請書
（知財様式４）」も生研支援センターに提出し、承認を得てください。 
 
特許権等の移転に係る事前申請を受領した場合、生研支援センターは、 

以下の「特許権等の移転にあたり参考とするポイント」を踏まえて承認す 
るか否かを判断します。申請にあたっては、以下の点に関する資料の提出を 
お願いします。 
【特許権等の移転の承認にあたり参考とするポイント】 
移転先が、  
・当該特許権等を活⽤するための事業計画等を有し、商品化・事業化される
ことが期待できる者であること。 

・当該特許権等を活⽤して⾏う事業が、法律や公序良俗に反するものでない
こと。 

・将来、倒産や買収等によって、当該特許権等の活⽤が阻害される恐れがな
いこと等。 

移転によって、  
・農林⽔産業、⾷品産業等に関する技術の向上が⾒込まれること。 
・国内企業等（⼤学、研究機関等を含む）が重要な研究成果に対しアクセス
することが困難となる恐れがないこと。 

・国内企業等の国際競争⼒の維持に対する不利益がもたらされないこと等。 
 
（３）移転の報告 

（２）移転の事前申請 
構成員は、構成員へ帰属した特許権等について移転をしようとすると

きは、事前に代表機関を通じて「特許権等移転申請書」（知財様式 4）
を⽣研⽀援センターに提出し、承認を得てください。  
ただし、移転が当該特許権等の権利者である構成員の合併⼜は分割に

よる場合や、２．（１）④のイ〜ハのいずれかに該当する場合は事前に 
⽣研⽀援センターの承認を受ける必要はありません。 
 
 
当該特許権等の移転が国外におけるものの場合には、「特許権等国外実

施申請書（知財様式４）」も提出してください。  
 
 

 
 

なお、特許権等の移転に係る申請を受領した場合、⽣研⽀援センター
は、以下の「特許権等の移転の承認にあたり参考とするポイント」を踏ま
えて承諾するか否かを判断します。申請にあたっては、以下の点に関する
資料の提出等に留意してください。  

【特許権等の移転の承認にあたり参考とするポイント】 
移転先が、  
・当該特許権等を活⽤するための事業計画等を有し、商品化・事業化される
ことが期待できる者であること。 

・当該特許権等を活⽤して⾏う事業が、法律や公序良俗に反するものでない
こと。 

・将来、倒産や買収等によって、当該特許権等の活⽤が阻害される恐れがな
いこと等。 

移転によって、  
・農林⽔産業、⾷品産業等に関する技術の向上が⾒込まれること。 
・国内企業等（⼤学、研究機関等を含む）が重要な研究成果に対しアクセス
することが困難となる恐れがないこと。 

・国内企業等の国際競争⼒の維持に対する不利益がもたらされないこと等。 
 
（３）特許権等の移転の報告 
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構成員は、研究成果に係る特許権等を移転した場合は、「特許権等移転 
報告書（知財様式５）」に、その事実が確認できる書類の写しを添付し 
て、代表機関等を通じて、遅滞なく⽣研⽀援センターへ提出してくださ 
い。 

 
１３．特許権等の放棄・取下げ（事業様式 1 試験研究委託契約書第38条
関係）  
構成員が特許権等を放棄しようとする場合又は出願・申請中の特許権等を

取り下げる場合は、「特許権等放棄・出願取下げ事前通知書（知財様式３）」
を、代表機関等を通じて、事前に⽣研⽀援センターへ提出してください。 
なお、第三者を含む共有の特許権等に係る構成員の持分放棄は移転の扱い

とします。  
 
 

 
１４．コンソーシアム解散後の特許権等の⼿続き（事業様式 1 試験研究委
託契約書第 39 条関係） 
コンソーシアム解散後は、代表機関等が⾏う諸⼿続を、当該特許権等に係

わる構成員が自ら行うものとします。  
 

１５．産業財産権等の第三者との共同出願（事業様式 1 試験研究委託契約
書第 40 条関係） 
構成員は、第三者を研究成果に係る産業財産権等の共同出願人に加えよう

とするときは、次の①から④の要件を満たす必要があります。   
 
なお、協⼒機関以外の第三者を共同出願⼈に加えようとするときは、コン

ソーシアム内の事前同意も必要です。  
① 構成員は、「発明等報告書（知的様式１）」を⽣研⽀援センターへ提 
出する際に、「第三者を共同出願⼈等に加える理由書（事業様式５）」 
を添えて提出すること。 

② 出願⽇までに、構成員と第三者との間で特許権等の持ち分を峻別した 
共同出願契約が締結されていること。 

③ 共同出願契約において、⽣研⽀援センターとの委託契約における秘密 
の保持及び特許権等に係る規定について、構成員を第三者に読み替 

構成員は、特許権等を移転した場合は、「特許権等移転報告書（知財
様式５）」に、その事実が確認できる書類の写しを添付して、代表機関
等を通じて、遅滞なく⽣研⽀援センターへ提出してください。 

 
 
１５．特許権等の放棄（事業様式 1 試験研究委託契約書第 39 条関係）  

構成員が特許権等(ノウハウを除く)を放棄しようとする場合は、「特
許権等放棄届出書（知財様式４）」を、代表機関等を通じて、事前に⽣
研⽀援センターへ提出してください。また、出願・申請中の特許権等
（ノウハウを除く）を取り下げる場合は、「特許権等出願取下げ事前通
知書（知財様式２）」を、代表機関等を通じて、事前に⽣研⽀援センタ
ーへ提出してください。  
なお、第三者を含む共有の特許権等に係る構成員の持分放棄は移転の

扱いとします。  
 
１６．コンソーシアム解散後の特許権等の⼿続き（事業様式 1 試験研究委
託契約書第 40 条関係） 

コンソーシアム解散後は、代表機関等が⾏う諸⼿続を、当該特許権等
に係わる構成員が自ら行うものとします。  
 

１７．第三者との共同出願（事業様式 1 試験研究委託契約書第 41 条関
係） 

構成員は、第三者を研究成果に係る特許権等（著作権、ノウハウを除
く。）の共同出願人に加えようとするときは、次の①から④の要件を満
たす必要があります。   
なお、協⼒機関以外の第三者を共同出願⼈に加えようとするときは、

コンソーシアム内の事前同意も必要です。  
① 構成員は、「発明等報告書（知的様式１）」を⽣研⽀援センターへ提
出する際に、「第三者を共同出願⼈等に加える理由書（事業様式５）」
を添えて提出すること。 

② 出願⽇までに、構成員と第三者との間で特許権等の持ち分を峻別し
た共同出願契約が締結されていること。 

③  共同出願契約において、⽣研⽀援センターとの委託契約における秘
密の保持並びに特許権等に係る規定について、構成員を第三者に読み
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えて適⽤することが規定されていること。また、その旨が「発明等報 
告書（知的様式１）」に記載されていること。 

④ 構成員と第三者との共同出願が、より広い権利を得ることを⽬的とし 
て委託業務以外の成果を含む出願である場合は、「発明等報告書（知的 
様式１）」の中で委託業務の成果と委託業務以外の成果とを峻別して記 
載していること。  
 

１６．著作権又はノウハウの第三者との共有（事業様式 1 試験研究委託契
約書第 41 条関係） 
構成員は、研究成果に係る著作権又はノウハウを第三者との間で共有しよ

うとするときは、次の①から④の要件を満たす必要があります。   
なお、協⼒機関以外の第三者と著作権又はノウハウを共有するときは、コ

ンソーシアム内の事前同意も必要です。 
① 構成員は、「発明等報告書（知的様式１）」を⽣研⽀援センターへ提 
出する際に、「第三者を共同出願⼈等に加える理由書（事業様式５）」 
を添えて提出すること。 

 ②前号の「第三者を共同出願⼈等に加える理由書（事業様式５）」を提出
する前に、構成員と第三者との間で著作権又はノウハウの持ち分を峻別
した契約が締結されていること。 
③ 当該契約において、⽣研⽀援センターとの委託契約における秘密の 
保持及び特許権等に係る規定について、構成員を第三者に読み替え 
て適⽤することが規定されていること。また、その旨が「発明等報告 
書（知的様式１）」に記載されていること。 

④ 構成員と第三者との権利の共有が、より広い権利を得ることを⽬
的として委託業務以外の成果を含む共有である場合は、「発明等
報告書（知的様式１）」の中で委託業務の成果と委託業務以外の
成果とを峻別して記載していること。 

 
１７．その他知的財産に関する事項  
研究成果に係る特許権等の研究ライセンス及びリサーチツール特許の使⽤

については、「⼤学等における政府資⾦を原資とする研究開発から⽣じた知
的財産権についての研究ライセンスに関する指針」（平成１８年５⽉２３⽇
総合科学技術会議決定）及び「ライフサイエンス分野におけるリサーチツー
ル特許の使⽤の円滑化に関する指針」（平成１９年３⽉１⽇総合科学技術会

替えて適⽤することが規定されていること。また、その旨が「発明等
報告書（知的様式１）」に記載されていること。 

④ 構成員と第三者との共同出願が、より広い権利を得ることを⽬的と
して委託業務以外の成果を含む出願である場合は、「発明等報告書
（知的様式１）」の中で委託業務の成果と委託業務以外の成果とを峻
別して記載していること。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１８．その他知的財産に関する事項  

研究成果に係る特許権等の研究ライセンス及びリサーチツール特許の
使⽤については、「⼤学等における政府資⾦を原資とする研究開発から
⽣じた知的財産権についての研究ライセンスに関する指針」（平成１８
年５⽉２３⽇総合科学技術会議決定）及び「ライフサイエンス分野にお
けるリサーチツール特許の使⽤の円滑化に関する指針」（平成１９年３ 
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議決定）に基づき、対応することとなります。 
（http://www.affrc.maff.go.jp/docs/project/2014/pdf/life-sci.pdf） 

⽉１⽇総合科学技術会議決定）に基づき、対応することとなります。 
（http://www.affrc.maff.go.jp/docs/project/2014/pdf/life-sci.pdf） 
 

１９．技術情報の封印等（事業様式 1 試験研究委託契約書第 32 条関係）  
     委託業務開始前から構成員が既に保有している技術情報のうち、当該
構成員が必要とする重要な技術情報については「封印申請書（事業様式
３）」に記載し、代表機関等を通じて⽣研⽀援センターに提出してくださ
い。この申請書が提出されたときは、⽣研⽀援センターと当該構成員の⽴ち
合いの上で封印を実施します。封印された記録は当該構成員が保管し、封印
された記録のリストは⽣研⽀援センターと当該構成員の各々が保管するもの
とします。 
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１８．知財関連⼿続きフローチャート 

 
 

２０．知財関連⼿続きフローチャート 
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  Ⅳ 問い合わせ先及びウェブサイトについて  
 

本実施要領に係る各様式については、生研支援センターのウェブサイト
に掲示しています。 
ＵＲＬ：
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/contents/common_form/in
dex.html 

 
◯本実施要領についての問い合わせ先及び各種書類等の送付先 
 
生物系特定産業技術研究支援センター（生研支援センタ

ー） 
 

住  所 〒210-0005 
神奈川県川崎市川崎区東田町８番地 パレール三井ビ
ルディング16階 

Ｕ Ｒ Ｌ 
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/inquiry/index.html 
受付時間 9:15～12:00、13:00～18:00（土、日、祝日を除く。） 

 
○経理・契約担当課：研究管理部研究管理課 

メール： brain-jimu[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 
ＴＥＬ：０４４－２７６－８５８３ 
ＦＡＸ：０４４－２７６－８９８０ 

 
○研究費の不正使用等及び研究活動の不正行為関係 
：研究管理部研究管理課（研究公正担当） 

メール：kenkyuhusei[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 
ＴＥＬ：０４４−２７６−８４８７ 
ＦＡＸ：０４４−２７６−８９８０ 

 

  Ⅳ 問い合わせ先及びウェブサイトについて  
 

本実施要領に係る各様式については、生研支援センターのウェブサイト
に掲示しています。 
ＵＲＬ：
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/contents/common_form/in
dex.html 

 
◯本実施要領についての問い合わせ先及び各種書類等の送付先 
 
生物系特定産業技術研究支援センター（生研支援センタ

ー） 
 

住  所 〒210-0005 
神奈川県川崎市川崎区東田町８番地 パレール三井ビ
ルディング16階 

Ｕ Ｒ Ｌ 
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/inquiry/index.html 
受付時間 9:15～12:00、13:00～18:00（土、日、祝日を除く。） 

 
○経理・契約担当課：研究管理部研究管理課 

ＴＥＬ：０４４－２７６－８５８３ 
ＦＡＸ：０４４－２７６－８９８０ 
メール： brain-jimu[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
○研究公正関係：研究管理部研究管理課研究公正室 

ＴＥＬ：０４４－２７６－８４８７ 
ＦＡＸ：０４４－２７６－９１４３ 
メール： kenkyuhusei[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 
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○研究費管理ガイドラインに基づく体制整備関係 
：研究管理部研究管理課（調査担当） 

メール：kawasaki_jimu[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 
ＴＥＬ：０４４−２７６−８５４５ 
ＦＡＸ：０４４−２７６−８９８０ 

 
○知的財産権関係：企画情報部企画課 

メール： PaG[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 
ＴＥＬ：０４４－２７６－８６１０ 
ＦＡＸ：０４４－２７６－９１４３ 

            
○各種委託事業担当課 

 
・イノベーション創出強化研究推進事業 
・オープンイノベーション研究・実用化推進事業 

事業推進部イノベーション創出課 
 メール：inobe-web[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
・戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 
 

事業推進部戦略的研究開発課 
   メール：SIP3brain[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
・ムーンショット型農林水産研究開発事業 

事業推進部戦略的研究開発課 
   メール：seiken-moonshot[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
・スタートアップ総合支援プログラム（SBIR支援） 

  事業推進部スタートアップ支援課 
  メール： brain-stupweb [ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 
 

・戦略的スマート農業技術等の開発・改良 
・戦略的スマート農業技術の開発・改良 

事業推進部民間技術開発課 
  メール：brain-smartagriweb [ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
 
 
 
 

〇知的財産権関係：企画情報部企画課 
ＴＥＬ：０４４－２７６－８６１０ 
ＦＡＸ：０４４－２７６－９１４３ 
メール： PaG[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

            
○各種委託事業担当課 

 
・イノベーション創出強化研究推進事業 
・オープンイノベーション研究・実用化推進事業 

事業推進部イノベーション創出課 
 メール：inobe-web[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
・戦略的イノベーション創造プログラム 
(スマートバイオ産業･農業基盤技術) 

事業推進部戦略的研究開発課 
   メール：brainSIP[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
・ムーンショット型農林水産研究開発事業 

事業推進部戦略的研究開発課 
   メール：seiken-moonshot[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
・スタートアップ総合支援プログラム（SBIR支援） 

  事業推進部スタートアップ支援課 
  メール： brain-stupweb [ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 
 

・戦略的スマート農業技術等の開発・改良 
 
事業推進部民間技術開発課 
  メール：brain-smartagriweb [ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 
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・食料安全保障強化に向けた革新的新品種開発プロジェクト 
のうち食料安全保障強化に資する新品種開発 

    ・食料安全保障強化に向けた革新的新品種開発プロジェクト 
    ・シャインマスカット未開花症緊急対策 

事業推進部イノベーション創出課 
 メール：hinshu-brain[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
 [アット]を@に置き換えてください 

 
 

・食料安全保障強化に向けた革新的新品種開発プロジェクト 
のうち食料安全保障強化に資する新品種開発 

 
 
事業推進部イノベーション創出課 
 メール：hinshu-brain[ｱｯﾄ]ml.affrc.go.jp 

 
[アット]を@に置き換えてください 
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